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序     文 
 

マケドニア旧ユーゴスラビア共和国は、ユーゴスラビア連邦共和国からの独立以降、民主化と

市場経済化を推し進めてきましたが、2000 年初頭まで経済は安定せず困難な時代を経験しました。

その後は、周辺諸国の政治的な安定化と並行して経済も回復基調となり、1 人当たり国民総所得

（GNI）でも高い数値を示すに至っています。 

マケドニア旧ユーゴスラビア共和国はオーストリア共和国やギリシャ共和国といった欧州連合

（EU）諸国に隣接し、現在 EU の加盟候補国となっており、国際競争力の強化が喫緊の課題とな

っています。特に、マケドニア旧ユーゴスラビア共和国における全企業数の 99.5％を占める中小

企業の振興は、マケドニア旧ユーゴスラビア共和国経済の底上げと雇用の創出の観点から極めて

重要と認識されています。 
独立行政法人国際協力機構は、中小企業振興分野においてこれまで個別専門家派遣による協力

を実施してきましたが、今般マケドニア旧ユーゴスラビア共和国政府から更なる支援要請があり、

効果的な協力の展開を検討するため本協力準備調査を実施いたしました。 

今回の調査においては、2008 年 12 月に実施した協力準備調査の第 2 次調査として、先行調査

の結果を踏まえ、生産性向上を中心とした中小企業支援の実施体制に関する現状調査・ニーズ調

査等を行うとともにマケドニア旧ユーゴスラビア共和国政府関係者との協議を通して、今後の協

力の方向性を検討しました。本報告書は、これらの調査結果をまとめたものとなっています。 

ここに本調査団の派遣に関し、ご協力いただいた日本国・マケドニア旧ユーゴスラビア共和国

両国の関係各位に対し、深甚なる謝意を表するとともに、あわせて今後のご支援をお願いする次

第です。 

 

平成 21 年 10 月 

 

独立行政法人国際協力機構 
産業開発部長 米田 一弘 
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ADC Austrian Development Cooperation  オーストリア開発庁 

AFIRM 
Agency for Foreign Investments of the Republic 

of Macedonia  
マケドニア外国投資庁 

APERM 
Agency for Promotion of Entrepreneurship of 
the Republic of Macedonia 

マケドニア創業促進庁 

BDS Business Development Service 
ビジネスデベロップメントサー

ビス 

BIC Business Incubation Centre 
ビジネスインキュベーションセ

ンター 

BSO Business Support Organization ビジネス支援機関 

DEC  
The Department for Entrepreneurship and 
Competitiveness  

創業・競争力強化部 

EBRD 
European Bank for Reconstruction and 

Development 
欧州復興開発銀行 

EC European Commission  欧州委員会 

ECM Economic Chamber of Macedonia マケドニア経済会議所 

EFSE European Fund for Southeast Europe 南東欧州向け欧州基金 

EIICM 
European Information and Innovation Centre in 

Macedonia  
欧州情報・革新センター 

ESA  Enterprise Support Agency  企業支援センター 

EU European Union  欧州連合 

EUREPGAP 
European Union Retail Parties Good 

Agriculture Practices 
欧州連合小売農業適正規範 

GDP   Gross Domestic Products  国内総生産 

GTZ 
Gesellschaft für Technische Zusammenarbeit  
(German Development Agency) 

ドイツ技術開発公社 

HACCP  Hazard Analysis and Critical Control Point 危害分析及び重要管理事項 

HRDF Human Resource Development Fund  人的資源開発基金 

IMF  International Monetary Fund  国際通貨基金 

IPA Instrument for Pre-Accession Assistance 加盟前支援基金 

LED  Local Economic Development Office  地方経済開発事務所 

LMBC Local Municipality Business Centre 
ローカルミニシパリティー 

ビジネスセンター（仮称） 

MoE    Ministry of Economy  経済省 

NBRM National Bank of the Republic of Macedonia  マケドニア中央銀行 

NECC 
National Entrepreneurship and Competitiveness 

Council  
全国創業・競争力強化評議会 



 

OECD 
Organization for Economic Co-operation and 

Development 
経済開発協力機構 

OHSAS 
Occupational Health and Safety Assessment 
Series  

労働安全衛生評価システム 

OSCE 
The Organization for Security and Co-operation 

in Europe 
欧州安全保障協力機構 

PIU Productivity Improvement Unit  生産性向上ユニット 

PREDA Prelip Region Enterprise Support Agency  Prelip 地域企業支援センター 

RBIC Roma Business Information Centre ロマビジネス情報センター 

RESC Regional Enterprise Support Centre 地域企業支援センター 

SDC  
Swiss Agency for Development and 
Cooperation  

スイス開発協力庁 

SECI 
Strengthening Entrepreneurship, 

Competitiveness and Innovation 
創業・競争力・技術革新強化 

SME Small and Medium-size Enterprise  中小企業 

SSO State Statistical Office  国家統計局 

TIDZ Technological Industrial Development Zone 技術・産業開発ゾーン 

TTC Technology Transfer Centre  技術移転センター 

USAID US Agency for International Development アメリカ国際開発庁 

WB World Bank  世界銀行 
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第１章 プロジェクト準備調査の概要 
 

１－１ 調査の背景 

1991 年に独立を果たしたマケドニア旧ユーゴスラビア共和国（以下、「マケドニア」と記す）

では、現在、経済政策の重点分野として投資促進及び輸出振興のための競争力のある企業づくり

が掲げられており、これらの重点分野において各種施策が実施されている。なかでも、全企業数

の 99.5％を占める中小企業の競争力強化が、国家の経済発展に果たす役割は大きく、国家をあげ

て中小企業振興に注力している。 

マケドニア政府は、中小企業の競争力強化政策として、市場経済に適合した生産様式の導入促

進、そのための人材育成、産業技術革新、中小企業支援機関の能力向上等に力を入れている（中

小企業開発計画 2007-2010）。しかしながら、中小企業支援を行う人材は一通りの知識を備えて

いるものの、実践の場において、会社経営や財務会計、マーケティング、製品開発、生産管理、

品質管理等の分野で、企業に対して適切なカウンセリングサービスができるようなスキルを十分

生かしきれていないことが多い。また、実際の中小企業支援においては、マケドニア創業促進庁

（Agency for Promotion of Entrepreneurship of the Republic of Macedonia：APERM）と連携関係を結

ぶ地方のビジネス支援センターだけでなく、地方自治体に設立された地方経済開発事務所（Local 

Economic Development Office：LED）、大学内に設置されている技術支援を行う技術移転センター

（Technology Transfer Center：TTC）、人的資源開発基金（Human Resource Development Fund：HRDF）

に登録されている中小企業（SME）トレーナーなど多くのアクターがいるにもかかわらず、有機

的な連携ができていない状況にある。 

JICA は、2001 年 3 月から金属加工業における生産管理専門家をスコピエ大学機械工学部に派

遣し、同専門家は生産計画・管理モデルの構築に努めた。同専門家派遣はマケドニア政府軍とア

ルバニア系武装勢力との武力衝突により任期短縮の事態となるものの、技術協力プロジェクト「金

属加工業における生産計画・管理プロジェクト」（2004～2005 年）として再開するに至り、3 回

にわたって専門家を派遣し、金属加工分野の中小企業が取り入れるべき市場経済に適合した生産

計画・管理手法のモデルを構築した。また、APERM に対しては、技術協力プロジェクト「創業

促進プロジェクト」（2006～2007 年）において 2 回にわたり起業支援アドバイザー専門家を派遣

し、起業支援策策定のための助言を行った。 

かかる状況下、マケドニア政府より、我が国に対する更なる支援要請として、生産管理能力向

上専門家派遣及び中小企業振興支援体制強化プロジェクト（技術協力プロジェクト）の新規案件

が提出された。これを踏まえ、2008 年 12 月に両案件の要請背景について調査・確認するための

プロジェクト準備調査団を派遣したところ、APERM が設置予定の生産性向上ユニット（PIU）を

中心とする生産性向上の普及体制の構築を通じた支援がマケドニア中小企業の競争力強化に極め

て有効であるとの調査結果に至った。 

今次調査においては、昨年（2008 年）12 月に実施したプロジェクト準備調査の結果を踏まえた

第 2 次調査として、①APERM における PIU のための検討（生産性向上の普及体制の設計、各中

小企業支援機関・支援要員の実態調査及び整理の検討）を通して、PIU の機能・役割・活動のあ

り方、PIU 職員に求められる能力に係る提言及び PIU の運営費用の試算支援、②生産性向上の普

及体制構築のための計画立案支援を目的とする。 
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１－２ 調査の目的 

マケドニアの生産性向上の普及体制構築について具体的な協力案件を形成するために、APERM
の「生産性向上ユニット（PIU）」の設置支援を通してマケドニアの中小企業及び中小企業支援

体制の現状、課題等について以下の調査を行うことを目的とする。 
 

１－３ 調査団員構成 

 
本（第 2 次）調査 
1 中小企業振興：生産性向上 小西 国洋 （株）日本開発サービス 主任研究員 

 

第 1 次調査（2008 年 12 月実施済） 

1 団長・総括 稲村 次郎 JICA 産業開発部民間セクターグループ 

参事役 

2 国別協力計画 村上 聡 JICA バルカン事務所 

3 調査企画 水野 由起子 JICA 産業開発部民間セクターグループ 

中小企業課 

4 中小企業振興 小西 国洋 （株）日本開発サービス 主任研究員 
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１－４ 調査日程 

 
・調査期間：2009 年 4 月 19 日～7 月 17 日（90 日間） 

月日 曜日 時間 面談・協議・業務 
4 月 19 日 日   東京（OS 52 10:55）→ウイーン（15:55） 

20 月   ウイーン（JU 313 19:20）→ベオグラード（20:50） 
10:00-11:30 JICA セルビア事務所 21 火 
  ベオグラード（JU 114 21:30）→スコピエ（22:25） 

9:00-10:00 JICA マケドニア事務所 22 水 

10:00-12:45 マケドニア創業促進庁（APERM：2009 年度組織・活動計画・予算概要、人材育成
の現状把握） 
APERM（情報収集・分析機能、バウチャースキーム、人材育成の現状把握） 
Sate Statistical office（2008 年経済統計年鑑入手・資料分析） 

23 
 

木 9:50-16:15 

PCM 手法講義準備 
9:50-10:40 経済省（MoE：中小企業部：2009 年度活動計画概要把握） 24 金 

11:30-13:30 APERM（PCM 手法講義） 
25 土   資料分析 
26 日   資料分析 

9:30-10:00 APERM （情報収集・分析機能把握、2009 年度バウチャースキーム活動内容把握）27 月 
11:00-15:00 APERM〔PCM 手法を使った PIU 機能に関する現状分析（関係者分析・問題分析）〕

9:30-10:30 人的資源開発基金（HRDF） 
11:00-11:30 APERM（PIU の仮説・検証事項の設定に関する APERM 担当者との協議） 

28 
 

火 
 

12:00-12:45 マケドニア経済会議所（ECM：金属加工協会を含む） 
10:00-10:45 地域企業支援センター（RESC：Skopje） 
14:00-14:45 オーストリア開発庁（ADC） 

29 
 

水 
 

14:00-17:00 PIU 機能に関する仮説・検証事項の設定に関するドラフト作成 
9:30-10:00 APERM（PIU の仮説・検証事項の設定に関する APERM 担当者との協議） 

12:00-13:00 英国政府〔創業・競争力・技術革新強化（SECI）コンサルタント〕 
30 

 
木 

 
14:00-14:30 ドナー〔欧州連合（EU）〕 

5 月 1 日 金   2008 年経済統計年鑑入手・資料分析 
2 土   資料分析 
3 日   資料分析 

12:00-12:45 ECM（繊維協会） 
13:00-13:30 APERM 

4 
 

月 
 

15:00-16:00 コンサルタント（APERM・HRDF） 
9:30-10:30 コンサルタント〔地域企業支援センター（RESC）：Skopje〕 

11:00-12:00 スコピエ職工会議所 
12:30-13:30 コンサルタント〔EU・ドイツ技術開発公社（GTZ）・APERM〕 

5 
 
 

火 
 
 

14:15-14:45 MoE（EU 統合部） 
10:00-10:45 マケドニア中央銀行（NBRM） 
13:00-14:15 中小企業（SVEMEK 社） 

6 
 

水 
 

16:00-16:40  EMC（コンサルタント協会） 
9:30-10:00 外国投資庁（AFIRM） 

11:00-13:00 ロマビジネス情報センター（RBIC） 
7 
 

木 
 

16:00-16:45 ドナー〔アメリカ国際開発庁（USAID）〕 
10:00-11:15 中小企業（Skopje1 社） 
12:00-14:30 「European day of the Entrepreneurship」出席 

8 
 

金 
 

15:00-15:30 ドナー〔欧州復興開発銀行（EBRD）〕 
9 土   資料分析 

10 日   資料分析 
15:00-16:00 ドナー〔ドイツ技術開発公社（GTZ）〕 11 月 
  APERM（バウチャ制度に関する確認及び関連資料の作成） 
10:15-11:00 コンサルタント（APERM） 
12:00-13:00 TTC（キリル大学） 

12 
 

火 
 

  地方出張への準備（質問票等） 
13 水 9:45-12:30 企業支援センター（Tetovo）、中小企業（3 社） 

10:00-10:45 マケドニア商業会議所 
12:00-12:40 大企業（Skopje1 社） 

14 
 

木 
 

15:00-16:00 オランダ王国政府 
15 金 10:15-14:45 Prelip 地域企業支援センター（PREDA）、中小企業（3 社） 
16 土   資料分析 
17 日   資料分析 
18 月 10:15-13:15 RESC（Veles）、中小企業（3 社） 
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月日 曜日 時間 面談・協議・業務 
19 火 10:15-15:00 企業支援センター（ESA：Ohrid）、中小企業（3 社）、コンサルタント（1） 
20 水 11:00-14:45 RESC（Bitola）、中小企業（3 社） 

10:00-11:15 大企業（Bitola：1 社） 21 木 
12:00-12:45 中小企業（Prelip：1 社） 

8:30-9:00 コンサルタント（ADC） 22 金 
10:45-13:15 RESC（Kumanovo）、中小企業（2 社）、コンサルタント（1） 

23 土   資料分析 
24 日   資料分析 
25 月   祝日（資料分析） 
26 火 10:00:12:45 ESA（Gostivar）、中小企業（3 社） 

10:00-13:00 RESC（Strumica）、中小企業（3 社） 27 水 
13:15-14:00 インキュベーションセンター（Strumica） 
10:00-11:00 ローカルミニシパリティービジネスセンター（LMBC） 
12:00-12:45 マケドニア標準局（Standardization Institute） 

28 
 

木 
 

  これまでの検証結果に関する英文作成（APERM 内の PIU 検討用資料作成） 
10:00-11:00 コンサルタント（SEE） 
14:00-14:30 APERM〔欧州情報・革新センター（EIICM）活動〕 

29 
 

金 
 

  これまでの検証結果に関する英文作成（APERM 内の PIU 検討用資料作成） 
30 土   資料分析 
31 日   資料分析 

10:00-12:45 工場訪問（Tetovo：3 社） 6 月 1 日 月 
  これまでの検証結果に関する英文作成（APERM 内の PIU 検討用資料作成） 

9:00-10:00 スコピエ企業センター 
14:00-15:30 JICA マケドニア事務所への中間報告 

2 
 

火 
 

  これまでの検証結果に関する英文作成（APERM 内の PIU 検討用資料作成） 
9:45-10:30 中小企業（Skopje：１社） 

14:00-14:30 APERM（職員との 6 月 4 日会議の事前打合せ） 
3 
 

水 
 

  会議用チャート等の準備 
14:00-14:45 APERM 長官との面談 4 木 
14:45-16:45 APERM（第 1 回全体会議）  

5 金   祝日（APERM：全体会議結果まとめ） 
6 土   資料分析 
7 日   資料分析 
8 月   APERM（第 2 回全体会議） 検討用資料作成 

8:45-9:30 コンサルタント（ADC） 9 火 
  JICA 協力（案）の基本的枠組み素案作成 
10:00-11:00 コンサルタント（マケドニア商業会議所） 10 水 
14:00-15:15 APERM（第 2 回全体会議）  

9:00-9:45 TAM/BAS プロジェクト 
14:15-15:00 ESA（Tetovo） 

11 
 

木 
 

 APERM（第 3 回全体会議） 検討用資料の作成、JICA（東京）への送付 
12 金  APERM（第 3 回全体会議） 検討用資料の作成 
13 土   資料分析 
14 日   資料分析 

11:00-12:30 中小企業（Skopje：1 社） 15 月 
 JICA（東京）との協議 
11:00-13:00 APERM（第 3 回全体会議）  16 火 
  PIU 設立に関する提言報告書（英文ドラフト）作成 

17 水  PIU 設立に関する提言報告書（英文ドラフト）作成 
10:00-10:45 ECM 18 木 
  PIU 設立に関する提言報告書（英文ドラフト）作成 
11:00-12:00 ドナー（ADC） 19 金 
  PIU 設立に関する提言報告書（英文ドラフト）作成、JICA（東京）への送付 

20 土   資料分析 
21 日   資料分析 

11:30-12:00 APERM（JICA マケドニア事務所と長官との面談に同席） 22 月 
 提言報告書（英文ドラフト）修正（予算関連） 

23 火  PIU 設立に関する提言報告書（英文ドラフト）修正 
9:00-10:00 TTC（キリル大学） 

12:00-13:00 ドナー（GTZ） 
14:15-15:30 APERM との打合せ 

24 
 
 

水 
 
 

  PIU 設立に関する提言報告書（英文ドラフト）提出 
15:45-16：30 APERM（APERM 長官との Steering Committee 事前打合せ） 25 木 
  APERM（Steering Committee）でのプレゼンテーション準備 
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月日 曜日 時間 面談・協議・業務 
14:15-15:00 APERM（Steering Committee）でのプレゼンテーション 26 金 
 MoE への報告（プレゼンテーション）資料作成 

27 土  資料分析 
28 日  資料分析 

 MoE への報告（プレゼンテーション）資料修正 29 月 
  これまで収集した資料、情報によるマケドニアのマクロ経済状況のまとめ 
13:45-15:15 MoE（中小企業部） 30 火 
 これまで収集した資料、情報によるマケドニアのマクロ経済状況のまとめ 

7 月 1 日 水  これまで収集した資料、情報によるマケドニアの貿易状況のまとめ 
12:30-13:15 APERM 2 木 
 これまで収集した資料、情報によるマケドニアの貿易状況のまとめ 
10:50-11:30 MoE（中小企業部） 
12:30-13:00 APERM 

3 金 

 これまで収集した資料、情報によるマケドニアの投資状況のまとめ 
4 土   資料分析 
5 日   資料分析 

15:00-15:30 ドナー（EU） 6 月 
 欧州統合府への報告資料作成 
10:15-10:45 APERM（最終協議 JICA 同席） 7 火 
  在オーストリア日本大使館・JICA（セルビア）への報告資料作成 

8 水  報告書作成（日本語） 
9 木  報告書作成（日本語） 

10:15-11:00 ドナー〔アメリカ国際開発庁（USAID）〕 
12:00-12:30 欧州統合府 

10 金 

 報告書作成（日本語） 
11 土   資料分析 
12 日   資料分析 

15:00-15:30 APERM 
 報告書作成（日本語） 

13 月 

  収集資料の整理・リスト化 
10:00-10:30 APERM（挨拶） 
13:00-13:30 JICA マケドニア事務所 
 報告書作成（日本語） 

14 火 

 収集資料の整理・リスト化 
9:15-11:00 JICA セルビア事務所への報告 15 水 
  スコピエ（JU 115 06:00）→ベオグラード（06:50） 
10:45-12:00 在オーストリア日本大使館 
  ベオグラード（OS 772 08:30）→ウイーン（09:50） 

16 木 
 

  ウイーン（OS 125 17:35）→フランクフルト（19:10） フランクフルト（NH 210 20:45）
→東京 

17 金   東京着 （15：50） 

 

１－５ 調査結果の概要 

１－５－１ マケドニア創業促進庁（APERM）生産性向上ユニット（PIU）の設置 

今回の調査の主要な目的として、APERM における PIU の設置支援を行った。具体的には、

PCM 手法を用い生産性向上における諸課題を洗い出したうえで、APERM が将来設置する予定

の PIU のあるべき姿、使命、機能、役割のみならず、より実践的な予算案や活動案に到るまで、

仮説を打ち立て、その仮説をカウンターパートとの共同により検証し、最終的に以下のような

提言を行った。 
【提言要旨】 

APERM は、経済省（MoE）によって立案された各種支援プログラムを効果的・効率的に

実施するとともに、特に生産性向上に関する支援・普及体制を構築するため、マケドニアに

おける中小企業セクターの状況を踏まえ、PIU は以下のミッション、体制、活動を担うこと

が望ましい。 
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1） ミッション：中小企業の生産性向上を支援する。 

2） 体制：APERM のなかに専任職員を以下のとおり配置する。 
 セクター責任者と同格レベルの専任職員 1 名及び担当職員 1 名の計 2 名体制が

必要。 
3） 活動：主な活動は以下のとおり。 

① 生産性向上に関する中小企業支援・普及体制の整備 
・ 情報収集・分析 

・ 支援活動の企画立案・実施・モニタリング・評価 
・ 中小企業支援機関・支援要員・ドナーに関するデータベース構築 

② 生産性向上普及リソースの育成 
③ 生産性向上を中心とした中小企業支援機関・関係人材の連携ネットワーク構築 

APERM における PIU の設置については、今後主務官庁である MoE との協議を深め、さら

には MoE から財務省への予算申請等により、PIU の設置と活動資金を確保する必要がある。

本調査内においても、関係省庁との協議等により連携の機会をつくり、可能な限りの事前調

整を行ったが、今後の作業は APERM 側に委ねることになる。なお、マケドニアにおける会

計年度は 1 月に開始され、12 月に終了するものとなっており、来年度（2010 年度）の予算措

置が判明するのは 2009 年 12 月以降となる見込みであるため、今後も継続的に注視すべきと

考える。 

 

１－５－２ 今後の協力の方向性 

（1）協力の妥当性及び前提条件 

マケドニアにおいて、工業セクターは最重要セクターのひとつであり、国民総生産（GDP）

及び雇用創出の観点から貢献度の高い分野であり、なかでも製造業の強化は喫緊の課題で

あり、中小企業の生産性向上を図ることが不可欠となっている。このような状況の下、中

小企業からの生産性向上に係る支援ニーズは高まっているが、マケドニア政府はそのニー

ズに対して効果的な対応をとることができていない。他方、我が国は、これまで開発途上

国における生産性向上支援の実績があり、マケドニア政府の課題に対して応用できる知見

を有すると考えられ、協力の妥当性は確認できると考えられる。 

中小企業の生産性向上を国家として図るために、まずは政府の支援体制の整備が重要で

ある。生産性向上の普及体制は、APERM がその任を負うことになるが、APERM 内におけ

る PIU を早急に設置し、この PIU が中心となって普及体制を整備することが望ましい。ま

た、JICA が今後協力を実施するにあたっては、PIU が協力のカウンターパートとなるべき

であり、PIU の設置が今後の協力の前提条件となりうると考える。 

 

（2）今後の協力案 

マケドニア中小企業の生産性向上を図るためには、上述のとおりマケドニア政府内で生

産性向上支援に係る体制整備がまずは必要である。また、それと並行して、生産管理、品

質管理といった生産性向上の個別技術を普及する要員の育成を行うことが重要となって

いる。また、マケドニアには既にさまざまな形でドナーや支援機関・要員がいることから、

これらとの連携も効率的に中小企業の生産性向上を図るうえで必要である。ついては、以
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下の観点からの協力の可能性を検討する。 

（1）APERM の生産性向上に関する支援・普及体制の構築 
（2）中小企業支援リソース（官民のローカルコンサルタント）の支援能力向上を通じ

た中小企業支援実施 
（3）APERM と中小企業支援機関・人材との連携強化 

 
本調査におけるカウンターパートとの一連の議論、現状調査、仮説の検証等を踏まえ、

以下の協力概要案を提示する。 
 

【協力スキーム】 
技術協力プロジェクト 

【プロジェクト目標】  
マケドニアにおいて、APERM を中心とした生産性向上の支援・普及体制が整備される。 

【成果】 

1．APERM の PIU が、生産性向上に関して、中小企業の支援ニーズに応じた各種サービ

スを企画/運営するための十分な能力・技術を習得する。 

2．中小企業支援リソースの支援能力向上を通じた中小企業支援が実施される。 

3．APERM と中小企業支援機関・人材の連携が強化される。 

【活動】 

1 APERM 生産性向上ユニット（PIU）の支援・普及体制の整備 

1-1 支援・普及体制整備 

1-2 PIU 職員の生産性向上に係る能力開発 

 

2 中小企業に対するコンサルティングサービスの提供能力の向上 

2-1 マケドニア内の生産性向上に関する支援要員（官民）の育成 

 

3 APERM と中小企業支援機関・人材の連携 

3-1 生産性向上に係る中小企業支援機関、人材との連携体制の確立 
3-2 中小企業支援機関・人材との連携能力の向上 
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第２章 マクロ経済状況 
 

２－１ 産業構造 

２－１－１ マクロ経済概況 

約 200 万人の人口を有するマケドニアの国内総生産（GDP）は 76 億米ドル（2007 年）であ

り、国民 1 人当たり GDP は 3,460 米ドルである。過去 10 年間で、GDP は 2 倍以上（1997 年の

37 億米ドルから 2007 年の 76 億米ドル）へと増加している（表 2-1）。 
世界銀行（WB）の調査1によれば、2007 年の各セクターの GDP に対するシェアは農業（12.0%）、

工業（29.2％：うち製造業 18.6％）、サービス業（58.8％）であり、サービス業が最も大きな

シェアを有している。1997 年のセクター別 GDP のシェアは農業（12.8％）、工業（34.5％：う

ち製造業 22.0％）、サービス業（52.7％）であり、1997～2007 年の期間にかけて、各セクター

の GDP シェアは、工業は 5.3％減少、サービスは 6.1％上昇、農業は、わずかながらの減少（0.8％）

にとどまっている。 

 
           表２－１ セクター別 GDP シェアの推移         （単位：％） 

セクター 1997 年 2006 年 2007 年 

農業 12.8 12.7 12.0 

工業 34.5 29.5 29.2 

 （うち製造業*） （22.0） （18.2） （18.6） 

サービス業 52.7 57.6 58.8 

合 計 100.0 100.0 100.0 

GDP（USD） （37 億米ドル） （67 億米ドル） （76 億米ドル） 

 

各セクターを対前年成長率でみた場合、農業以外の工業、サービス業の各セクターの対前年

成長率（2007 年）はそれぞれ 4.1％、7.3％であり、近年、高い成長率を維持している（表 2-2）。 

 

表２－２ 各セクターの対前年成長率の推移比較 

セクター 1987～1997 年 平均 2006 年 2007 年 

農業 -0.7 4.6 -2.9 

工業 -0.9 4.3 4.1 

 （うち製造業*） -0.1 1.3 5.0 

サービス業 0.5 6.3 7.3 

出所：World Bank「FYR Macedonia at a glance」より筆者作成 

 
各セクターの GDP シェア（2003～2006 年）の詳細は、以下のとおりである（表 2-3）。さま

                                                        
1 詳細は World Bank「FYR Macedonia at a glance」参照。また、マケドニアのマクロ経済動向に関しては、IMF「Former Yugoslav 

Republic of Macedonia: 2008 Article IV Consultation—Staff Report; Public Information Notice on the Executive Board Discussion; 
and Statement by the Executive Director for the former Yugoslav Republic of Macedonia, (2009.Feb)」あるいはマケドニア中央銀

行（National Bank of the Republic of Macedonia：NBRM）が毎年出している「Annual Report」、「Main economic indicators for 
the Republic of Macedonia」、季刊「Quarterly Report、等」、月刊「Monthly Information、等」などの報告書が英文で書かれ

たものとして参考になる。 
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GDP

GDP 15 16 2003 15.8 2004 15.0 2005 15.3
2006 16.3 GDP

20 2-3 2007 GDP 3,543
2,200 2008 GDP 3,986 4,000 2

State Statistical Office Statistical Yearbook of the Republic 
of Macedonia 2007 2008

Box2.1 GDP3

State Statistical Office SSO 2008 9 2006 8
Vardar East Southwest Southeast Pelagonija Polog Northeast Skopje GDP

Skopje 2006 GDP 47.4 2 Pelagonija 11.3
GDP 1

                                                       
2 National Bank of Republic of Macedonia ‘Annual Report 2008
3 State Statistical Office Gross domestic product in the Republic of Macedonia, by regions, 2006, preliminary data
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1 GDP 2006 Skopje 163.9 Vardar
108.5 100

State Statistical Office Gross domestic product in the 

Republic of Macedonia, by regions, 2006, preliminary data

2009
2008 2008 9

2009 GDP
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Box2.2 2009 NBRM

2008 GDP 5.0 2009 GDP

0.4 2009 5

2008 8 2009 2.3

2009 1 30
GDP FDI 2008 6.5 2009

2.7

2009 2.1

35

GDP

2009 6 22 SSO Gross Domestic Product, First Quarter of 2009

1 GDP 0.9 1.7
2.0 7.0

GDP

GDP 2007 2008 2-3
2008 GDP 1.1 1.1 0.8

0.6 GDP
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National Bank of the Republic of Macedonia Annual Report 2008

2008

2008 4
2-4

National Bank of the Republic of Macedonia Annual Report 2008

2008

2-5 4

                                                       
4 2007

National Bank of Republic of Macedonia ‘Annual Report 2007’
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National Bank of the Republic of Macedonia Annual Report 2008

2007 11

3,088 26.05
36.15 2-4

2007 5,6 1
2 8,419 1 740

1 1,563 1
2 4,704

2 3,702 7,950
4,983 2-4 2008 4

2007 7

                                                       
5 3 37.3 2005 35.9 2006 34.9 2007

JICA 2008 10
6

7 State Statistical Office Monthly Statistical Bulletin January, 2009
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%

2008
4

 12,568 2.90 10,740 12,945 

 135 0.03 10,565 10,070 

 2,751 0.63 16,327 18,320 

 113,088 26.05 11,563 12,889 

 27,546 6.35 10,564 12,384 

 13,516 3.11 19,626 22,315 

 76,750  17.68 13,951 15,077 

 13,040 3.00 11,639 13,727 

 29,683 6.84 17,779 20,647 

 7,110 1.64 28,419 31,702 

 21,677 4.99 14,906 16,629 

 39,053 9.00 17,160 21,298 

 32,134 7.40 13,957 16,388 

 31,609 7.28 13,320 16,139 

 14,420 3.32 13,553 15,201 

 434,041 100.00 14,584 17,080 

State Statistical Office Statistical Yearbook of Macedonia 2008 Monthly Statistical Bulletin 

January, 2009

2008 2-5
2008 39 7,086 65 2,269

25 5,183
11 9,135

12 952
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1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008
I. -65.26 -97.61 -236.08 -377.61 -184.11 -452.82 -157.91 -56.39 -596.83 -1,209.55

* -40.62 -79.38 -249.47 -363.82 -155.55 -450.66 -103.44 -33.96 -345.76 -1,191.35
-495.92 -690.82 -526.72 -805.58 -851.00 -1,138.97 -1,063.03 -1,284.99 -1,629.75 -2,551.83

f.o.b 1,189.98 1,320.73 1,155.43 1,112.15 1,362.65 1,674.85 2,040.58 2,396.26 3,349.49 3,970.86
f.o.b. /2 -1,685.91 -2,011.55 -1,682.15 -1,917.73 -2,213.65 -2,813.82 -3,103.61 -3,681.24 -4,979.24 -6,522.69

38.85 48.70 -19.17 -22.11 -6.62 -54.37 -33.64 28.25 34.98 2.17
-71.82 -64.53 -27.97 -44.33 -62.39 -39.19 -113.46 -36.65 -385.02 -108.17
463.64 609.04 337.78 494.42 735.90 779.71 1,052.21 1,237.00 1,382.96 1,448.28

II. -91.43 40.20 236.60 387.98 218.30 434.05 165.47 48.54 638.84 1,209.52
0.00 0.33 1.39 8.26 -6.69 -4.62 -2.02 -1.11 4.91 -18.42

-91.43 39.87 235.20 379.72 224.99 438.68 167.49 49.66 633.93 1,227.94
III. 156.69 57.41 -0.51 -10.37 -34.19 18.77 -7.55 7.84 -42.01 0.03

   Current Account(*):  without Reinvested earnings and undistributed branch profits

National Bank of the Republic of Macedonia Balance of Payment 1993-2008

2008
8

NBRM 9 2009 6 2009 2009 1

4 120 34.5
8 7,770 16.7

4

1

1
2008 23.50 14.16

13.45 9.47 8.07

5
68.65 2-6

                                                       
8 National Bank of the Republic of Macedonia Quarterly Report October, 2008 Monthly Information 1/2009 March 

2009
9 Monthly Information 4/2009 2009 6
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National Bank of the Republic of Macedonia Export of Goods by country 1990-2008
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10 4 Skopje2 Tetovo Stip
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National Bank of the Republic of Macedonia Macedonia: Export of goods divided by sectors and 

sections 1990-2008
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（2）輸入構造 

1） 輸入元相手国 
主要輸入元相手国（2008 年）は、ロシア連邦（以下、「ロシア」と記す）（13.59％）、

ドイツ（9.49％）、セルビア（7.76％）、ギリシャ（7.46％）、イタリア（5.59％）であ

り、輸出と同様に隣接・欧州諸国が主要輸入元相手国となっており、これら 5 ヵ国の輸

出シェアの合計は 43.89％である（表 2-8）。 
 

  表２－８ マケドニアの主要輸入元相手国（2000～2008 年）  （単位：百万米ドル） 

 

出所：National Bank of the Republic of Macedonia「Import of Goods by country 1990-2008」より作成 
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2） 輸入品目 

輸出と同様に、マケドニアの主要輸入品目も製造業品である（表 2-9）。2008 年の製

造業品輸入金額の総輸入金額に占める割合は、26.93％（18 億 4,547 万米ドル）で最も高

いシェアを有し、機械・輸送機器 20.95％（14 億 3,559 万米ドル）を合わせると 47.88％
（32 億 8,106 万米ドル）のシェアを有する。これら製造業品以外では、鉱物燃料・潤滑

油・その他関連製品が 20.69％（14 億 1,786 万米ドル）と続いている。 
さらに、2000 年から 2008 年の輸入増加率（2008 年輸入総額/2000 年輸入総額）でみ

た場合、原油価格の高騰の影響を受けた原料（燃料を除く）の輸入増加率は、6.43 倍と

高い伸びを示しているが、その輸入金額は 3 億 5,017 万米ドルであり、2008 年総輸入金

額の 5.11％にすぎない。輸入金額自体では、製造業品・その他製造業品（32 億 8,106 万

米ドル）の輸入額が最も大きい。 
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   表２－９ マケドニアの輸入品目（2000～2008 年）   （単位：百万米ドル） 

 
出所：National Bank of the Republic of Macedonia「Macedonia: Importt of goods divided by sectors and 

sections 1990-2008」より作成 
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このように、製造業品を中心とした輸出及び製造業品を生産するための原材料・設備及

びマケドニアで生産されない完成品（車両、等）等を輸入する貿易構造となっている。マ

ケドニアの中小企業振興を検討する際には、製造業の競争力強化を十分に考慮する必要が

ある。 

 
Box 2.3 貿易の GDP 成長に及ぼす影響 

マケドニアの場合、貿易収支の赤字は GDP に影響を与えている。図 2-6 に示されているよう

に、2004 年（実績）から 2008 年（推定）までの支出面からの GDP 成長貢献度でみた場合、消

費及び投資は GDP の成長率の増加に貢献している一方、純輸出（輸出‐輸入）はマイナスの影

響を与えている。製造業品が主たる輸出品目となっているマケドニアにおいては、GDP 成長率

を高めるためにも、製造力を強化する必要がある。 
 

 
Sources：WEO, and IMF staff estimates. 

IMF 「 Former Yugoslav Republic of Macedonia: 2008 Article IV 

Consultation—Staff Report; 

Public Information Notice on the Executive Board Discussion; and 
Statement by the Executive Director for the former Yugoslav Republic of 

Macedonia, (2009.Feb)」 

図２－６ GDP 成長貢献度（2004～2008 年） 

 
（3）欧州連合（EU）との貿易 

近年、マケドニアは EU 諸国との貿易が増加している。ただし、EU 諸国にとって、EU

貿易全体に占めるマケドニアの貿易シェア自体は輸出・輸入とも 1％にも満たない（表

2-10）。 
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表２－10 EU の貿易全体に占めるマケドニアのシェア（2003～2007 年） 

 

出所：EU Statistics 「EU and Macedonia Trade (2003-2007)」 

 
しかしながら、マケドニアにとって、EU は最も重要な貿易相手国であり、マケドニア

の貿易に占める EU のシェアは 2007 年において輸出 65.74％、輸入 61.27％と大きなシェア

を有している（表 2-11）。 

また、マケドニアの EU との貿易の平均成長率（2003～2007 年）は金額ベースで輸出

17.0％、輸入 24.2％となっており、マケドニアは EU との経済的な結びつきを強めている。 

 
表２－11 マケドニアの貿易全体に占める EU のシェア（2003～2007 年） 

 

出所：EU Statistics「EU and Macedonia Trade (2003-2007)」 

注）EU27ヵ国全体の2008年第4四半期の輸入額は、世界金融危機の影響を受け、対前年同期

比－5.0％であり、マケドニアの主要輸出先相手国であるEU諸国の輸入が減少している

点は、今後も十分注意する必要がある11。 

 
２－３ 外国直接投資構造 

1998 年から 2007 年にかけてのマケドニアへの外国直接投資（Foreign Direct Investment：FDI）
の流入額の推移は、以下のとおりである（図 2-7）。 

 

                                                        
11 詳細は「EU 2009 年 4 月 7 日付 Eurostat News release 50/2009 」参照。また、2009 年 5 月 4 日に欧州委員会の発表によれ

は、世界的な景気後退の影響を受け、EU27 ヵ国の実質経済成長率は、2009 年 1 月の当初見通しである－2.2％から－4.0％
に下方修正されている（詳細は、EC 「Economic Forecast Spring, 2009」参照）。 
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（単位：千米ドル） 

 

 

図２－７ マケドニアへの FDI 流入額の推移 

 
2001 年のマケドニア紛争後、4 年にわたりマケドニアへの FDI が停滞したが、その後、順調な

回復を示している。FDI は、2006 年から 2007 年（FDI 流入額：3 億 3,080 万米ドル）にかけてわ

ずかながら減少したが、2008 年の FDI 流入額は 5 億 4,470 万米ドル（表には表れていないが、NBRM

が最近公表した数値12）へと大幅に上昇している。 

2008 年のマケドニアへの主要な FDI 流入国は、オーストリア（全 FDI 流入額の 29.54％）、オ

ランダ王国（12.91％）、スロベニア共和国（11.23％）、ブルガリア（9.41％）、クロアチア共和

国（6.44％）等である（以下、「オランダ、スロベニア、クロアチア」と記す）。また、主要な

投資先は、金融機関への投資が全体の 38.51％と最も高く、輸送・通信（13.02％）、製造業（11.28％）、

電気・ガス・水道（11.16％）等が続いている13。このように、2008 年度はマケドニアへの大幅な

FDI の増加がみられたが、2009 年度は世界的な景気後退の影響を受け、FDI も減少するものと予

測されており、FDI の動向に十分に注意する必要がある。 

 

２－４ 2009 年マケドニアの製造業を取り巻くビジネス状況 

2-1 節において記載したように、2008 年のマケドニア全体の実質 GDP 成長率は 5.0％14であっ

た。しかしながら、米国のサブプライムローン問題に端を発した 2008 年の世界金融危機（2008

年 9 月以降顕著となった）は、2008 年第 4 四半期以降マイナスの影響を与えており、マケドニア

の 2009 年 GDP 成長率はマイナスになるものと予測されている（2009 年 5 月時点の予測：－0.4％）。 

特に、今回調査では、マケドニア創業促進庁（APERM）内に生産性向上ユニット（PIU）の設

置支援及び今後の JICA の生産性向上に関する具体的協力案の検討が求められているが、生産性

向上に関する主たる支援対象となり得る工業セクター（製造業を含む）の成長が鈍化することが

予測されている。 

                                                        
12 2008 年度の数値は、National Bank of Republic of Macedonia 「Foreign Direct Investment in Republic Macedonia Flows by Country 

2008」、「Foreign Direct Investment in Republic Macedonia Flows by activity 2008」に基づき計算したものである。 
また、2007 年のマケドニアへの主要な FDI 流入国は、オーストリア（全 FDI 流入額の 27.4％）、ブルガリア（13.8％）、

スロベニア（16.1％）、フランス共和国（以下、「フランス」と記す）（9.1％）であり、近年、オーストリアが最大の FDI
流入国であることに変わりはない。 

13 詳細は、State Statistical Office 「Foreign Direct Investments in the Republic of Macedonia 2007 」参照。 
14 詳細は National Bank of the Republic of Macedonia「Main economic indicators for the Republic of Macedonia」参照。 

出所：State Statistical Office「Foreign Direct 
Investments in the Republic of 
Macedonia 2007」 
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現在のところ、まだ、マケドニア政府より 2009 年の工業の現状に関する情報の公開は十分には

なされていないが、現段階で入手し得る英文資料を基にした工業部門への影響の現状は、以下の

とおりである。 

今回の世界金融危機後の 2008 年第 4 四半期以降、マケドニアの工業生産は、以下のように大き

な落ち込みを示している（図 2-8）。 

（単位：％）   

 

National Bank of the Republic of Macedonia「Monthly Information2/2009」 
図２－８ 工業生産指数の推移（2003～2009 年 1 月） 

 
NBRM の発表15（2009 年 3 月）によれば、①2008 年の 12 月の工業生産量は 2008 年 11 月に比

較して 7.3％の減少、②2008 年の 12 月の工業生産量は 2007 年 12 月に比較して 10.1％の減少とな

っている。特に、製造業全体では 8.8％の減少であった。ただし、印刷、金属加工、家具等のセ

クターが比較的好調であり、2008 年全体の工業生産額は対前年比 5.5％の増加であった。 

しかしながら、NBRM の発表（2009 年 4 月）によれば、2009 年 1 月の大幅な工業生産の落ち

込み率（対前年同月比 16.7％）は、過去 6 年間で最も大きな落ち込みを示している。 
また、NBRM の発表（2009 年 6 月）によれば、2009 年 3 月の生産実績では、年ベースに換算

して、金属生産は 58.3％の生産減、アパレル 28.3％、繊維 21.7％の生産減となっているが、逆に

タバコは 66.4％増、印刷は 120％増となっており、セクターによって生産に大きなばらつきがあ

る。 

製造業に属する企業の経営環境に対する自己評価も厳しいものとなっている（表 2-12）。 

SSO がまとめた製造企業の経営環境評価（2009 年 5 月）によれば、企業を取り巻くビジネス環

境（全体）に関する評価指数は 2008 年 8 月の 12.0 をピークに減少しており、2009 年 4 月では－

16.8 へとなっている。また、設備稼働率も 2008 年 9 月の 66.9％をピークに、2009 年 4 月には 52.8％

へと減少している。 
                                                        
15 詳細は、National Bank of the Republic of Macedonia「Monthly Information 1/2009（2009 年 3 月発行）Monthly Information 2/2009

（2009 年 4 月発行）、Monthly Information 4/2009（2009 年 6 月発行」参照。 
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表２－12 製造業に属する企業によるビジネス環境評価（2008 年 4 月～2009 年 4 月） 

 

出所：State Statistical Office 「Current situation of Business Tendency in Manufacturing Industry 
April 2008 – April 2009 22.05.2009」より作成 

 

このように、マケドニアの場合、2009 年の製造業を取り巻くビジネス環境はかなり厳しい状況

が予測されており、企業は生き残りのために、より一層の経営力、製造力強化が必要不可欠であ

る。 

 

Box 2.4 国際通貨基金（IMF）世界経済動向分析（2009 年 7 月 8 日付予測） 

世界経済成長率に関して、IMF は、2009 年 4 月時点では、世界経済全体の経済成長率を－1.5％

（2009 年）、＋2.0％（2010 年）と予測していたが、2009 年 7 月時点では、その予測成長率を、

－1.4％（2009 年）、＋2.6％へと上方修正している。工業生産は、世界的規模で 2009 年 4 月を

底として、改善の兆しが表れている。これは、予想以上の金融市場の改善がみられたためであ

るが、IMF は、景気回復は一様ではなく、依然緩やかなものとなっていることを指摘しており、

今後の世界経済動向を注視する必要がある（詳細は、IMF「World Economic Outlook Update  8th 

July 2009」参照）。 

 

２－５ マケドニア経済概況と JICA の生産性向上支援の可能性 

2-1～2-3 節において記載したように、工業セクターはマケドニア GDP の 29.2％（2007 年）を

占め、製造業を中心とした工業は、マケドニアの最重要セクターのひとつである。特に、工業セ

クターは、流通セクターと並び、GDP 成長貢献度も高く、かつ、セクター別の企業就業者数にお

いても、製造業は総就業者数の 26.05％を占め、鉱業・建設、電気・ガス・水供給の就業者数を

合わせると 36.15％の雇用を創出している。しかしながら、製造業に従事している就業者の平均

所得は、他のセクターに比べて依然として低い。 

他方、国際貿易の観点から、マケドニアの貿易収支は赤字である。マケドニアは製造業品を中

心とした輸出を行う一方で、マケドニアで生産されていない原材料、製造業品（産業機器・設備、

車両、等）などを輸入する貿易構造を有している。マケドニアが貿易赤字を縮小あるいは貿易収
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支を黒字化するためには、輸出増大は必要不可欠である。現在のマケドニアの主要な貿易相手国

は EU 諸国であり、マケドニアの総輸出に占める EU への輸出シェアは 61.72％（2007 年）を占め

る。EU は、製品品質の保証基準が非常に高く、マケドニアからの輸出品に対して求められる基

準も高い。 
また、2008 年のサブプライムローンに端を発した世界金融危機のマケドニアに対する影響は大

きく、世界的な景気後退の影響を受け、2008 年第 4 四半期以降、工業生産は縮小している状況下、

マケドニアの主要なセクターである製造業の製造力を強化すること、特に、生産性向上を図るこ

とは、今後、製造業の生き残りを図るためにもマケドニアにおいて必要不可欠である。 
JICA は、これまでさまざまな開発途上国での生産性向上に関する豊富な取り組みを実施してお

り、このようなマクロ経済状況下にあるマケドニアの生産性向上に資する支援は可能であり、も

し、JICA が支援を実施した場合、その支援は高い裨益効果を有するものと思われる。 
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第３章 中小企業振興の基本的枠組み（2009 年） 
 

マケドニアの中小企業数16は、企業全体の約 99.5％17（2003 年から 2005 年にかけての調査によ

る推定登録企業数：6 万 2,490 社）を占めている。2005 年のセクター別・規模別の活動している

推定中小企業数は、以下のとおりである（表 3-1）。企業数では、流通・小売セクターが 2 万 1,632
社と最も多く、製造業（7,291 社）が続いている。 

 
表３－１ セクター別・規模別の活動企業数（2005 年） 

セクター 小企業 中企業 大企業 合計 総企業数に対す

るシェア（％） 
農業・畜産・林業 934 30 2 966 2.17 

漁業 28 0 0 28 0.06 

鉱業・採石 86 6 1 93 0.21 

製造業 7,069 183 39 7,291 16.41 

電気・ガス・水 57 16 6 79 0.18 

建設 3,061 43 9 3,113 7.01 

流通・小売 21,511 109 12 21,632 48.69 

ホテル・レストラン 1,937 18 1 1,956 4.40 

運輸・倉庫・通信 4,468 23 9 4,500 10.13 

金融 34 1 1 36 0.08 

不動産 2,150 16 2 2,168 4.88 

公的機関・軍隊 2 1 0 3 0.01 

教育 294 0 0 2,94 0.66 

健康・ソーシャルワーク 1,387 3 0 1,390 3.13 

人材サービス 859 14 2 875 1.97 

合 計 43,877 463 84 44,424 100.00 

出所：APERM「Annual Report 2005 for the SME Sector」より作成 

 

また、地域別では、スコピエに全企業数の 38.0％が集中し、Bitola（6.9％）、Stip（5.15％）、

Tetovo（4.88％）、Kumanovo（4.85％）、Prelip（4.68％）、Strumica（4.59％）、Ohrid（4.52％）

と続いている18。 

 

３－１ 中小企業振興政策の基本的枠組み 

マケドニアの中小企業振興戦略の基本的枠組みは、経済省（MoE）が策定した「国家中小企業

開発戦略（2002-2013 年）2007 年改定版：Revised National Development Strategy for Small and 
Medium-Sized Enterprises 2007（2002－2013 年）」である。これは、マケドニアが加盟をめざす欧 

 

                                                        
16 Law on Trade Companies （2004）に基づく中小企業の定義  

規 模 区 分 け 基 準 
零細 従業員 10 人以下 年間売上 5 万ユーロ未満 1 顧客からの収入が総収入の 80％未満 
小企業 従業員 50 人以下 年間売上 200 万ユーロ未満 Balance Sheet 合計 200 万ユーロ未満 
中企業 従業員 250 人以下 年間売上 1,000 万ユーロ未満 Balance Sheet 合計 1,100 万ユーロ未満 

 
17 中小企業数に関しての分析は、EU 「Small Enterprise Development in the Former Yugoslav Republic of Macedonia An Overview 

March, 2007」、Center for Research and Policy Making, Macedonia 「The Macedonia definition of SMEs and the EU practice: 
Occasional Paper No. 6」等が参考になる。ただし、企業数に関して、ここでは EU による推定値に基づいている。 

18 詳細は、APERM「Annual Report 2005 for the SME Sector」参照。 
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州連合（EU）を強く意識したものであり19、以下の 3 つの強化すべき目標が設定されている。 

1．マケドニア企業の競争力強化 
2．国内投資、外国投資の増加 

3．改革を実施するための公的機関の能力向上 
このような中小企業振興の枠組みのもと、2006 年に中小企業振興の中期計画である「中小企業 

創業・競争力強化・革新促進計画（2007-2010 年）：Programme for the Development of Entrepreneurship, 
Competitiveness and Innovation of the Small and Medium Enterprises（2007-2010）：通称 The SME 

Programme）」が策定され、以下の 4 つの強化すべき目標が設定されている。 
① 中小企業支援体制の強化 

〔特に、活動の重複を避け、より効率的な支援を実施するため、政府機関とさまざまな

活動を展開しているドナーとの連携強化及びマケドニア創業促進庁（APERM）の組織強

化（スタッフのキャパシティビルディングを含む）、支援内容の強化が求められている。〕 
② ビジネス環境改善20 

③ 金融サービスのアクセスの改善及び税制簡素化 
④ 革新・競争力強化 

                                                        
19 特に、マケドニアは EU が基準とする中小企業のあるべき姿を示す憲章（EU Charter for Small enterprises）に基づいた活動

を展開している。EU は、憲章に記載している項目に基づいて、2008 年度のマケドニアの中小企業振興に対する取り組みに

対する評価を行っており、特に、技術の普及に関しては、提供されている研修内容が地域によって差があること、企業のコ

ンサルティングの有用性に対する認識が不足している点などが指摘されている〔詳細は、MoE,「Short Summary of the National 
Self-Assessment Report regarding the European Charter for Small Enterprises (Republic of Macedonia 2008)」参照〕。 

20 世界銀行（WB）の調査（Doing business in Macedonia）によれば、マケドニアのビジネス環境の世界ランクは 79 位（2008
年度）である。特に、中小企業を取り巻くビジネス環境だけを考慮した世界ランクはいずれの機関においても作成されてい

ないが、経済開発協力機構（OECD）は西バルカン 7 ヵ国に限定しているものの、中小企業を取り巻くビジネス環境調査を

実施している。この調査によれば、中小企業の技術・創業訓練の不足、法整備の不足が最も大きな課題として指摘されてい

る。 
（マケドニア 中小企業ビジネス環境指数） 

0

1

2

3

4

5

1.
 E

nt
re

pr
en

eu
rs

hi
p

Ed
uc

at
io

n

2.
 C

he
ap

er
 a

nd
 F

as
te

r
S

ta
rt-

U
p

3.
 B

et
te

r 
Le

gi
sl

at
io

n 
an

d
R

eg
ul

at
io

n

4.
 A

va
ila

bi
lty

 o
f S

ki
lls

5.
 Im

pr
ov

in
g 

O
n-

Li
ne

A
cc

es
s

6.
 M

or
e 

O
ut

 o
f 

th
e 

S
in

gl
e

M
ar

ke
t

7.
 T

ax
at

io
n 

an
d 

F
in

an
ci

al
M

at
te

rs

8.
 S

tre
ng

th
en

in
g

T
ec

hn
ol

og
ic

al
 C

ap
ac

ity

9.
 E

-B
us

in
es

s 
M

od
el

s 
an

d
Sm

al
l B

us
in

es
s 

S
up

po
rt

10
. S

tro
ng

er
 a

nd
 M

or
e

E
ffe

ct
iv

e 
R

ep
re

se
nt

at
io

n

 
出所：OECD「SME Policy Index Report 2007 - Report on the Implementation of the European Charter for Small Enterprises in the 

West Balkans」  
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今年度から、「中小企業 創業・競争力強化・革新促進計画（2007-2010 年）：Programme for the 

Development of Entrepreneurship, Competitiveness and Innovation of the Small and Medium Enterprises
（2007-2010）：通称 The SME Programme）」の見直しがスタートする予定であり、2011～2013

年の期間にわたる中小企業振興の中期計画が策定される予定である。 
 

３－２ 中小企業振興機関（全体） 

政府レベルの中小企業支援政策の立案機関は MoE であり、政策実施機関は APERM である。そ

のほかの主要な政府の中小企業支援実施機関としては、全国レベルでは、人的資源開発基金

（HRDF）、マケドニア外国投資庁（AFIRM）、全国創業・競争力強化評議会（NECC）21、等が

存在し、また、地方レベルでは、ローカルミニシパリティービジネスセンター（LMBC：2008 年

に新たに設置された中小企業への情報提供を主とした 12 ヵ所のビジネスセンター22であり、まだ

具体的な活動は展開されていない）、あるいは、地方経済開発事務所（LED）等が存在している。 
さらに、他の中小企業支援機関として、ビジネス支援機関（BSO）〔地域企業支援センター（RESC）、

企業支援センター（ESA）、BRIC、等〕、民間経営団体・産業団体、大学レベルの技術移転セン

ター（TTC）、ビジネスインキュベーションセンター（BIC）、あるいは、ローカルコンサルタ

ント等が存在し、さまざまな中小企業支援活動を実施している。また、主要なドナー（EU、等）

も、中小企業振興に資する活動を展開している機関として欠かすことのできない存在となってい

る（これらの機関の関係は、図 3-1 を参照）。 

 

（図 3-1 における略語） 

AFIRM：Agency for Foreign Investments of the Republic of Macedonia（マケドニア外国投資庁） 

BIC：Business Incubation Centre（ビジネスインキュベーションセンター） 

APERM：Agency for Promotion of Entrepreneurship of the Republic of Macedonia（マケドニア

創業促進庁） 

EIICM：European Information and Innovation Centre in Macedonia（欧州情報・革新センター） 

ESA：Enterprise Support Agency（企業支援センター） 

HRDF：Human Resource Development Fund（人的資源開発基金） 

LED：Local Economic Development Office（地方経済事務所） 
LMBC：Local Municipality Business Centre（ローカルミニシパリティービジネスセンター） 

MoE：Ministry of Economy（経済省） 
NECC：National Entrepreneurship and Competitiveness Council（全国創業・競争力強化評議会） 

RBIC：Roma Business Information Centre：（ロマビジネス情報センター） 
RESC：Regional Enterprise Support Centre（地域企業支援センター） 

 
 
 

                                                        
21 APERM によれば、現在は、NECC はほとんど開催されていないとのことであった。 
22 ただし、この「ローカルミニシパリティービジネスセンター」という名称は、まだ正式決定されたものではない。2009 年

7 月頃、MoE より正式決定されるのではないかと思われる。 
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３－３ 経済省（MoE） 

（1）創業・競争力強化部 
経済振興に関するさまざまな政策の立案機関である MoE は、中小企業振興を担当する創

業・競争力強化部（The Department for Entrepreneurship and Competitiveness：DEC、通称「中

小企業部（SME Department）」）を有する。DEC は、2 つの課（創業課、競争力強化課：9

名）を有し、国家レベルの中小企業政策立案及びモニタリングを担当している。 
 

＜SME 部の担当事項＞ 

・ 中小企業に関連するすべての事項に関する政府への報告 

・ 中小企業ビジネス環境整備 
・ 中小企業振興に関する法整備（見直し・新規） 

・ 中小企業振興に関する外国との窓口 
・ 中小企業支援及び技術支援プログラムのモニタリング 

・ 国家中小企業振興戦略・プログラムの立案・改善 
・ 中小企業ビジネス環境整備のための他機関との連携強化 

 

（2）2009 年度の中小企業振興に関する活動計画 

MoE の中小企業振興に関する 2009 年度の活動計画・予算は以下のとおりである（表 3-2）。 

APERM への出資（2,000 万ディナール）が、総予算（3,000 万ディナール）の 66.67％を占

め、その以外の予算は、共同出資負担、フォーラム開催等に割り当てられている。 

 

表３－２ MoE の活動計画・予算（2009 年度） 

活動項目 
2009 年度 

予算額 

1. MoE 共同出資（Co-financing） 10,000,000 

1.1 ビジネスインキュベーション関連共同出資（Co-financing business 
incubators） 

1,000,000 

1.2 非金融面からの中小企業支援共同出資（Co-financing of the costs of the 

business centers for non-financial projects support to SMEs） 
2,050,000 

1.3 EIICM 関連共同出資（ Co-financing of the European Information and 

Innovation Reley Center in Macedonia） 
6,200,000 

1.4 SME Observatory – preparation and publication of the Annual SME Report for 

2009 
200,000 

1.5 中小企業フォーラム開催（SME Forum – Organizing 2 regional and 1 

national conference） 
200,000 

1.6 パンフレット作成（Printing brochures） 350,000 

2. APERM への出資（Activities and projects that will be implemented through the 

Agency for Promotion of Entrepreneurship） 
20,000,000 

合 計 30,000,000 
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＜参考＞ 

MoE は、2009 年度の予算には含まれていないが、2008 年度に 12 のローカルミニシパリテ

ィー（CAIR、STIP、LIPKOVO、ZELINO、ST. NIKOLE、VINICA、DELCEVO、VALANDOVO、

STRUGA、BOGDANCI、DEMI HISAR、PROBISTIP：図 3-2）に対して資金を提供し、12 の

中小企業支援機関（ローカルミニシパリティービジネスセンター：LMBC）の設置を支援し

た。具体的には、MoE は各ローカルミニシパリティーに対して、設備（事務机、等）費用と

して 50 万ディナール（総額 600 万ディナール=50 万×12 ヵ所）を提供し、各ローカルミニ

シパリティーは職員を配置しつつある。ただし、2009 年 5 月段階では、実際には職員の配置

もできていないセンターがほとんどであり、まだ活動を開始していない。 

 

 
図３－２ 12 のローカルミニシパリティーの所在地 

 
これらの中小企業支援機関は、RESC、ESA が設置されていない場所に設置され、その具

体的な活動は、起業家、企業に対する情報提供が主となるものであり、RESC、ESA との間

で活動が重複することはない。また、現在、12 の中小企業支援機関の職員に対するキャパシ

ティデベロップメント（2010 年実施予定）がオーストリア開発庁（ADC）のファンド提供に

より実施される予定である。 

 

（3）中小企業振興に関係する産業政策 

中小企業振興だけでなく産業振興を担当している MoE は、マケドニアの包括的な産業政策

（Industrial Policy of Republic of Macedonia: 2009-2020 年）を策定している（2009 年 7 月完成

の見込み）。その産業政策（案）は、以下のとおりである。 
今回策定される産業政策においては、振興すべき特定のセクターは明記されておらず、取

り組むべき具体的な政策の詳細までは提示されていない。 
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＜マケドニア産業政策 基本方針：「Industrial Policy of Republic of Macedonia: 2009-2020 Draft」＞ 

1）国際協力と FDI 促進（International cooperation and FDI enhancement） 
（FDI 促進、特にニューパートナーシップ促進、等） 

 
2）適応可能なリサーチ・開発・革新（Applicable research and development and innovation.） 

 （高付加価値をめざした R＆D の促進、等） 
 

3）自立発展のための環境に配慮した製品・サービスの提供（Eco- friendly products and services for 
sustainable development） 

 （環境に配慮した技術・製品・サービスの開発、等） 
 

4）中小企業開発・創業促進（SME development and entrepreneurship ） 
 （金融アクセスの整備、等） 

 
5）クラスター・ネットワーク形成（Collaboration in clusters and network） 

 （クラスター・ネットワーク形成のためのトレーニング、戦略立案支援） 

 

（4）その他：中小企業振興にも大きく関係する EU への加盟状況 

EU 加盟候補国であるマケドニアは EU 加盟に向けた活動を展開しており、特に、EU が定

める「European Charter for Small Enterprises（小ビジネスに関する欧州憲章）」の内容を含む

中小企業支援が MoE、APERM 等によって実施されている。毎年、MoE は、この憲章が求め

る 10 の項目（企業家に対する教育・訓練の実施、より低コストの創業環境の整備、法整備の

推進、等）に対する達成度を EU に対して報告している23。 

 

Box3.1 マケドニアの EU 加盟時期 

マケドニアの EU 加盟の時期に関して、マケドニア政府の欧州統合府（Secretariat for EU 
Integration: SEI）に確認したところ、「政府としての見解ではなく、個人的な見解としては、近

年 EU 加盟の基準が高くなっており、2015 年くらいでないかと思われる。」との見解であり、

また、MoE の欧州統合部（Sector for EU Integration）は、「EU が要請している事項に関して、

経済面の制度・法律での整備は進んでいるが、EU 企業が投資する環境を整備し、実際に更に

外国投資がなされる必要がある。現実的には、EU 加盟は 2015 年くらいになるのではないか。」

との見解を有している。 
また、主要なドナーである EU に対してマケドニアの EU 加盟の時期を確認したところ、「あ

くまで個人的見解であるが、マケドニアの EU 加盟の時期は 2015 年以降ではないか。」との見

解であり、アメリカ国際開発庁（USAID）は、「マケドニアの EU 加盟の時期は、2015～2020

年頃になるのではないか。2015 年は、最短の場合である。」との見解を有している。 
おおむね、現在のところ、マケドニアの EU 加盟時期は 2015 年以降であるとの見解が一般的

である。 
                                                        
23 詳細は、「Short Summary of the National Self-assessment Report regarding the European Charter for Small Enterprises (Republic of 

Macedonia 2008)」参照。 
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３－４ 創業促進庁（APERM） 

３－４－１ APERM（全体） 
（1）組織（2009 年度） 

マケドニア創業促進庁（APERM24）は、MoE 傘下の国家レベルの中小企業支援実施機関

であり、そのミッションは中小企業の創業、競争力強化等にかかわる支援の実施である。 

APERM の組織としては、現在、理事会（Steering Committee：5 名）の下に 4 つの局（戦

略・開発プロジェクト局、調整・機関支援局、情報局、専門サービス局）を有し、12 名の

スタッフ（APERM の長官 1 名、及び正職員 11 名）から構成されている（図 3-3）。 
 

  
 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

図３－３ APERM 組織図 

 

３－４－２ APERM 活動計画（2009 年度） 

（1）APERM のミッション 
APERM の 2009 年度ミッションは、「中小企業 創業・競争力強化・革新促進計画

（2007-2010 年）：Programme for the Development of Entrepreneurship, Competitiveness and 

Innovation of the Small and Medium Enterprises（2007-2010）：通称 The SME Programme」、

European Charter for Small Enterprises、マケドニア政府のその他プログラムの枠組みのもと、

中小企業支援を実施する。」ことであり、このミッションに沿った活動の展開が基本とな

っている。 

 

（2）2009 年度の予算 

APERM の 2009 年度の予算は、以下のとおりである（表 3-3）。 

APERM の 2009 年度の年間予算は 2,000 万ディナール（約 4,241 万円、1 ユーロ＝61.3

ディナール、1 ユーロ＝130 円で計算）である。2008 年度の年間活動予算は 1,880 万ディ

                                                        
24 APERM の組織・活動等の詳細に関しては、APERM のホームページ（http://www.apprm.gov.mk/projects.asp）のほか、APERM

「Entrepreneurship Promotion」、EU 「Small Enterprise Development in the Former Yugoslav Republic of Macedonia An Overview 
March, 2007」、MoE「Revised National Development Strategy for Small and Medium-Sized Enterprises 2007 (2002–2013)等参照。 

理事会（Steering Committee：5 名） 

長官（Director：1 名）
専門サービス（会計・法務）

局 （ Professional Service 
Sector：2 名）  

戦略・開発プロジェクト局 

（Sector for Strategic and 

Development projects：3 名） 

 

調整・機関支援局 

（Sector for Coordination and 

Institutional Support：2 名）

情報局 

（Information Sector：3 名） 

秘書（Sectary：1 名） 
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ナール＝約 3,987 万円であり、2009 年度の予算は、2008 年度と比較して 120 万ディナール

の増額となっている。各項目の予算に関して、APERM のオペレーショナルコスト（人件

費等）が 850 万ディナールと全体予算の 42.5％を占めている。 

各予算項目の 2009 年度と 2008 年度を比較した場合、ビジネス支援機関への支援（ネッ

トワーク構築推進、等）に対する予算が 50 万ディナール、European Day of the Entrepreneur

協賛費用に対する予算が 20 万ディナール減少し、他方、品質セミナーの重要性啓蒙セミ

ナーに対する予算が 20 万ディナール、新たに知的所有権の重要性普及に対する予算が 50

万ディナール、中小企業（SME）トレーニングニーズ調査（500 社）に対する予算が 120
万ディナール計上されている。 

注）予算項目と予算に関して留意すべき点 
予算項目に関して、以下の活動は、APERM が主体的に実施する活動ではなく、

ドナーが実施するプログラム〔EU：EIICM、オーストリア共和国（以下、「オース

トリア」と記す）政府、英国政府：創業・競争力・技術革新強化（SECI）プログラ

ム、等〕において、一部を担当することを意味する（具体的には、担当とは、予算

の一部を負担すること（Co-financing）、あるいは、セミナーでの APERM としての

プレゼンテーション、等）。 

 

＜ドナー等が実施する活動に対する Co-financing＞ 

・ 創業賞授与（起業家の創業活動に対する奨励金授与） 

・ 創業教育関連費用（学生に対する啓蒙活動、等） 

・ European Day of the Entrepreneur 協賛費用（5 月 9 日） 

・ ICT の重要性啓蒙活動（国内 5 ヵ所でのプレゼンテーション） 

・ 品質の重要性セミナー（国際規格の重要性普及：国内 5 ヵ所でのプレゼンテーション、及

び、15 名のコンサルタントに対する品質に関する教育の実施） 

・ 知的所有権の重要性普及・生涯学習（国内 5 ヵ所でのプレゼンテーション） 

・ 創業、中小企業に関する冊子の発行、促進活動（フェア、ワークショップ等の開催） 

 

実質的に、APERM が主体的に行う支援活動は、バウチャースキームを通じた中小企業

支援25であり、その他の活動としては、APERM の戦略立案、HRDF への資金提供、ビジネ

ス支援機関への支援（BSO とのネットワーク構築、中小企業等：Info Pult と呼ばれている）

である。このように、APERM が主体的に実施する中小企業支援活動は極めて少ない。 

 

                                                        
25 APERM としては、ドナー等に依存しない、職員の知識、経験が蓄積され、かつ、中小企業に裨益するより主体的な活動を

展開したい意向を有しているが、予算が十分には配賦されていないこと、また、職員のキャパシティデベロップメントが十

分になされていないことが大きなネックになっている。 
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（4）主要活動内容 

1） バウチャースキームによる支援活動 
表 3-3 に記載したように、APERM の 2009 年度の最も大きな活動は、バウチャースキ

ームによる中小企業支援（BSOs を通じた企業への技術支援に関して、企業が負担すべ

き技術支援料の一部を APERM が負担する）であり、2008 年度と大きな変更はない。こ

の活動に関する予算（300 万ディナール）は APERM の総予算の 15.00％を占めており、

APERM として最も大きな支援活動となっている（なお、この 300 万ディナールは 2008

年の予算と同額である）。 
 

＜バウチャースキームの概要：2009 年＞ 

・各センターへの 2008～2009 年バウチャースキーム割当金額は、以下のとおりである。 
BSO 2009 年 

割当金額（ディナール） 
2008 年 

割当金額（ディナール） 
RESC(Skopje) 665,000 730,000 
RESC(Strumica) 539,000 610,000 
RESC(Kumanovo) 362,000 398,000 
RESC(Bitola) 362,000 398,000 
ESA(Tetovo) 362,000 292,000 
ESA(Ohrid) 210 ,000 292,000 
RESC(Veles) 210,000 140,000 
Roma Centre 210,000 140,000 
広告費用（新聞でのバウチャース

キームの宣伝、等） 
800,000  

（参考：2007 年の予算は 420 万ディナールであった。） 
 
・バウチャースキームの 14％（総計 42 万ディナール）は各センターのコミッションとなる。

 
・2008 年度は 80 件の申請が採択されている。 

（バウチャースキームによるコンサルティング分野） 
経営管理：8.75％、市場開拓・輸出促進：3.75％、人材育成：1.25％、金融アクセス・サービ

ス：1.25％、生産：2.5％、品質：13.75％、その他（創業促進、等）：68.75％ 
 
・バウチャースキームによる補助金の基準 

カテゴリー 補助金 
カテゴリー1） 失業者、起業家に対する最大 500 ユーロの補助 
カテゴリー2） 中小企業に対する最大 750 ユーロの補助 

（全体費用 1,500 ユーロの 50％） 
カテゴリー3） イノベーション活動に対する最大 1,500 ユーロの補助 

（全体費用 3,000 ユーロの 50％） 
・バウチャースキームでは、APERM に登録されているローカルコンサルタントを通じての支

援でなければ、中小企業は補助金を得ることができない。現在、254 名のローカルコンサル
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タントが登録されているが、アクティブなコンサルタントは、そのうち 100 名くらいである

と推定される。特に、これらのコンサルタントの質の保証がされていない点（育成されてい

ない）は、大きな課題となっている。 
 
（APERM のデータベースへのローカルコンサルタントの選定・登録） 
・APERM のデータベースへのローカルコンサルタントの選定・登録は、毎月最終火曜日に

開催される選定委員会〔5 名：APERM2 名＋その他（大学教授）3 名〕において決定され

ている。毎年、50 名くらいのローカルコンサルタントの登録の応募があり、平均して 20％
くらいが登録に至っている。 

・選定基準は、原則として一般的なコンサルタント（経営管理、等）は、コンサルタント

としての経験が少なくても 2 年以上、より専門的なコンサルタント（生産管理、等）は、

コンサルタントとしての経験が少なくても 5 年以上必要であるが、能力次第（例 応募

者が 20 年の工場現場経験を有するが、コンサルタントの経験がない）でケースバイケー

スで決定しており、厳密な選定基準とはなっていない。 
 
・バウチャースキームに関して、企業からの支援要望内容に関する申請の審査は、各センター

で実施され、その結果が APERM へ送られ、APERM において審査された後、審査をパスし

た企業に対する補助金が出されるシステムである。 
〔各センターが審査を行うためには、まず、各センターは APERM が提供する研修を受け、

審査に合格する必要がある。まだ研修を受けていない PESCs（PREDA：Prelip）、ESA（Gostivar）
は、バウチャースキームの対象外となっている。〕 

 
・バウチャースキームの支援分野26は 8 分類（50 分野）であり、その内訳及び各分野のコンサ

ルタント登録数（延べ人数）は、以下のとおりである。 
① 経営管理（6 分野：延べ 137 名） 
② 市場開拓・輸出（15 分野：延べ 66 名） 
③ 人材育成（9 分野：延べ 78 名） 
④ 金融（経理手法などの 5 分野：延べ 42 名） 
⑤ 生産（6 分野：延べ 78 名） 
⑥ 品質（7 分野：延べ 27 名） 
⑦ IT・MIS（2 分野：延べ 23 名） 
⑧ その他（創業促進、等：延べ 155 名） 

 
注）ローカルコンサルタント数（延べ人数）は 606 名である（登録コンサルタント 254 名

の支援分野が 2 つ以上にまたがる場合があるため）。 
 
・特に、生産、品質の各分野に登録しているローカルコンサルタント数は、以下のとおりである。

 
 

 
 

                                                        
26 バウチャースキームの 50 の支援分野の詳細は「APPERM Voucher Scheme for SMEs Template for Specific Service」を参照。 
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（生産、品質の支援分野及び登録コンサルタント数） 

支援分野 
登録コンサルタント数 

（延べ） 

生産 78 

・サプライ・チェーン・マネージメント・物流・計画 3 

・生産現場レイアウト改善 2 

・新製品開発 23 

・生産最適化（Production Optimization） 68 

・生産管理・制御 43 

・無駄のない製造（Lean manufacturing More value with less work） 24 

品質 27 

・OHSAS 18001 に取得に関する事項（労働安全衛生評価システム）

（Occupational Health and Safety Assessment Series） 

0 

・CE mark に取得に関する事項 2 

・WRAP プレゼンテーション（Worldwide Responsible Accredit Production：

世界規模責任認証生産 衣料セクターにおける生産認証のひとつ） 

6 

・ISO 14001 に取得に関する事項 6 

・ISO 9001 に取得に関する事項 17 

・HACCP に取得に関する事項 13 

・EUREGAP に取得に関する事項（欧州での農産物の販売に要求される認

証）European Union Retail Parties Good Agriculture Practices） 

5 

 

〔2009 年度において、特に要望が高く、APERM としても何らかの支援を実施する必要のある

分野は、品質関係（ISO14001 、HACCP）である。〕 

 

（参考） 

・そもそもバウチャースキーム自体は、APERM が独自で開発した支援スキームではなく、既

にバウチャースキームを実施していたスロベニアの中小企業振興を担当している省からの技

術移転によって始まったスキームである〔スロベニアはスペインから基本的なスキームを学ん

だとのことである〕。2005 年からスロベニアと協力してバウチャースキームを構築したが、実

際の運用面に関しては、EU 等からの技術コンサルタントの支援を受けて現在の形になったも

のであり、約 4 年近くの期間を要して構築されたものである。 

 

2008 年には、海外からの技術支援コンサルタントの派遣は終了しており、2009 年度は、初め

て海外からの技術支援のない形でのバウチャースキームの実施となっている。 

 

2） ビジネス支援機関への支援 
ビジネス支援機関への支援に関する APERM としての具体的な活動は、ビジネス支援

機関である BSOs（RESC、ESA、RBIC、等）とのネットワーク構築支援である。これは、
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8 つの BSO（RESC＋ESA）と 5 つの NGO をネットワークでつなぎ、APERM からは、

さまざまな情報（公示、中小企業に対する金融アクセス可能な金融機関の紹介、セミナ

ー開催の案内、EU 活動、バウチャースキーム等に関する情報）を提供し、あわせて

BSO/NGO から情報（中小企業の抱える課題、支援ニーズ）を入手する活動である。 
ただし、総予算は 100 万ディナールであり、実際の活動には限界がある。特に、

BSO/NGO からの情報（課題、支援ニーズ）入手に関しては、継続的にシステム化され

たものではなく、その都度、必要に応じての入手にとどまり、十分には機能していない。 

 
3） 啓蒙活動 

APERM は、創業、品質、ICT、知的所有権、生涯学習（Adult Education）等の重要性

に関する啓蒙活動（総計 170 万ディナール）、フェア・ワークショップ（European Day of 

the Entrepreneur 等の開催：総計 180 万ディナール）、各種冊子の発行（30 万ディナール）

等に関する活動を実施している。ただし、これらの活動の多くは、APERM が主体的に

行っているのではなく、ドナーが実施するプログラムに対する Co-financing を意味し、

ドナーが主催するセミナーでの APERM としてのプレゼンテーション等の活動にとどま

っている。 

 

4） 資金提供 

APERM は、HRDF 等の中小企業を支援している機関に対する資金提供（総計 180 万

ディナール）、創業を行う起業家に対する奨励金（40 万ディナール）の提供を実施して

いる。 

 

5） 中小企業トレーニングニーズ調査 

2009 年度は、HRDF が担当する「中小企業に対するトレーニングニーズ調査」に対し

て出資する予定である。APERM はその調査費用の一部を提供している。ただし、ほと

んどの費用は、MoE が負担している。 
 

＜中小企業のトレーニングニーズ調査の概要＞ 

・調査費用：2 万ユーロ（MoE 予算、そのうち 120 万ディナールは APERM から提供されてい

る。） 

 

・調査内容：中小企業が抱える課題を把握し、必要となるトレーニングニーズを明らかにする。

調査対象は、8 つの BSO（RESC、ESA）傘下の中小企業 800 社を想定している。

（各 BSO100 社×8 つの BSO） 
 

・調査時期：現在、調査手法、調査対象企業等の枠組みを決定している段階であり、具体的な

調査はまだ実施していないが、調査の終了時期は 2009 年 9 月くらいになる。 

 
（5）APERM の活動に関する課題 

このように、APERM はさまざまな活動を実施しているが、その活動に関して以下の課題
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を抱えている。 

 
1） 中小企業支援の裨益効果の不足 

中小企業に直接裨益する主要な支援活動は、BSO（RESC、ESA、RBIC、等）を通じ

たバウチャースキームによる支援である。APERM の限られた予算、職員数を勘案する

と、APERM が実際に中小企業を支援することは困難であるが、より中小企業に裨益す

る活動〔例 BSO 等の中小企業支援機関の育成、中小企業支援要員の育成、中小企業支

援機関との連携強化：経営・産業団体、大学、ローカルコンサルタント等のリソースに

対するアプローチ（連携）〕が不足している。 

予算的には、さまざまな活動（ICT、品質、知的所有権の重要性普及セミナー等）が

計上されているが、これらは、ドナープロジェクトへの共同出資（Co-financing）を意味

し、APERM が主体的な活動を展開しているわけではない。 
 

2） 中小企業支援管理・実施システム・能力の不足 
20008 年度、2009 年度とも、ほぼ同じ内容のアクションプランとなっており、既存の

アクションプランの見直し、新規のアクションプランの追加等は、十分には図られてい

ない。 

変化する環境の下では、従来の活動の見直しが必要であるが、さまざまな情報27の入

手、中小企業支援活動の実施・モニタリング・評価、及び更なる支援活動の計画立案（MoE

への提言）等の一連のプロジェクトマネージメントシステムが十分には確立していない

ことが大きな要因である。また、システムの構築だけでなく、APERM 職員に対するプ

ロジェクト管理能力、実施能力の向上が図られておらず、中小企業に対して効果的な支

援の実施が不足している。 

注）さまざまな中小企業支援プログラムの立案機関はあくまで MoE であり、実施機関が

APERM である。MoE は、中小企業支援の実施機関である APERM からの情報、提

言（具体的なプログラム）あるいは、他の省庁の活動計画を基に、全体的な中小企

業支援プログラムを立案している。APERM は、MoE によって立案された中小企業

支援プログラムの実施・モニタリング・評価を行い、あるいは、支援の実施を通じ

て得られたさまざまな情報を分析し、翌年度の MoE への活動の立案に関する提言を

行い、より効果的な中小企業支援の実施につなげていく使命がある。 

しかしながら、APERM は、MoE に対してより効果的な中小企業支援プログラム

の立案のための有益な情報の提供、あるいは、実施すべき中小企業支援内容に関す

る提言を行う機能が不足している。このことが、より不十分な中小企業支援の実施

                                                        
27 APERM が有する情報（データベース）は、中小企業とコンサルタントに関するものである。 

①中小企業：8,733 社の中小企業に関する基本情報（業種、売上、雇用、等）を有している。これらの企業情報は、バウチ

ャースキームに申請した企業、あるいは、APERM が関係する何らかのプロジェクトを通じて入手したものであり、すべ

ての企業に対して、共通の項目に関する情報が入手されているわけでなく、データの見直しもされておらず、活用でき

ない状況となっている。例えば、バウチャースキームに申請する企業から 43 の項目（業種、雇用規模、ファイナンス状

況などの経営概況＋申請内容・理由、等）に関する情報を入手しているが、これらの情報は、あくまでバウチャースキ

ームの申請のための情報であり、企業が申請内容以外で有している課題・支援ニーズに関する事項は網羅されていない。 
②コンサルタント：254 名のコンサルタントのデータベースを有する。しかしながら、SME、コンサルタントのデータベー

スの情報に関する見直し（追加、削除）が全く図られていないうえ、情報を十分には活用していない（職員の情報分析

能力が不足している）。また、ドナー、経営・産業団体の現在の活動を網羅する情報データベースはなく、情報収集が、

基本的には RESC、ESA だけからであり、情報リソースの多様化が不足している。 



－43－ 

を引き起こしている。 

限られた人員である APERM では、1 つの担当業務を 1 つの局だけで実施することは

少なく、他の局のサポートを受けて業務を遂行する場合が多い。特に、APERM の長官

が、その都度、各局の業務の状況を考慮して担当を決めるケースが多く、各業務に関す

る責任と権限が明確となっていない。実際、自分自身の所属する部署とは関係のない他

部署の業務を手伝うケースがあまりにも多い（職員がさまざまな業務を兼任する）。こ

のような状況は、職員の専門性が高まらないことにもつながっている。 

  
３－４－３ APERM 職員の人材育成 

APERM での職員の人材育成の現状を把握することは、1）APERM の中小企業支援実施能力

の把握、2）APERM が実施すべきあるいは実施可能な中小企業支援プログラムの検討、あるい

は、3）JICA の APERM への協力の可能性検討につながるものであり、以下に、その現状を記

載する。 

現在、APERM の職員に対するキャパシティデベロップメントに関して、階層別、継続的な

人材育成研修は全く実施されていない。ドナーによる人材育成プログラム28があれば、職員が

参加する程度である。その理由として、①APERM の設立が 2004 年と比較的新しく、階層別、

職能別の研修カリキュラムの策定・実施に対する優先順位が与えられていなかったこと、②限

られた職員数であり、所属部署以外の業務をお互いが補完して実施するケースが多く、職能別

研修の重要性に対する認識が不十分であったこと、③予算的制約があり、人材育成に関する十

分な予算配賦がなされていなかったことによるものである。 

 

Box3.2 APERM 職員の現状 

・APERM 自体は 2004 年に設立されており、その歴史は創業促進だけを中心とした時期を入れ

ると 1998 年まで遡る29。主要な職員（4～5 名程度）は、おおむね 10 年くらいの勤続年数を

有するが、そのほかの職員は 2～4 年くらいの勤続年数である。このように、比較的長期の勤

続年数を有する職員と、少ない勤続年数の職員の 2 つの階層がある。この比較的長期に勤続

している職員と少ない勤続年数の職員では、業務遂行能力に大きな差がある。また、職員の

学歴は工学部出身が 1 名、そのほかの職員は経済学、社会学出身がほとんどであり、生産性、

品質に関する知識・技術を有している職員は非常に少ない。 

 

３－４－４ APERM 全体としての課題 

APERM が全体として抱える課題（要約）は、以下のとおりである。 

 

 
 

 
 
                                                        
28 2004 年の APERM の設立後、これまで 3 名が日本での JICA 研修を受けている。2009 年度には、更に職員 1 名が日本での

研修を受けている。 
29 政治的に任命される APERM 長官はこの 10 年間で 8 人も変わっている。この点も、継続的な人材育成が不十分となってい

る要因のひとつである。 
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＜APERM が全体として抱える課題：要約＞ 

① 中小企業支援・普及体制整備の不足 

情報の入手・分析、中小企業支援活動の実施・モニタリング・評価、及び、更なる支援活

動の計画立案（MoE への提言）及び支援の普及、等を実施する一連のプロジェクトマネージ

メントシステムの構築及び職員に対するキャパシティデベロップメント（管理能力）が不足

している。 

 
② 中小企業振興実施能力の不足 

中小企業支援のためのさまざまなプロジェクトを実施する能力が不足している。 
（職員の管理・実施能力の不足は、20008 年度、2009 年度とも、ほぼ同じ内容のアクショ

ンプランとなっており、既存のアクションプランの見直し、新規のアクションプランの追

加等が、十分には行われていない状況にもつながっている。） 

 
③ 中小企業振興機関との連携の不足（支援の普及体制の不足） 

マケドニアに存在する中小企業支援機関、リソースとの連携が不足しており、バウチャー

スキームを通じた中小企業支援以外に、中小企業振興機関との効果的な連携体制が構築され

ていない。 

 

④ 人材育成システムの不足 

APERM の職員に対するキャパシティデベロップメントに関して、階層別、継続的な人材

育成研修は全く実施されていない。 
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第 4 章 APERM 生産性向上ユニット（PIU） 
 

４－１ PIU 設立に関する支援の背景と JICA 調査全体の進め方 

４－１－１ PIU 設立に関する JICA 支援の背景 

第 1 章において記載したように、2007 年 7 月にマケドニア政府より日本政府に対して、生産

性向上専門家派遣に関する支援要請（“Advisor for the Productivity Improvement Project for 

Macedonian Industry”）が出された。その要請書において「マケドニア政府は創業促進庁（APERM）

のなかに生産性向上ユニット（PIU）を近々設置予定」と記載されていたが、2008 年 12 月実施

の「マケドニア旧ユーゴスラビア共和国 中小企業振興支援体制整備プロジェクト準備調査」

において、その PIU 設立の進捗状況を確認したところ、PIU はまだ設置されていなかった。JICA

としては、生産性向上の普及体制の基礎となる PIU がまず、設置されたことを確認したうえで、

本格的な協力について検討することとなった。 

それ故、今回の JICA 調査（マケドニア旧ユーゴスラビア共和国 中小企業支援能力向上第

２次プロジェクト準備調査）の主要な目的は、1）現在、APERM が新たな設置を予定している

PIU のミッション、組織（職員の備えるべき能力とそのレベルを含む）、取り組むべき活動内

容・予算、等に係る提言を行うこと、及び、2）APERM が PIU を正式に設立することを前提と

した場合の APERM の生産性向上の支援・普及体制構築に係る今後の JICA の協力案の策定を

行うものである。 

 

４－１－２ 調査全体の進め方 

今回調査は、APERM が新たな設置を予定している PIU のミッション、組織（職員の備える

べき能力とそのレベルを含む）、取り組むべき活動内容・予算等に係る提言を行うため、第 3

章 3-4 節において記載した APERM 全体の現状（2009 年の予算、活動計画、APERM としての

課題、等）を踏まえたうえで、PCM 手法を使って生産性向上に関する事項を中心として APERM

が抱える課題を明らかにし、将来的に設置される予定の PIU が有すべきミッション、組織、機

能、事業計画（取り組むべき活動内容・予算）等を仮説として立て、実際にその仮説が正しい

かどうかを検証し、得られた情報を基に APERM 職員と十分討議したうえで具体的な提言へと

まとめるものである（具体的な調査の進め方の手順に関しては、表 4-1 を参照）。 

仮説の設定は、APERM 内の限られた情報・知識により立てられるものである。それ故、仮

説検証自体は、以下の２つの要素を有している。 

① 仮説設定において検討された PIU が有すべきミッション、組織（職員の備えるべき能力

とそのレベルを含む）、取り組むべき活動内容・予算等が正しいかどうかに関する仮説の

検証 
② 仮説検証を通じて、APERM 職員に対する調査手法（調査目標・対象の設定のしかた、

必要な情報を入手するための具体的な調査方法、調査を踏まえた具体的な活動の設定手法、

等）に関する技術移転の実施 
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表４－１ 調査の進め方 

項 目 取  り  組  み  内  容 成 果 

1.1 PIU が有すべ

き ミ ッ シ ョ

ン、組織・機

能・取り組む

べ き 活 動 内

容・予算、等

に係る仮説の

設定 

① マケドニアのマクロ経済状況（産業・貿易・投資構

造）の把握 
② 経済省（MoE）の中小企業振興政策・アクションプ

ラン、産業政策、等に関する把握 
③ APERM 全体の現状分析（2009 年事業計画・予算、

課題・支援ニーズ、等） 
④ ①～③の事項を踏まえたうえで、APERM が将来的

に設置する PIU が有すべきミッション、組織（職員

の備えるべき能力とそのレベルを含む）・機能・事

業計画（取り組むべき活動内容・予算）等に係る仮

説の設定 
 
（注） 
・APERM 全体、生産性向上に関する課題・支援ニーズ

の抽出には PCM 手法を活用する。 
・この段階は第一ステップであり、PIU が有すべき組織、

機能、活動、等の詳細を確定するものではない。 
 

・仮説の確定 
（調査事項の確定を含む） 
 
・プロセスを通じた人材育成

（課題抽出能力、等） 
 
・PCM 分析手法の取得 
 
 

1.2 仮説検証のた

めの詳細調査

の実施 

① 立てられた仮説の妥当性を検証するため、必要に応

じた調査（中小企業支援機関の実態把握調査、中小企

業の抱える課題・支援ニーズ調査、等に関する調査）

及び分析を行う。 
 
（例） 
・「生産性向上に関するローカルコンサルタントの育成

が必要である」という仮説が立てられた場合、その仮

説に対する検証を行う。 
・「ビジネス支援機関（BSO）以外にも、中小企業支援

機関（大学、経営団体、等）が生産性向上に関する活

動を展開しており、そのリソースは、重要である」と

いう仮説が立てられた場合、その仮説に対する検証を

行う。 
 

・仮説の検証 
（調査を通じた実態把握・分

析：情報蓄積、等） 
 
・プロセスを通じた人材育成 

（調査能力の向上） 
 

1.3 PIU が有すべ

き ミ ッ シ ョ

ン、組織・機

能・事業計画

（取り組むべ

き活動内容・

予算等に係る

仮説の確定及

び提言） 

① 仮説検証のための基礎礎調査の結果及び現在の

APERM の現状を踏まえたうえで、PIU が有すべきミ

ッション、組織（職員の備えるべき能力とそのレベル

を含む）・機能・事業計画（取り組むべき活動内容・

予算）、等に係る提言を行う。 
 
（注） 
・この段階において、PIU が有すべき組織、機能、事業

計画（取り組むべき活動、予算）等を確定する。 
・併せて、APERM が PIU を正式に設立することを前提

とした場合の APERMの生産性向上の普及体制構築に

係る今後の JICA の具体的協力案を検討する。 
 
 

・PIU 設立に関する提言 
 
・JICA の今後の協力の方向性 
 
・プロセスを通じた人材育成 
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４－２ PIU に関する仮説・検証事項 

４－２－１ PIU に関する仮説・検証事項の設定 
PIU が有すべきミッション、機能、組織、予算、職員の配置（職員の備えるべき能力とその

レベルを含む）、事業計画（取り組むべき活動内容・予算）等に関する仮説を設定するため、

まず、PCM 手法を使い「APERM による中小企業の生産性向上が図られていない」を中心課題

として分析（PCM 手法を使った関係者分析、問題分析・目的分析・検証分析の結果の詳細は、

付属資料 1．を参照）を行い、PIU の設置を想定した場合の課題・支援ニーズを踏まえたうえ

で、表 4-2 に記載する仮説及び検証すべき事項を確定した。 
仮説の基本は、以下の 3 つである。 

（1）生産性向上に関する支援・普及体制の整備が必要である。 
（2）中小企業支援リソース（機関、人材）の支援能力向上を通じた生産性向上に関す

る中小企業支援の実施が必要である 
（3）生産性向上に関する APERM と中小企業支援リソース（機関、人材）の連携強化

が必要である。 
 

・（2）と（3）は、（1）の生産性向上に関する支援・普及体制の整備を行うために、

特に、重要な活動として位置づけられるものである。 

 

PIU に関して仮説・検証すべき事項（7 つの事項）を、以下のとおり設定した。 

1）ミッション 

2）組織・職員の配置 

3）予算 

4）中期目標・計画：2010～2012 年  

5）年次目標・計画：2010 年 

6）PIU 事業計画：PIU が取り組むべき内容 

7）中小企業（課題・支援ニーズ） 
 

（備考 仮説の検証を進めるにあたって） 

・仮説設定の段階では、あえて、「2）組織・職員の配置、3）予算」の事項に関する仮説設定

は行っていない。仮説項目である「6）PIU 事業計画：PIU が取り組むべき内容、及び 7）中

小企業（課題・支援ニーズ）」の事項に関する仮説検証を踏まえて、2）、3）に関して検討

することがより現実的であるからである。 
 

・それ故、仮説検証の進め方として、まず「6）PIU 事業計画：PIU が取り組むべき内容、及び

7）中小企業（課題・支援ニーズ）」において仮説項目として設定した事項に関する検証を

実施し、その後、1）～5）に関する事項を含めた PIU 設立に関する総合的な提言を行ってい

る。 

 



－48－

– 
2 

– 

1 2 3 4
20

10
-2

01
2

5
20

01
0

1 2 3
A

PE
R

M

1
5

6
PI

U
20

10

1 1)
A

PE
R

M
M

oE

2)
A

PE
R

M
PI

U

1 1)
A

PE
R

M

A
PE

R
M

PI
U

2)
A

PE
R

M
PI

U

PI
U

2 1)
B

SO
TT

C

2)
A

PE
R

M

2 1)
B

SO
TT

C

2)
A

PE
R

M

6
PI

U A
PE

R
M

3
A

PE
R

M
1)

A
PE

R
M

B
SO

TT
C

3
A

PE
R

M
1)

A
PE

R
M

A
PE

R
M

B
SO

TT
C

7
1)

1)

表
４
－
２
　
P
IU

に
関
す
る
仮
説
及
び
検
証
す
べ
き
事
項
の
設
定



－49－ 

４－３ 主要仮説の検証結果 

4-2 節において記載した PIU のあるべき姿を検討する上で必要不可欠である仮説項目「6．PIU
事業計画：（APERM が取り組むべき内容）」において検証すべき事項〔（1）支援・普及体制の

整備、（2）中小企業支援リソース（機関、人材）の支援能力向上を通じた生産性向上に関する中

小企業支援の実施、（3）APERM と中小企業支援リソース（機関、人材）の連携強化〕及び「7．

中小企業（課題・支援ニーズ）」において検証すべき事項（①生産性向上に関して中小企業が抱

える課題・支援ニーズ）に関する仮説検証の結果を以下に記載する。 

なお、以下の検証結果の記載順序に関しては、まず、生産性向上支援の際の基本となる「生産

性向上に関して中小企業が抱える課題・支援ニーズ」に関する検証結果を記載し、その検証結果

を踏まえたうえで、（1）APERM の生産性効用に関する支援・普及体制の整備に関する仮説の検

証、（2）中小企業支援リソース（機関・人材）の支援能力向上を通じた中小企業支援の実施に関

する仮説の検証、（3）APERM と中小企業支援リソース（機関・人材）の連携強化に関する仮説

の検証を記載している。 

 
４－３－１ 生産性向上に関して中小企業が抱える課題・支援ニーズに関する仮説の検証 

（1）生産性向上に関して中小企業が抱える課題・支援ニーズ 

生産性向上に関して中小企業が抱える課題・支援ニーズを明らかにするため、地方にお

いて出先機関事務所を有さない APERM にとって、最も重要な中小企業支援機関30〔9 つの

BSOs：5 つの地域企業支援センター（RESC）、Prelip 地域企業支援センター（PREDA）、

3 つの企業支援センター（ESA）〕を訪問し、地域にある中小企業、あるいは、大企業に

対する面談調査（総計 29 社）を実施している（表 4-3）。 

 

表４－３ 面談企業（中小企業） 

企業所在地 
自動車 

部品 

金属 

加工 

電機 

機械 

樹脂

加工

建設

資材

家具・ 

家具部品

印刷・

包装 

食品 

加工 
繊維 IT 合計 

Bitola    1   ① ①   3 

Gostivar     1 1  ①   3 

Kumanovo      ①  1   2 

Ohrid 1       ①  1 3 

Prelip  ①      2 1  4 

Skopje ① ② 1   1     5 

Strumica     ①  1 ①   3 

Tetovo  ①   ②      3 

Veles       ① 2   3 

合計 2 4 1 １ 4 3 3 9 1 1 29 

備考（ ）表示は大企業の数、○は工場訪問した企業数（総計 15 社）を示している。 

 

                                                        
30 BSO のなかで、バウチャースキームを通じた中小企業支援の窓口となっている機関は、8 機関（RESC(Skopje)、RESC(Strumica)、

RESC(Kumanovo)、RESC(Bitola)、ESA(Tetovo)、ESA(Ohrid)、RESC(Veles)、Roma Business Information Centre）である。 
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生産性向上に関して、中小企業は、以下に記載するようなさまざまな課題を抱えている

（面談企業が抱える個別の課題の詳細は、表 4-4 参照）。 
 

Box 4.1 生産性向上に関して中小企業が抱える課題‐面談企業のコメント 一部抜粋 

・品質管理能力が不足している（品質向上に関しては、すべての面で改善の余地がある）。 
・品質・生産管理能力が不足している（原材料の購入から販売に至る過程の状況を把握するソ

フトウエアが必要であるが、そのシステムができていない。今、幾ら生産し、幾ら原材料が

無駄として廃棄されているのか、即時にはわからない。生産状況をコンピューターで把握し

たい）。 
・品質管理（初期品質管理、QC 工程票、C-7TOOL）、生産管理（生産日程計画）、人材育成

（教育訓練システム）、安全・環境（職場安全基準）、職場活性化（5S 活動、改善活動）、

設備管理（設備保全管理）、生産性（能率管理）等に関する取り組みが不十分である。 
 
・生産過程における材料の廃棄率が高い。 
・特に、生産が季節によって大きく変動しており、いかに効率的な生産日程計画をつくるかが

大きな課題である。 
・生産に関する能率管理が不十分である。 
・原材料の仕入れ、生産、在庫管理、販売に至る過程全体の効率化が不十分である。 
 
・人材育成が不足している（人材育成：教育訓練システムの不足）。 
・人材育成が不十分である（すべての仕事を全部任せるまでには至っていない。社長自身の監

督が必要である）。 
・製造における人材育成が不十分である（特に、中間管理者層）。 
 
・安全・環境（職場環境改善）が不足している。 
 
・資材・在庫管理技術も不足している 
 
・作業の標準化が不十分である（社内作業標準はあるが、国際レベルの標準には達していない）。

 
・カスタマーメイドの製品が多いが、その製品の生産性をどのように測るかの基準づくりに困

難を要している。  
 
・工場の設備が古い〔いかに効率的な設備を購入するか（資金調達も含めて）が特に課題とな

っている〕。 
 
・有能なローカルコンサルタントに関する情報が不足している。 
 
・危害分析及び重要管理事項（HACCP）、欧州連合小売農業適正規範（EUREGAP）、国際標

準化機構（ISO）の導入がなされていない。 
 
今回の調査企業数は 29 社であるが、中小企業は、程度の差はあるものの、以下の点に関

して課題を抱えており、その課題の解決がそのまま中小企業の支援ニーズとなっている。 
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＜中小企業が抱える課題の類型化＞ 

① 工場管理（品質管理、生産管理、等） 
② 人材育成（教育訓練システム、等） 

③ 安全・環境（職場安全・環境改善、職場活性化、等） 
④ 生産間接支援（資材・物流、設備管理、等） 

⑤ 技術革新（能率管理、作業標準化、等） 
⑥ その他（有能なコンサルタントの情報の不足、設備の老朽化、等） 

 
特に、今回の調査で明らかとなった注目すべき点は、以下のとおりである。 

 
1） 表 4-4「中小企業が抱える課題・支援ニーズ（生産性向上を中心として）」に記載さ

れているような中小企業が個別に抱える課題を解決するための支援がさまざまな中小企

業支援機関、ローカルコンサルタント等によって実施されているが、その支援内容・レ

ベルが必ずしも中小企業が求めるものと一致していない点である（詳細は、表 4-4「そ

の他」の欄を参照）。 

例えば、多くの中小企業は、理論面（ISO、HACCP 等の手法取得に関するトレーニン

グ31等だけでなく、実際に現場の分析を行ったうえで具体的な改善の実施、あるいは、

原材料の購入から販売に至る過程の状況を把握するソフトウエア開発を支援するような

実践的な支援を求めている。しかしながら、支援の需要者である中小企業は、「そのよ

うな支援ができる人材（ローカルコンサルタント）は限られている。」と指摘している。

多くの中小企業は、中小企業支援人材（ローカルコンサルタント）によって提供されて

いる支援メニュー・支援内容・レベルが中小企業の求めるものと異なっており、中小企

業を実際に支援できる人材（ローカルコンサルタント）の育成が必要不可欠であると認

識している（支援需要側と支援提供側の支援メニュー・支援内容・レベルのミスマッチ）。 

確かに、中小企業が有する個別の課題に対する直接支援は、一部のドナー〔欧州連合

（EU）/欧州復興開発銀行（EBRD）、ドイツ技術開発公社（GTZ）、アメリカ国際開発

庁（USAID）、オランダ政府：詳細は 4-2 節にて後述〕によって実施されている（イン

ターナショナルコンサルタントによる直接の中小企業支援）ものの、その支援範囲は数

社ないし 10 数社程度であり、極めて限定的である。 

 
2） また、多くの中小企業は、どのような中小企業支援機関・人材が支援リソースとして

存在しているかに関して十分な情報を有していない。中小企業は、中小企業支援に関す

る情報を得る機会が不足しており、中小企業にとって有益な情報提供32（生産性向上に

関する中小企業支援リソースに関する情報、特に、有能なローカルコンサルタントに関

する情報）も大きな支援ニーズとなっている。この点は、政府による中小企業支援・普

                                                        
31 EU が近年、特に要求している事項（ISO、HACCP、等）に関して、さまざまな経営団体（マケドニア経済会議所、等）、

BSO がこれらに関するセミナー・訓練機会を提供し、また、EU 等のドナーも、ISO、HACCP に関する情報を提供している

（EIICM、等の情報センター、等）。 
32 GTZ が地域開発戦略立案のために 2008 年にまとめた「GTZ Assessment of the framework conditions for doing business in Polog 

and Southwest regions and comparison with the available data from East and Southeast regions Final Report (Aug, 2008)」によれば、

「Polog 及び Southeast 地域では、中小企業に対する情報提供がかなり不足している」と記載されている。 
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及体制の未整備によるところも大きい。 

多くの中小企業は、政府機関、中小企業支援機関による中小企業が抱える課題を解決

するための技術支援（生産・品質向上支援、等）の提供を求めている。特に、これらの

中小企業は、個別の課題を解決するための技術支援を実際に実施する中小企業支援人材

（ローカルコンサルタント）の能力向上、あるいは、中小企業支援に関する更なる有益

な情報提供〔生産性向上に関する中小企業リソース（機関、人材）に関する情報の提供、

等〕を求めている。 

 
Box 4.2 中小企業の工場訪問時 所感 

今回調査では工場訪問（面談中小企業 29 社中 14 社）を実施しているが、特に工場を訪問し

て感じた点は、以下のとおりである。 

 
① 課題を課題として認識していない中小企業が存在する。 

（特に、創業者が社長を務める企業は、全部を自分で把握しており、課題はすべて自分で

解決できると考えている傾向があり、課題を課題と認識していない場合がある。この傾向は、

50 人以下の企業においては、特に強い。） 

例 ある食品加工会社は、面談では、生産性に関して全く問題がないと発言していたが、

実際に工場を訪問したところ、原材料・在庫管理には、かなり改善の余地が見受けら

れた。 

 

② 企業規模の大きい、歴史のある企業ほど、品質・生産管理、人材育成の多くの面において

課題を認識している。 

例 ある金属加工企業は 240 人の従業員を有しており、面談時には、多くの課題（品質

管理、生産管理、等）があると認識していた。実際に工場を訪問したところ、認識ど

おりの課題が見受けられた。 

 

③ 多くの中小企業は、品質管理、生産管理、在庫管理、設備管理などの面において、さまざ

まな固有の課題を抱えているが、その背景には、企業の人材育成が不十分である場合が多い。

 

面談したほとんどの企業は、品質管理、生産管理、在庫管理、設備管理に関する技術の向上

に資するだけでなく、取り組みを通じて人材育成の面からも効果がある「KAIZEN」「5S」等

の取り組み手法を知らない。もし、中小企業に対して「KAIZEN」「5S」等に関する考え方、

分析手法等の技術移転がなされるなら、技術向上だけでなく、人材育成の面からも効果がある

のではないかと思われる。 
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４－３－２ 生産性向上に関する支援・普及体制の整備に関する仮説の検証 

（1）APERM の生産性向上に関する支援・普及体制の必要性に関する仮説の検証 
生産性向上に関する情報収集・分析、支援活動の実施、モニタリング・評価、更なる活

動の計画（MoE への提言）及び支援の普及等の一連のシステムの現状を踏まえた今後のあ

るべき支援・普及体制（人員配置を含む）の構築に関する検証 

 
検証結果 

支援・普及体制全

体 
・現在、APERM 内に生産性向上に関する明確な支援・普及体制はない。 
 

バウチャースキームによる支援のなかに、生産・品質に関する支援が組

み込まれているが、バウチャースキームは、経営管理・市場開拓等のほ

かの事項も含む支援システムであり、APERM 内に生産性向上に関する

明確な支援・普及体制は構築されていない。 

 
3-4-2 節で記載したように、さまざまな中小企業支援プログラムの立案機

関は、あくまで MoE であり、実施機関は APERM であるが、APERM は

MoE によって立案された支援プログラムの実施・モニタリング・評価を

行い、あるいは、支援の実施を通じて得られたさまざまな情報を加工し、

翌年度の MoE への活動の立案に関する提言を行い、より効果的な中小企

業支援の実施につなげていく使命がある。しかしながら、APERM にお

いて、生産性向上に関する情報の入手・分析、中小企業支援活動の実施・

モニタリング・評価、及び、新たな中小企業支援活動の立案に関する

MoE への提言といった一連の責任が明確となったシステムが構築され

ていない。 

 

また、実際に中小企業支援を行うための普及体制は、バウチャースキー

ムを通じた普及以外に際立った支援の普及システムはない。 

 

支援体制 
〔生産性向上に

関する情報 収

集・分析、支援

活動（情報提供

を含む）の 実

施、モニタリン

グ・評価、更な

る活動の計 画

（MoE への提

言）等の一連の

システム〕 

・生産性向上に関する情報収集・分析、支援活動の実施、モニタリング・

評価、更なる活動の計画（MoE への提言）等の一連のシステムに関して、

明確な組織・機能の設定がなく、十分には確立していない。 

 

・特に、生産性に関する情報（中小企業の抱える課題・支援ニーズの把握、

中小企業支援機関、人材等に関する情報収集）は十分には収集されてい

ない。それ故、分析も十分には実施されていない。 
 

・中小企業の情報に関して、APERM は 8,733 社の中小企業に関する情報が

あるが、これはバウチャースキームの支援申請時を中心とした一般的な

情報であり、企業の生産性向上に関する課題・支援ニーズの把握に関す

る情報は不十分である。また、情報の見直しも全く行われておらず、情
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報が活用できていない。 

 
・APERM のデータベースには、具体的な支援要員であるローカルコンサ

ルタントが 254 名登録されている。生産性向上の支援に関係するコンサ

ルタントの数は、生産（延べ 78 名）、品質（延べ 27 名）であるが、APERM

職員は、登録後のコンサルタントの実績能力評価を十分には実施してい

ない。 

 
注）1 名のコンサルタントが複数の小分類に登録しているため、小分類の

コンサルタントの合計は、各分野のコンサルタントの登録総数に一致し

ない。 
 

生産、品質の支援分野及び登録コンサルタント数 

支援分野 
コンサルタント

数（延べ） 

生産 78 

・サプライ・チェーン・マネージメント・物流・計

画 

3 

・生産現場レイアウト改善 2 

・新製品開発 23 

・生産効率化（Production Optimization ） 68 

・生産管理・制御 43 

・無駄のない製造（Lean manufacturing More value 

with less work） 

24 

品質 27 

・OHSAS 18001（労働安全衛生評価システム）取得

に関する事項（労働安全衛生に関する規格） 
0 

・CE mark に取得に関する事項 2 

・世界規模責任認証生産（WRAP）プレゼンテーシ

ョン 

6 

・ISO 14001 に取得に関する事項 6 

・ISO 9001 に取得に関する事項 17 

・HACCP に取得に関する事項 13 

・EUREGAP に取得に関する事項（欧州での農産物

の販売に要求される認証） 
5 

 

・APERM のホームページにおいて登録されているローカルコンサルタン

トの紹介の内容は、氏名、住所、取得資格、及び支援分野の名称だけで

あり、具体的に何が支援できるのかはよくわからない。 
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（ローカルコンサルタントの紹介例：APERM のホームページよりマケド

ニア語のみの表記になっているものを英語に翻訳している） 

CONSULTANT  

 

NAME：XXX 

 

ADDRESS：XXX 

 

LICENSES：XXX 

 

PRODUCTION 

 S – Production optimization 

 S – Production planning and control 

QUALITY 

 S – Preparation for ISO 9001 

MANAGEMENT 

 S – Strategic planning 

 S – Business planning 

 S – Company management assistance 

HUMAN RESOURCE DEVELOPMENT 

 S – Organizational development/restructuring 

PRODUCTION 

 S – New product development  

 S – Production optimization  

 S – Production planning and control 

 S – Light production 

QUALITY 

 S – Preparation for ISO 9001 

 

（生産性向上に関する支援実施に関して） 

・2008 年度のバウチャースキームを通じた総支援企業数は 80 社であり、

総支援件数は 112 件である（1 社が 2 件以上のバウチャー支援を受ける

ケースがある）。 

 
・2008 年度の生産・品質の生産性向上に関係する支援企業数は 13 社であ

り、支援を行ったローカルコンサルタントは延べ 9 名である。この 13
社は、総支援企業数（80 社）の 17.3％に相当し、9 名はデータベースの

登録者 254 名の 3.5％に相当する。 
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・これまで、このような生産性に関する支援実施の結果（ローカルコンサ

ルタントのアウトプットが中小企業の支援のニーズにマッチしていたか

どうか、また、コンサルタントの能力は十分であったかどうか、等）に

対する評価として、企業とコンサルタントの間での事後評価（1-5 段階）

は行われているが、これは当事者間だけの評価（時としてなれ合いの評

価になっている）であり、中立的な第三者による評価は行われていない。

  

バウチャースキームを通じた生産性向上に関する支援実績詳細：2008 年度

分類（支援分野詳細） 
支援 

企業数

支援 

件数 

コンサルタント

数（延べ） 

生産  2  2 1 

・生産管理・制御  2  2 1 

品質 11 11 8 

・ISO 9001 に取得に関する事項  8  8 6 

・HACCP に取得に関する事項  3  3 2 

合 計（生産・品質） 13 13 9 

 

（備考：その他を含めた支援実績：2008 年） 

分類（支援分野詳細） 
支援 

企業数

支援 

件数 

コンサルタント

数（延べ） 

1 経営  7  7  6 

2 市場開拓・輸出開拓  3  3  2 

3 人材育成  1  1  1 

4 金融アクセス  1  1  1 

5 生産  2  2  1 

6 品質 11 11  8 

7 IT/IMS  0  0  0 

8 その他管理（創業促進、等） 55 87 14 

合 計 80 112 33 
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普及体制 

 
 

・生産性向上に関する普及体制が十分構築されていない。 

 
中小企業に対する生産性向上支援の普及体制の基本は、バウチャースキ

ームである。すなわち、バウチャースキームの枠内にある BSO が支援の

普及体制の一部として組み込まれており、APERM はこれらの BSO を通

じた中小企業支援を実施している。このバウチャースキームが実施的な

普及体制の要となっているが、これ以外に、APERM としての具体的な

支援の普及体制はほとんどない。 
 

8 つの BSO 33 〔 RESC(Skopje)、 RESC(Strumica)、 RESC(Kumanovo)、
RESC(Bitola)、ESA(Tetovo) 、ESA(Ohrid)、RESC(Veles)、 Roma Centre〕

がバウチャースキームの窓口（具体的な中小企業支援の窓口）機関とな

っているが、これらの機関以外に、APERM が生産性向上に関する中小

企業支援を普及できる体制は、十分には構築されていない。 
 

その他の支援の普及体制として、現在、「Info Pult」と呼ばれるビジネ

ス支援機関（8 つの BSO＋5 つの NGO）とのネットワーク構築が行われ

ているが、その活動内容は、APERM からこれら BSO への中小企業向け

情報の提供（技術面・金融面からの政府支援の情報提供、政府関係プロ

ジェクトの公示、セミナー開催の連絡、等）にとどまっており、また、

これらの機関からの情報収集も、地域の中小企業に関する概要入手等に

とどまっており、十分な情報ネットワークが構築されていない（予算が

年間 100 万ディナールと極めて少ないことも、不十分な活動の原因のひ

とつになっている）。 

 

また、APERM とドナーとのプロジェクトベースでの連携〔例 EU、大

学、経営・産業団体、APERM の連携による欧州情報・革新センター

（EIICM）活動による連携、等〕は、ある程度、生産性向上に関するさ

まざまな支援の普及を促進することにもつながっているが、これらの連

携は、まだ不十分であり、APERM の十分な普及体制とはなっていない。

 

・このように、生産性向上に資する中小企業に対する具体的な技術支援の

普及体の構築は極めて不十分である。 

 

                                                        
33 APERM の中小企業支援の普及機関の要となっている主要な BSO の支援レベルには大きな差がある。これらの BSO は活動

予算が少なく、ドナーのプロジェクトに大きく依存している。ドナー依存からの脱却を図ろうとしている BSO（Tetovo、Prelip、
Gostivar、等）は、中小企業に対してコンサルティング（ビジネスプラン、ファイナンシャルプラン、等）を行い、その対

価としてコンサルティングフィーを取る活動を展開しつつあるが、それだけでは活動を維持していくことは困難であり、ド

ナープロジェクトの資金は、BSO にとって重要なファイナンシャルリソースとなっている。 
また、現在のところ、これらの BSO の職員が支援できる分野は、ビジネスプラン・ファイナンシャルプラン策定、市場開

拓、等の支援が中心であり、生産性向上に資する支援ができる職員はほとんどいない（詳細は、後述の「表 4-5 生産性向

上に関係する中小企業支援機関の支援の現状」参照）。 
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検証における 

留意点 
 

 

・APERM の生産性向上に関する支援・普及体制〔生産性向上に関する情

報収集・分析、支援活動の実施、モニタリング・評価、更なる活動の計

画（MoE への提言）、及び支援の普及等の一連のシステム〕の現状を踏

まえた今後のあるべき支援・普及体制（人員配置を含む）の構築を考え

る場合、この一連の支援体制及び中小企業支援の普及を展開する普及体

制を管理・運営する明確な責任を有する職員を配置する必要がある。 
 

・生産性向上に関する効率的な支援・普及体制の上記の業務を遂行するた

め、1 名の専任職員（マネージャー）と 1 名のスタッフ（部下）の 2 名

の職員配置が望ましい。限られた予算であるが、最低限 1 名の専任職員

（マネージャー）の配置は必要不可欠である。 

 
・特に、中小企業支援の支援・普及体制に関して、APERM 内のシステム

を構築するだけでなく、APERM 以外の中小企業支援機関（政府機関、

RESC、ESA、RBIC 等の BSO、経営・産業団体、大学、等）との更なる

連携を織り込んだ中小企業支援の普及体制を明確に構築する必要があ

る。 

 

 

（2）APERM 職員の PIU を管理・運営する能力向上の必要性に関する検証 
 

検証結果 
PIU を管理・運営

する能力 

・第 3 章 3-4 節に記載したように、APERM 全体として、生産性向上に関す

る情報収集・分析、支援活動の実施、モニタリング・評価、更なる活動

の計画（MoE への提言）、及び支援の普及等の一連の活動を展開するた

めの管理・実施能力が不足している。 
 

今後、PIU に関するシステムを構築したとしても、現状では PIU を管理・

運営する能力が不足していることは明らかである。 

 
・APERM の職員は、1 名の職員（工学部出身）を除き、経済学部、社会学

部等の出身であり、生産性向上に関する知識が不足している。 

 

生産性向上に関するプロジェクトを立案（MoE への提言）する際には、

生産性向上に関する基礎知識（他国での生産性向上支援の取り組みに関

するケーススタディ、生産性に関する基礎的事項：5S、ABC 分析、等）

が必要であるが、APERM の職員は、その知識が不足している。 
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検証における 

留意点 
 

 

・PIU 機能強化に関する職員の管理・実施能力の向上、生産性に関する基

本知識の向上（キャパシティデベロップメント）に関する教育・訓練は

必要不可欠である。 

 
・例えば、中小企業基盤整備機構、中小企業支援センター、日本生産性本

部、日本科学技術連盟、日本技術士会、日本中小企業診断士協会、民間

コンサルタント、日本の中小企業等の生産性向上に関する取り組みに関

する研修などは、PIU 機能強化に関する職員の管理・実施能力の向上に

つながるものである。 

 
・マケドニア標準局は、HACCP、ISO 等の研修（4 日間）を実施しており、

これらのセミナー参加も生産性向上に関する基礎知識取得につながるも

のである。また、ドナーの主催するマケドニアでの研修〔オーストリア

開発庁（ADC）が行う PCM 研修、等〕も活用すべきである。 
 

 

４－３－３ 中小企業支援機関、人材の支援能力向上を通じた中小企業支援実施に関する仮説の

検証 

（1）現在あるいは潜在的に存在している技術支援リソース（政府、BSO、経営・産業団体、

大学：TTC、ローカルコンサルタント、等）の支援能力の現状把握を通じた中小企業の支

援ニーズに合う技術支援人材の育成の必要性に関する検証 

 
検証結果 
現在あるいは潜

在的に存在して

いる技術支援リ

ソース 

・現在あるいは潜在的に存在している技術支援機関〔例 政府人的資源開

発基金（HRDF）・マケドニア標準局、ドナー、BSO、経営・産業団体、

大学：技術移転センター（TTC）、等〕、人材（ローカルコンサルタン

ト、等）に対して、生産性向上に関する支援能力の把握及び支援人材育

成の必要性にする面談調査を実施した。その検証結果は以下のとおりで

ある。 
 

（生産性向上に関する主要支援機関の支援能力） 

① HRDF 

2008 年度のプロジェクトにおいて、60 名の中小企業支援を行うロー

カルコンサルタントのデータベースを有していたが、そのプロジェク

トの終了とともに、そのデータをすべて APERM のデータベースに移

管している。現在は、具体的な中小企業支援は実施していない。今年

度（2009 年度）は、中小企業に対するトレーニングニーズ調査を行う

予定である。 
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② マケドニア標準局 

マケドニアへの海外規格の情報提供、マケドニアの標準規格の検討、

インターナショナルコンサルタントを招聘しての中小企業向けのセミ

ナーの開催（ISO、HACCP）を実施している。ただし、現在の講師は、

インターナショナルコンサルタントによるものであるが、将来的には、

マケドニア標準局内の人材によるセミナーを開催する予定である。 
 

③ ドナー 
ドナーは、中小企業の生産性向上に資するプロジェクト（EU・EBRD、

USAID 等のインターナショナルコンサルタントによる中小企業支援、

等）を実施しているが、その裨益企業は限定的である（プロジェクト

によるが 10 数社程度）。多くの支援は、情報提供（EU、等）あるい

は創業支援が主となっている。また、ローカルコンサルタントのデー

タベースを有しているドナーは少ない。 
 

（TAM/BAS プロジェクトは、独自でコンサルタントのデータベース

を有している。GTZ はバルカン諸国のコンサルタントのデータベース

を構築しつつあるが、登録コンサルタントは約 100 名くらいの予定で

あり、生産性に関係するコンサルタントはほとんど登録されていな

い。） 

 

ADC は、中小企業支援機関である BSO（RESC、ESA）及び 12 のロー

カルミニシパリティービジネス（LMBC：略称）の職員のキャパシテ

ィデベロップメント（PCM 研修、等）を今後実施する予定である。 

 

④ BSO〔RESC、ESA、ロマビジネス情報センター（RBIC）〕 

ビジネスアドバイザリー（経営管理、市場開拓、等）を実施してい

るが、生産性向上に資する実践的な支援は実施していない。特に、

PREDA を除き、ほとんどの BSO は、生産性向上に資するローカルコ

ンサルタントのデータベースを有していない。基本的には APERM に

登録されている生産性向上に関するコンサルタントが BSO の有する

ローカルコンサルタントのデータベースとなっている。また、BSO に

所属するコンサルタントの多くはビジネスコンサルタントであり、生

産性向上を支援できるコンサルタントは、極めて少ない。 

 

⑤ 経営・産業団体 

多くの団体は HACCP、ISO 等のセミナーを開催するなどの活動を展

開しているが、生産性向上に関する具体的な支援は実施していない。

また、ほとんどの団体は、独自のコンサルタントのデータベースを有

していない（マケドニア経済会議所は、2009 年 2 月に「The Association 
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of Management Consultants and Trainers」を設立しており、43 のコンサ

ルタント会社がメンバーとなっている）。 
 

⑤ 大学（TTC、等） 
比較的高度な支援（サプライ・チェーン・マネージメント、企業内

の IT 化）要請を受けた個別企業に対して実施している（企業と大学の

目的が合えば、有効な中小企業支援リソースのひとつである）。 

 
参考：JICA は、2004～2005 年に Ss. Cyril and Methodius 大学の機械工

学部を C/P として、「マケドニア旧ユーゴスラビア共和国 金属加

工業における生産計画・管理モデルの構築」に関する支援（短期専

門家派遣）を実施している。 
 

⑥ 民間ローカンコンサルタント 
民間ローカルコンサルタントは、直接に中小企業支援を担える存在

であるが、個人によって、その支援能力に大きな隔たりがある。特に、

生産性向上に関するコンサルタントに関して、具体的な支援が可能で

ある実践的なコンサルタントが非常に不足している。 

 

（官民のローカルコンサルタントの支援能力の現状と課題・支援ニーズ）

① コンサルティングの実施能力が不足している 

多くの官民のローカルコンサルタントは、理論的な手法

（ISO14001、ISO9001、Quality Control、等）に関する知識を有して

いるが、現場（工場）での生産管理・品質管理改善を実施し得る実

践的な支援能力が不足している。 

 
4-3-1 節において記載したように、中小企業による生産性向上に

関する支援ニーズはかなり高いが、中小企業が求める支援内容を提

供できるローカルコンサルタントが少ないことが大きな課題とな

っている。 

 

（「もし、実践的なコンサルティングが受けられるのであれば、対

価としてのコンサルティングフィーを払ってもよい。」と考える中

小企業が増えてきている。中小企業面談時コメント） 
 

ローカルコンサルタント能力の不足はローカルコンサルタント自

身のビジネス機会（顧客である中小企業からのコンサルティング依

頼）の不足にもつながっている。 
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② ローカルコンサルタントの能力向上を図るトレーニング機会が

不足している。APERM、ドナーを含めて、現在、生産性向上を担

えるローカルコンサルタントの育成のためのプロジェクトは実施

されていない。 
 

〔厳密には、EU/EBRD が実施した TAM/BAS プロジェクトのなか

で、インターナショナルコンサルタントがローカルコンサルタント

と共に、実際に中小企業を支援したケースはあるが、その場合の第

一の目的は、中小企業への裨益であり、ローカルコンサルタントの

育成を主としたものではない。現在、ADC が、小規模ながら、ロ

ーカルコンサルタントの育成を 2010 年に行う予定であるが、5 日

間の理論面を主とした訓練コース（15～20 名）である。〕 
 

③ かかる状況下、面談調査を実施した多くのローカルコンサルタン

トより、生産性向上に関して、理論面だけでなくより具体的な支援

ができる実践的なトレーニング機会を強く望んでいることが明ら

かとなっている。 

 

注）ここで記載しているローカルコンサルタントとは、中小企業に対

して支援を実施している人材、即ち、政府に所属するコンサルタン

ト（職員）、あるいは、BSO（RESC、ESA、RBIC、等）、経営・

産業団体、民間企業、大学等に所属するコンサルタントなどの官民

に存在するローカルコンサルタント全体を意味しており、いわゆ

る、民間コンサルタントだけに限定するものではない。 

 

（上記の分析結果の詳細は、以下の表を参照） 

「表 4-5 生産性向上に関係する中小企業支援機関の支援の現状」 

「表 4-6 ドナーによる中小企業支援の現状」 
「表 4-7 ローカルコンサルタントの支援能力の現状」 

 

検証における 

留意点 

 

 

・さまざまな中小企業支援機関、人材が存在しているが、これらの支援実

施能力（内容・レベル）を今後も十分把握する必要がある。 
 

・生産性向上に資する実践的な官民のローカルコンサルタントの育成は必

要不可欠である。実践的なこれらローカルコンサルタントの育成は、対

価を支払うことのできる企業にとっても大きな意味を有し、かつ、ドナ

ー等の援助に頼らない企業の自律的発展につながる可能性を有してい

る。 
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・中小企業が求める支援内容を提供できる官民のローカルコンサルタント

の育成を行う場合、生産性向上に関する理論的な側面と OJT を通じた実

践的な支援能力の向上がコンサルタントの育成プログラムに組み込まれ

る必要がある。 
 

 
（2）技術支援リソースを育成し、活用するための APERM 職員の育成・管理能力向上の必要

性に関する検証 
 

検証結果 

技術支援リソー

スを活用するた

めの職員の能力 

・APERM の職員は、これまでさまざまな技術支援リソースを管理・活用

した経験が少ない。 
 

・技術支援リソースを効率的・効果的に活用するためには、生産性向上に

関する基礎知識（他国での生産性向上支援実施の取り組み、生産性に関

する基礎的事項：5S、ABC 分析、等）が必要であるが、その知識が不

足している。 

 

留意点 

 

 

・PIU 機能強化に関する職員の技術支援リソースを効率的・効果的に活用

するための管理・実施能力の向上、生産性に関する基本知識の向上（キ

ャパシティデベロップメント）に関する教育・訓練は必要不可欠である。
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４－３－４ APERM と中小企業支援機関・人材の連携強化に関する仮説の検証 

（1）APERM と連携の可能性を有する現在あるいは潜在的に存在している中小企業支援機関、

人材の把握を通じた APERM とこれら技術支援リソース（政府、BSO、経営・産業団体、

大学：TTC、ローカルコンサルタント、等）の連携強化の必要性・可能性に関する検証 
 

検証結果  

APERM と中小企

業支援機関の連携

強化 

・APERM の限られた予算（年間約 4,200 万円/2009 年）、限られた職員数

（12 名）の状況下、APERM が、中小企業の生産性向上に資する具体的

な直接支援を実施することは困難であり、APERM としてもその点は理

解している。 
 

しかしながら、APERM は、生産性向上に関して、さまざまな中小企業

支援機関との連携は、バウチャースキームを通じた BSO、あるいは、ド

ナー（EU、等）を除きほとんど実施しておらず、さまざまな中小企業支

援機関の連携強化の重要性に対する理解が不足している。そのことは、

APERM の効率的な中小企業支援・普及体制の不足につながっている。 

 

・4-3-2 節の仮説の検証に記載したように、中小企業支援に関係するさまざ

まな機関あるいは人材が存在する。しかしながら、これらの機関の活動

の詳細、あるいは、支援リソースであるローカルコンサルタントの生産

性向上に資する中小企業支援能力の現状に関する情報の蓄積が不足して

いる。 

 

これら機関に関する情報のデータベース化がなされておらず、また、情

報に対する分析能力も不足している。そのことも、APERM の効率的な

中小企業支援・普及体制の不足につながっている。 

留意点 

 

 

・生産性向上に資する APERM と中小企業支援機関の連携強化は、必要不

可欠である（4-3-1 節で記載したように、APERM と中小企業支援機関の

連携強化は、より効率的・効果的な中小企業支援の普及体制の構築につ

ながるものである）。 

 

・民間に存在するリソースは、大学レベルの高度な知識を有する機関から、

ローカルミニシパリティーのレベルまでさまざまである。これらのリソ

ースを十分把握し、その支援能力の向上を図る（例 ローカルコンサル

タントの育成）ことも重要であるが、それぞれの中小企業が必要とする

支援内容にあった支援リソースを紹介するシステムを構築することも重

要である。 

 

・中小企業支援機関との連携の重要性に関する職員の啓発（キャパシティ

デベロッブメント）があわせて必要である。 
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４－４ PIU 設立に関する APERM への提言 

仮説の検証結果に基づき、APERM が新たな設置を予定している PIU のミッション、組織（職

員の備えるべき能力とそのレベルを含む）・機能・事業計画・活動内容・予算に係る提言は、以

下のとおりである34。 
 

４－４－１ APERM の生産性向上に関する支援・普及体制に関する提言 
（1）APERM は、情報収集・分析、MoE によって立案された支援プログラムの実施・モニタ

リング・評価、あるいは支援の実施を通じて得られたさまざまな情報を加工し、翌年度の

MoE への活動の立案に関する提言を行い、より効果的な中小企業支援の実施につなげてい

くために、これらの活動に関して、責任を明確にした生産性向上に関する支援体制の構築

が必要である。 

ただし、APERM 内に、一連の責任を明確にした支援システムを構築するだけでは不十

分であり、あわせて APERM 以外の外部機関との連携を視野に入れて、いかに効率的な支

援の普及体制を構築するかも極めて重要である。それゆえ、マケドニアに存在するさまざ

まな中小企業支援機関（政府機関、ドナー、BSO、経営・産業団体、大学、ローカルコン

サルタント、等）との明確な連携体制を構築する必要がある。 

そのためには、少なくとも、他のセクターの責任者と同格の専任職員（マネージャー）

と職員（部下）1 名の計 2 名の職員配置が必要である〔限られた予算であっても、最低限

1 名の専任職員（マネージャー）の配置は必要不可欠である〕。 

また、専任マネージャーは、APERM 内より選ばれることが望ましく、かつ、1）正規雇

用である、2）中小企業振興に係る経験がある、3）官民の中小企業支援機関との連携が可

能である、4）折衝能力、英語にたけている等の条件を満たしていることが望ましい。ま

た、専任職員（マネージャー）に対して、明確な責任と権限が与えられる必要がある。も

し、専任の職員の配置がないのであれば、PIU は十分には機能しないのは明らかである。 

 

＜専任職員：外部から職員を雇用する場合に求められる資格＞ 

・中小企業振興機関、ドナーでの業務経験 

・少なくとも、大学卒（できれば、工学関係） 
・10 年以上の職務経験（管理能力は必須） 

・セミナー等でのプレゼンテーション、中小企業支援機関とのコミュニケーションが取れる能

力を有すること 

・製造業に関する知識を有している方が望ましいが、それが必須ではない。本人のやる気が一

番重要である。 

・英語が堪能である。 

 

ただし、PIU の専任職員がすべての業務を行うことは不可能であり、一部の業務（収集

                                                        
34 本報告書の具体的な提言は、（1）APERM の生産性向上に関する支援・普及体制に関する提言、（2）中小企業支援リソー

ス（機関・人材）の支援能力向上を通じた中小企業支援実施に関する提言、及び（3）APERM と中小企業支援機関・人材

の連携強化に関する提言の 3 つから構成されているが、（2）及び（3）に関する提言は、（1）APERM の生産性向上に関

する支援・普及体制に関する提言（より効率的な支援・普及体制の構築）の一部をなすものであるが、特に重要であり、別

途記載している。 
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データのデータベース化、等）は、APERM 内の他の部署の担当者に任せる必要がある。

その場合においても、連携する他部署の担当者、及び責任を明確にする必要がある。 
 

＜生産性向上に関する PIU の支援・普及体制＞ 

・効率的な PIU の支援・普及体制を構築するためには、少なくとも、以下の責務の遂行責任者

及び責任を明確にする必要がある（各機能の実施者、及び報告先の明確化を含む）。 
 

（支援体制に関して） 
① 情報収集・分析（情報収集の目的の明確化、定期的に情報収集すべき事項、情報収集する

時期・方法の確定、情報の加工・分析の方法、等） 
② 当該年度の中小企業支援プログラムの実施・モニタリング 

③ 中小企業支援プログラムに関する評価（評価項目、評価者の確定、等） 
④ 当該年度の活動を基づく翌年度の MoE への中小企業支援活動の立案に関する提言作成（支

援活動の目的、ターゲットの明確化、投入リソース等の確定も含む） 
 

（備考） 

特に、まず、すべての活動の基本となる生産性向上に関する情報収集能力を向上させる必要

がある。 

 

‐中小企業の課題・支援ニーズの情報収集及びデータベースの整備 

‐官民のローカルコンサルタントに関する情報収集及びデータベースの整備 

‐中小企業支援機関の活動に関する情報収集及びデータベースの整備 

‐ドナー活動に関する情報収集及びデータベースの整備 

 

（普及体制に関して） 

・特に、PIU の普及体制に関しては、その責務の遂行責任者及び責任を明確にするだけでなく、

詳細な調査を通じて、既存の中小企業支援機関、人材との連携ネットワーク（普及システム）

を構築する必要がある。 

 

・支援の普及のために連携をとるべき相手機関の担当者、連携内容（何を目的に、どのような

普及体制をとり、活動を実施するのか等を含めて）等もあわせて明確にする必要がある。 

 

（参考） 

・支援・普及体制の確立のための業務総括表（例）を付属資料 2．として添付する。これは、

 ひとつの例として記載している。 

  

（2）PIU の支援・普及システムの構築だけでなく、PIU を管理・運営する職員に対するキャ

パシティデベロップメントを実施する必要がある。 
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＜必要となるキャパシティデベロップメント＞ 

① 情報収集・分析、支援活動の実施、モニタリング・評価、新たな中小企業支援活動の立案

に関する MoE への提言等の一連の活動、及び、中小企業支援の普及を展開するための職員

のプロジェクト管理・実施能力向上 
 

② 生産性向上に関する基本的事項（他国での生産性向上支援の取り組みに関するケーススタ

ディ、生産性に関する基礎的事項：5S、ABC 分析等）に関する知識の蓄積 

 
・国内研修への派遣、あるいは海外研修への派遣が考えられる。 

  例 国内研修：ISO、HACCP 研修（マケドニア標準局 主催、等） 
ドナーの主催するマケドニアでの研修（ADC が行う PCM 研修、等） 

 
例 海外研修：日本での国レベル（中小企業基盤整備機構、日本科学技術連盟）、県レベ

ル（中小企業支援センター）、日本技術士会、日本中小企業診断士協会、

民間コンサルタント、日本の中小企業等の生産性向上に関する取り組みに

関する研修などは、PIU 機能強化に関する職員の管理・実施能力の向上に

つながるものである。 

 

 

４－４－２ 中小企業支援機関・人材の支援能力向上を通じた中小企業支援実施に関する提言 

（1）生産性向上に資する実践的な中小企業支援人材（官民のローカルコンサルタント：中小

企業に対して支援を実施しているコンサルタント、即ち、政府に所属するコンサルタント

（職員）、あるいは、BSO：RESC、ESA、RBIC 等、経営・産業団体、民間企業、大学、

等に所属するコンサルタントなどの官民に存在するローカルコンサルタント）の育成が必

要である。 

特に、中小企業の求める支援内容を提供できる官民のローカルコンサルタントの育成を

めざして、生産性向上に関する理論面だけでなく OJT を通じた実践的な支援能力の向上を

織り込んだキャパシティデベロップメントが必要不可欠である。 
APERM が中小企業支援機関・人材の支援能力向上（官民のローカルコンサルタントの

能力向上、等）に関する活動が重要である理由は、以下のとおりである。 
 

① 中小企業からの生産性向上に関する官民の実践的なローカルコンサルタント育成の支援

ニーズが極めて高い。 

 
② 官民のローカルコンサルタントの育成は中小企業に対する高い裨益効果を有する。 

 
中小企業に対して支援を実施しているコンサルタント、即ち、政府に所属するコンサルタ

ント（職員）、あるいは、BSO（RESC、ESA、RBIC、等）、経営・産業団体、民間企業、

大学等に所属するコンサルタントなどの官民に存在する実践的なローカルコンサルタント



－84－ 

による中小企業への直接支援だけでなく、政府、あるいは、支援を求める企業が属する経営・

産業団体（例 ECM、スコピエ職工会議所）等が主催する生産性セミナーへのこれら人材の

講師派遣という形での支援の可能性もあり、幅広い更なる裨益効果、より効率的な普及体制

の構築につながる可能性がある。 
 

③ 官民のローカルコンサルタントの育成は、APERM の主要な活動であるバウチャースキー

ムを通じた支援において、生産性向上支援に関するこれらのローカルコンサルタントの能力

を高め、中小企業支援内容の多様化・効率化につながる可能性を有する。 
 

④ ドナー等の活動において、生産性向上に資する官民のローカルコンサルタントの育成をタ

ーゲットとしたプログラムはあまり実施されていない〔これまで、インターナショナルコン

サルタントによる中小企業支援が多く行われているが（EU/EBRD、GTZ、USAID、等）、そ

の裨益は中小企業をターゲットとしている〕。 

 
また、中小企業支援機関（BSO：12 の LMBC、及び RESC、ESA、等）に対する支援とし

て、2011 年に ADC が職員のキャパシティデベロップメント（機関の管理能力向上、等）に

取り組む予定となっているが、官民のローカルコンサルタントの育成支援は実施されていな

い。 

 

⑤ 民間のリソースを活用することが基本であり、生産性向上に関する実践的なローカルコン

サルタント育成は、これまでのドナー主体のプロジェクト参加型ではなく、コンサルタント

が独自で顧客である中小企業に対するコンサルティングを実施する可能性を有している（民

間と民間の間でのリソースの活用促進の可能性）。 

 

（備考）①～⑤を効率的に実施するためには、PIU 機能強化に関する職員の技術支援リソース

を効率的・効果的に活用するための管理・実施能力の向上、生産性に関する基本知識

の向上（キャパシティデベロップメント）に関する教育・訓練も必要である。 

 
注）4-3-3 節の仮説検証において言及しているように、ここで記載している官民のローカルコ

ンサルタントとは、中小企業に対して支援を実施している人材、すなわち、政府に所属

するコンサルタント（職員）、あるいは、BSO（RESC、ESA、RBIC、等）、経営・産

業団体、民間企業、大学等に所属するコンサルタントなどの官民に存在するローカルコ

ンサルタント全体を意味しており、いわゆる民間コンサルタントだけに限定するもので

はない。 

 

注）英文報告書である PIU の設立に関する提言「Study Report (Draft) for Establishment of the 

PIU At the Agency for Promotion of Entrepreneurship in the Republic of Macedonia」におい

て、「官民のローカルコンサルタント」を「Local SME supporters (public and private 
consultants)」と表記している。 
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理論面だけでなく、OJT を通じた実践的な支援能力の向上を織り込んだ官民のローカル

コンサルタントに対するキャパシティデベロップメントのリソースとして、インターナシ

ョナルコンサルタントだけでなく、国内にも技術支援のリソースが存在しており、これら

のリソースの活用が重要である。そのためには、あわせて、PIU 機能強化に関する職員の

技術支援リソースを効率的・効果的に活用するための管理・実施能力の向上、生産性に関

する基本知識の向上（キャパシティデベロップメント）に関するトレーニングが必要不可

欠である。 

 
＜生産性向上に関する官民のローカルコンサルタント育成：案＞ 

① 育成すべき官民のローカルコンサルタントの確定 
（留意点） 

‐中小企業支援ニーズに基づき育成すべき重点育成分野（生産管理、品質管理、在庫管理、

工場レイアウト、等）の確定 

（その際、一般的なコンサルタントを育成するのか、あるセクターに精通したコンサルタ

ントを育成するのかも十分考慮する必要がある。） 

‐育成すべき官民のローカルコンサルタントの選定 

 育成すべき官民のローカルコンサルタントの選定は、公益性、裨益効果の観点からなされ

る必要がある。 

 

（育成すべき潜在的な官民のローカルコンサルタント 例） 

・政府機関に属する職員 

（例 マケドニア標準局の指導員） 

・BSO に属する職員（アドバイザー）あるいは、BSO と関係を有するローカル

コンサルタント 

・APERM のデータベースにあるローカルコンサルタント 

経営団体に所属するコンサルタント〔例 経営コンサルタント・トレーナー

協会（The Association of Management Consultants and Trainers）〕 

・TAM/BAS プロジェクト、SECI プロジェクト等のドナープロジェクトに参加

した経験のあるローカルコンサルタント 

・その他のローカルコンサルタント 

 

② 官民のローカルコンサルタント育成プログラム（理論面＋OJT）の策定 

‐講師（インターナショナル、ローカルコンサルタント）の選定 

ローカルリソースとして、政府、BSO、経営・産業団体、大学：TTC、ローカルコンサル

タント等が存在している。その活用も十分検討する必要がある。 

‐研修プログラムの策定（期間、内容：理論面＋OJT、等） 
‐研修事前準備（教材開発、試験、等） 

‐研修の実施（理論＋OJT） 
OJT においては、中小企業に裨益するだけでなく、訓練される官民のローカルコンサルタ
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ントに対して、十分効果がある中小企業が選定される必要がある。 

 
③ 研修実施後の育成された官民のローカルコンサルタントのデータベース化 

研修終了後、育成された官民のローカルコンサルタントをデータベース化し、中小企業に

対する研修受講コンサルタントに関する情報提供を行う必要がある。 

 
ローカルコンサルタントを育成することが最終目標ではない。育成された官民のローカル

コンサルタントがいかに中小企業支援を実施するかが極めて重要である。これらの育成され

たローカルコンサルタントによる支援の普及に関して、以下の可能性などが考えられる。 

 
1） 育成され、能力が向上した官民のローカルコンサルタントは、これまで以上の中小企

業支援を実施することが可能となる（民間企業と官民のローカルコンサルタントのパー

トナーシップの促進）。また、将来的に政府、BSO、経営・産業団体、大学：TTC 等が

主催する生産性向上におけるセミナーにおいて、育成された官民のローカルコンサルタ

ントが講師となる可能性なども考えられ、より効果的に支援が普及する可能性がある。 

 
2） 育成された官民のローカルコンサルタントは、すべて APERM のデータベースに組み

入れることにより、これまでのローカルコンサルタントのデータベースが更に充実（数、

能力）することになり、中小企業に対してプラスの効果をもたらす可能性がある。特に、

APERM のデータベースに存在するローカルコンサルタントの数、能力が充実すること

は、バウチャースキームを通じて、APERM、BSO（RESC、ESA、RBIC、等）、中小企

業の関係者に大きな裨益効果をもたらすことになる。 

 
（具体的な活動） 

APERM は、以下の活動を展開することを検討すべきである。 

 
（検討すべき活動 1） 

アクションプラン 1：支援を求める企業が属する BSO、経営・産業団体、大学等が主催する生

産性セミナー開催支援（資金補助、講師派遣、等） 

 （この場合の講師とは、既存、あるいは、新たに育成された官民のロー

カルコンサルタント） 

 
APERM は、支援を求める企業が属する BSO、経営・産業団体、大学等が主催する生産

性セミナー開催支援（資金補助、講師派遣、等）を検討すべきである。即ち、APERM は、

これらの機関と連携をとり、これらの機関に対して、セミナー開催費用の全額補助35、セ

ミナー講師（官民のローカルコンサルタント）の派遣を行うことを検討すべきである（図

4-1）。 

                                                        
35 セミナー開催費用の全額補助でなく、例えば、講師派遣料だけの補助も検討したが、「マケドニアにおいて、これまで、

セミナー開催に関して、一部補助のような金融面からの支援は実施されておらず、現実的でない」とのことであった。

（APERM、BSO との面談時コメント） 
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図４－１ 生産性向上セミナー開催の概念図 

 

Box4.3 スコピエ職工会議所訪問時コメント 

実際、スコピエ職工会議所を訪問した際、「これまで中小企業に対して、さまざまな教育・

訓練を実施しているが、生産性に関する体系的な訓練は実施していない。なぜなら、加盟して

いるメンバーのなかに生産性に関する体系的な訓練を実施し得る人材がいないからである。」

とのコメントがあった。 

APERM と会議所は協力して、受講者募集、研修部屋のアレンジを会議所側が担当し、講師

派遣、資金面からの支援を APERM が担当するなどの連携・協力は可能のはずである。 

 

このようなセミナー開催支援のメリットは、以下のとおりである。 
1） 少数の育成された官民のコンサルタントによるセミナー開催を通じて、多くの中小企

業に裨益する支援を展開することが可能となる。（効率的な支援の普及） 
2） セミナー開催場所が、地方の BSO で開催される場合、中央だけでなく地方への支援の

普及につながる36。（普及体制の構築） 

3） セミナー開催を通じて、APERM と BSO、経営・産業団体等の他の中小企業支援機関

による連携した活動の展開が可能となる。（連携体制の構築） 
4） セミナー開催時に、参加中小企業から、企業の抱える課題・支援ニーズに関する情報

                                                        
36 EU は、EU 憲章（EU Charter for Small Business）に記載している項目に基づいて、2008 年度のマケドニアの中小企業振興に

対する取り組みを評価している。特に、技術の普及に関しては、「提供されている研修内容が地域によって差がある。」こ

とが指摘されている。地方において、支援を求める企業が属する BSO、経営・産業団体、大学等が主催する生産性セミナ

ー開催に対する支援（セミナー開催資金援助、既存、育成されたコンサルタントの講師派遣、等）は、この指摘事項に対す

る取り組みにもつながるものである。（指摘事項の詳細は、MoE, 「Short Summary of the National Self-Assessment Report 
regarding the European Charter for Small Enterprises (Republic of Macedonia 2008)」参照） 

 

 

（セミナー開催：募集、講師、研修場所等の準備及びセミナー開催）

APERM 
（PIU） 

中小企業 

支援機関 

 

中小 

企業 

（連携） 

（セミナー開催資金の提供、既存あるいは育成された講師の派遣） 

（技術移転） 

（情報収集）

 

セミナー

開催 

（支援の普及） 
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を得ることが可能となる。（情報収集機能の強化） 

（例）BSO、経営・産業団体等が主催するセミナー開催支援（セミナー開催資金の全額

補助＋講師派遣、等） 

中小企業向けの生産性向上セミナーを 2 日間、3 ヵ所で開催する。 
官民のローカルコンサルタント37の活用 

    
＜留意すべき点＞ 

・アクションプランを実施するためには、それなりの予算枠が必要となる。 
・また、アクションプランでは、「講師（既存、あるいは、新たに育成された実践的な官民の

ローカルコンサルタント）のセミナー派遣」という表現にあるように、現在、実践的なロー

カルコンサルタントが既に存在するならば、他の実践的なローカルコンサルタントの育成を

待たず、そのリソースを活用した活動の展開は可能であり、検討すべきである。 

 

（検討すべき活動 2） 

アクションプラン 2：既存、あるいは、育成された官民のローカルコンサルタントによる生産

性向上に関する中小企業直接支援の実施 

 

生産性向上を実施する中小企業に対して、既存、あるいは、育成された官民のローカル

コンサルタントの派遣を検討すべきである。このような活動は、これらの官民のローカル

コンサルタントを活用した中小企業の生産性向上に直接裨益するものである。 

（例）生産性向上を実施する 7 つの中小企業に対して、既存、あるいは、育成された官

民のローカルコンサルタントの派遣の実施（上限を 1,500 ユーロとして、コンサ

ルティング費用の 50%を APERM が負担する）。バウチャースキームとは別枠と

して、生産性向上支援を拡大して実施する。 

 

４－４－３ APERM と中小企業支援機関・人材の連携強化に関する提言 

（1）生産性向上に資する APERM と中小企業支援機関、人材の連携強化38は必要不可欠であ

る。そのためには、既存の中小企業支援機関（政府：HRDF、ドナー、BSO、経営・産業

団体、大学：TTC、等）、人材（ローカルコンサルタント、等）に対して、生産性向上に

関する支援能力の把握・蓄積（データベース化）し、それぞれの中小企業が必要とする支

援内容にあった支援リソースを紹介する連携システムを構築することが必要である。 

                                                        
37 ここで記載しているローカルコンサルタントとは、中小企業に対して支援を実施している人材、即ち、政府に所属するコ

ンサルタント（職員）、あるいは、BSO（RESC、ESA）、経営・産業団体、民間企業、大学、等に所属するコンサルタン

ト、などの官民に存在するローカルコンサルタント）全体を意味する。 
38 生産性向上に資する APERM と中小企業支援機関、人材の連携強化は極めて重要である。これらの連携は、マケドニアに存

在する機関、人材との連携の促進だけでなく、海外の中小企業振興機関間での連携促進も考慮する必要がある。現在、オラ

ンダ政府（Dutch Ministry of for Development Cooperation） は、他のドナー（EC、WB、欧州安全保障協力機構（The Organizations 
for Security and Co-Operation in Europe：OSCE、等）と協力して、1994 年に SPARK なる支援機関を設立し、紛争後のバルカ

ン半島諸国の地域の安定・発展を促進する活動（教育分野を中心として、若年層の起業促進、等を含む）を展開している。

特に、民間セクター開発の一環として、SPARK は、バルカン地域の中小企業振興機関が、相互に情報を交換し、コンファ

レンスの開催を通じた啓蒙、あるいは、クロスボーダー協力等を図るため、「Association of SME Development Agencies in 
Southeast Europe」の設立支援を実施し、2009 年 5 月にその設立が決定している。具体的な活動はこれからであるが、この

協会には、セルビア、マケドニア、コソボ共和国（以下、「コソボ」と記す）、等の国が参加することが決まっており、こ

の 協 会 の 本 部 は 、 セ ル ビ ア の ベ オ グ ラ ー ド に 置 か れ る 予 定 で あ る （ 詳 細 は 、 SPARK の ホ ー ム ペ ー ジ ：

http://www.spark-online.org/content/view/328/1/参照）。 
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＜生産性向上に資する APERM と中小企業支援機関、人材の連携強化の可能性 例＞ 

① 現在、存在している中小企業支援機関（政府：HRDF、ドナー、BSO、経営・産業団体、

大学：TTC、等）、人材（ローカルコンサルタント、等）に対して、生産性向上に関する支

援能力の把握・蓄積（データベース化）及び得られた有益な情報の中小企業への提供 
 

② 政府、BSO、経営・産業団体、大学：TTC 等が主催する生産性向上におけるセミナー開催

支援（資金補助、育成された官民のローカルコンサルタントの講師派遣等を含む） 

 
（備考）①、②を効率的に実施するためには、中小企業支援機関との連携の重要性に関する

職員の啓蒙（キャパシティデベロッブメント）があわせて必要である。 

 

上記の（4-4-1～4-4-3）の提言に関する内容を踏まえ、PIU の 3 カ年活動計画（2010-12 年）（ミ

ッション、組織、機能、事業計画、活動内容、予算、等）に関して、以下のとおり、提言する（表

4-8）。 

 

＜備考：予算に関して＞ 

PIU に関する主要な予算金額は、当方からの提言を踏まえ、APERM が策定しており、その

内容は、以下のとおりである（詳細は表 4-8 の「予算」参照）。 

 

今回の JICA 調査の提言に基づき、現在、APERM（PIU）は、以下の分野における取り組み

を検討している。 

1）PIU の支援・普及体制整備 

2）中小企業支援リソース（機関・人材）の支援能力向上 

3）中小企業支援連携体制の構築 

 

PIU は、これらの活動を展開するため、以下の事項に関する予算（案）を検討している。 

1）専任の人員配置 

2）セミナー開催支援（提言で出されているアクションプラン 1） 
3）中小企業直接支援（提言で出されているアクションプラン 2） 

4）国内研修（ISO、HACCP、PCM、等） 
5）設備（机、インターネット環境、PC、等） 

（PIU 設立の際の JICA 支援の可能性に関しては、第 5 章参照）。 
 

（備考） 

・来年度（2010 年度）の予算は、12 月末の国会承認を経て初めて確定するものであり、それ

まで、MoE、財務省との予算折衝（10～11 月頃）が行われる。 
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第 5 章 JICA の具体的な支援の方向性 
 

５－１ PIU 機能強化の観点からみた JICA 協力の妥当性 

生産性向上ユニット（PIU）機能強化の観点からみた JICA の協力の妥当性は、以下のとおりで

ある（表 5-1）。 
 

表５－１ JICA 協力の妥当性 

マクロ経済の

観点 
 

・第 2 章において記載したように、工業セクターはマケドニアの最重要セクタ

ーのひとつであり、GDP 成長・雇用創出貢献度も高い。しかしながら、貿易

面では、製造業品を輸出し、マケドニアで生産されていない原材料・設備、

製造業品（産業機器、車両、等）等を輸入する貿易構造を有し、貿易収支は

依然赤字である。マケドニアが貿易赤字を縮小、あるいは貿易収支を黒字化

するためには、製造業を中心とした輸出増大は必要不可欠である。また、2008
年の世界金融危機のマケドニアに対する影響は大きく、世界的な景気後退の

影響を受け、2008 年第 4 四半期以降、工業生産は縮小している。 

 

かかる状況下、マケドニアの主要なセクターである製造業を中心として、

製造力を強化すること、特に、中小企業の生産性向上を図ることは必要不可

欠であり、マクロ経済の観点からみて、JICA によるマケドニア創業促進省

（APERM）の PIU 機能強化を通じた生産性向上支援は有益であり、支援の

妥当性を有する。 

PIU 機能 

強化の観点 

・PIU に対して必要となる支援は、①PIU の支援・普及体制の整備（職員のキ

ャパシティデベロップメントを含む）、②中小企業支援リソース（官民のロ

ーカルコンサルタント）の支援能力向上、③APERM と中小企業支援機関、

人材との連携の強化等に関する支援である。 

 

  特に、これらの支援においては、PIU 職員に対するキャパシティデベロッ

プメント、情報収集・分析、支援活動の実施、モニタリング・評価、及び新

たな中小企業支援活動の立案に関する経済省（MoE）への提言等の一連の支

援システムの構築のための支援だけでなく、支援の普及体制の構築、生産性

向上のための中小企業支援リソース（官民のローカルコンサルタント）育成、

さまざまな中小企業支援機関・人材との連携強化等が求められる。 

 

JICA は、これまでさまざまな開発途上国での生産性向上、品質向上に関す

る取り組みを実施し、これらの支援に活用し得る豊富な知識・経験を有して

いる。特に、PIU 機能の詳細設計は、今回調査を通じてなされたものであり、

PIU を設置する APERM からの支援要請も高い。 
 

・このように、PIU の機能強化に関して、JICA による支援は高い裨益効果を有



－93－ 

するものと思われ、支援の妥当性を有する。 

中小企業支援

ニーズの観点 

・今回調査において明らかになったように、中小企業からの生産性向上支援に

対する支援ニーズは極めて高いが、政府による十分な支援はこれまでなされ

ておらず、より効率的・効果的な政府（APERM）による支援が求められてい

る。JICA が PIU の中小企業への支援・普及体制の構築支援を行うことは中

小企業に対して、高い裨益効果をもたらすことが期待され、支援の妥当性を

有する。 
 

・今回の調査を通じて、多くの BSO、経営・産業団体等から、APERM の生産

性に関する具体的な中小支援体制の整備、特に、生産性向上に関する官民の

ローカルコンサルタントの支援能力向上等の実施が要請されている。JICA
は、この分野での支援に関する豊富な案件実施経験があり、これまでに蓄積

された知見を生かした質の高い貢献が可能である。 
 

他ドナーの活

動からの観点 

・生産性向上に関して、他ドナーは、MoE、ビジネス支援機関（BSO）、地域

企業支援センター（RESC）、企業支援センター（ESA）、ロマビジネス情報

センター（RBIC）等の職員に対するキャパシティデベロップメント、あるい

は、インターナショナルコンサルタントを招聘しての中小企業に対する直接

支援を実施しているが、APERM の生産性向上に関する支援・普及の機能を

高める支援は実施していない。実際、今回、面談させていただいた多くのド

ナー〔（オーストリア開発庁（ADC）、欧州連合（EU）、ドイツ技術開発公

社（GTZ）、アメリカ国際開発庁（USAID）、等〕より、「日本の知見を生

かしたこのような支援を歓迎する。」とのコメントを得ている。支援の重複

もなく、JICA としての支援の妥当性を有する。 

 

 

５－２ JICA 協力の可能性 

APERM は、PIU を設置し、2010 年度（1～12 月）より生産性向上に資する本格的な中小企業

活動を実施する予定であるが、PIU としての中小企業支援活動はこれからの段階であり、より効

果的・効率的な中小企業支援体制、支援実施能力の向上において、JICA が有する知識・経験は極

めて有益であり、5-1 節で記載したように APERM の PIU 機能強化の観点からみた JICA 協力は、

十分に妥当性を有する。 

第 4 章において記載した提言に基づき、APERM が PIU を正式に設立することを前提とした場

合の APERM の生産性向上の支援・普及体制構築に係る今後の JICA の具体的協力案（今後 2 年

間を想定）は、以下のとおりである。 

 

５－２－１ PIU の支援・普及体制整備 
（1）生産性向上支援のための中小企業支援・普及体制構築支援の実施 

1） 生産性向上に関する情報収集・分析、支援活動の実施、モニタリング・評価、更なる

活動の計画（MoE への提言）、及び支援の普及等の一連のシステムの構築に関する支援 
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＜JICA として支援の可能性を有する分野＞ 

① 生産性向上に関して情報収集・分析、支援の実施・モニタリング・評価、及び新たな中小

企業支援活動の立案に関する MoE への提言といった一連の機能に関するシステムの構築に

係る支援 
・一連のシステムを構築に関しては、4-4-1 節において記載したように、以下のようなさまざ

まな機能に関するシステムの構築支援に取り込む必要がある。 
・情報収集機能（情報収集の目的、定期的に情報収集すべき事項、情報収集する時期、方法

等の明確化） 
・情報の加工・分析機能、 

・アクションプランの実施、モニタリング、評価及び適切な上位者への報告機能 
・支援の実施を通じて得られたさまざまな情報を加工し、翌年度の MoE への活動の立案に関

する提言策定の機能 
 

特に、これらのシステム構築においては、各機能に関する責任、実施スケジュールの明

確化のための支援を実施し、入手すべき情報の明確化、データベース化、情報加工・分析

の一連のプロセスに関するシステムの構築をする必要があり、JICA として、これらの点に

関する支援は可能である。 

 

② 支援の普及体制の構築に係る支援 

・支援の普及のために連携可能な中小企業支援機関、人材の詳細把握・分析（支援内容、レ

ベル、どのような連携が可能であるかの分析）を行い、JICA として、より効果的な支援の

普及体制の構築に関する支援は可能である。 

 

＜APERM の要請＞ 

・新しく設置される PIU の支援・普及体制（連携を含む）全体に対する助言ができる専門

家を配置してほしい。もちろん、APERM が主体的にこれらの体制構築に取り組むが、必

要となる経験も少なく、これらの面からの支援を望む。 

  
 

（2）PIU 職員に対するキャパシティビルディング支援の実施 

1） PIU 職員に対するキャパシティビルディング支援 

一連のシステム（情報収集・分析、支援の実施・モニタリング、評価、新たな中小企

業支援活動の立案に関する MoE への提言及びより効率的な支援の普及）を管理・運営す

るための PIU 職員に対するキャパシティデベロップメントに係る支援 

 
＜JICA として支援の可能性を有する分野＞ 

① PIU 職員に対する管理・運営能力に関するキャパシティビルディングの実施 

（日本人専門家による OJTを通じた現地における職員に対するキャパシティビルディングの

実施だけでなく、日本での研修実施を通じた職員に対するキャパシティビルディングの実
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施も検討すべきである。） 

 
 ・具体的には、以下の内容を含む必要がある。 

（マケドニア：例） 
‐PCM、SWOT 等の手法に関する知識取得（PCM 手法の研修に関しては、2011 年に ADC

が実施予定） 
‐危害分析及び重要管理事項（HACCP）、国際標準化機構（ISO）等の基礎知識に関する

知識取得（マケドニア標準局が毎年実施） 
 

（日本での研修の場合） 
‐生産性向上に関する政策 

‐日本の生産性向上に関する支援機関の支援体制・支援内容、等 
  （中央＋地方） 

‐日本の生産性向上に関するコンサルタントの現状 
‐製造業を中心とした中小企業の現状 

 

（研修先例：中小企業基盤整備機構、中小企業支援センター、日本生産性本部、日本科学

技術連盟、日本技術士会、日本中小企業診断士協会、民間コンサルタント、日本の中小企

業、等） 

 

 

５－２－２ 中小企業支援リソースの支援能力向上 

（1）中小企業支援リソース（官民のローカルコンサルタント）の支援能力向上支援の実施 

1） 中小企業支援機関あるいは民間に存在する中小企業支援要員（官民のローカルコンサ

ルタント、等）に対する支援能力の向上のための支援 

 
＜JICA として支援の可能性を有する分野＞ 

① 中小企業支援リソース（官民のローカルコンサルタント）に対する支援能力の向上のため

の支援 

中小企業リソース（官民のローカルコンサルタント）に対する育成を実施する場合、以下

のような 2 段階（座学、実地）の研修による育成が必要である。 

 

（官民のローカルコンサルタント育成研修：例） 

研修対象 ・民間に存在する支援要員（官民のローカルコンサルタント、等） 

座学研修 ・生産性向上支援に関する基礎理論（5 日間程度） 

実地研修 ・企業に対する現場指導（OJT）を通じた中小企業支援能力の向上 

 （2～3 ヵ月程度） 

・4-4-2 節において記載したように、中小企業支援リソースの支援能力向上の

ための研修プログラムを立案する場合は、以下の点を考慮する必要がある。



－96－ 

① 育成すべき官民のローカルコンサルタントの選定 

‐中小企業支援ニーズに基づき、育成すべきローカルコンサルタントの何

を育成するのかを明確にする必要がある。 

‐すなわち、重点育成分野（生産管理、品質管理、人材育成、等）を確定

する必要がある。 

‐今回調査を通じて得られた情報（中小企業が抱える課題・支援ニーズ、

ローカルコンサルタントの現状、等）を基に考えられる重点育成分野は、

生産管理、品質管理、人材育成等である。これらの分野は、多くの中小

企業が支援ニーズとしてあげている点である（もちろん、本格プロジェ

クトを実施する際には、再度検討する必要がある）。 
‐育成すべき官民のローカルコンサルタントの選定は、公益性、将来的な

裨益効果の観点からなされる必要がある。 
 

（育成すべき潜在的な官民のローカルコンサルタント 例） 
・政府機関に属する職員（ローカルコンサルタント） 

（例 マケドニア標準局の指導員） 

・BSO に属する職員（アドバイザー）あるいは、BSO と関係を有するロ

ーカルコンサルタント 

・APERM のデータベースにあるローカルコンサルタント 

・経営団体に所属するコンサルタント（例 経営コンサルタント・トレ

ーナー協会（The Association of Management Consultants and Trainers） 

・TAM/BAS プロジェクト、SECI プロジェクト等のドナープロジェクト

に参加した経験のあるローカルコンサルタント 

・その他のローカルコンサルタント 

 

注）座学に関しては、APERM、BSO 職員（RESC、ESA）にも受講する

機会を与えることは、彼らの能力向上だけでなく、座学参加を通じて、

APERM と BSO とのより緊密な連携関係の構築につながるものであり、

この点に関して、十分な配慮をする必要がある。特に、今後、PIU が

BSO と協力して生産性セミナーを開催する可能性があり、BSO から少

なくとも 1 名ずつは、優先して座学に参加する機会を与えるべきであ

る。 
 

② OJT を行う場合の支援対象となる中小企業の選定 

‐OJT を通じた官民のローカルコンサルタントの育成の場合、OJT を兼ね

て実際の支援対象となる中小企業は、中小企業への裨益だけでなく、官

民のローカルコンサルタントの育成にも大きく裨益する中小企業を選ぶ

必要がある。 
特に、官民のローカルコンサルタントを効果的に育成するためには、
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どのような規模、セクターに属する中小企業を選定するかは極めて重要

である。 
 

（OJT・支援の対象となる中小企業の規模） 
‐ある程度の規模（大体、20 名以上の小規模・中規模企業）の中小企業を

OJT の際の支援対象とする必要がある。また、ある程度の企業規模でな

ければ、生産性に関する問題が顕在化していない可能性もある（小さな

企業は、創業者がすべて問題を解決している場合が多い）。 
 

（OJT の対象となる中小企業の属するセクター） 
‐OJT の実施の際に、支援対象となる中小企業の属するセクターを考慮す

ることは重要である。 
 

OJT の対象となる中小企業の属するセクターとしては、金属加工、食

品加工、木工（家具、建築資材）、繊維等の加工セクターが考えられる

が、特に、金属加工、食品加工が OJT の対象となる中小企業の属するセ

クターとしてあげられる。その理由は、以下のとおりである。 

 

これらのセクターは、マケドニアを代表する輸出セクター（厳しい国

際競争に晒されているセクター）であり、特に、競争力強化が求められ

ているセクターである。 

 

また、これらのセクターは、材料の仕入れから消費者への配送に至る

まで、多くのプロセスを有し、官民のローカルコンサルタントの育成に

も、大きな裨益効果が期待できる。OJT で学んだ事項は、他のセクター

に属する中小企業支援においても、応用可能である。APERM も、これら

セクターでの OJT がより効果的であるとの認識を有している。 

 
これまで、これらのセクターに属する多くの中小企業が ISO、HACCP

取得のためにインターナショナルコンサルタント、ローカルコンサルタ

ントを雇用した経験があり、単なる手法だけでなく、より実践的な支援

を求めている中小企業が存在している。今後、これらのセクターでは、

実践的な官民のローカルコンサルタントが活躍する機会があるセクター

である。 

注）木工加工（家具、等）も、重要なセクターになりつつあるが、金属加

工、食品加工に比較して、まだ、規模の小さい中小企業が多い。また、

繊維セクターの場合、現在求められている支援は、ブランドを高め、

いかにデザインを改良し、高付加価値な繊維製品を提供するかが大き

な支援ニーズであり、特定の支援が求められている。 
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APERM との協議においても、「OJT の対象となる中小企業の属する

セクターは、金属加工、食品加工が妥当ではないか。」とのコメント

であった。 

 
③ プロジェクトの実施場所（可能性） 

 現在、ほとんどの官民のローカルコンサルタントは、首都であるスコピ

エに住み、地方へのコンサルティングは日帰りである（マケドニア自体が

小さく、地方の主要都市への移動時間は、1～2 時間半くらいである）。 
それゆえ、2 年間にわたる支援を想定した場合、座学は、すべてスコピエ

で行い、実地研修は、スコピエ及び 8 つの BSO（RESC、ESA、RBIC、等）

が存在している地域の企業等が考えられるが、基本的には、スコピエを中

心として、官民のローカルコンサルタントの育成に適した中小企業を選定

すべきである（あくまで、ローカルコンサルタントの育成の観点から選ぶ

べきであり、地域から選定すべきではない）。 
 

④ 育成される人員・投入されるコンサルタント 

想定される育成人員・投入されるコンサルタント（案）は、以下のとお

りである。日本人コンサルタントと現地の官民ローカルコンサルタントの

活用が重要である。 

 

（想定される育成人数・投入コンサルタント：案） 

 1 年目 2 年目 
育成される

人員合計 

座学 40 名程度 40 名程度 80 名程度 

実地（OJT） 8 名程度 8 名程度 16 名程度 

日本人技術支援

コンサルタント 
2～3 名程度 

 
2～3 名程度  

マケドニア技術

支援リソースの

活用 

・マケドニアの官民

コンサルタント

に座学の一部を

講師として担当

してもらうこと

も検討すべきで

ある。 

・マケドニアの官民

コンサルタント

に座学の一部を

講師として担当

してもらうこと

も検討すべきで

ある。 

 

 

（留意事項） 
・実地研修者（OJT 研修者）は、座学研修後に選抜する。 

・座学・OJT とも修了書を発行することを検討すべきである（マケドニアで

は、必ず研修後に修了書を出しており、出さなければ参加者は、限られた
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2-3 支援要員（官民のローカルローカルコンサルタント）養成・強

化プログラムの策定（到達すべきレベルの設定を含む）ターゲッ

ト分野、研修内容、研修期間、研修教材、研修評価手法・フィー

ドバック、OJT 実地研修のためのモデル企業の選定等に関する計

画の策定 

2-4 中小企業支援要員（官民のローカルコンサルタント）養成・強

化プログラムの実施 

・支援要員育成プログラムの実施（座学） 
・支援要員育成（OJT）プログラムの実施 

   
〔官民のローカルコンサルタントの育成は、APERM が検討して

いるアクションプラン（①支援を求める企業が属する BSO、

経営団体、大学等が主催する生産性セミナー開催支援：資金補

助、講師派遣、②既存、あるいは、育成された官民のローカル

コンサルタントによる生産性向上に関する直接の中小企業支

援の実施：資金補助、コンサルタント派遣）の際の講師、ある

いは、コンサルタントとしての有効なローカルリソースにな

り、効率的な支援・普及体制に貢献する。〕 

 

3 APERM と中小企業支援機関・人材の連携 

3-1 生産性向上に係る中小企業支援機関、人材との連携体制の確立

3-2 中小企業支援機関・人材との連携能力の向上 

日本側 

 

① 短期専門家派遣 

・中小企業生産性向上支援・普及体制 

・生産性・品質向上支援（特定分野の専門家） 

5 投入 

相手側 ①カウンターパート人材、②オフィススペース、等 

（必ず、他の業務を兼務しない専任の PIU 職員が配置される。） 

6 外部条件 ① 中小企業振興政策が維持される 

② 支援実施機関である APERM の役割が維持される。 

③ PIU において適切な人員・予算が割り当てられる。 

7 協力期間 2010 年 XX 月～2011 年 XX 月（2 年間） 

 

 



 



 

付 属 資 料 

１．生産性向上ユニット設立に関する関係者分析、問題分析、目的分析 
２．支援・普及体制 業務総括表(例)  

３．面談記録 
４．収集資料 
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生産性向上ユニット設立に関する関係者分析、問題分析、目的分析 

 

APERM における関係者分析 

・中小企業の生産性向上に関して、以下の関係機関が存在している。 

 （今回の PCM を使った関係者分析では、生産性向上に直接的には関係しない機関（関税

局、等）も含まれているが、全員参加のなかで指摘された機関であり、そのまま残して

いる。また、調査の過程で新たに明らかとなった関係者等は、ここには含まれていない。

ここに記載している関係者は、4 月 24 日時点の会議で指摘された関係者である。） 

  

（中小企業への支援提供側関係者） 

1. 政府（Government） 

・APERM, Ministry of Economy, Ministry of Finance, Standardization Institute, Agency for Foreign 

Investment, Macedonian Bank for Promotion of Development, Agency for Employment, Sector 

for EU Integration at MOE, Customs Office, Central Registry, State Statistical Office (SSO), 

Intellectual Property Right Office  

・Local Municipality       

  

2. ドナー（Donors：EU, JICA etc) 

 

3. 大学：University (TTC) 

 

4. 経営・産業団体（Professional or Industrial Organization） 

・Economic Chamber of Macedonia, Chamber of Crafts, Association of Chamber of 

Commerce, Association of Management Consultants, Chamber of ICT Companies, etc  

  

（支援需要側関係者）    

・企業（Large, Medium and small enterprises） 

 

（その他） 

・Overseas Competitors（Foreign Enterprises） 

 

 

１．生産性向上ユニット設立に関する関係者分析、問題分析、目的分析 
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２．支援・普及体制　業務総括表（例）
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K-1 
1. 日時  2009 年 4 月 21 日 9:00－10：00 
2. 場所 セルビア 
3. 面談先 JICA (セルビア)事務所 
4. 出席者 JICA（セルビア）事務所：鹿野所長、山田次長、辰巳企画調査員 

JICA コンサルタント（小西） 
5. 面談内容 （本調査の概要説明を本案件の Inception Report を基に説明した。） 

 
・JICA が 2008 年 12 月に実施した「マケドニア旧ユーゴスラビア共和国 中小

企業振興支援体制整備プロジェクト準備調査」において、マケドニア創業促
進庁（APERM）が設置予定の生産性向上ユニット（Productivity Improvement 
Unit：PIU 仮称）を中心とする生産性向上の普及体制の構築を通じた支援が
マケドニア中小企業の競争力強化に極めて有効であるとの調査結果に至っ
た。 

 
・それゆえ、JICA の今回調査の主要な業務は、以下のとおりである。 

① 現在、APERM が新たな設置を予定している PIU のミッション、組織（職
員の備えるべき能力とそのレベルを含む）・機能・事業計画・活動内容・
予算に係る提言を行う（あくまで、生産性向上支援に係る案件であり、中
小企業振興体制全体に係る案件ではない）。 

 
② APERM が PIU を正式に設立することを前提とした場合の APERM の生
産性向上の普及体制構築に係る今後の JICA の具体的協力案の策定を行う。

 
・上記業務においては、特に、PIU はまだ設立されておらず、APERM 全体の課

題・支援ニーズを踏まえたうえで、PCM 手法を利用して、関係者分析、問題
分析、目的分析を行い、効果的・効率的な PIU 設立に関する提言を行う予定
である。 
（APERM の限られた予算・人員である点を十分考慮した提言を行う。） 

 
 具体的には、以下のプロセスに従って業務を進める予定である。 

 
PIU に関する仮説の設定（例 ①PIU 機能に関する APERM 職員のキャパシテ
ィデベロップメントが必要である）→仮説の検証→PIU のあるべき姿に関す
る提言。 
 

・特に、調査においては、中小企業を取り巻くビジネス環境（生産・貿易・投
資、等）、政策（産業政策立案の進捗状況、等）を踏まえた詳細調査を実施
する。 

 
・今回の業務は、調査としての側面だけでなく、職員に対するさまざまな分析・

調査手法等に関する人材育成の側面もあり、その点に留意した業務を実施す
る。 

 
（JICA 側コメント） 
・調査を踏まえ、要望調査あるいは新年度での技術協力の実施を検討するため

には、7 月くらいには具体的な提案を出してほしい（年度内に技術協力プロ
ジェクトを実施する可能性もあり得る）。 

 
・JICA の技術協力は、他ドナーのような予算・人員の丸抱えのプロジェクトで

ない点を経済省（MoE）、APERM に十分説明する必要がある。 
 
・辰巳職員には、適宜報告し、必要に応じて APERM と会合にも出席する配慮
をお願い致したい。 

 
・マケドニアは、日本に投資につながる商務官を配置することを検討している。

３．面談記録 
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・PCM による現状分析においては、JICA（マケドニア）Mr. Sasho も同席させ、
PCM 手法を学ぶ機会を与えてほしい。 

 
 

 

K-2 
1. 日時  2009 年 4 月 21 日 10:00－11：30 
2. 場所 セルビア 
3. 面談先 JICA (セルビア)事務所 
4. 出席者 JICA（セルビア）事務所：小林専門家、高橋職員 

JICA コンサルタント（小西） 
5. 面談内容 ・小西より、本調査の概要説明を本案件の Inception Report を基に説明した（説

明内容は、K-1 の面談記録を参照）。 
 
・セルビア（人口 800 万人）は、マケドニアに隣接しており、APERM と同様の

機関である中小企業庁を有している。バルカンの中小企業庁の業務内容は、
以下のとおりである。 

 
（セルビア 中小企業庁） 
・職員数：約 30 名 
 
・年間活動予算：4～5 億円 
 
・セルビアにおいては、EU 加盟のため、EU の要求事項に沿った中小企業振興
政策がとられている（他のバルカン諸国であるクロアチア、マケドニアも同
様であるのではないかと思われる）。 

 
・セルビア中小企業庁は、他のバルカン諸国と同様に、政策立案機関と実施機

関は分かれており、中小企業庁の傘下に、民間のビジネス支援機関（BSO）
が存在している。 

 
・セルビア中小企業庁によるコンサルタント育成は十分ではない（まだ中小企

業がコンサルタントに対して対価を払う考え方が確立していない）。 
 
・セルビアにおいては、マケドニアと同様にコンサルタントを利用する企業に

対する補助金制度が存在している（年間予算：約１億円、1 申請当たりの補
助上限額は約 60 万円） 

 
・セルビアのコンサルタントに関して、生産性向上に特化した、現場を熟知し

たコンサルタントは非常に少ないと思われる。基本的には、経営管理、ある
いは、HACCP、ISO に関するコンサルタントであり、手法に関する技術移転
が多い。 

 
・経営・産業団体と中小企業庁の連携はあまりみられない（旧社会主義国では、

経営・産業団体が国営団体としてそれぞれ独立して活動を展開していた経緯
があり、これまで連携が不足している）。 

 
・セルビア中小企業庁が抱える課題 
① 政党色が強く政権が変われば、局長クラスも変わる。 
② 職員のキャパシティデベロップメント（管理能力、等）が不十分である。
③ コンサルタントのデータベースが構築されていない。 
④ 補助金を受けるコンサルタントの選定基準が不明確である。 

 
（その他） 
・小林専門家との面談終了後、小林専門家が作成した資料（Study on Mentoring 
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Service in Serbia(Current Situation Analysis, 2008」を入手した。） 
 
（所感） 
・セルビアは、マケドニアに隣接し、マケドニアの輸出先相手国としては 2008

年度第 1 位、また、マケドニアの輸入元相手国としては 2008 年度第 3 位とな
っている。APERM が主要貿易相手国であるセルビアの中小企業庁と連携（両
国の中小企業支援実施機関の中小企業政策・成功事例の共有を通じた中小企
業振興、両国の中小企業の紹介フェアの開催、等）することは、高い裨益効
果を有する可能性がある。 

 
 

 

K-3 
1. 日時  2009 年 4 月 22 日 10:00－11:15 
2. 場所 スコピエ 
3. 面談先 創業促進庁（APERM) 
4. 出席者 APERM：Ms. V. Redzepagic(Director), Mr. L Nikolovski (Institutional Support and 

Coordination Head of Sector), Ms. E. Bozinovska (Strategic and Development Projects, 
Senior Expert Associate)   
JICA：（マケドニア） S. Dimitrov、 JICA コンサルタント（小西） 

5. 面談内容 （JICA 側） 
・本調査の概要説明を本案件の Inception Report を基に説明した。 
 

① 現在、APERM が新たな設置を予定している PIU のミッション、組織（職
員の備えるべき能力とそのレベルを含む）・機能・事業計画・活動内容・
予算に係る提言を行う。 

 
PIU は、まだ設立されておらず、APERM 全体の課題・支援ニーズを踏まえ
たうえで、「APERM の中小企業に対する生産性向上支援が十分には行わ
れていない」という事項を中心に、PCM 手法を利用して、関係者分析、問
題分析等を行い、効果的・効率的な PIU 設立に関する提言を行う予定であ
る。 
 
具体的には、以下のプロセスに従って業務を進める予定である。 
 
PIU に関する仮説の設定（例 ①PIU 機能に関する APERM 職員のキャパ
シティデベロップメントが必要である）→仮説の検証→PIU のあるべき姿
に関する提言。 
 
検証においては、中央だけでなく、地方を含めた総合的な調査を実施する
ことになる。 
 
今回業務では、さまざまな調査を実施するが、調査としての側面だけでな
く、職員に対するさまざまな分析・調査手法、等に関する人材育成の側面
もある。それゆえ、JICA コンサルタントは質問手法、ポイント、等に関す
るノウハウを適宜移転することに留意する。 

 
② APERM が PIU を正式に設立することを前提とした場合の APERM の生
産性向上の普及体制構築に係る今後の JICA の具体的協力案の策定を行う。

 
その際、APERM の置かれている現状を踏まえ、効率的、現実的な提言を
行うことに留意する（限られた予算・人員に配慮する）。 

 
③ JICA 協力は、他ドナーが実施するプロジェクトとして丸抱えする形での
支援とは異なり、C/P が主体性をもって活動を展開できるように支援をす
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るのが基本であり、その点を十分理解してほしい。 
 

④ 90 日間のスケジュールに関して、当方よりドラフト（案）を提示してい
るが、このスケジュールを基本としつつ、必要に応じ、調査対象の追加を
行うなどの変更もあり得る。 

 
（APERM 長官：Ms. V. Redzepagic コメント） 
・JICA が 2008 年 12 月に実施した「マケドニア旧ユーゴスラビア共和国 中小

企業振興支援体制整備プロジェクト準備調査」に基づいて実施される PIU の
構築に関する JICA 支援に感謝する。 

 
・今回の調査はとても重要であると認識しており、APERM として最大限の協力

を行う。もし、困ったことなどがあればすぐに連絡してほしい。相互に協力
していくことが重要である。 
 

・我々としては、最大限の協力を実施していくが、APERM は限られた人数であ
り、今回の JICA 調査において、APERM 職員 1 名を専任で配置することは困
難である。それゆえ、Mr. L Nikolovski 、Ms. Eleonora、Ms. Maya 等の職員が
適宜、面談をアレンジ、あるいは訪問に同行することになるが、その点を理
解してほしい。 

 

 

 

K-4  
1. 日時  2009 年 4 月 22 日 11:20－12:：45 
2. 場所 スコピエ 
3. 面談先 創業促進庁（APERM) 
4. 出席者 APERM：Ms. E. Bozinovska (Strategic and Development Projects, Senior Expert 

Associate)   
JICA：JICA コンサルタント（小西） 

5. 面談内容 2009 年度の APERM の体制・活動内容に関して以下の情報を得た。 
 
（APERM の組織） 
・APERM は、11 名のスタッフ（9 名の正職員と 2 名の契約社員）で構成されて

いる（2008 年度の職員数は 12 名であり、調整・機関支援局の契約職員 1 名
が減員となっている）。 

 
（APPRM の 2009 年度活動計画） 
・2009 年度の活動計画に関して、以下のとおり確認した。 

① APERM の 2009 年度の年間予算：APERM の 2009 年度の年間予算は 2,000
万ディナール（約 4.200 万円、1 ユーロ＝61.3 ディナール、1 ユーロ＝130
円で計算） 

 
② 2009 年度活動項目別予算及び担当は、以下のとおりである（117 頁参照）。

 
（APERM の人材育成） 
・これまで、APERM では、階層別人材育成システムが構築されていない。 
 人材育成に対する配慮が必要である。JICA の今後の協力のなかで、人材育成

を取り入れてほしい。 
 
（所感） 
・117 頁の表にあるように、限られた人員である APERM では、1 つの担当業務

を 1 つの局だけで実施することは少なく、他の局のサポートを受けて業務を
遂行する場合が多い。特に、APERM の長官が、各局の業務の状況を考慮して、
そのつど担当を決めるケースが多く、各業務に関する責任と権限が明確とな
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っていない。 
 
・職員がさまざまな業務を兼任することは、専門性が高まらないことにもつな

がっている。この点は、APERM 側も深く認識している。 
 
・今後、生産性向上の観点から、APERM の職員に対して、どのような人材育成

が必要であるかを十分に検討する必要がある。 
 
・表のなかに活動項目として、SME（中小企業）トレーニングニーズ調査の実

施があるが、まだ、何も決まっておらず、JICA 調査の期間には実施されない
のではないかと思われる（特に、生産性に特化したニーズ調査ではない模様
である）。 
それゆえ、JICA として、中小企業を訪問し、生産性に関する支援ニーズの調
査は必要である。 
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K-5  
1. 日時  2009 年 4 月 23 日 9:50－11:00 
2. 場所 スコピエ 
3. 面談先 創業促進庁（APERM) 
4. 出席者 APERM：Mr. M Stojcev (Development & Research head of Sector) 

 JICA：JICA コンサルタント（小西） 
5. 面談内容 ・情報局長である Mr. M Stojcev (Development & Research head of Sector)より、以

下のとおり確認した。 
 
・情報局と名前がつけられているが、主要な業務はバウチャースキームによる

中小企業支援の実施、及び、ビジネス支援機関への支援（BSO とのネットワーク

構築、等）である。 
 
（2009 年度 バウチャースキーム予算・活動） 
・バウチャースキームとは、BSO（Business Support Organizations）を通じた企

業への技術支援に関して、企業が負担すべき技術支援料の一部を APERM が
負担するスキームである。 

 
・バウチャースキームに関して、300 万ディナールの予算は、2008 年度と変更
はない（2007 年の予算は 420 万ディナールであったが、2008 年度に減額にな
っている）。 

 
・各センターへの 2009 年バウチャースキーム割当金額は、以下のとおりである。
 

BSO 2009 年 
割当金額（ディナール）

2008 年 
割当金額（ディナール）

RESC（Skopje） 665,000 730,000 
RESC(Strumica) 539,000 610,000 
RESC(Kumanovo) 362,000 398,000 
RESC(Bitola) 362,000 398,000 
ESA(Tetovo) 362,000 292,000 
ESA(Ohrid) 210,000 292,000 
RESC(Veles) 210,000 140,000 
Roma Centre 210,000 140,000 
広告宣伝費用（新聞への公

示） 
800,000  

 
・2008 年度は、75 件の申請が採択されている。 
 
・バウチャースキームの 15％は、各センターのコミッションとなる。 
 
・補助金額自体が少なく募集をしたら、2～3 ヵ月で予算を消化してしまうのが

実情である（もっと、予算を増やしてほしい）。 
 
・バウチャースキームによるコンサルティング分野：マーケティング 39%、経
営管理：26%、品質関係：13%、人材育成：7%、生産管理：7%、等（2008 年
度実績） 

 
・バウチャースキームでは、APERM に登録されてコンサルタントを通じての支

援でなければ、中小企業は補助金を得ることができない。現在、254 名のコ
ンサルタントが登録されているが、アクティブなコンサルタントは、そのう
ち 100 名くらいである（その他のコンサルタントは、大学教授、あるいは、
活動を行っていないコンサルタント等である）。 

 
・ECM （Economic Chamber of Commerce）、その他の団体が保有しているコン

サルタントも、APERM のデータベースにあるコンサルタントとほぼ同じであ
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り、二重に登録されているだけである。  
 
・2009 年度において、特に要望が高く、APERM としても何らかの支援を実施
する必要のある分野は、品質関係〔ISO14001、危害分析及び重要管理事項
（HACCP）〕である。 

 しかしながら、品質あるいは生産管理に関する支援を実施し得る支援要員（コ
ンサルタント）が極めて不足している。 
 

・JICA が品質・生産性向上に支援要員であるコンサルタントのキャパシティデ
ベロップメントを実施してほしい。 

 
（ビジネス支援機関への支援：BSO とのネットワーク構築、等） 
・バウチャースキームに関連する活動としてビジネス支援機関への支援がある。
具体的には、8 つの BSO（RESC＋ESA）と 5 つの NGO をネットワークでつ
なぎ、APERM からは、さまざまな情報（公示情報、中小企業に対する金融ア
クセス可能な金融機関、セミナー開催の案内、EU 活動、バウチャースキーム
等に関する情報）を提供し、あわせて BSO/NGO から、情報（課題、支援ニー
ズ）を入手する活動である（ただし、予算は 100 万ディナールであり、実際
の活動には、限界がある）。 

 
（その他：情報整備） 
・中小企業に関するデータベースとして、8,733 社の基本情報（業種、売上、雇

用、等）を有している。これらの企業情報は、バウチャースキームに申請し
た企業、あるいは、APERM が関係する何らかのプロジェクトを通じて入手し
たものであり、すべての項目が記入されているわけでなく、データの見直し
もされておらず、活用できていない。 

 
・ドナー、経営・産業団体の現在の活動を網羅する情報データベースはできて

いない。 
 
・現在、定期的に、継続的に実施している情報収集は、バウチャースキームを

通じた申請企業の概況に関する情報（業種、売上、雇用、等）のみである。
 
・APERM 全体として、十分な情報収集・分析ができていない。 
 
（所感） 
・APERM の 2009 年度活動に関して、バウチャースキームを通じた活動支援以

外に、SME に直接裨益する支援策が不足している。 
 
・特に、APERM としても何らかの支援を実施する必要のある分野は、品質関係

（ISO14001 、HACCP）であると認識されており、品質あるいは生産管理に
関する支援を実施し得る支援要員（コンサルタント）に対するキャパシティ
デベロップメントは、有益でないかと思われる。 
 
もし、発言（「ECM （Economic Chamber of Macedonia）、その他の団体が保
有しているコンサルタントも、APERM のデータベースにあるコンサルタント
とほぼ同じであり、二重に登録されているだけである。」）にあったように、
コンサルタントが限られるのならば、APERM に登録しているコンサルタント
に対するキャパシティデベロップメント、あるいは、新規のコンサルタント
の育成が必要になるものと思われる（今後の調査が重要である）。 

 
・中小企業だけでなく、ドナー、中小企業支援機関、コンサルタントの情報収

集(DB 化)、分析が不十分であることは、より効果的な支援を妨げる大きな要
因ともなっている。情報収集機能を強化すべきである。 

 
・限られた予算、人員である点を考慮する必要があるが、バウチャースキーム

に関係する機関（BSO）に対する機能強化も必要であるように思われる（今
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後の調査において、課題を明らかにする）。 
 
・中小企業実態（課題・支援ニーズ、等）に関する継続的な調査は実施してい

ない。さまざまな情報を入手・分析し、具体的なアクションプランを実施し、
結果に対する評価を行うシステムが構築されていない。この点は課題であり、
PIU の構築を検討する際には、情報収集・分析、アクションプラン立案・実
施、評価等の一連のシステムを構築することを十分に考慮すべきである。 

 
 

 

K-6 
1. 日時  2009 年 4 月 23 日 15:45－16:：15 
2. 場所 スコピエ 
3. 面談先 創業促進庁（APERM) 
4. 出席者 APERM：Mr. L Nikolovski （Institutional Support and Coordination Head of Sector）

Ms. E. Bozinovska (Strategic and Development Projects, Senior Expert Associate)   
JICA：JICA コンサルタント（小西） 

5. 面談内容 （人材育成） 
・APERM 自体は 2004 年に設立されているが、その歴史は、起業促進だけを中

心とした時期を入れると 1998 年にまで遡る。 
 
・各局の主要な職員（Mr. Marion、Mr. L Nikolovski、Mr. Marjian、Ms. Bozinovska）

は、APERM において、おおむね 10 年くらいの勤続年数を有する。他方、そ
の他の職員は 2～4 年くらいの勤続年数である。 

 
・生産性、品質に関する学歴を有しているのは、工学部出身の Mr. L Nikolovski 

（Institutional Support and Coordination Head of Sector）だけである。そのほかは、
経済学、社会学出身がほとんどである。 

 
・APERM の長官は、10 年間で 8 名代わっている（長官は政治的に任命される）。
 
・JICA が実施する研修に期待している。 
 
（所感） 
・比較的長期の勤続年数を有する職員と、少ない勤続年数の職員の 2 つの層が
ある。この点を考慮した人材育成が必要である。 
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1. 日時  2009 年 4 月 24 日 9：50－10:40 
2. 場所 スコピエ 
3. 面談先 経済省(MoE) 創業・競争力強化局（The Department for Entrepreneurship and 

 Competitiveness：DEC） 
4. 出席者 MoE：Mr. I Baftijari, Head of Department Ms. S Arsova-Kostadinova, Deputy Head of 

Department, The Department for Entrepreneurship and Competitiveness 
APERM：Mr. L Nikolovski (Institutional Support and Coordination Head of Sector), 
Ms. L. Vukovic（Strategic and Development Projects Head of Sector) 
JICA コンサルタント（小西） 

5. 面談内容 （JICA 側） 
・本調査の概要説明を本案件の Inception Report を基に説明した。 

① 現在、APERM が新たな設置を予定している PIU のミッション、組織（職
員の備えるべき能力とそのレベルを含む）・機能・事業計画・活動内容・予
算に係る提言を行う。 
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② APERM が PIU を正式に設立することを前提とした場合の APERM の生産
性向上の普及体制構築に係る今後の JICA の具体的協力案の策定を行う。 

 
③ JICA 協力は、他ドナーが実施するプロジェクトとして丸抱えする形での

支援とは異なり、C/P が主体性をもって活動を展開できるように支援をする
のが基本である。その点を十分理解していただきたい。 

 
・今回調査は、生産性向上に関する詳細調査を行うため、中央だけでなく、地方

においても調査を実施する。 
 
（MoE 側からのコメント：Mr. I Baftijari,） 
・MoE は、本案件に対して積極的にサポートする。APERM と JICA の共同プロ

ジェクトであり、共通のゴールに向かって活動することを望む。 
 
・特に、2010 年から具体的な活動ができるように、調査が進むことを望む。 
 各省から財務省への予算申請は、9 月がリミットである。MoE として、PIU 機
能に関する具体的な予算を申請するつもりである（9 月であるが、APERM か
ら MoE への申請はもっと早い）。 

 
・我々は本案件を重視しており、最終報告では、MoE の高官（経済省副大臣、

事務次官）クラスへの報告をお願いすることになるかもしれない。 
 
・世界的金融危機を受け、さまざまな分野で Restructuring が進んでいる。生産性

向上はとても重要であり、中小企業振興に欠かすことのできない分野である。
  
（その他の確認事項） 
・中小企業政策〔「国家中小企業開発戦略（2002～2013 年）改定版：Revised National 

Development Strategy for Small and Medium-Sized Enterprises 2007（2002～2013
年）」及び、「中小企業創業・競争力強化・革新促進計画（2007～2010 年）：
Programme for the Development of Entrepreneurship, Competitiveness and 
Innovation of the Small and Medium Enterprises（2007～2010）」〕に関する変更
点はない。 

 
・今年度は、2010～2013 年の機関の中期計画を策定する予定である。 
 
・産業政策は、現在策定中である。6 月くらいにまとめられる予定である。 
 （当方から、国家として育成すべき産業、セクターが明記されているのかと確

認したところ、具体的な政策というよりは、一般的な表現にとどまる内容にな
るとのことであった。） 

 
・前回 JICA 訪問時に述べたように、MoE は、2008 年度に 12 のローカルミニシ
パリティー〔Municipality of CAIR (Skopje)、STIP (with municipality of Karbinci)、
LIPKOVO、ZELINO、ST. NIKOLE、VINICA (with Municipality of Lozovo)、
DELCEVO (with MAKEDONSKA KAMENICA)、VALANDOVO、STRUGA、
BOGDANCI (with DOJRAN)、DEMI HISAR、PROBISTIP〕に対して出資し、12
の中小企業支援機関を設置した（MoE は、各ローカルミニシパリティーに対
して、設備費用として 9,000 ユーロを提供し、各ローカルミニシパリティーは
職員を配置している）。 

 
具体的な活動は、これからであるが、起業家、企業に対する情報提供が主とし
た業務になる。これらの機関は、RESC、ESA が設置されていない場所に設置
されるものであり、かつ、RESC、ESA との間で活動が重複することはない。

  
12 の中小企業支援機関の職員に対する教育は、オーストリア大使館のファン
ドを通じて行うものである（早くても 6 月以降）。 
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（所感） 
・新たに設置される 12 の中小企業支援機関は、現段階では、高度な支援を実施
する機関ではなく、生産性向上に関する具体的な支援の実施は行わない予定で
あるが、今後の活動内容を十分把握する必要がある。 
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1. 日時  2009 年 4 月 27 日 9:30－10:00 
2. 場所 スコピエ 
3. 面談先 創業促進庁（APERM) 
4. 出席者 APERM：Mr. N Tanevski (Senior IT Expert)  

JICA： JICA コンサルタント（小西） 
5. 面談内容 ・APERM の主として情報収集・分析機能に関して、Mr. N Tanevski より、以下

のとおり確認した。 
 
・現在、APERM が有しているデータベースは、SME 及びコンサルタントに関
する情報である（これらの情報は 1 つの局で集中的に情報を管理されてい
る）。 

 
 （SME 情報） 
中小企業に関するデータベースとして、8,386 社の基本情報（業種、売上、雇
用、等）を有している。これらの企業情報は、バウチャースキームに申請し
た企業、あるいは、APERM が関係する何らかのプロジェクトを通じて入手し
たものである。 

  
バウチャースキームに申請する企業は 43 の項目（業種、雇用規模、ファイナ
ンス状況などの経営概況＋申請内容・理由、等）を記入する必要がある。こ
れらの情報は、あくまでバウチャースキームの申請のための情報であり、企
業が申請内容以外で有している課題・支援ニーズに関する事項は網羅されて
いない。 

   
 （コンサルタント） 
 254 名のコンサルタントのデータベースを有する。 
 
・SME、コンサルタントのデータベースの情報に関する見直し（追加、削除）

が全く図られていない。 
 
 これらの情報は、各 RESC、ESA から入手されたものであり、本来は、定期
的に、これらの情報の見直しを図る必要があるができていない。また、得ら
れた情報を十分には活用していない（情報の分析能力が不足している）。 

 
・ICT 関連に関する知識を有しているのは、私だけであり、Homepage の維持・
変更、データベースの維持・管理、あるいは、他の職員のテクニカルな面で
の支援等をすべて行っている。 

 
・2009 年度の予算では、ICT 関連整備に関する予算は全くない。 
 将来的には、Windows2007version へのアップグレードが必要になる。 
 
・現在使っているデータベースのソフトウエアは、SQL、Access、Visual Studio 等
である。 

 
・APERM として定期的に情報収集している事項はない。 
 （ただし、バウチャースキームに申請した企業の情報は毎年集められている。）
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・APERM 全体として、入手した情報を分析する機能が不足している。入手した
情報を十分には活用していない。 

 
（所感） 
・バウチャースキームの申請企業の記入事項に、生産性向上に関する課題・支

援ニーズを追加することは、生産性向上に関して最小限の費用で中小企業が
抱える課題・支援ニーズに関する情報を入手することが可能となるのではな
いかと、確認したところ、同じ考えを示した。 

 
・情報収集体制だけでなく、分析機能も不足している。PIU の設立を検討する

場合、生産性向上に関する情報収集・分析機能をどのように構築するかが重
要である。特に、限られた予算、現在の職員の情報処理レベルを念頭に置き
ながら、検討する必要がある。 

 
・情報収集が、基本的には、RESC、ESA だけからであり、情報リソースが不足

している。経営・産業団体・ドナー等からの情報収集も必要不可欠である。
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1. 日時  2009 年 4 月 28 日 9:30－10:30 
2. 場所 スコピエ 
3. 面談先 人的資源開発基金（Human Resource Development Fund：HRDF） 
4. 出席者 HRDF：Mr. R Papadimitrov, Director 

APERM：Ms. E. Bozinovska (Senior Expert Associate)   
JICA：JICA コンサルタント（小西） 

5. 面談内容 ・HRDF の今年度の活動を以下のとおり、確認した。 
 
（HRDF の概略） 
・職員数：2 名（所長 1 名＋秘書 1 名） 
 
（2008 主要活動内容） 
・2008 年度は、以下の活動を実施していたが、プロジェクトが終了し、その後、

この分野の活動は展開していない。 
① グループラーニング（主として、企業に対して指導員を派遣する形での

支援） 
研修対象：複数の企業の複数の研修生（最大 3 名の管理職/企業、かつ、20

名/クラスで構成） 
研修内容：市場開拓、人材開発、観光、技術革新・技術管理、戦略的経営、

輸出戦略等に関する訓練 
（HRDF は、60 名のコンサルタントを登録し、必要に応じて、コンサルタ
ントを臨時に雇用した。） 

② トレーナートレーニング 
訓練指導要員に対する研修の実施 
（分析手法の取得、初期訓練の実施、若手トレーナーの育成：経営管理手
法、等が中心） 

③ 啓蒙 
中小企業の成功事例紹介 

 
（2009 年度活動） 
・今年度は、中小企業のトレーニングニーズ調査を実施する予定である。その

内容は、以下のとおりである。 
 
 



 

－124－ 

（中小企業のトレーニングニーズ調査） 
・調査費用：2 万ユーロ（MoE 予算、そのうち、120 万ディナールは APERM か

ら提供されている。） 
・調査内容：中小企業が抱える課題を把握し、必要となるトレーニングニーズ

を明らかにする。調査対象は、8 つの BSO（RESC、ESA）傘下の
中小企業 800 社を想定している（各 BSO100 社×8 つの BSO）。 

・調査時期：現在、調査手法、調査対象企業等の枠組みを決定している段階で
あり、具体的な調査はまだ実施していないが、調査の終了時期は
2009 年 9 月くらいになる。 

 
（HRDF の登録コンサルタント） 
・HRDF の登録コンサルタントは現在 60 名いたが、2008 年度のプロジェクト終

了後、その全員のデータは、APERM のコンサルタントのデータベースに移さ
れている。 
〔60 名のコンサルタントの支援分野は、経営管理、市場開拓が中心であり、
生産管理・品質管理に関する技術支援は、あまり実施していなかった。何故
なら、マケドニアでは、生産性向上に資する具体的な支援（生産工程の改善、
品質の改善）ができるコンサルタントが不足しているからである。〕 

 
・生産性向上に資する支援ができるコンサルタントの育成が必要である。 
 あるプロジェクトにおいて、欧州から国際コンサルタントを招聘し、実際に

中小企業の生産工程改善の指導をしてもらったが、コンサルタントフィーが 1
日当たり実額 800 ユーロであった。プロジェクトの枠組み内の活動としては
OK だが、プロジェクト終了後に、このような金額のコンサルタントフィーを
支払うことが可能な企業は、極めて少ない。ローカルのコンサルタントの育
成が必要である。 

 
・また、中小企業に対しても、受けたコンサルティングに対する対価（フィー）

を支払うことが必要であるという意識をつけさせることが重要である。 
 
・生産性向上に関する中小企業の潜在的支援ニーズは大きい。 
 
・もし、JICA に生産性向上に関する現地コンサルタントの育成に関する支援活
動を実施してもらえれば、極めて有効である。その場合、どのレベルのコン
サルタントに対する育成（育成すべきコンサルタントの選定）を行うかがそ
の効果を考えるうえで、重要である。 

 
（所感） 
・当方より、中小企業のトレーニングニーズ調査において、生産性向上に関す

るトレーニングニーズについての質問項目を入れてほしいとお願いしたとこ
ろ、了承を得た。 

 
・国際コンサルタントの招聘だけでなく、生産性向上支援ができる現地コンサ

ルタントの育成は必要である。 
 
・APERM に登録されているコンサルタント（かつて、HRDF に登録されていた

コンサルタント）を紹介していただき、後日、コンサルタントと面談調査を
することになった。 
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1. 日時  2009 年 4 月 28 日 12:00－12:45 
2. 場所 スコピエ 
3. 面談先 マケドニア経済会議所（Economic Chamber of Macedonia：ECM） 

4. 出席者 ECM：Ms. L Nuri, Director of the International Cooperation, Promotion and 
Information Directorate, Mr. V Nikolovski, Consultant for matters in the field of Metal 
Working and Electrical Manufacturing Industry, Mr. V Ristovski, Independent 
consultant for matters in the field of Wood Processing Industry and Furniture 
Manufacturing 
APERM: Ms. E. Bozinovska (Senior Expert Associate)   
JICA：JICA コンサルタント（小西） 

5. 面談内容 ECM の概要、及び傘下にある金属加工・電機製造協会から、以下の情報を得た。
 
・ECM は、1922 年に設立された民間経営団体である。約 1 万 5,000 の大中小企

業が加盟している。 
 
・職員数は、地方の 5 つの事務所を含めて 70 名であり、年間活動予算は、概算

で 100 万ユーロである。 
 
（今年度の活動） 
・これまで実施された訓練・セミナー（1～3 日間のスケジュールで構成）は、

HACCP 研修、海外市場開拓のための関連情報提供セミナーに関するものが多
かったが、今年度（2009 年度）は、地中海沿岸諸国への市場開拓促進等に関
する活動を実施する予定である。 

 
（コンサルタント） 
・ECM には、その傘下にコンサルタント協会は、存在していない。 
 
・ECM としてのコンサルタントのデータベースはない。 
 
（金属加工・電機製造協会） 
・会員数は、約 300 社（90％は中小企業であり、残り約 10%は 100 名以上の従
業員を有する比較的大きな企業）である。 

 
・協会としてのローカルコンサルタントのデータベースはない。 
 
・金属加工企業は有償ベースで、オランダ政府の企業支援スキームである CBI

（Center for Promotion of Imports from Developing countries）からのコンサルテ
ィングを受けることが可能となっている。費用は約 1,000 ユーロであるが、オ
ランダ政府の資金援助によって、企業は一部補助を受けることが可能である
（資金補助がなければ、企業が全額負担できる企業は限定される）。 

 
・中小企業は、生産性向上に関する支援を受けたいニーズはある。 
 
（その他） 
・ドイツ技術開発公社（GTZ）は 2008 年 3 月より、旧ユーゴスラビア共和国に

あるコンサルタントの情報に関するネットワークの構築（コンサルタントの
所在、能力に関する情報共有化）のためのプロジェクトを実施しているが、
まだ、構築されていないと聞いている。 

 
（所感） 
・海外のコンサルタントを利用することは、多くの費用を有する。もし、上記

のようなケースの場合、補助が打ち切られたら、コンサルタントの利用は減
る可能性が高い。自立発展性の観点からも、ローカルコンサルタントの育成
は必要であるように思われる。 
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（次回、来週、繊維協会との面談を設定していただくことになった。） 
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1. 日時  2009 年 4 月 29 日 10:00－10:45 
2. 場所 スコピエ 
3. 面談先 RESC (Skopje) 
4. 出席者 RESC(Skopje)：Ms. S Kirevska Director  

JICA：JICA コンサルタント（小西） 
5. 面談内容 （スコピエ地域企業支援センターの概要） 

・スコピエ地域企業支援センター（Regional Enterprise Support Centre：RESC 
Skopje）は EU の資金（The Phase Integrated SME Development Programme）に
よって設立された機関であり、中小企業に対するアドバイザリーサービス及
び中小企業振興に関係する情報提供を中心とした活動を展開している。 

 
・設立：1999 年（EU ファンド） 
・職員数：所長 1 名、ビジネスアドバイザー2 名（バウチャースキーム担当 1

名、ドナー等への支援要請プロポーザル 1 名）の 3 名 
 
・年間予算（2008 年）：4 万 5,000 ユーロ 
（2009 年度の予算は未定。現在、RESC（Skopje）は、さまざまなファンドを得
るための活動を展開中である。） 
① スコピエ市に対して、地域開発戦略の策定に関するプロポーザルを提出

中 
② EU に対して、EU の姉妹都市（ニュールンベルグ、サラゴチ：スペイン）

に対して、交流（トレードフェア、セミナー開催、等）に関するプロポー
ザルを提出中） 

 
・支援企業数（2008 年）：約 1,000 社が、電話あるいはセンター訪問をして、
コンサルテーションを受けている。 

 
・支援対象の主要セクター：フード産業、ホテル、レストラン、等 
 
・主要活動内容： 

① バウチャースキーム（BSO を通じて実施する企業に対する技術支援料の
一部を APERM が負担する）を利用した技術支援の実施（2008 年は、43 件
のバウチャースキームを利用した実績がある） 

 
主要な支援内容は、銀行借り入れのための投資計画立案、自社の WEB サ

イト作成、会社パンフレット、その他会社資料の作成支援等である。 
 
② Eco-Friendly-planning（2008 年度）：ホテル、レストラン等の中小企業に

対する Eco-friendly-planning プロジェクトの実施（これは、企業の生産活動
において、使用する電力・水の使用量、あるいは廃棄物量を少なくするな
ど、環境にやさしい生産へと転換を図るための活動：スコピエ市の予算）

 
（センターの有しているコンサルタントの特徴） 
・基本的には、APERM の有するコンサルタントであるが、APERM 以外のプロ

ジェクトにおいて、関係あるいは雇用したコンサルタントの情報も有してい
る。 

 
（生産性向上に関する支援活動） 
・生産性向上に関する支援活動の推進が不十分である。その主たる要因は、以

下のとおりである。 
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① 生産性に関するコンサルタントのデータベースが少ない（APERM のデー
タベース）。 

② コンサルタントの支援能力が不足している。多くのコンサルタントは、
大学を出てコンサルタントになっており、現場を知らない。理論的なこと
は、教えることはできるが、実際に支援する（生産現場の分析、改善、等）
能力が不足している。 

コンサルタントが提供できる支援と中小企業が求める支援の間に差があ
る。 

③ 中小企業は、コンサルタントの有用性を十分には理解していない。 
 

中小企業は、支援を受ける資金が不足している。 
 
（センターの抱える課題） 
① 資金・人員が不足している。 
② 中小企業に対して、センターの活動に関する情報を広く提供する必要があ

る。 
 
（所感） 
・中小企業の求める支援に合ったコンサルタントの育成が必要である。 
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1. 日時  2009 年 4 月 29 日 14:00－14:45 
2. 場所 スコピエ 
3. 面談先 オーストリア政府 

4. 出席者 オーストリア政府：Ms. P Delvoa, Head of Administration 
APERM: Ms. E. Bozinovska (Senior Expert Associate)   
 JICA： JICA コンサルタント（小西） 

5. 面談内容 ・オーストリア政府としての中小企業振興に関する取り組みを、以下のとおり
確認した。 

 
（2009 年度の主要な支援活動） 

① MoE に対する中小企業政策立案支援の実施（2011～2013 年） 
 
② BSO の職員に対するキャパシティデベロップメントの実施 

（起業支援に関する支援プログラムの実施・管理能力の向上を中心とした
キャパシティデベロップメント） 

 
本年（2009 年）中には、BSO の職員に対するキャパシティデベロップメン
トに関する支援ニーズ調査（9 月くらいには完了予定）を実施し、必要と
なる支援内容を明らかにしたうえで、実際の支援を開始する（実際の支援
の実施が、本年度になるかは、未定である）。 

 
③ National Centre For Entrepreneurial Learning Support (NCLES)の設立支援 

 
Ss Cyril and Methodius 大学は Business Start-Up Centre を設置しているが、対
象を学生（大学院生）だけでなく、全国的に広く一般の起業家を含めた活
動への展開を図るために、National Centre For Entrepreneurial Learning Support 
(NCLES)の設立支援（60 万ユーロ、3 年間）を検討している。 
 
ただし、オーストリア政府としては、プロジェクト終了後の自律発展性が
あることを前提として、このプロジェクトを進めたいと考えている（この
支援を実施するためには、マケドニア政府の 3 年後以降の財政的裏づけ、
職員の配置をマケドニア政府は、保証する必要がある）。 
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前回 2008 年 12 月訪問時の確認事項：Business Start-Up Centre は Ss Cyril and 
Methodius 大学の機械工学部内に 2006 年にオーストリア開発庁（ADC）の
援助により設立されたセンター（予算：2006/08 年の予算：50 万 8,342 ユー
ロ）であり、主要な活動は、（1）学生の創業の支援ニーズ調査、（2）学
生の創業支援（研修の実施）、（3）創業のための教材の作成、等であり、
3 名の大学関係者が任命されていたが、現在は、プロジェクトとしての活
動が終了している。 

 
・MoE 訪問時に、「MoE は、2008 年度に 12 のローカルミニシパリティーに対
して出資し、12 の中小企業支援機関を設置した。具体的な活動はこれからで
あるが、起業家、企業に対する情報提供が主とした業務になるが、12 の中小
企業支援機関の職員に対する教育は、オーストリア大使館のファンドを通じて
行うものである。」とのコメントを得たが、訪問した際の担当者は、本件を認
識していなかった（この点は、ローカルミニシパリティー訪問時に確認する予
定である）。 

 
（所感） 
・当方より、できる限り支援の重複は避けた活動を実施したいとのコメントを

したところ、相互に情報を交換して、相乗効果を生む活動を展開すべきであ
り、地方の調査の終了後には、再度情報を交換することとなった。 

 
・BSO の職員に対するキャパシティデベロップメントの実施（起業支援に関す

る支援プログラムの実施・管理能力の向上を中心としたキャパシティデベロ
ップメント）を ADC が取り組むのであれば、その分野の支援は、ADC に任
せるのがいいのではないかと思われる。 
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1. 日時  2009 年 4 月 30 日 09:30－10:00 
2. 場所 スコピエ 
3. 面談先 創業促進庁（APERM) 
4. 出席者 APERM：Mr. L Nikolovski (Institutional Support and Coordination Head of Sector), 

Mr. M Stojcev (Development & Research head of Sector) 
 JICA：JICA コンサルタント（小西） 

5. 面談内容 ・APERM が有しているコンサルタントのデータベースに関して、以下のとおり
確認した。 

 
・254 名のコンサルタント（現在のアクティブなコンサルタントは 100 名くら
い）が登録されている。このコンサルタントの登録制度自体は、4 年前から
スタートしている。 

 
・コンサルタントの選定・登録は、5 名の APERM 委員会のメンバーが書類選考

を実施し、決定している。 
  （選定委員） 

APERM2 名: Mr. L Nikolovski (Institutional Support and Coordination Head of 
Sector), Mr. M Stojcev (Development & Research head of Sector) 

 その他 3 名：大学教授 3 名（うち 1 名は、Prof. Delco. Jovanoski, Faculty of 
Mechanical Engineering, at Ss Cyril and Methodius University） 

 
・登録を希望するコンサルタントに対する選定委員会を毎月最終火曜日に選定

委員会を開催している（年 12 回）。 
 
・応募方法は、APERM のWEB サイトからの応募、あるいは、書類郵送であり、

コンサルタントの登録希望者の直接応募となっている。 
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・毎年、50 名くらいの応募があり、平均して 20%くらいが登録に至っている。
 
・選定基準は、一般的なコンサルタント（経営管理、等）は、コンサルタント

としての経験が少なくても 2 年以上、より専門的なコンサルタント（生産管
理、等）は、コンサルタントとしての経験が少なくても 5 年以上必要である
（当方より、応募者が 20 年の工場現場経験を有するが、コンサルタントの経
験がない場合はどうするのかとの質問に対し、ケースバイケースで決定して
おり、厳密な選定基準があるわけでないとのことであった）。 

 
・JICA に対しては、これらのデータベースにあるコンサルタントの育成をして

ほしい。特に、理論だけでなく、実践的な支援（現場指導）ができるような
指導をお願いしたい。具体的な支援ができる能力が不足している。 

 
・バウチャースキームの支援分野は 50 分野であり、その内訳は以下のとおりで

ある。 
① 経営管理（6 分野：延べ 167 名） 
② 市場開拓・輸出（15 分野：延べ 128 名） 
③ 人材育成（9 分野：延べ 83 名） 
④ 金融（経理手法などの 5 分野：延べ 42 名） 
⑤ 生産（6 分野：延べ 89 名） 
⑥ 品質（7 分野：延べ 26 名） 
⑦ IT・MIS（2 分野：延べ 23 名） 

 
注）コンサルタント数（延べ人数）は 558 名である（登録コンサルタント 254
名の支援分野が 2 つ以上にまたがる場合があるため）。 

 
（バウチャースキームによるコンサルティング分野は、以下のとおりである 

2008 年実績：マーケティング 39%、経営管理：26%、品質関係：13%、人材
育成：7%、生産管理：7%、等） 
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1. 日時  2008 年 4 月 30 日 12:00－13：00 
2. 場所 スコピエ 
3. 面談先 創業・競争力・技術革新強化（Strengthening Entrepreneurship, Competitiveness and 

Innovation：SECI） 
4. 出席者 SECI：Mr. I Nikoloski (Project Coordinator) 

出席者：マケドニア経済省大臣、APERM、等 
    英国大使、主要ドナー、等 
JICA：辰巳企画調査員、JICA コンサルタント（小西） 

5. 面談内容 ・SECI の活動終了に伴い、Closing Ceremony に出席した（スピーチはマケドニ
ア語）。 

 
・セレモニー終了後の懇親会にて、マケドニア経済省大臣に、JICA の今回の調

査の趣旨を口頭で説明した。 
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1. 日時  2009 年 4 月 30 日 14:00－14:30 
2. 場所 スコピエ 
3. 面談先 ドナー（EU) 
4. 出席者 EU：Ms. E Georgieva, Task Manager 

APERM：Ms. M. Taseva (Strategic and Development Projects Head of Sector), 
JJICA： JICA コンサルタント（小西） 

5. 面談内容 ・ 欧州連合（European Union：EU）は欧州復興開発銀行（EBRD）と協力して、2006
年から 2008 年にかけて Turn Around Management Programme（マケドニアの
19 の企業を選定し、企業に対する技術支援を実施）を実施したが、2009 年
度は TAM Project：Turn Around Management Programme 及び BAS Project：
Business Advisory Services Project を継続して実施することとなった。 

 
・このプロジェクトは 2009 年 10 月頃から 3 年間の実施を予定しており、出資
金額は総額 200 万ユーロ（EBRD との共同出資であり、EBRD25%、EU75％）
となる。 

 
予算のうち、100 万ユーロは TAS プロジェクトとして、100 万ユーロは BAS
プロジェクトとして使われることになる。 
 

 支援の対象となるセクターは設定しない予定であり、本プロジェクトのドラ
フト（第 1 次）は、5 月中にはできるのでないかと思われる。 
支援対象企業数は、未確認である（2006～2008 年のプロジェクトの実施の時
には、19 企業が支援された）。 

 
 （参考） 

TAM プロジェクトとは、18～24 ヵ月期間の比較的長期の期間にわたる海外
からの専門家派遣を実施するものであり（これまでの実績は 27 ヵ国 1,500
プロジェクト）、BAS プロジェクトは、比較的短期の期間にわたるローカ
ルコンサルタントの専門家派遣を実施するものである（これまでの実績は
18 ヵ国 6,000 プロジェクト）。 

 
・今後 3 年間、EU 単独としてはマケドニアの中小企業に対する新規支援プロジ

ェクトは考えていない。 
 
・もし、JICA が生産性向上の分野で支援を実施するならば、歓迎する。例えば、

ローカルコンサルタントの育成は、十分には EU が支援していない領域であ
る。 

 
（所感） 
・TAS/BASプロジェクトによる支援は、少数の企業に対する支援が中心であり、

その裨益効果は限定的である。それゆえ、当方としては、今後の調査におい
て、もう少し多くの企業、コンサルタント、支援機関に裨益する生産性向上
の支援の可能性を検討することも必要であると思われる。 

 
・相互に活動の重複を避け、相互に協力するためにも、今後の調査で判明した

事項を共有することが必要である。 
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1. 日時  2009 年 5 月 4 日 12:00－12:45 
2. 場所 スコピエ 
3. 面談先 マケドニア経済会議所（ECM 繊維協会） 
4. 出席者 ECM：Ms. S. Tasevska, Director of the Members Interests Representation Directorate 

APERM: Ms. L Vukovi, Sector for Strategic and Development 
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Ms. J Arizankovska, Deputy Director of the Members Interests Representation 
Directorate 
JICA：JICA コンサルタント（小西） 

5. 面談内容 ECM の傘下にある繊維協会から、以下の情報を得た。 
 
（繊維協会） 
・設立：N/A 
 
・会員数は、約 170 社（ほとんどは中小企業である）であり、4 万 5,000 人の雇

用が創出されている。繊維セクターの集積している地域は、Stip、Strumica、
Bitola 等であるが、Stip に多くの企業が進出している。 

 
・協会としてのローカルコンサルタントのデータベースはない。 
 
・現在、ドナー等の他機関との連携はない。 
（2 年前、EU ファンドでインターナショナルコンサルタントが繊維企業に対す

る現場改善、製品開発支援を実施したが、その後は、特にドナーファンドに
よる活動は展開されていない。） 

 
（中小企業の抱える課題・支援ニーズ） 
・多くの企業は研修（理論面のセミナー）を受けているが、具体的な支援（新

製品開発、ブランド開発、等）はあまり受けていない。「具体的な支援を受
けたい」というニーズはかなりある。 

 
・繊維関係では、いかに新製品をつくり、いかに自社製品のブランド力を構築

するかが、生き残るための条件になりつつある。 
 
・もし、APERM が生産性向上に関する活動を展開する場合、中小企業の支援ニ

ーズをよく把握することがとても重要であると思われる。 
（会議に同席していたMs. J Arizankovska, Deputy Director of the Members Interests 

Representation から、民間コンサルタント協会が 2009 年にできたとの情報を得
た。） 

 
・「The Association of Management Consultants and Trainers」 
・設立：2009 年 
・加盟企業：30 社 
 
・コンサルティング内容 
① EU 規則の遵守指導 
② 中小企業の EU ファンドプロジェクトへの参加支援 
③ 中小企業の海外顧客の開拓支援 

 
（詳細は、別途日を改めて確認することとなった。） 
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1. 日時  2009 年 5 月 4 日 13:00－13:30 
2. 場所 スコピエ 
3. 面談先 創業促進庁（APERM) 
4. 出席者 APERM：Ms. V. Redzepagic (Director) 

 JICA： JICA コンサルタント（小西） 
5. 面談内容 ・APERM 長官に対し、これまでの分析結果（4 月 27 日の APERM の全体会議

（PCM 手法を使った PIU 機能に関する現状分析：関係者分析・問題分析・目
的分析・検証内容検討）、及び、28 日、30 日に 2 回に分けて実施した担当者
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会議に基づき APERM の PIU が有すべき機能、等に関する仮説の設定及び今
後の検証事項に関して説明を行い、その内容に関して合意を得た。 

 
（APERM 長官よりのコメント） 
・仮説の検証が有意義なものになることを望む。 
 
・特に、日本は、製造業において豊富な知見を有しており、今後の協力に期待

している。 
 
・予算に関して、最終的には 9 月が各省からの予算提出の締め切りであり、10～

11 月が各省折衝となり、11 月頃の議会で最終承認される。 
 6 月までに、本案件の提言（予算も含めて）をまとめてほしい。その内容は、

MoE 大臣及び 2 人の副大臣及び中小企業部の部長の前で、プレゼンテーショ
ンすることが望ましいと考えている。 

 
（なお、作成した資料は、以下のとおり。） 
・Table Hypotheses on PIU and items to be verified 

（仮説の設定と検証すべき事項の一覧表：英語、日本語） 
（この一覧表は、問題分析、目的分析、検証すべき事項を基に作成し、
APERM の合意を得たもの） 
 

・Problem Analysis, Objective Analysis and Verification Analysis（英語のみ） 
 
 
参考： 

28 日担当者会議出席者 
Ms. M. Taseva (Strategic and Development Projects Head of Sector), Ms. E. 
Bozinovska (Strategic and Development Projects, Senior Expert), Mr. N Tanevski 
(Senior IT Expert) 
  

 30 日担当者会議出席者  
Mr. L Nikolovski (Institutional Support and Coordination Head of Sector), Mr. M 
Stojcev (Development & Research head of Sector)  
（両名は 28 日の会議は出張のため、参加できなかった。） 
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1. 日時  2009 年 5 月 4 日 15:00－16:00 
2. 場所 スコピエ 
3. 面談先 コンサルタント（APERM データベース登録者） 
4. 出席者 コンサルタント：Mr. Z Dimov, TED Consulting 

JICA：JICA コンサルタント（小西） 
5. 面談内容 ・APERM のデータベースに登録されているコンサルタントと面談し、以下のとおり確認

した。 
 
・コンサルティ

ング分野 
・経営管理、企業のエネルギー利用効率化推進等 

・コンサルティ

ング経験年

数 

・17 年 
〔1992 年から独立したコンサルタントとして活動を開始した。それ

までは、民間企業（建設、ガラス関係、等）で働いた経験がある。〕

・コンサルティ

ングの内容 
・70%：ドナープロジェクトに参加するコンサルタントとして活動

・20％：セミナー、訓練の講師（ビジネスコミュニケーションの仕

方、企業内のエネルギーの効率化使用、等） 
・10%：企業へのビジネスコンサルティング 
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・上記のコンサルティングの実施場所は、スコピエが中心であり、

プロジェクトによっては、地方でのコンサルティングもある。 
・対象は中小企業である。 
・コンサルティングの内容は、経営管理全般、サプライ・チェーン・

マネージメント、ヴァリューチェーンマネージメントに関するコ

ンサルティング、エネルギーの効率化使用に関するものがほとん

どである。 
・コンサルタン

トの課題・支

援ニーズ 

・５S、改善、無駄のない生産（Lean production）等に関する知識が

不足している。それゆえ、生産向上に関する支援を実施していな

い。 
 

マケドニアの中小企業は、レベルの低い企業からある程度のレベ

ルを有している企業など、さまざまである。中小企業に対して、

経営管理だけでなく、5S、改善、無駄のない生産（Lean production）
等に関する支援も実施できたら、その企業に対する裨益効果は高

い。 
 
・この国では、生産性向上を支援できる人材が不足している。理論

面からの知識を有しているが、実際に現場改善ができる能力を有

しているコンサルタントは限られる。 
 

この分野での実践的なローカルコンサルタントの育成を望む（理

論＋OJT）。生産性向上に関する企業の潜在的な支援ニーズはあ

るが、支援ニーズに応えることのできるコンサルタントが不足し

ている（支援ニーズと提供内容のミスマッチ）。 
その他 ・自身は、コンサルタントの協会として、2 0 0 0 年に Management 

Consultants Association（MCA）を設立している（任意団体）。 
加盟コンサルタントは 20～30 名位（年によって、変動）であるが、

生産管理等の知識を有しているのは 2 名くらいである。 
 
・この国で活動しているコンサルタントは、実質 120～150 名くら

いではないかと思われる（推測）。 
備考 ・面談したコンサルタントは、SECI プログラムに参加したコンサル

タントであり、英国人と一緒になって中小企業の現場改善の OJT
プログラムを受けたが、技術移転した生産管理手法が古かったと

言及している。  
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1. 日時  2009 年 5 月 5 日 9:30－10:30 
2. 場所 スコピエ 
3. 面談先 コンサルタント 

（RESC Skopje と関係を有するコンサルタント） 
4. 出席者 コンサルタント：Mr. Z Andonov 

JICA：JICA コンサルタント（小西） 
5. 面談内容 ・ RESC Skopje と関係を有するコンサルタント（APERM のデータベースには登録さ

れていない）コンサルタントと面談し、以下のとおり確認した。 
 
・コンサルティ

ング分野 
 

・電機工学(Electric Engineering)、企業のエネルギー利用効率化推進、

等 
 

・コンサルティ

ング経験年

数 

・10 年 
（1985 年にキリル大学を卒業後、民間会社で電機関係の生産設備の

修理を担当した後、10 年前に大学に戻り、MA を取得し、大学の

リサーチアシスタントとして勤務、現在は PhD 論文を提出中。）



 

－134－ 

・2 週間前に、新会社（検量検査とコンサルティングを行う会社）

を 5 名で設立し、今後独立したコンサルタントとして活動を開始

する（3 名：Electric engineering、2 名；Mechanical Engineering）。

 
・コンサルティ

ングの内容 
これまでの大学でのコンサルティング内容 
・10%：ドナー〔国連工業開発機関（UNIDO）〕プロジェクトに参

加するコンサルタントとして活動（エネルギー利用効率化

推進） 
・90%：中小企業へのビジネスコンサルティング 
・上記のコンサルティングの実施場所は、スコピエ（60%）が中心

であり、プロジェクトによっては、地方（Stip、Gostivar 等）での

コンサルティングもある。 
・対象は中小企業である（50 名くらいの会社）。 
 
・コンサルティングの内容は、具体的には、企業の装置、設備の分

析、改善、新技術の導入に関するコンサルティングを行っている。

 
・コンサルタン

トの課題・支

援ニーズ 

・5S、改善、無駄のない生産（Lean production）等に関する生産管

理に関する知識が不足している。特に、大学にいた関係から、サ

イエンティフィックな事項はよく理解しているが、現場改善の経

験が不足している。 
 
・この国では、生産性向上を支援できる人材が不足している。理論

面からの知識を有しているが、実際に現場改善ができる能力を有

しているコンサルタントは限られる。 
 
・もし、JICA が、理論面だけでなく OJT を通じた実践的なトレー

ニングコースをコンサルタントに対して提供するなら、是非参加

したい。 
 

その他 ・1 日当たりのコンサルティングフィーは支援内容によるが、100
ユーロ/日が一般的でないかと思われる。 

 
・中小企業の抱える課題は、技術の不足だけでなく、経営者の発想

が古いことであり、長期的な考えが不足している。 
 

 
（所感） 
・面談させていただいたコンサルタントは、現場での経験も、大学での経験も豊富であ

る。しかしながら、日本の「改善」に関する実践的な知識・経験がない。 
 もし、JICA が理論面だけでなく OJT を通じた実践的なトレーニングコースをコンサル

タントに対して提供するなら、その裨益効果はかなり高いと思われる。 
 
・面談者は有能なコンサルタントであるのに、APERM のコンサルタントデータベースに

登録されていない。APERM は、更なるコンサルタントのデータベースの構築が必要で

ある。 
 

 

 

K-20  
1. 日時  2009 年 5 月 5 日 11:00－12:00 
2. 場所 スコピエ 
3. 面談先 スコピエ職工会議所(Chamber of Craft Skopje) 
4. 出席者 Chamber of Craft Skopje：Mr. N Petrov-Kole, President, Ms. S Denkovska, Executive 

Director 
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APERM: Ms. E. Bozinovska (Senior Expert Associate) ＋他 1 名 
JICA：JICA コンサルタント（小西） 

5. 面談内容 スコピエ職工会議所の概要を、以下のとおり、確認した。 
 
・設立：1932 年 
・年間予算：N/A 
・職員数：6 名 
・会員数は、約 5,000 名・社（1,500 名は Craftsmen） 
 法律により、すべての職工は会議所に登録し、ライセンスを取得しなければ

ならない（会員の企業規模は 1～15 名の中小企業である）。 
・地域の主要セクター：Hairdressing、Cosmetics、Goldsmith、Bakers、Mechanics 

and Electricians、Metal workers、Plastic workers 等（27 セクターに分類されて
いる） 

・全国を組織する手工業会議所は、まだ構築されていない（地域ごとに会議所が存在
する。スコピエ職工会議所は、国内最大の職工会議所である）。 

 
（主要な活動） 
・訓練の実施〔例 6 ヵ月（200 時間）の市場開拓、経営管理、法律遵守、オペ

レーションのしかた等に関する職工向けの講義の実施：働いている人のため
に訓練は週末に実施している〕最終的に試験にパスすれば、ディプロマが授
与される。更に、5 年間の実務経験を有して、かつ更に高度な試験にパスすれ
ばマエストロとして認定される。マエストロは職業高校での授業を担当する
ことができる。 

 
〔職工会議所としては、生産性（生産管理、品質管理）に関する教育が必要で

あるが、指導できる人材が不足しており、全く訓練ができていない。この分
野の支援を望む。〕 

 
・さまざまなセミナー、フェアの参加促進 
 
・協会としてのローカルコンサルタントのデータベースはない。 
（退職者の知見を生かすため、退職者のデータベースをつくりたいと考えて
いる。） 

 
・ドナー他の他機関との連携に関して：現在はない。 
 
（所感） 
・手工業会議所は、生産性（生産管理、品質管理）に関する教育が必要である

が、指導できる人材が不足しており、全く、訓練ができていないとのことで
ある。例えば、APERM がスコピエ手工業会議所への生産性に関する育成され
たローカルコンサルタントの情報提供、あるいは、APERM が育成されたロー
カルコンサルタントによる生産性向上に関するセミナーを主催すれば、その
裨益効果は高いのではないかと思われる。そのためには、ローカルコンサル
タントの育成だけでなく、ローカルコンサルタントに関するデータの情報整
備が必要である。 
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1. 日時  2009 年 5 月 5 日 12:30－13:30 
2. 場所 スコピエ 
3. 面談先 コンサルタント 2 名  
4. 出席者 コンサルタント：Mr. G Stojkov, Divus Consulting and Investment, Mr. H Shutoski, 

GTZ Consultant Regional Economic Development Coordinator for Regional 
Development and Capacity building   
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JICA：JICA コンサルタント（小西） 
5. 面談内容 ・Mr. G Stojkov, Divus Consulting and Investment（APERM のデータベース登録コ

ンサルタント）及び Mr. H Shutoski, GTZ（GTZ コンサルタント） 
との 2 名と面談し、以下のとおり確認した。 
 
（Mr. G Stojkov, Divus Consulting and Investment） 
・コンサルティ

ング分野 
・経営管理、企業のエネルギー利用効率化推進、等 

・コンサルティ

ング経験年

数 

・9 年（2001 年より） 
〔1994 年に大学（Mechanical Engineering）を卒業後、民間企業で 1999

年まで勤務し、主に金属加工企業で、生産・修理を担当した。そ

の間 2 年間は、ドイツの大学で MBA を取得した。〕 
・職歴としては、通算 14 年間になる。 
 

・コンサルティ

ングの内容 
・主として、ドナープロジェクト（EU：TAM/BAS プロジェクト、

SECI プロジェクト、GTZ：地域開発プロジェクト等）に参加する

コンサルタントとして活動している。 
・その他：民間企業に対するコンサルティングもある。 
・コンサルティングの内容は、経営管理全般、ドナープロジェクト

の管理等が中心である。生産管理、品質管理等に関するコンサル

ティングはほとんどしていない。 
 

・コンサルタン

トの課題・支

援ニーズ 

・生産性向上に関する中小企業の潜在的な支援ニーズは高い。 
〔これまで、具体的な支援ができる人材（コンサルタント）が不

足していた。〕 
 
最近は、HACCP、ISO 取得のための支援が中心であったが、企業

は具体的な改善が必要である。 
 

 特に、生産性向上に関する支援は、他の支援（市場調査、等）と

異なり、生産性向上という形で、直接的に成果につながる可能性

が高い。多くの中小企業は伝統的な生産手法に基づいている。改

善・指導は大きな成果を生み出すのではないかと思われる。 
 
・理論でなく、具体的な支援ができる実践的なコンサルタントの育

成が必要である。この分野での実践的なローカルコンサルタント

の育成を望む（理論＋OJT）。 
 
・もし、JICA が具体的な支援ができる実践的なコンサルタントの育

成を検討する場合、最終的には、ローカルコンサルタントが加工

企業（Food、Metal Processing、等）を支援することを念頭におい

た育成プログラムを検討すべきである。 
 

 
（Mr. H Shutoski, GTZ Consultant Regional Economic Development Coordinator for 
Regional Development and Capacity building）   
・コンサルティ

ング分野 
・地域開発 

・コンサルティ

ング経験年

数 

・8 年（2002 年より） 
〔1992 年に大学（Mechanical Engineering）を卒業後、民間企業で 2001

年まで勤務した（その間、工学部で修士号を取得）。〕 
・2002 年より GTD で地域開発のコンサルタントとして、勤務して

いる。 
・職歴としては通算 17 年間になる。 
 

・コンサルティ

ングの内容 
・GTZ プロジェクト（GTZ：地域開発プロジェクト等）に参加する

コンサルタントとして活動している。 
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・コンサルティングの内容は、地域開発戦略立案・実施等であり、

生産管理、品質管理等に関するコンサルティングはしていない。

 
・コンサルタン

トの課題・支

援ニーズ 

・生産性向上に関する中小企業の潜在的な支援ニーズは高い。 
〔これまで、具体的な支援ができる人材（コンサルタント）が不

足していた。〕 
 
・理論でなく、具体的な支援ができる実践的なコンサルタントの育

成が必要である。この分野での実践的なローカルコンサルタント

の育成を望む（理論＋OJT）。 
 

 
（所感） 
・Mr. H Shutoski,氏も、APERM のデータベースには登録していなかった。 
 さまざまな能力を有するコンサルタントのデータベースの整備は必要不可欠

である。 
 
・実践的なコンサルタント育成のための支援を行うことは有益であり、もし、

そういったプログラムが提供されるなら、是非参加したいとの意向を有して
いた。コンサルタント自身も育成されたいという支援ニーズは高い。 
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1. 日時  2009 年 5 月 5 日 14:15－14:45 
2. 場所 スコピエ 
3. 面談先 経済省(MoE)  欧州統合局（Sector for EU Integration） 
4. 出席者 MoE：Mr. A. Popovski, Head of Sector,  

APERM: Ms. E. Bozinovska (Senior Expert Associate) 
JICA：JICA コンサルタント（小西） 

5. 面談内容 ・MoE 欧州統合局（Sector for EU Integration）を訪問し、マケドニアの欧州
加盟の取り組みの現状を、以下のとおり確認した。 

 
・マケドニアは、現在 EU 加盟候補国であり、EU 加盟に向けた活動を展開

している。 
 
・特に、EU が定める「European Charter for Small Enterprises（小ビジネスに

関する欧州憲章）」の内容を含む中小企業支援が MoE、APERM によっ
て実施されている。 

 
・毎年、この憲章が求める 10 の項目（企業家に対する教育・訓練の実施、
より低コストの起業環境の整備、法整備の推進、等）に対する達成度を
EU に対して報告している。 

 
・マケドニアの EU 加盟の時期としては、MoE の欧州統合部（Sector for EU 

Integration）の非公式なものとして、「EU が要請している事項に関して、
制度・法律面での整備は進んでいるが、さらに EU 企業が実際にマケド
ニアに投資する環境の整備が必要であり、現実的には、EU 加盟は、2015
年くらいになるのではないか」との見解を有している。 

 
・現在、産業政策を策定中である。まだ、公表されていない。特定のセク

ターの育成などは明記されないが、クラスター育成の重要性は特に明記
される予定である。 
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1. 日時  2009 年 5 月 6 日 10:00－10:45 
2. 場所 スコピエ 
3. 面談先 マケドニア中央銀行（National Bank of the Republic of Macedonia ：NBRM) 
4. 出席者 NBRM：Ms. A Mitreska, Deputy Manager, Research Department 

APERM：Ms. E. Bozinovska (Senior Expert Associate) 
JICA： JICA コンサルタント（小西） 

5. 面談内容 ・NBRM より、2009 年度の経済予測を以下のとおり確認した。 
 
（GDP・経済成長） 
・2007 年の GDP：3,543 億 2,200 万ディナール（名目） 
・2008 年の GDP：3,986 億 4,000 万ディナール（名目） 
・2008 年の GDP 実質経済成長率：5.0％ 
・2009 年度の経済予測 
 世界金融危機の影響を受け、2009 年度のマケドニアの実質経済成長率は
－0.4％になると予測している。 

 
（成長鈍化の要因） 
・消費減退、特に一般家計支出の成長率が 2008 年の 8％から 2009 年には 2.3％

に鈍化することが予想される。国内消費の冷え込みは、今後、雇用の減少
等につながっていく。 

 
・投資の減退（既に 2009 年第 1 四半期は対前年同期比－30％の投資減となっ

ている） 
 
 特に、GDP に占める純 FDI（資本流入－資本の流出）の割合は、2007 年 8.8％、

2008 年 6.5％であったが、2009 年は 2.7％になるものと予測している。 
 外国直接投資の減退は、中期的にみて経済にマイナスの影響を及ぼすもの

と思われる。 
 
・政府支出の減退：2009 年度は、－2.1％の支出減となる見込み。 
 
・輸出の減退 
 2009 年度の第 1 四半期は、対前年同期比 7％の減少となっている。 
 特に、主要輸出品目のひとつであるメタル製品の輸出が 35％減少している。
（製造業の位置づけ） 
・マケドニア自体の規模（人口、経済規模）が小さく、今後更に経済を拡張

するためには、貿易拡大（輸出）が必要不可欠である。特に、主要輸出品
目である製造業は、マケドニアの GDP のなかで最も大きなシェアを有して
いるセクターであり、今後更に競争力をつけなければならない。 

 
・特に、高付加価値の製造業品の生産・輸出を伸ばし、かつ、輸出製品の多

様化を進めていく必要がある。JICA が生産性向上に関する支援を実施する
ことは、とても重要であり、大いに期待する。 

 
・上記の予測は現時点でのものであり、経済環境の変化によっては変更の可

能性もあり得る。 
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1. 日時  2009 年 5 月 6 日 13:00－14:15 
2. 場所 スコピエ 
3. 面談先 SVEMEK（中小企業） 
4. 出席者 SVEMEK：Mr. L Gacov, President 他 2 名 
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APERM：Mr. L Nikolovski, Institutional Support and Coordination Head of Sector 
JICA： JICA コンサルタント（小西） 

5. 面談内容 ・製造企業である SVEMEK より、以下の情報を得た。 
 
（企業概要） 
・会社設立年：1997 年 
・従業員数：22 名 （うち現場従業員 16 名） 
・資本金：N/A 
・所属産業団体：ECM、等 
・業種：金属加工 
・売上高：50 万ユーロ（2008 年） 
・製品・サービスの種類 
 自動車用金属部品（ハンドルシャフト、等）、携帯用部品（携帯電話の枠）
 ボッシュ、ソニーエリクソン、等 
・マーケット（国内・海外） 

国内・海外シェア（％）：5％/95％ 
輸出先：スウェーデン王国、ノルウエー王国、ドイツ連邦共和国、ハンガ
リー共和国（以下、「スウェーデン、ノルウエー、ドイツ、ハンガリー」
と記す）等 

 
（企業が抱える課題・支援ニーズ） 
・精密部品である自動車用金属加工部品を生産するためには NC 機械が必要で

あるが、機械の買替費用が高い。金融アクセスは、金利が高く困難であり、
政府に金融面からの支援を望む。 

 
・生産性向上に関して、すべての面で不足しており、KAIZEN 等などのセミナ

ー、日本からの生産技術支援等があれば、参加したい。 
 
・会社としては、ビジネスにつながるような情報がもっとほしい。 
 
（その他） 
・これまで、コンサルタントを利用した経験としては、ISO9001 の取得（2000
年）の際のみである（有料であったが、コンサルタントを使わざるを得なか
った）。 

 
・政府の支援としては、ISO 取得の際に、MoE に 50％の補助金を出してもらっ

ただけである。 
 
・EEN（Europe Enterprise Network）の担当者が来たので、ビジネスマッチのた

めの登録をしたが、現在の景気後退の状況下、一度、スロベニアの企業から
問い合わせがあったが、ビジネスの成約には至っていない（登録後 2 ヵ月経
過）。 

 
（面談の際、工場を見学させていただいた） 
 

 

 

K-25 
1. 日時  2009 年 5 月 6 日 16:00－16:40 
2. 場所 スコピエ 
3. 面談先 マケドニア経済会議所（The Association of Management Consultants and Trainers） 

4. 出席者 AMCT：Ms. J Arizankovska, Deputy Director of the Members Interests Representation 
Directorate 
APERM: Ms. E. Bozinovska (Senior Expert Associate)   
JICA：JICA コンサルタント（小西） 
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5. 面談内容 マケドニア経済会議所傘下の団体として 2009 年に設立されたばかりの「The 
Association of Management Consultants and Trainers」の現状に関して、以下の情報
を得た。 
 
（概要） 
・設立：2009 年 2 月 
・加盟企業：43 社（各企業規模：1～5 名が多い） 
・設立の目的 
 コンサルタントは、これまでの主としてドナーからの業務受注（プロジェク

ト管理、等）から、民間企業に対するコンサルティングへの展開を一層図る
必要がある。そのためには、コンサルタントの育成とコンサルティング業務
の民間企業への転換（市場開拓）を図る必要がある。これらの必要性に関し
て、メンバーが活動するために設立された。 

 
 協会自体は、2009 年 2 月に設立されたばかりで、具体的な活動はまだ何もし
ていない。 

 
（コンサルティング内容：当面） 
当面の主要なコンサルティングは、以下のとおりである。 
① 中小企業の EU ファンドプロジェクトへの参加支援 
② EU 規則の遵守指導 
③ 中小企業の海外顧客の開拓支援 

 
・今後は、もっと民間企業へのコンサルティングを増やしていきたい。 
 
・43 社の主要なコンサルティングエリアは、現在のところ、経営管理、市場開
拓が主となっている。具体的な現場改善ができるコンサルタント（5～6 社？）
は限られている（43 社の 80％はスコピエにある）。 

 
・もし、JICA が、生産性向上の分野でコンサルタントの育成を実施するならば、

その裨益効果は高いと思われる。 
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1. 日時  2009 年 5 月 7 日 9:30－10:00 
2. 場所 スコピエ 
3. 面談先 マケドニア外国投資庁 

（Agency for Foreign Investments of the Republic of Macedonia：AFIRM） 
4. 出席者 Agency for Foreign Investments of the Republic of Macedonia：平野専門家（JICA） 

JICA コンサルタント（小西） 
5. 面談内容 AFIRM の概要を以下のとおり確認した。 

 
・設立：2005 年 
・年間予算：330 万ユーロ（約 5 億 5,000 万円） 
・職員数：23 名 
・事務所：国内 1 ヵ所（本部のみ）、国外に投資促進職員が駐在（18 名） 
米国（ワシントン DC、LA）、カナダ、英国、ドイツ（2 ヵ所）、フランス、

 イタリア、オーストリア、チェコ共和国、スロベニア、オランダ、スペイン、
ブルガリア、デンマーク王国、スウェーデン、ロシア、トルコ、イスラエル
国、カタール国、インド、中華人民共和国、オーストラリア（以下、「チェ
コ、デンマーク、イスラエル、カタール、中国」と記す） 

 
（主要な活動） 
・投資促進全般、広報活動（さまざまなセミナー、フェアの参加促進）等を行
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っている。外国直接投資受入れ額は、3 億 1,970 万ドル（2007 年）である。
 
・投資誘致重点分野：外国企業誘致促進の観点から、以下のセクターを重視し

ている〔自動車部品製造、情報通信産業、ヘルスケア（医薬品）、農産食品
加工の４つを最重点業種とし、観光業、繊維・アパレル、金属加工、化学等
を重点業種としている〕。 

 
（その他：技術開発特区：4 ヵ所 Skopje2 ヵ所、Tetovo1 ヵ所、Stip1 ヵ所） 
・技術・産業開発ゾーン（Technological Industrial Development Zones：TIDZ）は、

国営の「経済特区」で、DTIDZ 局が開発、運営、管理を実施している。 
-税の減免他各種優遇措置（インセンティブ） 
 

〔例：TIDZ（Skopje）進出企業〕 
・ Johnson Control（米国：ダッシュボード用回路基板の製造：投資額 4,000 万ド

ル）、Johnson & Matthey〔英国：自動車用触媒装置の製造：投資予定額 5,500
万ユーロ：工場建設中（2009 年 8 月完成予定）〕、TeknoHose（イタリア：
ゴムホースの製造；工場建設中）、Monteput（フランス：アルミ製エンジン
ヘッドの製造：投資予定額２億ユーロ；覚書調印済）、Iskra （スロベニア：
電子部品の製造：投資予定額１億 4,000 万ユーロ：覚書調印済）、Sisecam（ト
ルコ：ガラス瓶の製造；投資予定額 6,000 万ドル；覚書調印済）、Triview（韓
国/Haier（中国：LCD/PDP テレビ、モニターの製造；覚書調印済） 

 
・TIDZ については、東部のシティップ（STIP）、西部のテトボ（Tetovo）の２

ヵ所に開設を計画中。 
 
・日本の企業は進出していない。 
 
・AFIRM は、2009 年中に日本に 1 名を新規に派遣することを計画しており、現

在派遣候補者を募集中である。 
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1. 日時  2009 年 5 月 7 日 10:00－13:00 
2. 場所 スコピエ 
3. 面談先 ロマビジネス情報センター（Roma Business Information Centre：RB IC) 
4. 出席者 RBIC：Mr. Z Dimov president  

APERM: Ms. E. Bozinovska (Senior Expert Associate)   
JICA：JICA コンサルタント（小西） 

5. 面談内容 （RBIC の概要） 
 
・設立：2005 年 
・職員数：4 名（所長 1 名、秘書等：3 名）及びビジネスアドバイザー2 名（バ

ウチャースキームを担当しているコンサルタント 1 名、ビジネスプラン、金
融アクセス等の相談を主として行っているコンサルタント 1 名） 

・年間予算（2008 年）：N/A 
・支援対象企業数（2008 年）：約 600 社（電話あるいは相談者のセンター訪問

を通じて、コンサルテーションを実施している。） 
 
・支援対象の主要セクター：小売、職工（アパレル、等）の小規模企業、イン

フォーマル企業がほとんどである。 
 
・主要活動内容： 

① バウチャースキームを利用した技術支援の実施（2008 年：バウチャー

スキームを利用した実績はない）。APERM からの 2009 年度のバウチャー
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スキームの予算配賦は、21 万ディナールである。 
② RBIC は社会的に弱い立場にいる人たち（教育を満足に受けていない）

が多い。それゆえに、何でも相談できる人が必要である。ビジネスプラン、
金融アクセス等の経営管理に関係したコンサルタント 2 名を配置し、さま
ざまなビジネスアドバイスを行っている。現在は、生産性向上に関する支
援ニーズはあまりなく、ビジネスプランの書き方、企業登録のしかた、金
融アクセスのしかた等に関する課題・支援ニーズがほとんどである。 

③ セミナー・ビジネスフォーラムの開催等の実施 
④ 訓練の実施（ミシンの使い方教育等） 

 
（センターの有しているコンサルタントの特徴） 
・センター独自のコンサルタントのデータベースは有していない。APERM の

有するコンサルタントを利用するのみである。 
 
（生産性向上に関する支援活動） 
・生産性向上に関する支援活動の推進が不十分である。その主たる要因は、以

下のとおりである。 
 
 社会的弱者であるロマの人たちは貧困にあえぎ、今は、企業登録をすること

あるいは、ビジネスプランを書いてみることでいっぱいであり、また、家族
だけでの生産を行っている企業が多く、ある程度の企業規模で必要となる生
産性向上に関する取り組みまでは手が回っていない状況下、生産性向上に関
する支援ニーズはまだ少ない（顕在化していない）。このような状況下、生
産性向上を支援できる人材がいない、また、育っていないためである。 

 
・現在、ドナーと連携した活動は展開していない。 
 
（センターの抱える課題） 
① 資金・人員が不足している。 

 
（所感） 
・RBIC の支援対象は、社会・経済的に弱い立場にいる人が対象となっており、

他の BSO の活動とは異なる面を有している（面談後、違う場所にあるロマ
センター内を見学させていただいた）。 
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1. 日時  2009 年 5 月 7 日 16:00－16:45 
2. 場所 スコピエ 
3. 面談先 ドナー：アメリカ国際開発庁（USAID) 
4. 出席者 USAID：Ms. M L Atanasov, Project Management Specialist-Economic Growth 

Office 
JICA： JICA コンサルタント（小西） 

5. 面談内容 ・USAID の活動の概要を以下のとおり、確認した。 
 
USAID 主要プロジェクト一覧 

年 プ ロ ジ ェ ク ト 名 
2006～現在 ・デジタルメディア産業振興  

（デジタルメディアパーク構築に向けた支援の実施
マケドニアのアニメーション企業を 1 ヵ所に集めて
メディア産業を振興する。現在、核となる米国のア
ニメ企業を誘致中。） 
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2006～2011 年 ・ビジネス環境活動（Business Environment Activity） 
（政府：MoE、税関、雇用省などのビジネス振興に関
係する機関に対して、ビジネス環境整備を実施してい
る。具体的には政府関係者のキャパシティビルディン
グ及びビジネス環境整備に関係する法律の作成の支
援）あくまで、法律面からの支援であり、直接企業に
支援するものではない。 
 

2007～2012 年 ・競争力強化プロジェクト（Competitiveness Project）（外
国投資促進によるパートナーシップ構築支援、等） 
TIDZ に入居するには困難を有する外国企業のマケド
ニアへの進出を支援する。具体的には、進出を検討し
ている外国企業に対して、進出を助けるコンサルタン
トを紹介する。その場合、コンサルタントの雇用コス
トの一部を補助する。 

 
2007～2012 年 ・マケドニア アグリビジネス活動（Macedonia 

Agribusiness Activity ）（農産物生産者に対する国際
競争力強化支援：EU 市場の要求基準の理解促進等）
 

2007～2014 年 ・中小零細企業開発クレジット（Micro, Small and 
Medium Enterprises Development Credit Authority） 
（企業に対して、USAID が最大 50％の信用保証を銀
行に対して行う。予算は 900 万米ドルであり、
UNIBANKA、NLB Leasing の２つの金融機関を実施機
関としている。また、ファイナンシャルコンサルタン
トの育成も併せて実施している。） 
 

 
（その他） 
・USAID としては、コンサルタント育成のような生産性向上に資する支援は

実施していない。JICA が、その分野での支援を実施すれば高い効果が期待
できるのでないかと思われる。 

 
・この国では、コンサルタントに対する費用を支払うことができるのは、中

規模企業である。まだ、零細企業は支払う余裕はない。しかし、10 年前に
比べれば、かなり企業の考え方が変化しており、受けた支援に対する対価
支払いは、全部ではないにしても、当然のこととなってきている。 

 
・一般には、ローカルのコンサルティングフィーは、100～150 ユーロ/日であ

る（なかには、200 ユーロを取るコンサルタントもいる）。 
 
・大学と協力して、アパレルの縫製指導を行った事例が過去にある。大学も

中小企業支援の重要なリソースである。 
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1. 日時  2009 年 5 月 8 日 10:00－11:15 
2. 場所 スコピエ 
3. 面談先 TECHNOKOOP（中小企業） 
4. 出席者 TECHNOKOOP：Mr. T Bozinovski, General Manager 

Mr. M Stojanovskim,  Business Management Consultant 
JICA： JICA コンサルタント（小西） 
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5. 面談内容 ・製造企業である TECHNOCOOP より、以下の情報を得た。 
〔TECHNOKOOP は、SECI プログラムにおいて、英国人コンサルタントによ
る 30 名のローカルコンサルタント（新聞での公募）への研修の実施（生産最
適化、在庫管理、支援能力向上、ビジネスプロセス改善、等）及び、英国人
コンサルタントによって実際に支援された 4 つの企業の 1 つである〕 
 

（企業概要） 
・会社設立年：1980 年 
・従業員数：80 名 （うち現場従業員 50 名） 
・資本金：N/A 
・所属産業団体：ECM、家具協会 
・業種：家具製造・販売 
（製造箇所：スコピエ、販売：スコピエ 2 ヵ所、Kumanovo,Bitola：各 1 ヵ所）
・売上高：150 万ユーロ（2008 年） 
・製品・サービスの種類 
 家具（一般・及びカスタムメイド家具の製造・販売） 
・マーケット（国内・海外） 
  国内・海外シェア（％）：80％/20％ 
  輸出先：セルビア、コソボ 
 
（企業が抱える課題・支援ニーズ） 
・変動する顧客注文に対して、原材料の仕入れ、生産、在庫管理、販売に至る

過程全体をいかに効率化するかが大きな課題である。 
 現在、独自でコンサルタントを雇い、この一連のプロセスをコンピューター

で一元的に管理するシステムを構築した（2 年間かかっている）。 
 
 現在は、定期的に会社全体をみてもらうコンサルタント（コンサルタントと

して 17 年、その前は民間企業で IT、QC 関係を担当した）を約 7 年間、契約
雇用している。 

 
このコンサルタントは、会社の状況を十分理解しており、頼りになる。それ
ゆえ、コンサルティングフィーを払っている。このような実践的なコンサル
タントをみつけることは困難である。 

 
・カスターメイドの製品が多いが、その製品の生産性をどのように測るかの基

準づくりに困難を要している。 
 
・生産性には直接関係しないが、中間管理者層に対する人材育成が不十分であ

る。 
 
（その他）  
・当社は、SECI プログラムにおいて、英国人コンサルタント＋ローカルコン
サルタントによる生産性向上支援を受けた。具体的には個別の作業工程分
析、レイアウト分析をしてもらっているが、当社が一番課題としている「原
材料の仕入れ、生産、在庫管理、販売に至る過程全体をいかに効率化するか」
に関しては、十分な成果は得られなかった。 

 
（コンサルタントによく支援ニーズを理解してもらい、支援ニーズに合った適

切なコンサルタントに支援をお願いすることも重要である。） 
 
・一般的には、ローカルコンサルタントフィーは 120 ユーロ/日ぐらいである。
 
・同席した TECHNOKOOP の社長、コンサルタントからは「ローカルコンサル

タントの育成支援は必要である。」とのコメントがあった。 
 
・政府はもっと中小企業の抱える課題、支援ニーズを把握すべきである。 
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K-30 
1. 日時  2009 年 5 月 8 日 15:00－15:30 
2. 場所 スコピエ 
3. 面談先 ドナー（EBRD) 
4. 出席者 EBRD：Mr. B Milosheska, Principal Banker, Ms. V Boladzievski, Associate Banker 

JICA： JICA コンサルタント（小西） 
5. 面談内容 ・ EBRD は EU と協力して、2006 年から 2008 年にかけて Turn Around 

Management Programme を実施したが、2009 年度は TAM Project：Turn Around 
Management Programme 及び BAS Project：Business Advisory Services 
Project を継続して実施することとなった。 

 
・このプロジェクトは、2009 年 10 月ころから 3 年間の実施を予定しており、

出資金額は、総額 200 万ユーロ（EBRD との共同出資であり、EBRD25%、
EU75％）となる。予算のうち、100 万ユーロは TAS プロジェクトとして、
100 万ユーロは BAS プロジェクトとして使われることになる。 

 
・中小企業支援に関して、EBRD はプロジェクトベースでの金融面からの支援

が基本であり、特定のセクターに関する支援、あるいは、技術支援は実施し
ていない。 

 
・EBRD の支援の基本は、企業への資金提供、金融仲介機関への資金提供、 
及びインフラ整備である。 

  
  （EBRD の資金提供金額） 

資金提供先 貸出金額 
企業への資金貸出 1998 年以降の合計額：1 億 2,200 万ユーロ 
金融仲介機関 1995 年以降の合計額：1 億 1,740 万ユーロ 
インフラ整備 1993 年以降の合計額：2 億 6,450 万ユーロ 

 
・上記以外にも、EBRD のバルカン地域諸国への金融面からの協力として、イ

タリア政府と協力して 2006 年に EBRD-Italy Local Enterprise Facility (LEF)を
設立し、バルカン諸国及びトルコにある企業への資金提供を始めている
（2006 年以降の資金提供額の総計は 6,100 万ユーロに達する）。 

 
・EBRD は、技術支援は行っておらず、JICA の活動と重複することはない。 
 
・EBRD は、2009 年度のマケドニアの経済成長率を－1％台になるとみている

が、世界経済が更に悪化した場合、更なるマイナス成長を予想しなければな
らない。 
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1. 日時  2009 年 5 月 11 日 15:00－16:00 
2. 場所 スコピエ 
3. 面談先 ドナー（GTZ) 
4. 出席者 GTZ ： Ms U Gantzer-Sommer,Country Director, Ms. V Nushkova, project 

Coordinator 
APERM：Ms. E. Bozinovska (Senior Expert Associate)   
JICA：辰巳企画調整員、Mr. S. Dimitrov,  
JICA コンサルタント（小西） 

5. 面談内容 ・ GTZ （ Gesellschaft fur Technische Zusammenarbeit/German Development 
Agency）は、中小企業振興に係る、以下の活動を展開している。 
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（中小企業振興に資する GTZ プロジェクト） 
年 プ ロ ジ ェ ク ト 名 

2008～2009 年 ・投資・輸出促進（Investment and Export Promotion） 
 プロジェクト 
 
繊維、自動社部品・ICT セクターの企業に対するド
イツからのコンサルタント派遣による企業の競争力
強化（予算：60 万ユーロ） 

 
 特に、多くの雇用を創出している繊維企業に対する

活動を展開中である（7 社程度）。 
 生産管理指導、デザイン指導、市場開拓指導、規制

指導、クラスター形成指導等に関して、2～14 日くら
いの期間で、適宜、ドイツよりコンサルタントを派
遣している。 

 
 また、適宜、トレードフェアへの企業参加の促進を

あわせて実施している。 
 
・2009 年のプロジェクト終了後、同様の支援を行う第

2 フェーズを検討中である（最大 2～3 年くらい）。 
 

2008～2009 年 ・South East Europe Consultancy プロジェクト 
 西バルカン 6 ヵ国のコンサルタントのデータベース
を作成中（「South East Europe Consultancy：SEE 
Consultancy」なるホームページはできているが、ま
だ、完全ではない）。 

 （まだ、確定していないが、6 ヵ国で 100 名くらいの
コンサルタントのデータベースになるのではない
かと思われる。マケドニアからは 30 名くらいのコ
ンサルタントが正式に登録されるかもしれな
い？） 

 
 
・GTZ は、CIM（The Centrum für internationale Migration und Entwicklung：GTZ

と International Placement Services of the German Federal Employment Agency
が 1980 年に設立した団体）を通じて、マケドニアの企業への技術専門家派
遣を実施している。これは、企業からの要請に基づき、必要とされる人材
をドイツ、EU 諸国からリクルートし、企業に派遣するものである（ただし、
費用は企業負担となる）。GTZ（マケドニア）は、この専門家と企業の間
の具体的なコーディネートは、実施していない。 

 
・GTZ は、今後は、①地域開発、投資と輸出促進、法律整備の 3 分野におい
て、重点的な活動を実施する。 

 
（所感） 
・GTZ は、EU/EBRD の実施している TAM/BAS プロジェクトに同じこと（イ

ンターナショナルコンサルタントによる企業への直接支援）を実施してい
る。JICA の生産性向上支援を検討する際に、いかに支援の重複を避け、裨
益効果の高い支援を策定するか、十分考慮する必要がある。 

 
・South East Europe Consultancy のホームページで確認したところ、19 名のマ

ケドニア人のコンサルタントが登録されているが、そのうち、生産性向上
に関係するコンサルタントは、1 名のみであり、ほとんどは、経営管理、市
場開拓が主であった。 
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K-32 
1. 日時  2009 年 5 月 12 日 10:15－11:00 
2. 場所 スコピエ 
3. 面談先 コンサルタント 

（APERM のデータベースにあるコンサルタント） 
4. 出席者 コンサルタント：Mr. V. Minovski, Quality Mangement Consultants, BASME  

JICA：JICA コンサルタント（小西） 
5. 面談内容 ・ APERM のデータベースにあるコンサルタント（Mr. V. Minovski）と面談し、以下のと

おり確認した。 
 
（Mr. V. Minovski 氏は、2008 年度において企業に対する ISO9001 の指導をバウ

チャースキームにおいて実施している。） 
 
・コンサルティ

ング分野 
・生産管理（生産最適化、生産計画） 
・品質管理（ISO9001） 
・経営管理（ビジネスプラン、戦略立案） 
・製品開発（新製品開発） 
・人材育成（組織開発） 
 

・コンサルティ

ング経験年

数 

・9 年 
〔1990 年にキリル大学を機械工学（Mechanical Engineering）卒業後、

民間会社（石油化学装置製造）で勤務した後、1998 年より、ギリ

シャ共和国（以下、「ギリシャ」と記す）の会社のプロジェクト

に参加し、その後ドイツ商工会議所で 2005 年まで勤務し、2006
年より BASME（従業員 6 名）の品質コンサルタントとして勤務

している。コンサルタント的な業務は通算 9 年である。〕 
・コンサルティ

ングの内容 
・粗 100％：中小企業（2 従業員 0～50 名）へのビジネスコンサル

ティング（業種）サービス：50％、貿易：30％、製造：20％
 
・コンサルティングの内容は、ISO9001、ISO14001、HACCP 等の導

入指導（導入前には、社員教育もあわせて実施している）、ある

いは、組織改革も担当する場合がある。 
（工場管理：品質管理、等）  

 （人的活性化：人材育成、教育訓練システム、等） 
 （安全・環境：職場安全基準、職場環境改善、等） 
 

・コンサルタン

トの課題・支

援ニーズ 

・個人的な課題は、製造過程の生産性を測定し、評価する技術が不

足している。特に、そのための具体的な手法が学びたい。 
 
 その他としては、以下の事項を学びたい。 

① 工場管理（品質管理、初期品質管理、QC 工程、QC-7TOOL）
② 生産管理（生産管理システム、生産日程計画） 
③ 安全・環境（職場安全基準、職場環境改善） 
④ 技術革新（能率管理、等） 

 
・これらの事項に関する実践的な研修が必要である。 

 
・この国では、生産性向上を支援できる人材が不足している。アク

ティブなコンサルタントは 100 名くらいいると思うが、生産性向

上に関する支援ができるコンサルタントは、非常に少ないと思わ

れる。 
 

その他 ・昔に比較して、コンサルティングフィーを支払っても、会社を改

善したい企業が増えてきているのは事実である。その要求に合

う、コンサルタントの育成も必要である。 
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K-33  
1. 日時  2009 年 5 月 12 日 12:00－13:00 
2. 場所 スコピエ 
3. 面談先 大学技術移転センター（University Ss Cyril and Methodius） 
4. 出席者 Ss Cyril and Methodius University：Prof. Delco. Jovanoski, Faculty of Mechanical 

Engineering 
APERM: Mr. L Nikolovski (Institutional Support and Coordination Head of Sector) 
JICA： JICA コンサルタント（小西） 

5. 面談内容 Ss Cyril and Methodius University の Prof. Delco. Jovanoski, Faculty of Mechanical 
Engineering（JICA マケドニア同窓会の会長でもある）氏より、以下の点を確認
した。 
 
（TTC：Technological Transfer Center の概要） 
・4 つの学部が傘下にある。（Faculty of Technology and Metallurgy、Faculty of 

Electrical Engineering、Faculty of Fine Art、Faculty of Mechanical Engineering）。
 
・TTC は、物理的なセンターが建物として存在しているわけでなく、プロジェ

クトごとに技術的支援を提供するシステム（大学内の機能）として存在して
いるのにすぎない。 

 
 TTC には、横断的な業務（応用的なプロジェクト）が中心である。実際、多

くのプロジェクトは各学部が中心となっている（学部のプロジェクトは、リ
サーチ、教育等が中心となっており、TTC センター本部は応用的な支援が中
心である）。 

 
 （応用的な支援例） 

（E-Library） 
・E-Library は、会員制（有料）のネットワークであり、製品（例：成形金

型）の需要企業（SME）と提供可能企業が、相互に情報を交換できるシ
ステムであり、インターネットを利用することによるビジネス交渉の費
用削減、及び市場機会の拡大につながっている。 

 
（個別支援） 
・企業のニーズに合わせて、必要となる技術支援を実施している。これま
で、190 社の支援を実施している。 

 支援例：サプライ・チェーン・マネージメント構築支援 
     CRM（Customer Relationship Management）システム構築支援 
     Computer Aided Design Management 構築支援・技術移転センター 
 

 
（その他） 
・私は、昨年（2008 年）政府が実施した「National Strategy For Sustainable 

Development」策定のメンバーであり、7 つの分野（Industry and SME、Forestry、
Agriculture, Tourism, Social Issues, Employment）のうち、「Industry and SME」
に関する提言をした。 

 
・さまざまなドナーに対して、200～300 社の参加するセミナーを開催し、その
うちの 40 社程度に対するワークショップを開催し、更にそのうちの 20 社に
対する具体的支援を展開するプロジェクトプロポーザルを提出している。 
（まだ、決まっていない。）  

 
・私的意見ではあるが、金属、金属加工、繊維、観光等のセクターの強化が必

要である。 
 
・APERM は、もっと、SME 振興に関するステークホルダーを巻き込んだ会議
をもつべきだと思われる。 
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・中小企業は、知識（knowledge）の重要性に対する認識が不足している。問題
を明らかにするための分析手法に関する知識が不足している。 

 
・JICA が中小企業の生産性向上に係るプロジェクトを実施する場合、我々の学

部の有するローカルの知見を巻き込んだプロジェクトにしてほしい。
（International +Local knowledge） 

 
・前回訪問時では。今後、米国系の自動車部品会社に対し、生産性に関する支

援を実施する予定であるとのことであったが、相手先の諸事情により進展し
ていない。 
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1. 日時  2009 年 5 月 13 日 9:45－11:00 
2. 場所 Tetovo 
3. 面談先 ESA (Tetovo) 
4. 出席者 ESA：Mr. S Idrizi, Manager, Mr. N. Jusufi, Business Advisor/consultant 

JICA： JICA コンサルタント（小西） 
5. 面談内容 （テトボ企業支援センターの概要） 

・設立：1998 年 
 
・年間予算（2008 年）：3 万～4 万ユーロ。 
〔50%：プロジェクトによるファンド、30％：民間企業に対するコンサルティ
ング、20％：政府機関（MoE/APERM）からのファンド〕 

 MoE からの予算は、おおよそ 1,000～3,000 ユーロ 
 APERM は、バウチャースキーム及び Infonet 関係のみ 
 
・職員数：3 名（所長：金融担当 1 名、ビジネスプラン・マネージメント担当 1

名、秘書 1 名） 
 
・地域の主要なセクター：建設資材、家具、食品加工、金属加工、繊維 
 
・支援企業数（2008 年）：約 1,000 社（電話相談も含む） 
 
・主要な活動支援 

① ビジネススタートアップ・ビジネスプラン策定のための研修の実施（無
料）（年間 20 名×20 回＝400 名）2 日間のコース 

② APERM が提供しているバウチャースキーム（BSOs を通じて実施する企

業に対する技術支援料の一部を APERM が負担する）を利用した技術支援

の実施 
 
（2008 年は、6 件のバウチャースキームを利用した実績がある） 

-ビジネススタートアップ：3 社 
  -ビジネスプラン：1 社 
  - HACCP：2 社 

 
③ 民間企業へのコンサルティング（有料） 
  2008 年度は、10 社の企業に対して、銀行へのローン申請のためのビジネ
スプラン作成支援を有料（1 件当たり 350 ユーロ）にて実施している。2009
年度は景気が悪く、まだ 1 件しか支援していない。 

④ 各種セミナーの実施 
⑤ 情報収集（テトボにある有望な製造業企業 130 のリストの作成） 
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（センターが抱える課題・支援ニーズ） 
・プロジェクトが不足している（予算が不足している）。 
 
（生産性向上に関して） 
・企業支援センター（ESA）自体は、生産性向上に関する支援は、基本的には
実施していない。 

 その理由は、①ESA の職員が支援できる分野がビジネスプラン等に関するも
のであり、かつ、②多くの中小企業は零細企業（家族企業）であり、まだ、
生産性向上の重要性に対する認識が足らないためである。 

 
しかしながら、いくつかの企業は、生産性向上の重要性を認識し、生産性向
上に取り組みつつある。もし、JICA が生産性向上に資する活動を展開すれば、
裨益効果は高いと思われる。 

 
・支援すべきセクター：建設資材、家具、食品加工、金属加工、繊維は既存の

セクターであり、今後の多様性を考えると金属加工、ICT、食品セクターを強
化する必要がある。 

 
（地域のコンサルタント） 
・テトボ地域には、コンサルタントは存在していない。多くの企業はスコピエ

から車で 45 分の距離にあるので、必要なコンサルタントはスコピエからリク
ルートしている。 

 
（中小企業・コンサルタントのデータベースの構築状況） 

ESA としては、コンサルタントのデータベースを構築していない（必要があ
れば、APERM のデータベースを利用している）。 

 
（所感） 
・ESA (Tetovo)は、少ない人数ではあるが、真面目に取り組んでおり、少数では

あるが、民間企業に対するコンサルティング（有料）を実施しているのは高
く評価できる。 

 
・ESA とのミーティングにおいて、「ドナーによる中小企業への直接の支援だ

けでなく、生産性向上に関する中小企業を支援するローカルコンサルタント
の育成支援の実施は効果的と思うか。」の質問に対して、「生産性向上に関
して（例として）、これまでドイツから技術者が来て、中小企業に対する支
援を実施したが、その時だけの支援に終り、支援の継続性がない。ローカル
のリソースを育てることは効果的であり、是非実施してほしい」とのコメン
トであった。これからの他の BSO においても、この点を確認していく予定で
ある。 
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1. 日時  2009 年 5 月 13 日 11:00－12:30 
2. 場所 Tetovo 
3. 面談先 中小企業 3 社（建築資材 2 社、家具 1 社） 
4. 出席者 中小企業 3 社 

①Mr. I. Ibrahim, President, Metaleks,  
②Mr. N. P Prodhimin, ELITAKOM 
③Mr. E Shefini, Director, EP EKOPLAST 
①－③とも、ESA（Tetovo）の事務所で面談 
JICA： JICA コンサルタント（小西） 

5. 面談内容 ・ESA（Tetovo）の支援傘下にある中小企業 3 社と面談し、以下の情報を得た。
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・企業名 Metaleks ELITAKOM EP EKOPLAS 

・会社設立年 1997 年 2006 年 1999 年 
・従業員数 32 名（うち現場従業員

29 名） 
 

20 名（うち現場従業員

18 名） 
 

16 名（うち現場従業員

12 名） 
 

・所属産業団体 
 

North-West Association, 
ECM、Association of 
Chamber of Commerce 

North-West Association, North-West 
Association, ECM 

・業種： 製造業 
（製造箇所：Tetovo）
 

製造業 
（製造箇所：Tetovo）
 

製造業 
（製造箇所：Tetovo）
 

・売上高 ･100万ユーロ（2008年）

 
･50 万～60 万ユーロ

(2008 年) 
 

･30 万～40 万ユーロ

(2008 年) 
 

・製品 
サービスの種

類 
 

・家具（ベット、イス

の枠組みの製造・販

売）（カスタム製品

40％、一般流通製

品：60％） 
 

・ドア（木枠）製造・

販売 
（製造箇所：Tetovo）
 

・窓の製造・販売 
 

・マーケット（国

内・海外） 
 

国内・海外シェア

（％）：27％/73％ 
輸出先：ギリシャ、セ

ルビア、アルバニア、

コソボ 
 

国内・海外シェア

（％）：粗国内 100％ 
 

国内・海外シェア

（％）：90％/10％ 
輸出先：オーストリ

ア、ギリシャ、アルバ

ニア 
 

・生産性に関して

企業が抱える

課題・支援ニー

ズ 

・品質管理（品質向上

に関しては、すべて

の面で改善の余地が

ある） 
  
・製造における人材育

 成 
・標準化（社内作業標

準はあるが、国際レ

ベルの標準には達し

ていないと思う） 
・生産向上（能率管理）

 

・資材管理（サプライ

ヤー管理ができてい

ない） 
 
 
 

・特になし 
 
 
 

その他 
 
 

・この国の政府関係者

は、企業へ直接に面

談することが不足し

ている（いつも、ド

ナーが支援ニーズ調

査、制約要因調査を

実施している）。 
 
・以前、コンサルタン

トを雇ったが、我々

の要求に十分応える

ことができなかっ

た。中小企業のニー

ズに応えることので

きるコンサルタント

が必要である。 
 

・新設備を導入した際、

設備の使い方に関し

て、5 日間コンサル

タントを雇った経験

はある。 
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（全員の意見） 
・もし、中小企業に対して、JICA が生産性向上につながる支援を実施するなら

ば、非常に興味がある。特に、各中小企業が抱えている課題に対応したコン
サルティングを望む。 

 
（所感） 
・中小企業の支援ニーズに即した支援が必要不可欠であることを痛感した。 
 
（会議の席上、6 月に、今回の面談企業のうち、幾つかの企業を工場訪問させ

ていただくことの了承を得た。） 
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1. 日時  2009 年 5 月 14 日 10:00－10:45 
2. 場所 スコピエ 
3. 面談先 スコピエ商業会議所（Macedonian Chambers of Commerce） 
4. 出席者 Macedonian Chambers of Commerce：Mr. V Matevski, Executive Director 

APERM: Ms. E. Bozinovska (Senior Expert Associate)  
JICA：JICA コンサルタント（小西） 

5. 面談内容 スコピエ商業会議所の概要を、以下のとおり確認した。 
 
・設立：2004 年 
・年間予算：50 万ディナール（2008 年） 
・職員数：8 名 
・会員数は、約 800 社 

6 つの商業会議所（Industry、Trade、Service、Agribusiness、ICT、Tourism の
各セクターの会議所）から成り立っている 
Service の会議所が一番大きな組織であり、約 150 社が加盟している。 
Industry の会議所には、約 80 社が加盟している 

 
（主要な活動） 
・メンバーの利益を守ること（政府へのロビー活動、メンバーの利益になる法

律策定に関する政府への提言） 
 
・訓練の実施 
（例 メンバーの支援ニーズに基づくトレーニングの実施） 
 EU ファンドによる ISO、HACCP に関する研修の実施、等 
  
 中小企業に対する技術支援の実施（キリル大学機械工学部のリソースによ
る中小企業支援の実施を英国政府のファンドによって行おうとしている
が、まだファンドはついていない。） 

 
・トレードミッションの派遣（アルバニア、ブルガリア、スロベニア、等） 

 
・技術支援 
協会としてのローカルコンサルタントのデータベースはないが、協会にはコ
ンサルティング会社が登録している（約 20 社）。これらのリソースを使って、
メンバー企業に技術支援（ビジネスプラン作成、資金計画策定、等）を実施
している（技術支援料は、無料もしくは 10～20 ユーロ/１社を徴収している）。
 
これまでの支援内容は、ビジネスプラン作成、資金計画策定、あるいは、ISO、
HACCP 等に関する事項ばかりであった。もっと、生産性向上に関する支援を
メンバー企業に提供していきたい。生産性向上に関するメンバー企業の潜在
的な支援ニーズは高い。 
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もし、JICA が、この分野での支援（中小企業・コンサルタントへの生産性向
上に関する支援の提供）を実施するならば有益であり、協会のメンバーも是
非参加させたいと考えている。 
 
例えば、サプライ・チェーン・マネージメントに関する研修がほしい。 
 

・ドナー他の他機関との連携に関して、現在はない。 
 
（所感） 
・協会として、既に協会内にあるリソース（コンサルティング会社）を有効に

使ってメンバー企業に対する支援（ビジネスプラン作成、資金計画策定、等）
を実施しているのは、評価できる。 
 
協会内にあるリソースに対する生産性向上に関する支援能力向上を図れば、
その裨益効果は高いように思われる。 
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1. 日時  2009 年 5 月 14 日 12:00－12:40 
2. 場所 スコピエ 
3. 面談先 Jonson and Control（大企業） 
4. 出席者 Jonson and Control：Mr. A Stojcevski, Plant Manager 

JICA： JICA コンサルタント（小西） 
5. 面談内容 ・大企業である Jonson and Control（自動車部品製造メーカー）より、以下の情

報を得た。 
 
（企業概要） 
・会社設立年：2006 年（事業開始は 2007 年 12 月） 
・従業員数：150 名 （うち現場従業員約 80 名） 
・資本金：N/A 
・所属産業団体：自動車協会 
・業種：自動社部品加工 
・売上高：1,500 万ユーロ（2009 年計画）（2010 年 3,000 万ユーロ計画） 
・製品・サービスの種類 
 自動車用金属部品（車載用プリント基板への部品実装） 
・マーケット（国内・海外） 
  国内・海外シェアー（％）：0％/100％ 
  輸出先：スロベニア、フランス、ドイツ等 
 
・仕入れ先 
 Jonson and Control の原材料はすべて、海外から調達している。 
 その理由は、まだ、マケドニアにおいては、Jonson and Control が求める品質、

納期（Just-in-time）、コストの基準をクリアできる企業はないからである。
 
 特に、まず、仕入れ先選定に関して、品質が最も重要なファクターである。

この品質をクリアできる企業がなく、また育成されていない。ローカルサプ
ライヤーは、特に品質の重要性を深く認識する必要がある。 

 
・社員育成 
 社内教育を実施している（研修、OJT）。 
特に、Jonson and Control は、世界規模での社員教育機関（アカデミー）を有
しており、その機関に適宜社員を派遣して研修させている（欧州では、ドイ
ツにアカデミーが存在している）。 
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 Jonson and Control 設立時に従業員教育の一環として、Culture Difference （マ
ケドニアの従業員を対象としたもの）に関するローカルコンサルタントを雇
用し、トレーニングを実施したが、それ以外ではローカルコンサルタントを
利用した経験はない。 

 
（その他） 
・景気後退で、欧州の企業は工場を閉鎖し、人件費が安い東欧諸国に生産拠点

を移すかもしれない。その場合、高い生産性を有する企業が求められるはず
である（マケドニアの中小企業もビジネス機会があるかもしれない）。 

 
・Jonson and Control は、マケドニアのキリル大学機械工学部の学生に対して、
インターンシッププログラム（学生に工場での実習体験の機会を与える）を
提供している。 

 
・今年度は、ISO14001 を取得する予定である。 
 
（所感） 
・Jonson and Control は、高い品質を強く要求している。生産性向上、特に品質

向上に関する中小企業への支援は必要である 
 
・Jonson and Control は、TIDZ に進出している企業であるが、まだ、実際に TIDA

に進出している企業は少ない（2～3 社程度？）。 
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1. 日時  2009 年 5 月 14 日 15:00－16:00 
2. 場所 スコピエ 
3. 面談先 オランダ政府 

4. 出席者 オランダ政府：Mr. I Ivanovski, Economic and Trade Officer 
Ms. S M Lakinska, Advisor Economic Affairs 
JICA： JICA コンサルタント（小西） 

5. 面談内容 ・オランダ政府は、中小企業振興に資する以下の活動を展開している。 
 

支援プログラム名 支援内容 
PSI (Program for 

Sustainable 
Investment 
（1998 年より） 
 

・オランダ企業とマケドニア企業の合弁の推進 
（最大 50％、150 万ユーロのファンド提供） 
これまで、30 の合弁企業が設立された。 

MMF(Match Making 
Fund：2006 年より) 
 

・オランダ企業とマケドニア企業のビジネスマッチ
推進（ビジネスマッチ推進のためのオランダ人コ
ンサルタントの雇用に対する補助金提供：3,000
～5,000 ユーロ等） 
 
企業より年間 10 件程度の応募があり、70％程度
が採択されている。 

 
CBI（Center for 
Promotion of Imports 
from Developing 
countries） 
 

・輸出を志向する企業（繊維、自動車部品、ワイン、
等）に対するキャパシティデベロップメントの実
施 

 
 ただし、企業は 1,000 ユーロを自己負担しなけれ
ばならない。そのため、小中規模の企業が多く、
零細企業はあまり支援を受けていない。 
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PUM（Netherland 
Management 
Co-operation 
Programme – NMCP）

・PUM プログラムとは、オランダの専門家（企業
退職者）による技術的支援を中小企業は無料で受
けることができるシステム（全世界が支援の対象
国）であり、企業は、宿泊・食事代だけを払い、
オランダから各国への移動代は、オランダ政府が
負担する。 

 
 マケドニアに対して年間 20～30 名の専門家が派
遣されている。 

 
 ただし、技術支援を受ける期間は、1 週間、最大

2 週間であり、限定されている。 
 
・上記のプログラムは、2008～2011 年の中期計画に基づき実施されているもの

であり、2012 年以降は、どのようなプログラムが展開されるかは、今の段階
では分からない。 

 
・しかしながら、オランダ政府としては、マケドニアは移行期にある国であり、

民間セクターに係る協力（Development Cooperation）に関しては、活動が少
し少なくなる可能性がある（ただし、EU 加盟に向けた活動支援は継続する）。

 
・多くのドナーが、さまざまな形で企業への支援を実施しているが、ローカル

コンサルタントに対する支援は実施していない。JICA がローカルコンサル
タントの育成を行うことは、支援の重複を避け、相乗効果を生み出すのでは
ないかと思われる。 
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1. 日時  2009 年 5 月 15 日 10:15－11:15 
2. 場所 Prelip 
3. 面談先 地域企業支援センター（Prelip Region Enterprise Support Agency：PREDA） 
4. 出席者 PREDA：Mr. B Jankuloski, Program Coordinator, Private Sector Development,  

APERM: Ms. E. Bozinovska (Senior Expert Associate)   
JICA： JICA コンサルタント（小西） 

5. 面談内容 （PREDA の概要） 
 
・設立：1999 年（活動は 2001 年から） 
 
・年間予算：3 万ユーロ＋α（2008 年） 
 PREDA はスイス連邦（以下、「スイス」と記す）政府がファンドを提供して

設立された中小企業支援機関であり、スイス政府は、2010 年までファンドを
提供することとなっている（2011 年以降の予算は現地のローカルミニシパリ
ティーが主としたものとなる）。 

 
・職員数：5 名（所長：1 名、ビジネス担当 1 名、ミニシパリティー関係 1 名、

会計 1 名、会計アドバイザー1 名） 
 
・地域の主要なセクター：農業、農産品加工、印刷、包装、繊維、等 
 
・支援企業数（2008 年）：約 1,000 社 
 PREDA の中小企業のデータベース数：約 1,200 社 
 
・バウチャースキームを通じた主要な支援：なし 
 （APERM とは、まだ、バウチャースキームの契約を結んでいない） 
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・支援すべきセクター：農業関連、観光、等 
 
・地域のコンサルタントの現状（能力、支援分野、課題・支援ニーズすべき事

項）：Prelip に在住し、活動しているコンサルタントはいない。 
（Prelip は首都スコピエから 1 時間 30 分の距離なので、コンサルタントはほ
とんどスコピエから来ている。） 

 
・中小企業・コンサルタントのデータベースの構築状況： 
 PREDA としては、コンサルタントのデータ：300 名程度（国内 100 名、海外

200 名） 
 
 ほとんどは、経営管理、金融アクセス、市場開拓であり、生産性向上に資す

るコンサルタントは、HACCP、ISO に関する支援が行える程度であり、具体
的な改善ができるコンサルタントはほとんどいない。 

  
（PREDA の具体的な活動） 
・地域の農業振興（ポテンシャルな作物及び生産可能地域の Mapping、生産・

販売までのヴァリューチェーン分析、等 
（例） ペッパー栽培をパイロットプロジェクトとして実施 
 

・経済地域（Economic Zone Development）の開発 
 TIDZ のような大規模の外国企業の誘致を目的としたものではなく、主として

国内企業の誘致促進をめざした経済地域（Economic Zone Development）の開
発のための調査（Zone Mapping） 

 
・観光開発 
 観光リソースの開発 
 
・中小企業向けのセミナーの開催 
 経営管理、金融アクセス等が主であり、生産性に関しては、ISO、HACCP の

セミナー（1 日から 4 日程度）を行う程度である。 
 セミナーの内容によるが、参加者からは基本的にセミナー参加費（2 ユーロ/
日）を徴収している。 

 
（生産性向上に関して） 
・生産性に関して、ISO、HACCP の手法を教えることのできるコンサルタント
はいるが、具体的な現場で指導できる実践的なコンサルタントはほとんどい
ない。 

 JICA が、この分野（現場で指導できる実践的なコンサルタントの育成）での
支援を実施すると、多くの企業が裨益するのではないかと思われる。 

 
・APERM は、有能なコンサルタントのデータベースを構築してほしい。 
 
（所感） 
・スコピエを除く他の地域にどの位のコンサルタントがいるのかを確認する必

要がある。 
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1. 日時  2009 年 5 月 15 日 11:30－14:45 
2. 場所 Prelip 
3. 面談先 中小企業 3 社（食品加工 1 社、繊維 1 社、金属加工 1 社） 
4. 出席者 ①Mr. Roteski, Manager, Development and Project Management, DONIA DOO 

（11:30－12:15） 
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②President and another, Timteks（12:15－12:50） 
③Ms. S Simonoska, Executive Manger, METALEC （13:15－14:45） 
JICA： JICA コンサルタント（小西） 
①、②は PREDA の事務所で面談、 
③は企業の事務所で面談 
APERM: Ms. E. Bozinovska (Senior Expert Associate)  
JICA： JICA コンサルタント（小西） 

5. 面談内容 ・PREDA と関係を有する中小企業 3 社と面談し、以下の情報を得た。 
 
・企業名 Donia Doo Timteks METALEC 

・会社設立年 2001 年 2005 年 1970 年 
・従業員数 60 人（うち現場従業員

30 人）季節により、現

場従業員の数は変動し

ている（9～12 月は 100
名くらいになる。） 

50 人（うち現場従業員

49 人） 
 

240 人（うち現場従業

員 200 人） 
 

・所属産業団体 
 

ECM ECM ECM 
 

・業種： 食品加工 
（製造箇所：Prelip） 
 

製造業（繊維） 
（製造箇所：Prelip） 
 

製造業 
（製造箇所：Prelip に

2 ヵ所） 
 

・売上高 ･150 万ディナール

（2008 年） 
 

･40 万ディナール 

(2008 年) 
 

･500～600 万ディナー

ル (2008 年) 
 

・製品 
サービスの種

類 
 

・お菓子生産（伝統的

な甘いお菓子、ビス

ケット、等） 

・女性用ズボン、スカ

ート（海外の顧客か

ら衣服の原料すべて

を供給してもらい、

ただ衣服に加工する

ことだけを担当して

いる） 
 

・建設用ビーム、 
・角型パイプ、 
・タワーのフレーム、

等の金属加工品（カ

スタム製品が多い）

・マーケット（国

内・海外） 
 

国内・海外シェア

（％）：50％/50％ 
輸出先：セルビア、コ

ソボ等のバルカン諸国

 

国内・海外シェア

（％）：海外 100％ 
 （英国） 
 

国内・海外シェア

（％）：70％/30％ 
輸出先：バルカン諸国

 

・生産性に関して

企業が抱える

課題・支援ニー

ズ 
 

・生産管理（生産管理

システム、生産日程

計画）、安全・環境

（職場安全基準、職

場環境改善）等に関

する課題があり、支

援を受けたい。 
 

特に、生産が季節に

よって大きく変動

しており、いかに効

率的な生産日程計

画をつくるかが大

きな課題である。 
 

・景気後退で、設備能

力が過剰となってい

る（生産性向上の前

にファナンスの不足

が最大の課題となっ

ている）。 
 
 

・品質管理（初期品質

管理、QC 工程票、

C-7TOOL）、生産管

理（生産日程計画）

人材育成（教育訓練

システム）、安全・

環境（職場安全基

準）、職場活性化（5S
活動、改善活動） 
設備管理（設備保全

管理）、生産性（能

率管理）等に関する

課題があり、支援を

受けたい。 
 

その他 
 
 

・過去にローカルコン

サルタントを雇おう

としたが、支援能力

・会社を立ち上げた際、

2 年間、大手の繊維会

社の現場で働いた経

・過去に人材育成のた

めのコンサルタン

トを雇用した経験
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に問題があり、かつ、

そのコンサルティン

グフィーが高額（3
日間で 500 ユーロを

要求された）だった

ので、断念した。 
 
・ドイツの SES (Senior 

Expert Service)を利

用して、ドイツの企

業退職者を 2 週間雇

った経験がある。会

社の負担コストは

（宿泊料＋5 ユーロ/
日）であり、とても

優秀なコンサルタン

トであったが、SES
の条件は 2 週間が

MAX となっている。

 

験者（コンサルタン

ト）を雇用した経験

はある。 

はある。 
 
・有能なコンサルタン

トがいれば活用し

たい。 

 
（全員の意見） 
・顧客である中小企業のニーズにマッチした支援ができる高い能力を有するコ

ンサルタントがほしい。そのための支援を実施してほしい 
 
（所感） 
・3 社に対して課題を確認した際、歴史を有する規模の大きな企業ほど、より

具体的な課題が指摘された。生産性向上に関する課題の認識は中小企業があ
る程度の規模の体制になった時により一層、深まるのではないかと思われ
る。 

 
・中小企業の支援ニーズに即した支援が必要不可欠であることに加え、面談し

た企業が、よいコンサルタントに対しては、支援の対価を支払う意思を強く
もっている点は、注意すべき点である。 

 
コンサルタントフィーを支払える企業レベル（雇用数、売上）を今後の調査
で十分把握する必要がある。 

 
（METALEC 社との面談後、工場内を見学させていただいた。） 
 

 

 

K-41 
1. 日時  2009 年 5 月 18 日 10:15－11:15 
2. 場所 Veles 
3. 面談先 RESC(Veles) 
4. 出席者 Veles：Mr. G Petrov, Mayor of Veles 

RESC(Veles): Mr. T Meckarovski, Director + 秘書 1 名 
APERM: Ms. E. Bozinovska (Senior Expert Associate)   
JICA： JICA コンサルタント（小西） 

5. 面談内容 ・Veles での面談はすべて、Veles 市役所の市長室で行われている。 
（Veles 市長である Mr. G Petrov 氏は市長着任後 1 ヵ月であり、JICA としてどの
ような活動をするのかに関して非常に興味を持たれ、この面談の後の中小企
業 3 社との面談もすべて同席された。） 
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〔RESC（Veles）の概要〕 
・設立：1999 年 
・年間予算：6,000 ユーロ（2008 年） 
 主要なファンドは、MoE、APERM によるファンド（Voucher scheme、Infopult）
等である。 

・職員数：2 名〔所長：1 名（ビジネス担当 1 名）、秘書 1 名〕 
 秘書もビジネス相談を受けている。 
（秘書は、JICA 研修生） 

・地域の主要なセクター：農業、農産加工（食用油、小麦粉、パン生産、卵・
食肉の加工、等）金属加工（ワイヤー生産、等）、包装、等 

・支援すべきセクター：農産加工、金属加工、農業関連、観光、等 
・支援企業数（2008 年）：約 180～200 社（そのうち、電話相談を除けば、100

社くらい） 
・中小企業のデータベース：なし 
・バウチャースキームを通じた主要な支援：なし 
 （APERM のバウチャースキーム支援は、2009 年から始まっている。まだ、

これから支援申請を行う段階である。） 
・地域のコンサルタントの現状：Veles に在住し、活動しているコンサルタント

はいない。（Veles は首都スコピエから約 1 時間の距離なので、コンサルタン
トはスコピエから来ている）。 

・中小企業・コンサルタントのデータベースの構築状況 
 中小企業のデータベース：なし 
コンサルタントのデータベース：なし（APERM のデータベースのみ） 

 
（主要な活動） 
・バウチャースキームを通じた技術支援の実施 
まだ、これから支援申請を行う段階であるが、支援してもらう分野は、HACCP
関係になる予定である。 

 
・中小企業向けのセミナーの開催 
 起業のしかた、企業登録のしかた、市場開拓、クレジットライン等に関する 1

日セミナーを年に 2～3 回実施している（それ以上の内容のセミナーは、開催
できていない）。 

 
（センターの課題） 
・活動資金が不足している。 
・職員は以前 3 名であったが、1 名（ビジネスアドバイザー）が辞めたため、現

在は 2 名となっている。もっと職員が必要である。また、職員に対するキャ
パシティデベロップメントが必要である。 

 
（生産性向上に関して） 
・生産性に関して、ISO、HACCP の等の理論面だけでなく、具体的な指導がで
きる実践的なコンサルタントの育成が必要である。もし、セクター別のコン
サルタントの育成を検討するならば、優先すべきセクターの順位は、①食品
加工、②金属加工、③農業、等である。 

 
 JICA が、この分野（現場で指導できる実践的なコンサルタントの育成）での

支援を実施すると多くの企業が裨益する。 
 
（所感） 
・RESC(Veles)は、明らかに活動資金が不足している。また、Tetovo、Prelip の BSO と

比較しても、活動内容が明らかに不足している。 
今後、BSO のレベルに差があることを十分認識したうえで、JICA としてどのような活
動を展開すべきかを検討する必要がある。 
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K-42 
1. 日時  2009 年 5 月 18 日 11:15－13:15 
2. 場所 Veles 
3. 面談先 中小企業 3 社（食品加工 2 社、印刷・包装 1 社） 
4. 出席者 ①Ms. D. Jordanovska, Director, BLAGOJ GOREV 

②Mr. R Tasev, Director, Group ZitoVardar 
③Mr. A Andovski, General Manager, 1st BOOK 
Veles：Mr. G Petrov, Mayor of Veles 
RESC(Veles): Mr. T Meckarovski, Director + 秘書 1 名 
APERM: Ms. E. Bozinovska (Senior Expert Associate)   
JICA： JICA コンサルタント（小西） 

5. 面談内容 ・PREDA と関係を有する中小企業 3 社と面談し、以下の情報を得た。 
 
・企業名 BLAGOJ GOREV Group ZitoVardar 1st BOOK 
・会社設立年 1923 年 1927 年 1995 年 
・従業員数 200 人（うち現場従業

員 130 人） 
700 人（うち現場従業

員 N/A） 
（11の小さな会社から

成り立っている。） 
 

32 人（うち現場従業員

26 人） 

・所属産業団体 
 

ECM ECM  なし 
 

・業種： 農産加工 
（製造箇所：Veles） 
 

農産加工 
（製造箇所：Veles） 
 

印刷・包装 
（製造箇所：Veles） 

・売上高 ･1,000 万ユーロ 
（2008 年） 
 

･3,000 万ユーロ 

(2008 年) 
 

･150 万ユーロ 
(2008 年) 

 
・製品 
サービスの種

類 
 

・食品（クッキングオ

イル、マーガリン、

お菓子、等） 

・食品（小麦粉、パン、

卵、食肉加工、等）

・印刷 
・包装資材生産 

・マーケット（国

内・海外） 
 

国内・海外シェア

（％）：98％/2％ 
輸出先：コソボ、アル

バニア、等 

国内・海外シェア

（％）：90％/10％ 
輸出先：セルビア、コ

ソボ、ボスニア、等

国内・海外シェア

（％）：80％/20％ 
輸出先：コソボ、等 

・生産性に関して

企業が抱える

課題・支援ニー

ズ 

・品質。生産管理等は

ある程度できている

が、人材育成が制度

として、また具体的

にできていない（人

材育成：教育訓練シ

ステムの不足）。 
 
・新しいルールをつく

っても、従業員にそ

のルールを守らせる

ことが困難である。

 

・人材育成：現場の教

育訓練システムが不

足している。 
 
・特に、ISO 等を取得

しても、定めたルー

ルをいかに守らせる

かにおいて、困難を

要している。 

・工場の設備が古い。

・工場が狭く、効率的

な生産レイアウト

ができていない。 

その他 
 
 

・過去に EU/EBRD の

TAM プロジェクト

で、経営管理・金融面

でのインターナショ

ナルコンサルタント

のコンサルティング

を受けた経験がある。

・有能なコンサルタン

トが不足している。

・以前、ローカルコン

サルタントを雇った

が、能力不足により、

契約を打ち切った経

験がある。 

・2004 年、2005 年に

新設備導入の際、設

備の使い方を学ぶ

ため、スイス人コン

サルタントを雇用

した経験はある。 
 （各 1 ヵ月程度） 
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 （多くのコンサルタ

ントは、理論だけ知

っており、具体的な

改善ができない。む

しろ、我々の方が、

コンサルタントより

現場をよく知ってい

る。） 
 

・社員教育は OJT が基

本であり、新しい社

員を雇用した場合、

3 ヵ月間の試用期間

を設け、よい人材を

雇用するように努

めている。 
 

 
（全員の意見） 
・中小企業の支援ニーズに対して、十分な支援ができるコンサルタントの育成

が必要である。 
 
（所感） 
・もし、パイロットプロジェクトとして、インターナショナルコンサルタント

＋ローカルコンサルタントによる中小企業の現場改善を行うとする場合、ど
のような中小企業を選定するかは、中小企業支援、コンサルタント育成の観
点からみてとても重要である。 

 
〔面談後、1st BOOK（印刷・包装）の工場内を見学させていただいた。〕 
 

 

 

K-43 
1. 日時  2009 年 5 月 19 日 10:15－11:00 
2. 場所 Ohrid 
3. 面談先 ESA(Ohrid) 
4. 出席者 ESA(Ohrid): Mr. T. Cvetanoski, Manager, Ms. M. Popovska, Business Advisor, Ms. E 

Petanva, Business Advisor,  
APERM: Ms. L Vukovic,   
JICA： JICA コンサルタント（小西） 

5. 面談内容 〔ESA（Ohrid）の概要〕 
・設立：1998 年（英国政府ファンド） 
・年間予算：3 万ユーロ（2008 年） 
 主要なファンドは、MoE、APERM によるファンド（Voucher scheme、Infopult）

等である。2008 年は、HRDF のプロジェクト（企業育成）、GTZ プロジェク
ト（地域開発）等のファンドがあったが、今年は、現在、何もない。 

・職員数：3 名（所長：1 名、ビジネス担当 2 名：経営管理、マーケティング、
等） 

・地域の主要なセクター：観光、繊維、農業、農産加工、自動車部品、等 
・支援企業数（2008 年）：約 100 社 
・支援すべきセクター：観光、繊維、農業、農産加工、等 
・バウチャースキームを通じた主要な支援（2008 年度）：6 社 
 ソフトウエア関連（生産プロセスのコンピューター管理促進、等）、ビジネ

スプラン作成支援、等 
・地域のコンサルタントの現状：Ohrid に在住し、活動しているコンサルタント

はほとんどいない（コンサルタントは 5～6 名程度しかいない）。 
・中小企業・コンサルタントのデータベースの構築状況 
中小企業のデータベース：約 1,000 社（会社名、コンタクト先、程度） 
コンサルタントのデータベース：なし 
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（主要な活動） 
・バウチャースキームを通じた技術支援の実施 
 
・中小企業向けのセミナーの開催 
 昨年までは、10 日くらいのトレーニング（HRDF）を実施したが、今年は、

まだ、ファンドがついていないので、いつセミナーを実施できるかわからな
い。 

 
（センターの課題） 
・活動資金が不足している。 
 
・政府は、BSO の現状に対する認識が不足している。もっと、政府（MoE）は

対話をすべきである。 
 
・バウチャースキームの割り当て予算は 21 万ディナールしかない。どんどん減

らされている。このスキームは非常によいスキームであり、もっと金額を増
やすべきである。あまりに金額が少ないため、このスキームは、地域では公
表していない（もし、新聞で募集すると、中小企業から処理しきれない数の
申請がくることが目に見えているからである）。このスキームを知っている
コンサルタントが、中小企業にスキームを紹介し、このスキームを知った企
業が応募している。 

 
・多くのコンサルタントは、バウチャースキームを通じたコンサルティングは

あまり儲からないと感じている。例えば、補助金額を上げて、SME がより多
くの対価を支払うように仕向けることも必要ではないかと思われる。 

 
地方経済開発事務所（LED） 
・地域には LED が存在しているが機能していない。中小企業の支援を求める先

としては適当でない。政府は、もっと、BSO を支援していくべきである。 
 
（所感） 
・他の BSO と同様に ESA（Ohrid）も明らかに活動資金が不足している。 

しかしながら、まだ本年度（2009 年度）の主たるプロジェクトが決まっていないのは、
BSO としての活動を弱めるものである。 
 

・ 当方より、多くのドナー（EU、GTZ、等）が直接に企業支援を実施しているが、例え
ば JICA が、ローカルコンサルタントの育成を実施した場合、どうかとの質問に対し
て、「是非、実施してほしい。これまで、外国から技術者が来て、中小企業に対す
る支援が実施されたが、その時だけの支援に終わり、支援の継続性がない。
ローカルコンサルタントの育成は、知見が国内に蓄積されることを意味し、育成され
たコンサルタントは、さまざまな支援を実施し得るポテンシャルを有している。」とのコ
メントを得た。自立的発展の点からも、ローカルコンサルタントの育成は意味がある。
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1. 日時  2009 年 5 月 19 日 11:00－15:00 
2. 場所 Ohrid 
3. 面談先 中小企業 3 社（ソフトウエア開発・コンサルティング：1 社、自動車部品加工 1

社、食品加工 1 社） 
4. 出席者 ①Enter DOO：Mr. G Stojam（11:00-11:45） 

②TEHNOMATIK： Mr. S. Budimir Manager（12:30-13:00） 
③Mill and Bakery ：Mr. D Gashoski, Financial Manager （13:30-15:00） 
APERM: Ms. L Vukovic,   
JICA： JICA コンサルタント（小西） 
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5. 面談内容 ・中小企業 3 社と面談し、以下の情報を得た。 
 

・企業名 Enter DOO TEHNOMATIK Mill and Bakery 
・会社設立年 1992 年 1995 年 1990 年 
・従業員数 34 人（うち現場従業員

N/A） 
10 人（うち現場従業員

9 人） 
60 人（うち現場従業員

55 人） 

・所属産業団体 
 

Association of IT 
companies 

ECM ECM 

・業種： ・IT 
ソフトウエア開発、

教育訓練、コンサル

ティング 
（開発箇所：Ohrid、営

業拠点 Skopje） 

・製造業（樹脂成型）

（製造箇所：Ohrid） 
 

・食品加工 
（製造箇所：Ohrid） 

2 つの会社（小麦粉

生産、パン製造・販

売）に分かれてい

る。 
・売上高 ･60 万 5,000 ユーロ

（2008 年） 
 

･30 万ユーロ 
(2008 年) 

 

小麦粉生産：30 万ユー

ロ 
パン製造・販売：50 万

ユーロ 
(2008 年) 
 

・製品 
サービスの種

類 
 

・ソフトウエア開発、

（ビジネスプラン、

生産管理、等）、教

育訓練、コンサルテ

ィング 
 

・自動車シートベルト

用樹脂バックル、そ

の他樹脂成型品 
 

・小麦粉生産、パン製

造・販売 

・マーケット（国

内・海外） 
 

国内・海外シェア

（％）：95％/5％ 
輸出先：セルビア等 
 

国内・海外シェア

（％）：粗 100％国内 
国内・海外シェア

（％）：100％国内 

・生産性に関して

企業が抱える

課題・支援ニー

ズ 

・当社は企業への支援

（コンサルティング）

を行っている会社で

あり、当社からみた

中小企業が抱える課

題・支援ニーズは、

生産プロセスが効率

的に構築されていな

い（生産管理システ

ム、生産日程計画の

不足）。 
 
・また、人材育成計画

（教育訓練システ

ム）も不十分である。

 
・資材・在庫管理技術

も不足している 
 

・人材育成：現場の教

育訓練システムが不

足している。 
 
・安全・環境（職場環

境改善）が不足して

いる。 
 
・生産性向上（能率管

理）が不足している。

 いかに生産効率（い

かに生産時間を短く

する）を上げるかが

課題である。 

・品質管理が不足して

いる（同一の原材料

で同一の量・味覚の

パンを製造しなけ

ればならない。） 
 
・人材育成：現場の教

育訓練システムが

不足している。 
 

その他 
 
 

・当社は、ESA（Ohrid）
のバウチャースキー

ムを通じて、これま

で、6～7 社を既にサ

ポートしている。 
 
・当社の支援対象企業

・以前、ISO9001 を取

得した際、セルビア

人のコンサルタント

を雇った（マケドニ

アのコンサルタント

よりフィーが安かっ

た）。その支援内容

・現在、HACCP 取得

のためにローカル

コンサルタントを

雇っている。 
 
・また、当社は、今年

度 初 め て ESA



 

－164－ 

は、30～40 名の雇用

規模の会社が多い。

 
 
 
 
 

に非常に満足してい

る。 
 
・まだ、マケドニアで

は有能なコンサルタ

ントが不足してい

る。 
 
 

（Ohrid）のバウチャ

ースキームを通じ

て、生産管理（ソフ

トウエア面：Enter 
Doo 社から）支援を

受ける予定である。

 
（過去に、EU/EBRD
の BAS プロジェク

トで支援を受けた

経験がある。） 
 

 
（全員の意見） 
・中小企業の支援ニーズに対して、十分な支援ができるローカルコンサルタン

トの育成が必要である。 
 
（Mill and Bakery に関しては、面談後工場を見学させていただいた。） 
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1. 日時  2009 年 5 月 19 日 11:45－12:30 
2. 場所 Ohrid 
3. 面談先 コンサルタント（APERM データベース 未登録者） 
4. 出席者 コンサルタント：Ms. Z Cvetkoska-Andonoska 

JICA：JICA コンサルタント（小西） 
5. 面談内容 ・APERM のデータベースに登録していないコンサルタント（個人コンサルタント）と面

談し、以下のとおり確認した。 
 
・コンサルティ

ング分野 
・HACCP 
・経営管理（ビジネスプラン、戦略立案） 
・企業の支援ニーズ分析、等 

・コンサルティ

ング経験年

数 

・17.5 年 
〔2005 年から独立したコンサルタントとして活動を開始したが、現

在も大学の非常勤講師を務めている。それまでは、民間企業（ア

カウンティング：10 年）、大学で 4 年間働いた経験がある。〕 
 MBA を取得している。 
 

・コンサルティ

ングの内容 
・50%：ドナープロジェクトに参加するコンサルタントとして活動

    (HRDF のプロジェクトに参加：2008 年) 
・50%：企業へのビジネスコンサルティング 
 
・コンサルティングの内容は、HACCP が中心である。 
 自分の得意とする分野は人材育成分野であるが、この分野でのコ

ンサルティング業務があまりなく、今、最も重要な分野のひとつ

となっている HACCP を学び、コンサルティングを行っているの

が実情である。 
  

・コンサルタン

トの課題・支

援ニーズ 

・まだ、十分な知識・経験が不足している。 
 
・自身の今後の活動の幅を広げるためにも、もし、JICA がコンサル

ルタント育成のプログラムを行うならば、参加したい。 
 
・Ohrid は、コンサルティングの活動機会が不足しているので、活
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動の場所をスコピエに移すことも検討している（Ohrid で独立し

て、コンサルティングだけで食べていくのは、困難である）。 
 

その他 ・以前参加したプロジェクトの調査結果において、「調査企業 120
社のうち約 80%が、よいコンサルティングを得られるのであれ

ば、その対価としてコンサルティングフィーを払ってもよい。」

と報告されていた記憶がある。 
 
昔と比べて、企業の取り巻く状況は、変わってきているのではな

いかと思う。 
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1. 日時  2009 年 5 月 20 日 11:00－12:00 
2. 場所 Bitola 
3. 面談先 RESC(Bitola) 
4. 出席者 RESC(Bitola): Mr. G Petrovski, Senior Business Advisor 

APERM: Ms. L Vukovic,   
JICA： JICA コンサルタント（小西） 

5. 面談内容 〔RESC（Bitola）の概要〕 
・設立：1999 年 
・年間予算：3～4 万ユーロ（2008 年は、Cross Border Cooperation Project があっ

たため、13 万ユーロであったが、これは異例） 
 MoE（10%）、APERM（15％）、中小企業（25％）、ドナー（50％） 
・職員数：3 名〔所長：1 名（ビトラ大学教授が兼務）、ビジネスアドバイザー

1 名、プログラムコーディネーター1 名〕＋ボランティア秘書 1 名 
・地域の主要なセクター：農産加工、製造業（一般）、等 
・支援企業数（2008 年）：約 300～400 社 
・支援すべきセクター：農産加工、観光、等 
（雇用創出に貢献するセクターすべて） 

・バウチャースキームを通じた主要な支援（2008 年度）：4 社 
（ビジネスプラン：3 社、資金計画作成支援：1 社） 

・地域のコンサルタントの現状（能力、支援分野、課題・支援ニーズすべき事
項）：Bitola に在住し、活動しているコンサルタントは 8～10 名程度。 
（全員が、ビジネスプラン、資金計画策定支援が主であり、生産性向上に資
するような具体的な支援ができるコンサルタントはいない。） 

・中小企業・コンサルタントのデータベースの構築状況： 
中小企業のデータベース：300～400 社（ただし、企業名、コンタクト先、電
話、FAX 番号、E-mail 等の基礎的事項、業種別リストにはなっていない。）
コンサルタントのデータベース：なし（APERM のデータベースが基本） 
（8～10 名くらいの Bitola 在住コンサルタントは知っている。） 
 

（主要な活動） 
・バウチャースキームを通じた技術支援の実施 
 
・中小企業向けのセミナーの開催 
 年に 2～3 回、3～5 日位のトレーニングを実施している（ビジネスプラン、資
金計画、市場開拓、HACCP、等）ドナーファンドが基本 

 
・ドナープロジェクト（Cross Border Cooperation Project:ギリシャとのビジネス
促進：ビジネスプラン作成支援、リサイクル促進、等：ギリシャ政府のファ
ンド） 

 今年度は、更にアルバニアも含めた活動になる予定。 
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・中小企業へのビジネスコンサルティング 
（年間 25～30 社くらいの中小企業に対して、有料でビジネスプラン、資金計
画作成の支援を実施している。コンサルティングフィーは、3～5 日間で、
180～250 ユーロ徴収している。） 

 
・その他（情報提供：中小企業の求める情報すべて、ドナープロジェクトの概

要、等） 
 
（生産性向上に関して） 
・センターは生産性向上支援をほとんど支援していない。その理由は、支援が

できるローカルコンサルタントがいないからである。是非、生産性向上に関
するローカルコンサルタントを育成してほしい。 

 
・生産性向上に資する活動ができるローカルコンサルタントを育成すれば、も

っと、多くの活動ができる。 
 
（その他） 
・バウチャースキームは非常によいシステムであるが、バウチャー申請書の記

入項目を減らしてほしい。 
 
・今回、Bitola 大学の TTC との面談調査を申し入れていたが、RESC（Bitola）

に確認したところ、もうセンターとしての活動は行っておらず、人員も配置
されていないとのことであった（各学部の教員が、中小企業の支援要請に応
じて個別に活動を行っている）。 

 
（所感） 
・当方より、「ローカルコンサルタントを育成し、RESC(Bitola)と APERM が協

力して育成されたローカルコンサルタントによる生産性向上に関する中小企
業向けセミナーを開催してはどうか」と尋ねたところ、「是非、そのような
活動を展開したい」とのことであった。もし、ローカルコンサルタントの育
成を検討するならば、ローカルコンサルタントの育成だけでなく、育成され
たローカルコンサルタントがどのように活用できるかを、検討する必要があ
る。 
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1. 日時  2009 年 5 月 20 日 12:00－14:45 

2. 場所 Bitola 
3. 面談先 中小企業 3 社（樹脂成型 1 社、食品加工 2 社） 
4. 出席者 ①Mr. Stevannovski, General Manager, ENIGMA 

②Mr. Serovski, Manager, SEROVSKI 
③Mr. J Branko, Manager, Millna Ajs 
APERM: Ms. L Vukovic,    
JICA： JICA コンサルタント（小西） 

5. 面談内容 ・RESC(Bitola)と関係を有する中小企業 3 社と面談し、以下の情報を得た。 
 
・企業名 ENIGMA SEROVSKI Millna Ajs 
・会社設立年 1997 年 1992 年 1997 年 
・従業員数 80 人（うち現場従業員

75 人） 
21 人（うち現場従業 19
人） 

50 人（うち現場従業員

30 人）その他は、配達

要員 
 

・所属産業団体 
 

ECM ECM なし 
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・業種： 製造業（樹脂成型） 
（製造箇所：Bitola ＋1

ヵ所） 
 

農産加工（食肉加工）

（製造箇所：Bitola） 
 

農産加工（アイスクリ

ーム製造・販売） 
（製造箇所：Bitola） 

・売上高 ･150 万ユーロ 
（2008 年） 
 

･100 万ユーロ 
(2008 年) 

 

N/A (2008 年) 
 

・製品 
サービスの種

類 
 

・プラスチックホイル、

プラスチックボック

ス 
・プラスチックの容器

のリサイクリング 
 
（プラスチックホイ

ル、プラスチックボ

ックスの生産企業と

プラスチックの容器

のリサイクリング企

業は別組織となって

いるが、Owner は同

じ） 
 

・ハム、サラミ等の製

造・販売 
・業務用アイスクリー

ムの製造・販売 
 

（現在、経営の多角

化を図るため、冷凍

クロワッサンの製

造・販売及び冷凍野

菜の製造・販売を検

討中である。） 

・マーケット（国

内・海外） 
 

・プラスチックホイル、

プラスチック Box 
国内・海外シェア

（％）：70％/30％ 
・プラスチックの容器

のリサイクリング 
国内・海外シェア

（％）：20～30％/70
～80％ 

 
輸出先：ギリシャ、コ

ソボ、アルバニア、

等 
 

国内・海外シェア

（％）：100％/0％ 
 

国内・海外シェア

（％）：70％/30％ 
輸出先：コソボ、等 

・生産性に関して

企業が抱える

課題・支援ニー

ズ 

・品質管理能力が不足

している。多種多様

なプラスチック製品

を製造しており、品

質管理が不十分であ

る。 
 
・プラスチックの容器

のリサイクリングに

関しては、生産管理

（生産管理日程）が

不十分である。 
 
・人材育成が不足して

いる。（人材育成：

教育訓練システムの

不足） 
 

・工場の設備が古い。

 いかに効率的な設備

を購入するか（資金

調達も含めて）が特

に課題となってい

る。 
 
・品質、生産管理は問

題ない。 
 

・人材育成が不足して

いる。（人材育成：

教育訓練システム

の不足） 
 大学を出たばかり

の技術者は、経験が

不足している。 
 
・工場の設備が古い。

・技術力が不足してい

る 
 

その他 
 
 

・ISO 取得の際に、コ

ンサルタント雇用し

た経験はある。 

・ビジネスプランなど

は、ローカルコンサ

ルタントでも支援可
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 しかしながら、当社

は、ローカルコンサ

ルタントのレベルが

不十分だと認識して

いる。 

能である。しかしな

がら、現場で具体的

な支援ができる有能

なコンサルタントが

不足している。 
 
・以前、新規設備を導

入した時、ローカル

コンサルタントでは

なく、インターナシ

ョナルコンサルタン

トを雇い、現場指導

をしてもらった経験

がある。 
 

 
（全員の意見） 
・中小企業の支援ニーズに対して、十分な支援ができるコンサルタントの育成

が必要である。 
 
（所感） 
・今回、面談させていただいた経営者は、現場を知っている創業者であり、技

術者であった。それゆえ、現段階では、品質面・生産面をすべて知り尽くし
ており、品質・生産管理に関する課題は、大体、自分で解決しているとのこ
とであった。それゆえ、面談させていただいたある企業の一番大きな課題は、
市場で生き残るため、新しい設備をどう導入し、その使い方を従業員にどう
教えるかを課題としている。このような現場を知っている創業者（経営者）
も、業容の規模が更に大きくなり、自分自身では対応できなくなるにつれて、
品質面・生産面の課題がより、一層浮き彫りにされることになると思われる。

 
（SEROVSKI に関しては、面談後工場を見学させていただいた。） 
 

 

 

K-48 
1. 日時  2009 年 5 月 21 日 10:00－11:15 
2. 場所 Bitola 
3. 面談先 KIRO DANDARO（大企業） 
4. 出席者 KIRO DANDARO：Mr. T Vrtkovski, Commercial Manager 

APERM: Ms. L Vukovic 
JICA： JICA コンサルタント（小西） 

5. 面談内容 ・大企業である KIRO DANDARO より、以下の情報を得た。 
 
（企業概要） 
・会社設立年：1946 年 
・従業員数：200 名 （うち現場従業員約 180 名） 
・所属産業団体：ECM 
・業種：印刷（マケドニアを代表する印刷企業のひとつ） 
 規模的には 200 名を雇用する中規模企業であるが、装置型産業であり、現地
では大企業として取り扱われている。 

・売上高：1,000～1,100 万ユーロ（2008 年） 
・製品・サービスの種類 
 印刷（食品用パッケージ、ステッカー、洗剤、ビールラベル、本、パスポー

トの印刷、等、：アルミ箔のラミネート作業を含む） 
 ・マーケット（国内・海外） 
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  国内・海外シェア（％）：55～60％/40～45％ 
輸出先：セルビア、ボスニア、スロベニア、グルジア、アルバニア、コソ
ボ、ギリシャ、等 

 
・仕入れ先 
 原材料（紙、アルミホイル、インク、等）及び生産設備は、すべてイタリア

から輸入している（マケドニアには、良質の原材料を生産できる企業はない）。
国内企業からの仕入れ先はない。 

 
・社員育成 
 社内教育を実施している（研修、OJT）。すべての社員は、入社すると現場
配属となる。昇進には、現場経験が必須となっている。 

 海外にも、研修生を適宜派遣している（購入機械の提供企業先への派遣）。
 機械購入時には、購入元の海外企業の技術者派遣（2 週間）をお願いしてい
る（現在、社内には 20 名の技術者を有している）。 

 
（生産性に関する課題） 
・品質管理能力が不足している。 
原材料の購入から販売に至る過程の状況を把握するソフトウエアが必要であ
るが、そのシステムができていない（今、いくら生産し、いくら原材料が無
駄として廃棄されているのか、即時にはわからない。生産状況を、コンピュ
ーターで把握したい）。 

 
（その他） 
・現在、スロベニアで、スクラッチ印刷技術を学ぼうとしている。 
・10 年前に ISO14001、2000 を取得しているが、スロベニア人のコンサルタン
トを雇った（その当時は、マケドニアには、優秀なコンサルタントがいなか
ったためである。今は、多くのローカルコンサルタントが存在している。）

・過去に JICA の資金援助（日本からの機械設備購入時）を受けた経験がある。
 
（所感） 
・社員教育をとても重要視している点は、評価できる点である。 
 
（面談後、工場を見学させていただいた。） 
 

 

 

K-49 
1. 日時  2009 年 5 月 21 日 12:00－12:45 
2. 場所 Prelip 
3. 面談先 DONIA DOO（中小企業） 
4. 出席者 Ms. N Pop-Dimitrioska, Director, Mr. Roteski, Manager, Development and Project 

Management, DONIA DOO 
APERM: Ms. E. Bozinovska (Senior Expert Associate)   
JICA： JICA コンサルタント（小西） 

5. 面談内容 ・5 月 13 日面談させていただいた DONIA DOO（食品加工）の工場を訪問させ
ていただいたが、社長より、今は、HACCP の更新のため、現場レイアウトを
全面改装しているので、今回は工場見学を見合わせてほしいとの要望があり、
工場見学は行っていない。 

 
 DONIA DOO（5 月 13 日面談記録の一部 再掲） 

・企業名 DONIA DOO 

・会社設立年 2001 年 
・従業員数 60 人（うち現場従業員 30 人）季節により、現場従業員の

数は変動している（9～12 月は 100 人くらいになる）。 
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・所属産業団体 ECM 
・業種： 製造業（製造箇所：Prelip） 
・売上高 ･150 万ユーロ（2008 年） 
・製品 
サービスの種類 

・お菓子生産（伝統的な甘いお菓子、ビスケット、等） 

・マーケット（国内・海外）

 
国内・海外シェア（％）：50％/50％ 
輸出先：セルビア、コソボ等のバルカン諸国 

・生産性に関して企業が抱え

る課題・支援ニーズ 
・生産管理（生産管理システム、生産日程計画）、安全・

環境（職場安全基準、職場環境改善）等に関する課題が

あり、支援を受けたい。 
 
 特に、生産が季節によって大きく変動しており、いかに

効率的な生産日程計画をつくるかが大きな課題である。 
 

 
（生産性に関する課題） 
・当社の課題は品質・生産管理能力の不足である。 
 
原材料の購入から販売に至る過程の状況を把握するソフトウエアが必要であ
るが、そのシステムができていない（多種多様な製品が幾ら生産され、いく
ら原材料が廃棄されているのかがタイムリーに把握できていない）。 
 
有能なコンサルタントが不足している（当方より、Ohrid を訪問した際、面談
させていただいた IT 企業を紹介した）。 

 
・有能なコンサルタントに関する情報が不足している。 
 

 

 

K-50 
1. 日時  2009 年 5 月 22 日 8:30－9:00 
2. 場所 スコピエ 
3. 面談先 Mr. I Nikoloski（オーストリア政府コンサルタント） 

4. 出席者 Mr. I Nikoloski 
JICA： JICA コンサルタント（小西） 

5. 面談内容 ・Mr. I Nikoloski,（2009 年まで実施した SECI プログラムの責任者）が、オース
トリア政府の実施するプロジェクトの責任者となったことが決定したため、
その内容に関して以下のとおり、確認した。 

 
（2009 年度のオーストリア政府の主要な支援活動） 
 
・期間・予算：2009 年 9 月から 3 年間（予算 60 万ユーロ） 
（小さいものを含めて 50 のプログラム）を実施する。 
  
（主要な活動） 
① MoE、APERM、BSO の職員に対するキャパシティデベロップメント 

（Capacity building programmes for MoE/APPRM and the SME Support 
Infrastructure） 
新しく設立されている 12 の LMBC 職員のキャパシティデベロップメント
を含む 

② 起業プログラムにおける技術支援 
（Technical Assistance in implementing the entrepreneurial programmes） 
③ National Centre For Entrepreneurial Learning Support (NCLES)の設立支援 
（Establishment of National Centre for Entrepreneurial Learning Support (NCELS) 

with aim to increase awareness of the students, university professors, researchers, 
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high school teachers and recent graduates about entrepreneurial learning. 
④ 学生就職支援 
（Student employment support (Career Centre activities) 
 

（確認事項） 
・特に、②において Organization and implementation of capacity building programmes 

for voucher consultants が実施される予定である 
 
 ‐ローカルコンサルタントの育成 
  これは、15～20 名のローカルコンサルタントに対するキャパシティデベロ

ップメントを、インターナショナルコンサルタントを通じて行うものであ
る（Production Optimisation、等）。 

 
  5 日間（4 日理論面：、1 日工場訪問）：2010 年 3～4 月中に実施の予定 
  （これは SECI プログラムにおいても実施されていたものであり、規模を縮

小したもの） 
 
  もし、JICA が 2010 年度にローカルコンサルタントの育成をしても、我々

のカバーできる範囲は、限られている。それゆえ、もし、JICA が我々の訓
練したローカルコンサルタントを更にOJTで訓練するようなしくみにして
もらえると、更にローカルコンサルタントは裨益するのではないかと思わ
れる（もし、可能ならば、JICA のコンサルタントにも、我々のプログラム
において、講師として出ていただければありがたい）。 

 
  我々のローカルコンサルタントの育成は、2010 年 3～4 月中に実施の予定

であるが、JICA が同様のプログラムを実施するならば、JICA とも密接に
連携をして、時期を決めたい。 

 
（所感） 
・彼等の現時点でのローカルコンサルタントの育成は、短期間であり、現場で

の指導は、不十分である。Mr. I Nikoloski,も、その点は十分認識していたが、
 ローカルコンサルタントの育成だけが活動ではなく、予算が取れなかったそ

うである。もし、JICA がローカルコンサルタントの育成を検討し、実施して
も、活動の相乗効果があるのではないかと思われる。 

 
むしろ、もし、JICA が ADC の実施するプロジェクトにおいて育成されたロ
ーカルコンサルタントも含んだ実践的な能力を得るようなプログラムを行え
ば、相乗効果は高いのではないかと思われる。今後も、十分なコミュニケー
ションを取る必要がある。 

 
〔SECI プログラムは、APERM の事務所内にあり、2009 年からスタートする場

合も、事務所は APERM 内とキリル大学（大学生に教えるため）の２つの事
務所を有するとのことであった。〕 

 

 

 

K-51 
1. 日時  2009 年 5 月 22 日 10:45－11:30 
2. 場所 Kumanovo 
3. 面談先 RESC (Kumanovo) 
4. 出席者 RESC（Kumanovo）：Mr. B Mladenovski, Manager 

APERM: Ms. B. Blazevska (Expert Associate) 
JICA（マケドニア）：JICA コンサルタント（小西） 

5. 面談内容 〔RESC（Kumanovo）の概要）〕 
・設立：1999 年（EU ファンド） 



 

－172－ 

・年間予算：2 万ユーロ（2008 年） 
 今年度は、APERM によるファンド（Voucher scheme、Infopult）以外何もフ

ァンドが決まっていない。 
現在、セリビアとクマノボの Cross-Border-Project（2 ヵ国の各 10 のミニシパ
リティが地域協力をするプロジェクト：例 観光開発に関する調査、等 
総額 10 万ユーロ）に応募しており、決まれば、センターも何らかのファン
ドが得られる予定である（5,000 ユーロ）。 

・職員数：3 名（所長：1 名、ビジネス担当 1 名、秘書 1 名） 
・地域の主要なセクター：靴、農業、金属加工（パイプ生産、橋梁、等）、農

産加工、家具等 
・支援すべきセクター：地域のすべてのセクター 
・支援企業数（2008 年）：約 1,500 社（電話相談も含む） 
・バウチャースキームを通じた主要な支援（2008 年度）：19 社 
 ビジネスプラン作成支援、市場開発支援等がほとんどである。 
・地域のコンサルタントの現状：Kumanovo に在住し、活動しているコンサル
タントは 10 名程度しかいない。このうち、生産性に関する支援ができるの
は 2 名程度である。 

・中小企業・コンサルタントのデータベースの構築状況 
中小企業のデータベース：約 1,000 社（会社名、コンタクト先、業種、程度
であり、データの見直しをしていない。） 
コンサルタントのデータベース：なし（APERM のデータベース） 

 
（主要な活動） 
・バウチャースキームを通じた技術支援の実施 
 （とてもよい制度だと思う。） 
・中小企業向けのセミナーの開催等を過去に行っていたが、今日現在は、ファ

ンドがなく、全く活動していない。 
 
（生産性向上に関して） 
・センターは生産性向上支援を支援ができるローカルコンサルタントがいない

ため、具体的な支援は実施していない。 
 
中小企業は生産性に関する支援を求めている。是非、生産性向上に関するロ
ーカルコンサルタントを育成してほしい。 
（マケドニアでは、まだ、本当に有能なコンサルタントは十分には育成され
ていない。） 

 
・有能なコンサルタントのデータベースがもっとほしい。 
 
・政府は HACCP 研修をもっと実施すべきである。 
 
（その他） 
・過去に、靴企業を集めてクラスターを形成し、さまざまな活動を行おうとし

たが、全くうまくいっていない。例えば、靴企業の職人 18 名をイタリアの
靴企業へ研修に行かせて、クマノボに研修学校をつくろうとしたが、ファン
ドがつかず、頓挫している。 

 
・多くの企業が古いタイプの考えであり、新しいことにチャレンジするマイン

ド（変革するマインド）が不足している。 
 
・センターとしての活動資金がとても不足している。 
 
（所感） 
・財政的に苦しく、中小企業に対する具体的支援ができていない。BSO によ

って活動内容に差があるが、今後もっと差がでる可能性がある。 
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K-52 
1. 日時  2009 年 5 月 22 日 11:30－12:00 
2. 場所 Kumanovo 
3. 面談先 コンサルタント（APERM データベース登録者） 
4. 出席者 コンサルタント：Mr. D Jovanovic 

APERM: Ms. B. Blazevska (Expert Associate) 
JICA：JICA コンサルタント（小西） 

5. 面談内容 ・ APERM のデータベースに登録されているコンサルタントと面談し、以下のとおり確
認した。 

 
・コンサルティ

ング分野 
・ビジネスプラン、投資計画、技術開発、品質管理、生産管理、等

・コンサルティ

ング経験年

数 

・3 年 
〔コンサルタントになる前は、20 年以上、食品加工（小麦粉生産、

パン製造）会社の製造部門に勤務していた経験がある〕 
 

・コンサルティ

ングの内容 
・中小企業へのビジネスコンサルティング 
 雇用に関して、規模的には、2～50 名であるが、平均的な規模は

8 名程度である。 
 
・ビジネスプラン、投資計画、技術開発、品質管理、生産管理等に

関するコンサルティングが主となっている 
一番多い支援分野はビジネスプラン、投資計画、等である。 

 
・コンサルタン

トの課題・支

援ニーズ 
 

・品質管理、生産管理、人材育成に関する支援能力を高めたい。 
 

その他 ・この国では、具体的な支援ができるコンサルタントがとても不足

している。 
 
・この国の中小企業は、古いタイプの経営者が依然として多く、意

識改革が必要である。 
 

備考 ・面談したコンサルタントは、SECI プログラムに参加したコンサル

タントであり、英国人と一緒になって中小企業の現場改善の OJT
プログラムを受けたが、技術移転した生産管理手法が古かったと

言及している。 
 

   
 

 

K-53 
1. 日時  2009 年 5 月 22 日 12:0－13:15 
2. 場所 Kumanovo 
3. 面談先 中小企業 2 社（食品加工 1 社、製造業：家具 1 社） 
4. 出席者 ①Mr. B. Bojan, Sales Manager, TREF 

②Mr. B Grozdanovski, Manager, GROZDANOVSKI  
APERM: Ms. B. Blazevska (Expert Associate) 
JICA： JICA コンサルタント（小西） 

5. 面談内容 ・中小企業 2 社と面談し、以下の情報を得た。 
 
・企業名 TREF GROZDANOVSKI  
・会社設立年 2008 年 2003 年 
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・従業員数 7 人（うち現場従業員 4 人） 20 人（うち現場従業員 10 人） 
他は配達要員 

・所属産業団体 
 

なし ECM 

・業種： 製造業（家具） 
（製造箇所：Kumanovo） 
販売場所は別の所にある。 

食肉加工 
（製造箇所：Kumanovo） 
 

・売上高 N/A（2008 年 9 月に設立したばか

り） 
 

3,600 万ディナール (2008 年) 
 

・製品 
サービスの種

類 
 

・オーダーメード家具の製造・販

売（キッチン、ベッド、ソファ

ー、等） 
 

・食肉加工 
 

・マーケット（国

内・海外） 
 

国内・海外シェア（％）：100％/0％
 

国内・海外シェア（％）：100％/0％
 

・生産性に関して

企業が抱える

課題・支援ニー

ズ 

・まだ、設立したばかりであり、

設備が古い。 
・生産スペースをもっと大きくし

たい。 
 

・人材育成：現場の教育訓練シス

テムが不足している。 
 

その他 
 
 

・現段階では、品質・生産管理と

も大きな課題となっていない。

しかしながら、業容が大きくな

った時に、コンサルタントが必

要になるかもしれない。その場

合を考えると有能なコンサルタ

ントが必要である。 
 そのためには、有能なコンサル

タントに関する情報がほしくな

ると思う（コンサルタントデー

タベースの構築の必要性とその

情報提供）。 
 
 

・現在、HACCP を取得すべく、工

場レイアウトを全面改装してい

る。 
 
 過去にバウチャースキームを通

じて、ビジネスプランの作成に

関するコンサルテチィング支援

を受けた経験がある（2 回）。 
 
・有能なコンサルタントが不足し

ている。 
 
・有能なコンサルタントに関する

データベースの構築とその情報

提供が必要である。 
 

 
（面談後、TREF（家具製造）の工場、ショールームを見学させていただいた。）
 

 

 

K-54 
1. 日時  2009 年 5 月 26 日 10:00－11:00 
2. 場所 Gostivar 
3. 面談先 ESA(Gostivar) 
4. 出席者 ESA(Gostivar): Mr. M.Tairi, Manager 

APERM: Ms. B. Blazevska (Expert Associate) 
JICA： JICA コンサルタント（小西） 

5. 面談内容 〔ESA（Gostivar）の概要〕 
・設立：1998 年（活動開始は 1999 年から） 
（英国政府ファンド） 
・年間予算：2 万ユーロ（2008 年） 
 主要なファンドは、MoE、APERM による創業支援等に係るファンド、等（40％）、
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中小企業への直接のコンサルティング（ビジネスプラン、投資計画等作成支
援）等（60％） 

・職員数：3 名（所長：1 名：ビジネス担当を兼務、ビジネス担当 1 名：経営管
理、マーケティング、等、IT 担当 1 名：企業の IT 利用促進支援） 

・地域の主要なセクター：建設、家具、食品加工、金属加工、繊維、等 
・支援企業数（2008 年）：約 150 社 
・支援すべきセクター：既存のセクターに加えて IT セクター等 
・バウチャースキームを通じた主要な支援（2008 年度）：なし 
 まだ、バウチャースキームの対象機関となっていない。   
・地域のコンサルタントの現状：地域には、コンサルタントは 6 名程度いる。
支援内容は、ビジネスプラン、投資計画、等作成支援等が中心である。 

・中小企業・コンサルタントのデータベースの構築状況： 
中小企業のデータベース：約 2,000 社（会社名、コンタクト先、業種等である
が、データの見直しを実施していないので活動している会社数はわからな
い。） 
コンサルタントのデータベース：なし 

 
（主要な活動） 
・ESA は、1999 年の活動開始以来、ドナー、政府のファンドばかりに頼ってい

る。そのことは、これらのファンドがなければ、ESA は存続できないことを
意味する。 

  
 本年度に ESA（Gostivar）としての新しい戦略を策定した。その主要骨子は、
「ESA（Gostivar）がいかに自立していくか」である。 

 
 それゆえ、支援対象 13 社（建設 3 社、家具 3 社、レストラン 3 社、等）をメ

ンバーとする組織を構築し、その企業に対してメンバーフィーを年間 50～100
ユーロ徴収し、かつ、個別の課題に関して支援（ビジネスプラン、市場開拓
支援）を有料（300～1,000 ユーロ）にて実施している。 

 
 ESA（Gostivar）は、毎月 1 回メンバー13 社を集めた会合をもち、情報交換、

支援を実施している。 
 
 現在は、13 社であるが、今後活動を広げ、自立した ESA としての存続を目指

している（ドナーファンド依存からの脱却）。 
 
・その他としては、MoE のファンドによる創業支援、等を実施している。 
 
（所感） 
・ESA（Gostivar）の所長は、自立した ESA をめざしている。特に、ESA（Gostivar）

は、中小企業に対する有益なコンサルティングを通じたフィーの徴収をめざ
しており、資金的に苦しい他の ESA、RESC も学ぶべき点は多い。 

 
・当方より、JICA が、生産性向上に資するローカルコンサルタントの育成を実
施した場合、効果的であるかとの質問に対して、「我々のコンサルティング
分野はビジネスプラン、投資計画、等作成支援等が中心であり、生産性向上
に資するローカルコンサルタントの育成はとても重要である」とのコメント
を得た。 
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K-55 
1. 日時  2009 年 5 月 26 日 11:00－12:45 
2. 場所 Gostivar 
3. 面談先 中小企業 3 社（食品加工 1 社、家具製造：1 社、建設資材製造 1 社） 
4. 出席者 ①Mr.S Karamti, Financial Director, Mr. L Taseski, Financial Department, GUDALAT

②Mr. D Zhupani, FATINA 
③Mr. Tullona, TULLONA-DOO  
APERM: Ms. B. Blazevska (Expert Associate) 
JICA： JICA コンサルタント（小西） 

5. 面談内容 ・RESC(Gostivar)と関係を有する中小企業 3 社と面談し、以下の情報を得た。 
 
・企業名 GUDALAT FATINA TULLONA-DOO 

・会社設立年 1999 年 1990 年 2002 年 
・従業員数 83 人（うち現場従業員

29 人） 
配送従業員が多い 

80 人（うち現場従業 60
人） 

62 人（うち現場従業員

57 人） 

・所属産業団体 
 

ECM、North-West 
Association, Chambers 
of Association, Dutch 
Association 

ECM、North-West 
Association, Chambers 
of Association 

 なし 
 

・業種： 食品加工 
（製造箇所：Gostivar）
 

製造業（家具） 
（製造箇所：Gostivar）

製造業（建設資材） 
（製造箇所：Gostivar）
 

・売上高 5 億ディナール 
(2008 年) 
 

110 万ユーロ 
(2008 年) 
 

N/A 
 

・製品 
サービスの種

類 
 

・ジュースの製造・販

売 
・家具（ソファー、ベ

ッド、マットレス）

の製造・販売 

・建築資材（ブロック、

セメント）の製造・

販売 
 

・マーケット（国

内・海外） 
 

国内・海外シェア

（％）：60％/40％ 
 
輸出先：オランダ、ス

ウェーデン、ギリシャ、

ボスニア、アルバニア、

等 
 

国内・海外シェア

（％）：70％/30％ 
 
輸出先：スロベニア、

イタリア、ギリシャ、

コソボ、等 
 

国内・海外シェア

（％）：80％/20％ 
 
輸出先：アルバニア 

・生産性に関して

企業が抱える

課題・支援ニー

ズ 

・品質管理能力（初期

品質管理、OC 管理の

プロセス化）が不足

している。 
 
・人材育成（多能工化）

が不足している 
 
・生産性（自動化）が

不足している。 
 

・品質管理能力（OC
管理のプロセス）が

不足している。 
 
・生産管理能力（生産

管理システム）が不

足している。 
 
・人材育成（多能工化）

が不足している 
 
・資材管理能力が不足

している。 
 
・一般的ではあるが、

設備管理能力が不足

している。 

・効率的生産ができて

いない。 
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その他 
 
 

・英国の品質認証を得

るため、英国人コン

サルタントを雇用し

た経験はある。 
 
・来年は、ISSO14000 
 の取得のため、ロー

カルコンサルタント

を雇用する予定であ

る。 
 
・経営の多角化を図る

ため、ジュースだけ

でなく、フルーツピ

ューレの製造を開始

する予定である。 
 

・TAM/BAS プロジェ

クトを通じて、イン

ターナショナルコン

サルタントを雇用し

たが、こちらの求め

る支援ができなかっ

たため、途中で、契

約を解除した。 
 （インターナショナ

ルコンサルタントは

デンマーク人であっ

たが、当方はイタリ

ア人、あるいは、ト

ルコ人のコンサルタ

ントを求めていた。）

 

 

 
・今回面談させていただいた企業はすべて、ESA（Gostivar）が組織する 13 社
のメンバー企業のひとつである。 

 
（GUDALAT、FATINA の意見） 
・ローカルコンサルタントの支援能力に満足していない。十分な支援ができる

コンサルタントの育成が必要である。 
 
・生産性に関して、有能なコンサルタントの情報が不足している。コンサルタ

ントの情報整備が必要である。 
 
・コンサルタントに対する認証制度が必要である。 
 
（GUDALAT に関しては、面談後工場を見学させていただいた。） 
 

 

 

K-56 
1. 日時  2009 年 5 月 27 日 10:00－11:00 
2. 場所 Strumica 
3. 面談先 RESC(Strumica) 
4. 出席者 RESC(Strumica): Mr. G Ilija, Manager, Ms. M Taseva, Business Advisor 

APERM: Ms. E. Bozinovska (Senior Expert Associate)   
JICA： JICA コンサルタント（小西） 

5. 面談内容 〔RESC（Strumica）の概要〕 
・設立：1999 年（EU のファンド提供） 
・年間予算：6,000 ユーロ（2008 年） 
 MoE・APERM（15％）、ドナー（85％、EU Cross Border Project with Bulgaria：
観光促進、等） 

・職員数：2 名〔所長：1 名（ビジネスアドバイザーを兼務）、ビジネスアドバ
イザー・バウチャースキーム管理 1 名〕 

・地域の主要なセクター：繊維、木工加工、農業・農産加工、金属加工、等 
・支援企業数（2008 年）：500 社以上 
・支援すべきセクター：農業・農産加工、観光、等 
・バウチャースキームを通じた主要な支援（2008 年度）：28 件 
（創業支援、HACCP 支援、ビジネスプラン作成支援、等） 

・地域のコンサルタントの現状（能力、支援分野、課題・支援ニーズすべき事
項）：地域にいるコンサルタントは 30 名程度。 
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（全員が、ビジネスプラン、資金計画策定支援が主であり、生産性向上に資
するような具体的な支援ができるコンサルタントはいない。） 

・中小企業・コンサルタントのデータベースの構築状況： 
中小企業のデータベース：500 社（ただし、企業名、コンタクト先、電話、FAX
番号、等の基礎的事項、業種別リストにはなっていない。また、データの見
直しもしていない。） 
コンサルタントのデータベース：なし（APERM のデータベースが基本） 
 

（主要な活動） 
・バウチャースキームを通じた技術支援の実施 
 
・中小企業向けのセミナーの開催 
 創業、ビジネスプラン、HACCP、生涯学習、等（ドナーファンドが基本） 
 
・中小企業への情報提供（APERM が Infopult を通じて提供する情報） 
 
（生産性向上に関して） 
・これまでの支援は、創業支援、ビジネスプラン作成支援が中心であったが、

生産性向上に資する技術支援が必要であり、支援ができる有能なローカルコ
ンサルタントの育成が必要であるが、中小企業に対しても、生産性向上に関
するローカルコンサルタントの有用性を普及することも重要である。 

 
・生産性向上に関して、中小企業は、品質管理、生産管理、安全管理、改善管

理能力が不足している。 
 
（所感） 
・他の BSO と同様に、活動資金が不足している。支援内容を高度化し、中小企

業から対価が取れるシステムを構築しないと、将来的には存続が困難かもし
れない。 

 

 

 

K-57 
1. 日時  2009 年 5 月 27 日 11:00－13:00 
2. 場所 Strumica 
3. 面談先 中小企業 3 社（食品加工１社、建設用発泡スチロール製造 1 社、 

段ボール製造 1 社） 
4. 出席者 ①Mr. K Jovov, Agro- Komerc 92 

②Mr. H. Kararistov, General Director, N Banov, Executive Director, Izolmak Fibran. 
③Mr. S Borisovo, Kartonpak DOO 
APERM: Ms. B. Blazevska (Expert Associate) 
JICA： JICA コンサルタント（小西） 

5. 面談内容 ・RESC(Strumica)と関係を有する中小企業 3 社と面談し、以下の情報を得た。
 

 
・企業名 Agro Komerc 92 Izolmak Fibran Kartonpqak DOO 
・会社設立年 1992 年 1994 年 2009 年 
・従業員数 20 人（うち現場従業員

15 人） 
季節により、最大 80 人

15 人（うち現場従業 9
人） 

10 人（うち現場従業員

9 人） 

・所属産業団体 
 

ECM なし  なし 
 

・業種： 食品加工 
（製造箇所：Strumica ）
 

製造業（発砲スチロー

ル） 
（製造箇所：Strumica ）

製造業（段ボール） 
（製造箇所：Strumica）
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・売上高 ･60～70 万ユーロ 
（2008 年） 
 

･150 万ユーロ(2008 年)
 

N/A 

・製品 
サービスの種

類 
 

・ピクルス、チリ、ス

イーツ、等の野菜加

工・ビン詰め製造・

販売 
 

・建設用発泡スチロー

ルの製造・販売 
・梱包用の段ボールの

製造・販売 

・マーケット（国

内・海外） 
 

・国内・海外シェア

（％）：10％/90％ 
 
輸出先：セルビア、ギ

リシャ、ボスニア、ド

イツ、スイス、等 
 

・国内・海外シェア

（％）：70％/30％ 
 
輸出先：アルバニア、

ブルガリア、ギリシャ、

等 
 

国内・海外シェア

（％）：100％/0％ 
 

・生産性に関して

企業が抱える

課題・支援ニー

ズ 

・生産性に関しては、

特に問題はない。 
 
・市場開拓能力の不足

が問題である。 

・品質管理（初期品質

管理、OC プロセス管

理）能力が不足して

いる。 
 
・生産管理（生産日程

計画）能力が不足し

ている。 
 
・サプライヤーの多く

が中国、韓国の原材

料メーカーであり、

 サプライヤー管理が

十分にはできていな

い。 
 

・品質管理（初期品質

管理、OC プロセス

管理）能力が不足し

ている。 
 

その他 
 
 

・HACCP 取得の際に、

ローカルコンサルタ

ントを雇用した経験

はある。 
 

・ISO 9002 を取得した

際に、ローカルコン

サルタントを雇用し

た経験はある。 
 
・ISO、CE マーキング

を取得しても、これ

らは管理手法であっ

て、技術の向上には

必ずしもつながらな

い。 
 

・3 ヵ月前に会社を設

立したばかりであ

る。 

 
（所感） 
・今回、面談させていただいた経営者のなかで、食品加工の経営者は、生産性

向上に関して問題はないとのコメントであったが、実際、工場訪問させてい
ただいたが、資材管理等が十分であるように見受けられなかった。経営者の
認識と実際現場との間には乖離の可能性もある。今後とも、この点を踏まえ
た調査が極めて重要である 

 
（Agro Komerc 92 と Isolmak Fibran に関しては、面談後工場を見学させていた

だいた。） 
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K-58 
1. 日時  2009 年 5 月 27 日 13:15－14:00 
2. 場所 Strumica 
3. 面談先 Incubation Center （Strumica) 
4. 出席者 Incubation Center （Strumica): Mr. N Trendov, Director 

APERM: Ms. B. Blazevska (Expert Associate) 
JICA： JICA コンサルタント（小西） 

5. 面談内容 （Incubation Center Strumica の概要） 
・設立：2001 年〔世界銀行（WB）のファンド〕 
・年間予算：1 万ユーロ（2008 年） 
 主要なファンドは、インキュベーター企業の部屋の賃料及びバウチャースキ

ームを通じた中小企業へのコンサルティング（市場開拓、ビジネスプラン作
成支援） 

・支援企業（インキュベーター） 
 現在の入居企業：7 社（繊維、ローカル放送局、印刷企業、等） 
 雇用規模は、5～40 名であり、さまざまである 
 課題は資金の不足であり、相談のほとんどは、資金調達、ビジネスプランに

係る事項であり、生産性向上に関する相談はほとんどない。 
・センターの抱える課題 
 資金が不足している。入居企業のいくつかが賃料支払遅延を起こしており、

督促に追われている。 
現在のセンターは 2012 年までスペースを国防省から借りているが、2012 年以
降、このまま、借りることができるかどうかわからない。 

・その他 
コンサルタントのデータベース：なし 

・2001 年に 3 年間のプロジェクトとして、全国７ヵ所にインキュベーションセ
ンターを設立させたが、今なお活動しているのは、Strumica 、Ohrid、Prelip、

 Stip（Stip は活動がかなり縮小しているらしい）くらいで、その他のセンター
は閉鎖、もしくは活動停止しているはずである。 

 
 

 

K-59 
1. 日時  2009 年 5 月 28 日 10：00－11:00 
2. 場所 スコピエ 
3. 面談先 LMBC（Cair） 

LED（Cair）（Local Economic Development） 
4. 出席者 Sector for Financial and Local Economic Development：Mr. N. Ademi, Manager、他 2

名 
APERM：Ms. E. Bozinovska, Senior Expert Associate   
JICA コンサルタント（小西） 

5. 面談内容 （LMBC、Cair） 
・MoE は、2008 年度に 12 のローカルミニシパリティー〔Municipality of CAIR 

(Skopje)、STIP (with municipality of Karbinci)、LIPKOVO、ZELINO、ST. NIKOLE、
VINICA (with Municipality of Lozovo) 、 DELCEVO (with MAKEDONSKA 
KAMENICA)、VALANDOVO、STRUGA、BOGDANCI (with DOJRAN)、DEMI 
HISAR、PROBISTIP〕に対して出資し、12 の中小企業支援機関を設置してい
る。そのうちのひとつである Municipality of CAIR (Skopje) におけるローカル
ミニシパリティービジネスセンターの設立状況を確認した。 

 
（LMBC：Chair） 
・2009 年度から活動を開始する予定であり、現在 MoE に対して、活動の概要を

説明し、最終認可を待っている段階である（1 ヵ月以内には、認可が終わる予
定）。 
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・活動予定 
 人員：1 名のセンター職員を採用した。場合によっては、もう 1 名採用するか

もしれない。 
 
   正規職員のなかに、Chamber of Handicrafts を担当しているアドバイザー

がいるので、そのアドバイザーをビジネスセンターのアドバイザーとす
る予定である。  

 
 予算：Municipality of CAIR (Skopje)の予算内での振替を行う予定。 

（7 月頃） 
 
活動：① Municipality of CAIR 内の企業情報の入手・分析 

     （企業登録事務所のデータ入手） 
    ② セミナー、訓練（例：創業支援：企業登録の仕方、等）の実施 
      企業への直接支援（生産性向上も含めて）は、当面行わない。 
 
・予算・活動内容とも、各ローカルミニシパリティーが決めることができる。 
注）ローカルミニシパリティービジネスセンター（LMBC）（Chair）は、仮称で

あり、最終的には違う名前になるかもしれない。 
 
（LED の概要） 
（LED は全国に約 60 ヵ所設置されている。活動は、各 LED によって異なる。）
・設立：2005 年（活動は 2006 年から） 
・LED は、ファイナンスを担当する部署と LED を担当する部署の 2 つから構成

され、LED の人員は 4 名である。 
・LED の基本的役割は、ミニシパリティーの開発である。 
 ‐道路の補修 
 ‐地域バザールの再開発 
 ‐NGO との地域開発の連携、等 
 ‐LED は中小企業支援に特化した活動をしている訳ではない。LMBC が正式

に設立されれば、中小企業支援は、LMBC で行われることになる。 
 
（所感） 
・面談後、事務所内を見学させていただいた。セミナー、トレーニングが行える

設備の整ったルームが 2 つあり、無料で貸し出しているとのことであった。
APERM も、こういった設備を有効活用することも重要である。 
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1. 日時  2009 年 5 月 28 日 12:00‐12:45 
2. 場所 スコピエ 
3. 面談先 マケドニア標準局 
4. 出席者 Standardization Institute of Republic of Macedonia：Mr. Davcev, Director and Ms. V 

Anastasova, Advisor 
APERM: Ms. B. Blazevska (Expert Associate) 
JICA：JICA コンサルタント（小西） 

5. 面談内容 マケドニア標準局の概要を、以下のとおり確認した。 
 
・設立：2003 年 
・年間予算：12 万 2,000 ユーロ（2009 年） 
政府予算（10 万ユーロ） 
会員企業（63 社）からのメンバーフィー（100～200 ユーロ） 
その他コンサルテーションの実施（情報提供） 

・職員数：14 名＋2 名（臨時職員） 
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（主要な活動） 
・標準の決定（さまざまな品目に対するスタンダードの決定） 
 33 の委員会（300 名：技術専門家、企業代表、大学教授、等）において、マ

セドニアが有すべき基準（スタンダード）を確定している。 
 
 ただし、各企業に対する認証は実施していない。企業は、関係する認証機関

から認証を受けている。 
 
・セミナーの開催 
 6 月 17～20 日に Ohrid においてセミナーを開催する（参加費用は 200 ユーロ）。
 ISO9001、14001、18001、HACCP、OHSAS、等に関するセミナーを開催する
予定である。 
（6 月 17～20 日 ISO のセミナーは、セルビアからインターナショナルコンサ
ルタントを招聘して行う予定） 

 
マケドニア標準局としては、上記のセミナーに職員を参加させ、将来的には、標準
局の職員によるセミナーをアレンジするようにしたいと考えている。 

 
 9 月には、スコピエにおいても同様のセミナー（2 日間）を開催する予定であ
る。 

  
・企業への情報提供（スタンダードに関する情報提供） 
 
（その他） 
・標準局には、コンサルタントのデータベースはない。 
・ドナーとの共同プロジェクトは現在ない。 
 
（面談後、局内を案内していただいた。） 
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1. 日時  2009 年 5 月 29 日 10:00－11:00 
2. 場所 スコピエ 
3. 面談先 コンサルタント（SEE のデータベースにあるコンサルタント） 
4. 出席者 コンサルタント：Ms.N Sivevka 

JICA：JICA コンサルタント（小西） 
5. 面談内容 ・ SEE（South East Europe Consultancy）のデータベースにあるコンサルタント（Ms.N 

Sivevka）と面談し、以下のとおり確認した。 
 
（South East Europe Consultancy プロジェクト） 

・GTZ が実施しているプロジェクトであり、西バルカン 6 ヵ国のコンサルタン
トのデータベースを作成中（「South East Europe Consultancy：SEE Consultancy」
なる ホームページはできているが、まだ、完全ではない）。 

 
・コンサルティ

ング分野 
・市場開拓（輸出促進） 
・新製品開発 
・人材育成（組織開発） 
 

・コンサルティ

ング経験年

数 

・3 年 
〔1995 年に大学（Textile Engineering）を卒業後、民間会社（繊維企

業）に 11 年間勤務した後、Textile Trade Association の職員となり、

かつ、コンサルタントとしても活動している。〕 
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・コンサルティ

ングの内容 
・100％：ドナー（USAID、GTZ、等） 
  
・近年は、市場開拓のための新製品開発に関する支援を中心とした

活動を展開している。 
 （USAID の Competitiveness project において、10 の繊維企業に対

する新製品開発支援） 
 

・コンサルタン

トの課題・支

援ニーズ 

・これまで、市場開拓、新製品開発に関する業務が中心であったが、

生産性向上に関する実践的な手法を学びたい。 
（大学では、Textile Engineering を専攻し、民間企業では、原材料の

仕入れ、生産、販売に至るすべての過程を担当しており、ある程

度のことは理解している。） 
 
・ローカルコンサルタントの育成は、インターナショナルコンサル

タントに頼らないことにつながり、自立発展性の面からも有効で

ある。 
 

その他 ・マケドニアの繊維企業は、現在、デザイン力、新製品開発が求め

られている。実際、10 社の企業に対してこれらの支援を実施して

いる。 
しかしながら、実際、多くの企業は、デザイン力、新製品開発を

強化する前に、品質管理、生産管理、物流（資材管理、在庫管理、

輸送、等）に関する能力を高めることが、極めて重要である。 
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1. 日時  2009 年 5 月 29 日 14:00－14:30 
2. 場所 スコピエ 
3. 面談先 APERM 
4. 出席者 APERM：Ms. M. Taseva (Strategic and Development Projects Head of Sector), Ms. E. 

Bozinovska, Senior Expert Associate  
JICA：JICA コンサルタント（小西） 

5. 面談内容 ・欧州情報・革新センター（European Information and Innovation Centre in 
Macedonia：EIICM）の活動の枠内で実施している中小企業支援の主要な活動
の内容を以下のとおり、確認した。 

 
（活動内容） 
・EU は、新たに EIICM の活動の一環として、EU 市場へのマケドニア企業参入

を促進するため、以下の活動を展開している。 
期間：2009 年より 6 年間（3 年後に見直しがされる） 

（当初は 2008 年スタートの予定であったが、若干スタートが遅れてい
る。） 

予算：19 万ユーロ（マケドニア政府 10 万ユーロ、EU：9 万ユーロ）/1.5 年間
   1.5 年後に再度、予算配賦が行われるが、現段階では、幾らになるか未

定である。 
 
 活動内容 
①Module A 

Business cooperation：マケドニア企業と EU 企業のビジネスマッチの促進 
（情報提供整備、ビジネスマッチの促進、等） 

 
 ②Module B 

Technological Innovation：ビジネスマッチを促進するための技術内容・レベ
ルを明らかにする。 
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 ③Module C 
Research ：リサーチ機能（大学、等）を活用した研究機能の強化 

（リサーチ機能を有する機関と中小企業の産学連携の実施） 
 
・このプロジェクトの事務局はキリル大学に置かれ、さまざまなステークホル

ダーがかかわっている（キリル大学、ECM、APERM、リサーチ機関、等）。
 あまりに多くのステークホルダーがかかわっているため、十分な活動ができ

るのか懸念される。 
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1. 日時  2009 年 6 月 1 日 10:00－12:45 
2. 場所 Tetovo 
3. 面談先 中小企業 3 社（建築資材 2 社、金属加工：家具 1 社） 
4. 出席者 中小企業 3 社 

①Mr. I. Ibrahim, President, Metaleks,  
②Mr. S Xhelil, ELITAKOM 
③Mr. E Shefini, Director, EP EKOPLAST 
JICA： JICA コンサルタント（小西） 

5. 面談内容 ・5 月 13 日に面談させていただいた中小企業 3 社（Tetovo）を訪問させていた
だいた。 

   
（以下は、今回工場訪問時の補足情報である。青字分） 
・企業名 Metaleks ELITAKOM EP EKOPLAS 

・会社設立年 1997 年 2006 年 1999 年 
・従業員数 32 人（うち現場従業員

29 人） 
 

20 人（うち現場従業員

18 人） 
 

16 人（うち現場従業員

12 人） 
 

・所属産業団体 
 

North-West Association, 
ECM、Association of 
Chamber of Commerce 

North-West Association, North-West Association, 
ECM 

・業種： 製造業 
（製造箇所：Tetovo）
 

製造業 
（製造箇所：Tetovo）
 

製造業 
（製造箇所：Tetovo）
 

・売上高 ･100 万ユーロ 
（2008 年） 
 

･50 万～60 万ユーロ

(2008 年) 
 

･30 万～40 万ユーロ

(2008 年) 
 

・製品 
サービスの種

類 
 

・家具（ベット、イス

の枠組みの製造・販

売）（カスタム製品

40％、一般流通製

品：60％） 
 
・家具生産というより

も、生産過程のほと

んどは、金属（家具

の枠組み）加工であ

り、金属加工企業と

しての分類がより適

切である。 
 

・ドア（木枠）製造・

販売 
 
・机、キッチンも顧客

の注文に応じて生産

 
 
（製造箇所：Tetovo）
 

・窓（木枠、アルニミ

ウム枠、プラスチッ

ク枠）の製造・販売

 
・ドアも製造・販売を

行っている。 
 
 
 

・マーケット（国

内・海外） 
国内・海外シェア

（％）：27％/73％ 
国内・海外シェア

（％）：粗国内 100％ 
国内・海外シェア

（％）：90％/10％ 
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 輸出先：ギリシャ、セ

ルビア、アルバニア、

コソボ 
 

 
原材料は、スイス、オ

ランダから購入 

輸出先：オーストリ

ア、ギリシャ、アルバ

ニア 
 

・生産性に関して

企業が抱える

課題・支援ニー

ズ 

・品質管理（品質向上

に関しては、すべて

の面で改善の余地が

ある） 
  
・製造における人材育

 成 
 
・標準化（社内作業標

準はあるが、国際レ

ベルの標準には達し

ていないと思う） 
 
・生産向上（能率管理）

 
・製造過程の全体構成

（Organization of    
Production）が不十分

である。 
 

・資材管理（サプライ

ヤー管理ができてい

ない。） 
 
・人材育成が不十分で

ある（すべての仕事

を全部任せるまでに

は至っていない。社

長自身の監督が必要

である）。 
 
 
 
 

・生産過程における材

料の廃棄率が高い。

 
・人材育成が不足して

いる。 
 
 
 

その他 
 
 

・この国の政府関係者

は、企業へ直接に面

談することが不足し

ている（いつも、ド

ナーが支援ニーズ調

査、制約要因調査を

実施している）。 
 
・以前、コンサルタン

トを雇ったが、我々

の要求に十分応える

ことができなかっ

た。中小企業のニー

ズに応えることので

きるコンサルタント

が必要である。 
 
・ EU のドナープロジ

ェクトでインターナ

ショナルコンサルタ

ントによる現場改善

をしてもらったが、2
ヵ月間で、3～4 日だ

けであり、その支援

内容は不十分であ

る。 
 

・新設備を導入した際、

設備の使い方に関し

て、5 日間、コンサ

ルタントを雇った経

験はある。 

 

 
・上記 3 社とも、もし、中小企業支援をプロジェクトとして、実施する場合、
その対象になり得る企業である。 

 
（これまでの工場訪問に関して） 
Tetovo を含めこれまでの工場訪問させていただいた企業（13 社）に対して、
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特に工場を訪問して感じた点（所感）は、以下のとおりである。 
 
① 中小企業が課題を課題として認識していないケースがある。 
 
（特に、創業者が社長を務める企業は、全部を自分で把握しており、課題は
全部自分で解決できると考えている傾向があり、課題を課題と認識してい
ない場合がある。この傾向は、50 名以下の企業においては特に強い。） 

  例 ある食品加工会社は、面談では、生産性に関して全く問題がないと発
言していたが、実際に工場を訪問したところ、原材料・在庫管理には、
かなり改善の余地が見受けられた。 

 
 ② 企業規模の大きい、歴史のある企業ほど、品質・生産管理、人材育成の

多くの面において課題を認識している。 
  
  例 ある金属加工は 240 人の従業員を有しており、面談時には、以下の多

くの点が課題であると認識していた。 
実際に工場を訪問したところ、認識とおりの課題が見受けられた。 

     
（課題） 
・品質管理（初期品質管理、QC 工程票、C-7TOOL） 
・生産管理（生産日程計画） 
・人材育成（教育訓練システム） 
・安全・環境（職場安全基準） 
・職場活性化（5S 活動、改善活動） 
・設備管理（設備保全管理） 
・生産性（能率管理）等に関する課題 

 
 ③ 多くの中小企業は、品質管理、生産管理、在庫管理、設備管理などの面

において、さまざまな固有の課題を抱え得ている。しかしながら、その背
景には、企業の人材育成が不十分である場合が多い。 

 
面談したほとんどの企業は、品質管理、生産管理、在庫管理、設備管理に
関する技術の向上に資するだけでなく、取り組みを通じて、人材育成の面
からも効果がある KAIZEN、5S 等の取り組みを知らない。 
 
このような KAIZEN、5S 等に関する考え方、分析手法等を中小企業に移転
することは、技術向上だけでなく、人材育成の面からも効果があるのでは
ないかと思われる。 
 
（本日面談した 3 企業のうち 2 社は、KAIZEN、5S にとても興味を示して

いた。） 
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1. 日時  2009 年 6 月 2 日 9:00－10:00 
2. 場所 スコピエ 
3. 面談先 Youth Entrepreneurial Service (Skopje) 
4. 出席者 Incubation Center （Skopje): Mr. L. Despotovski, Incubator Manager 

APERM: Ms. B. Blazevska (Expert Associate) 
JICA： JICA コンサルタント（小西） 

5. 面談内容 〔Youth Entrepreneurial Service (Skopje) の概要〕 
・設立：2005 年（活動は 2007 年から） 
（ノルウエー政府とソロス財団の出資） 

・年間予算：25 万ユーロ（2008 年） 
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・職員数：3 名 
・主要なファンドは、ノルウエー政府とソロス財団の出資であるが、ファンド

提供は今年度までである（2010 年以降は、マケドニア政府のファンド提供が
主となるはずである）。 
その他の収入としては、インキュベーター企業の部屋の賃料（部屋の大きさ
によるが 100 ユーロ程度）、入居企業への訓練に対する費用徴収（10 ユーロ）
等である。 

・支援企業（インキュベーター） 
 現在の入居企業：IT 企業 18 社 
（IT ソフトウエア開発、アニメーション開発、WEB 作成、等） 

 雇用規模は、1～2 名であり、さまざまである 
 入居企業の多くは、大学を出たばかりのものがほとんどであり、18～30 歳く
らいの起業家である。 

  
（支援内容） 
・入居企業へのスペース、設備（インターネット、パソコン、等）の提供 
・入居企業への訓練機会の提供（ソフト面）の提供（ビジネスコミュニケーシ

ョン、市場開発、クリエイティブ、等）、相談受付 
 （入居企業にアンケートを取り、必要な訓練を実施している） 
・入居期限は 2 年間であり、これまで 5 社がセンター以外の場所に移して活動
を展開している。 

 
我々は、これらの企業を「External Member」と呼び、入居していた時と同じ
対価を取り、同様の支援〔スペース、設備（インターネット、パソコン）の
提供以外〕を提供している。 

 
・ビジネスにつながる有益な情報、機会（フェア参加）の提供 
 
（その他） 
・2001 年に 3 年間のプロジェクトとして、全国７ヵ所にインキュベーションセ
ンターを設立させたが、Ohrid 以外は、もう、活動をしていないのではないか
と思われる。 

 
（面談後に、センター内を見学させていただいた。） 
 
（所感） 
・  IT 関連の若い起業家が入居している。今回の中小企業面談では、ERP

（Enterprise Resource Planning）のソフトウエア開発を求めている企業があっ
た。これらの企業に対して、IT 開発ができるこれらの入居企業の情報を提供
すること、あるいは、これらのリソースを使ったセミナーを中小企業向けに
提供することは重要である。APERM も、こういった分野での活動を検討すべ
きである。 
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1. 日時  2009 年 6 月 2 日 14:00－15:30 
2. 場所 スコピエ 
3. 面談先 JICA（マケドニア） 
4. 出席者 JICA（マケドニア）：辰巳企画調査員、Mr. S Dimitrov, Technical Coordinator, 

JICA： JICA コンサルタント（小西） 
5. 面談内容 ・JICA（マケドニア）に対して、これまでの調査結果の概要、及び今後の調査

スケジュールの説明を行った（別の資料を基に説明）。 
 
 中小企業調査 
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 中小企業支援機関調査 
 ドナー調査 
 コンサルタント調査 
 
・今後の予定 
 主として 6 月第 2～3 週（8～19 日）を中心に、調査の検証結果を基に、APERM

が有すべき機能、組織、予算、活動内容の詳細を検討する予定である。 
 
・最終的には、（1）APERM の PIU 設立に関する提言に関する報告書（英文）
及び（2）PIU 設立に関する提言、JICA の今後の協力に関する具体的案を含む
報告書（日本語）の 2 つを作成する予定である。 
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1. 日時  2009 年 6 月 3 日 9:45－10:30 
2. 場所 スコピエ 
3. 面談先 RADE KONCAR - TEP （製造業企業：変圧器） 
4. 出席者 Mr. G Antevski, General Manager, RADE KONCAR - TEP  

APERM：Ms. E. Bozinovska (Senior Expert Associate)   
JICA（マケドニア：、JICA コンサルタント（小西） 

5. 面談内容 ・面談させていただいた RADO KONCAR TEP は ISO 取得のための取り組みを
行っていた時、日本の AOTS の存在を知り、生産管理、品質管理に関して、
日本での生産性向上に関する研修を受け（約 2 ヵ月間のコース）、5S 等の生
産性向上に関する手法を得て帰国し、工場の全面レイアウト変更、整理・整
頓を実施した企業である（JICA コンサルタントは 2008 年 12 月に一度訪問し
ている）。 

 
（会社の概要） 
・企業名 RADO KONCAR TEP 

・会社設立年 1948 年 
・従業員数 62 人（うち現場従業員 56 人） 
・所属産業団体 ECM 
・業種： 製造業（製造箇所：スコピエ） 
・売上高 ･6,500 万ユーロ（2008 年） 
・製品 
サービスの種

類 

・変圧器の製造・販売 

・マーケット（国

内・海外） 
国内・海外シェア（％）：100％/0％ 
今年度中の海外輸出を検討している。 

・生産性に関して

企業が抱える

課題・支援ニー

ズ 

・改善（KIAZEN）手法をもっと学ばせたい 
・人材育成が不十分である。 
・従業員の多工能化を図りたい。 
・今年度末には、インプット材料をバーコードで管理するシステムを導入

する予定である。 
 その際、トヨタのカンバンシステムを導入したい。 
 （トヨタのカンバンシステムに関しての実践的な研修を受けたい） 

その他 ・過去に BAS プロジェクトでドナー支援を受けた経験がある。 
 
・日本の手法は、我々の会社には適しており、毎年研修生を AOTS に派遣して
いる。 

 
面談させていただいた Mr. G Antevski 氏は、AOTS（マケドニア）の同窓会のメン
バーである（同窓会の会員数は 200 名を超え、マケドニアの首相も日本に行った経
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験があり、同窓会のメンバーとなっている）。 
 
・Ohrid にある自動車部品メーカーに対して、3～4 年前に、5S の事例紹介を行
った経験がある（この企業に対して面談調査を行うことを勧める）。 

 
（所感） 
・もし、JICA がマケドニアにおいて、研修等を実施する場合、マケドニアでの

成功事例として RAD KONCAR のような現地企業の事例紹介を研修カリキュ
ラムに含むことも、現地リソースとの連携の点からも、検討すべきである。
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1. 日時  2009 年 6 月 4 日 14:00－16:45 
2. 場所 スコピエ 
3. 面談先 APERM 
4. 出席者 APERM：Ms. V. Redzepagic (Director)：14:00-14:40 

Mr. L Nikolovski (Institutional Support and Coordination Head of Sector),  
Mr. M Stojcev (Development & Research head of Sector),  
Ms. E. Bozinovska (Strategic and Development Projects, Senior Expert),  
JICA： JICA コンサルタント（小西） 

5. 面談内容 14:00-14:45 
・全体会議を行う前に APERM 長官である Ms. V. Redzepagic に呼ばれ、今後の
進め方に関する説明を行った（APERM 長官と JICA コンサルタントだけのミ
ーティング）。 

 
（当方よりの説明内容） 
・6 月 4～12 日までは、PIU の設立に係る APERM 内の検討期間（PIU のミッシ

ョン、組織、取り組むべき活動内容・予算等に係る提言形成）であり、6 月
15～19 日の週は、主として MoE との調整期間になる予定である。 

 
・JICA の協力は、丸抱えのプロジェクトではなく、自立発展性（Sustainability）

があるプロジェクトを考えている。それゆえ、JICA がプロジェクトを実施す
る場合、APERM の自主性がとても重要である。 

 
・当方は、最低 1 名の PIU 専任の職員（できれば、1 名の専任とその部下 1 名）

は必要であることを強調した。 
 
・MoE への報告では、JICA（セルビア）事務所より、JICA 職員の出席をお願い

するつもりである。（6 月の最終週くらい？） 
 
（APERM 長官） 
・JICA のこれまでの調査、協力に感謝している。 
・予算に関して、厳しい状況にあるが、最善を尽くすつもりである。 
それゆえ、JICA の作成する提言のなかにも、新しい職員を雇い、JICA と協力
して活動を行うことが高い裨益効果につながることを、是非、織り込んでほ
しい。 
JICA としての具体的な支援内容を提示してほしい。 

 
（その他） 
・次回の PERM 内の検討日は、6 月 10 日、6 月 12 日で確定。 
 
（APERM 長官は、他のアポイントがあるとの理由で、14:45 からの全体会議は
欠席された。） 
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（全体会議：14:45-16:45） 
・過去 1 ヵ月間の調査内容の概略説明（各職員には事前に配布済み） 
 
・以下の内容に関するディスカッション（第 1 回） 

① APERM 支援・普及体制に求められるもの 
② 中小企業支援機関・人材の支援能力向上を通じた中小企業支援の実施に

求められるもの 
③ APERM と中小企業支援機関・人材の連携強化に求められるもの 

 
（ディスカッションした内容を次回までに整理し、次回全体会議において、更

にディスカッションする。） 
 
（所感） 
・今日は、職員から、中小企業の生産性向上に関して、PIU は何をすべきなの

かを中心にさまざまな意見が出された。今後、数回にわたるディスカッショ
ンを通じて、より明確な絞り込んだ内容のものとしていく予定である。 

 
・課題に関して、APERM 自身として、何か具体的な活動を展開したいという気

持ちがよく伝わった。 
 
・APERM の職員全員は、現実的なところ、景気後退のなか、政府支出は抑えら

れており、新規の職員の採用はかなり難しいと考えている。全員の意見とし
て、財務省は、かなり難色を示すのではないかと思われるとの意見であった。
当方としても、最悪、新規の職員の採用ではなく、現在の職員のなかからの
アポイントもあることを前提した協力プロジェクトも検討する必要がある。
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1. 日時  2009 年 6 月 9 日 8:45－9:30 
2. 場所 スコピエ 
3. 面談先 Mr. I Nikoloski（オーストリア政府コンサルタント） 

4. 出席者 Mr. I Nikoloski 
JICA： JICA コンサルタント（小西） 

5. 面談内容 ・Mr. I Nikoloski,（2009 年より 3 年間、オーストリア政府が実施するプロジェ
クトの責任者）から、その活動内容に関して、以下のとおり確認した。 

 
（2009 年度のオーストリア政府の主要な支援活動 5 月 22 日面談記録 再掲 

・期間・予算：2009 年 9 月から 3 年間（予算 60 万ユーロ） 
（小さいものを含めて 50 のプログラム）を実施する。 
 （主要な活動） 

① MOE、APERM、BSO の職員に対するキャパシティデベロップメン
ト 
（Capacity building programmes for MoE/APPRM and the SME Support 
Infrastructure） 
新しく設立されている 12のLMBC職員のキャパシティデベロップメ
ントを含む 

② 起業プログラムにおける技術支援 
（Technical Assistance in implementing the entrepreneurial programmes）

③ National Centre For Entrepreneurial Learning Support (NCLES)の設立
支援 
（Establishment of National Centre for Entrepreneurial Learning Support 
(NCELS) with aim to increase awareness of the students, university 
professors, researchers, high school teachers and recent graduates about 
entrepreneurial learning.  
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④ 学生就職支援 
〔Student employment support (Career Centre activities)〕 

 
・特に、②において Organization and implementation of capacity building 

programmes for voucher consultants が実施される予定である 
 ‐ローカルコンサルタントの育成 
  これは、15～20 名のローカルコンサルタントに対するキャパシティ

デベロップメントを、インターナショナルコンサルタントを通じて
行うものである（Production Optimisation、等）。 

 5 日間（4 日理論面、1 日工場訪問）：2010 年 3～4 月中に実施の予定
     

 
（確認事項） 
・ADC の 3 年間のプロジェクトの中心は、以下のとおりである。 
① 2011～2013 年の MoE、中小企業支援 中期計画策定支援 
 
② MOE、APERM、BSO の職員に対するキャパシティデベロップメント 

（Capacity building programmes for MoE/APPRM and the SME Support 
Infrastructure） 

 
 例 PCM 手法（2011 年 1～2 月ごろ） 
  ドナープロジェクトへの応募手法（2011 年 1～2 月ごろ） 
 

③ 新しく設立されている 12 の LMBC 及び BSO（RESC、ESA）の職員に対
するキャパシティデベロップメント 
（②のキャパシティデベロップメントに関する内容とは異なり、センター
をどう運営していくべきかなどのキャパシティデベロップメントになる予
定） 

 
④ ローカルコンサルタントの育成 
・4 日間の理論面訓練の内容：Production Optimization、Inventory management、

Business Process Engineering、Stock and Control、の 4 つの項目 
・講師：インターナショナルコンサルタントを招聘する予定  
・1 日の OJT：内容は未定 
・受講者：15～20 名を予定（募集は新聞による公示） 

 
⑤ National Centre For Entrepreneurial Learning Support (NCELS)の設立支援 

 
・特に、①、⑤は、我々の活動として重要である。 
 
・私は、SECI のプログラムに関して、MoE、APERM、BSO に関して、SWOT

分析を行い、提言をまとめて関係機関に提出しているが、その提言が生かさ
れていない（実施されていない）。 

 
・BSO は、将来的には、能力を高め、民間コンサルタント会社として生き残る

か、政府のファンド、ローカルミニシパリティーの傘下の機関となり、そこ
からファンドを得る機関にならないと生き残れないのではないかと考えてい
る。 
現在のようなドナープロジェクト頼みでは、生き残れない。 

 
（所感） 
・当方からの「JICA としては、PIU の支援・普及体制の確立、あるいは、中小

企業支援機関との連携促進、ローカルコンサルタントの育成、等に関する何
らかの支援の可能性があるかも知れない」とのコメントに対し、「当方の活
動は、限られた予算・活動である。例えば、我々が実施する予定の新しく設
立されている 12 の LMBC 職員及び BSO（RESC、ESA）に対するキャパシテ
ィデベロップメントなどは、JICA の効果的な普及体制の確立にもより効果を
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有するのではないかと思われる。」とのコメントを得ており、今後とも、緊
密に情報を交換することとした。 
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1. 日時  2009 年 6 月 10 日 10:00－11:00 
2. 場所 スコピエ 
3. 面談先 コンサルタント（マケドニア商業会議所：Macedonian Chambers of Commerce に所属

するコンサルタンティング会社） 
4. 出席者 コンサルタント：Mr. M Evrosimovski, Director, Mr. P Evrosimoski, Consultant, 

EVROSIMOSKI Consulting  
JICA：JICA コンサルタント（小西） 

5. 面談内容 ・マケドニア商業会議所：Macedonian Chambers of Commerce に所属するコンサルタ
ンティング会社（EVROSIMOSKI Consulting）の Mr. M. Evrosimovski, Director, Mr. 
P Evrosimoski, Consultant, EVROSIMOSKI 氏と面談し、以下のとおり確認した。 
（2 人は親子であり、2005 年に会社を設立した。現在は、もう 1 名のコンサルタントが
おり、3 名のコンサルタントから構成されている。） 
 

 Mr. M Evrosimovsk Mr. P Evrosimoski, 
・コンサルティ

ング分野 
・経営管理（ビジネス管理プロ

セス） 
・市場開拓 
・ISO、HACCP 関係 

・経営管理（ビジネス管理プロ

セス） 
・市場開拓 
・ISO、HACCP 関係 

・コンサルティ

ング経験年

数 

・4 年 
（2005 年にフランスのビジネ

ススクールを卒業し、MBA
を取得。卒業後は、父親であ

る P. Evrosimoski とともに、

現在のコンサルタント会社

を設立し、活動を開始してい

る。コンサルタントとしての

業務は通算 4 年である。） 
 

・4 年 
（1972 年に、電気工学を卒業

後、通算 31 年幾つかの民間

企業に勤務した。金属生産、

教育関係、コンピューター；

IBM、自動車部品製造、等）。

2005 年に、現在の会社を設立

して、活動を展開している。

通算 35 年の業務経験を有す

る。） 
・コンサルティ

ングの内容 
・コンサルティングの内容は、

ISO9001、ISO14001、HACCP、
等の導入指導、現場改善指を

主として行っている。 
 （コンサルティング業務全体

の 75％は、ISO、HACCP 関

係である。） 
 
・支援企業の業種：金属加工、

銀行（IT システム導入支援）、

 食品加工、等 
 

・左記に同じ（ただし、現場改

善、IT 関係を中心に担当して

いる）。 
 

・コンサルタン

トの課題・支

援ニーズ 

・実銭的な手法を学びたい。 
①工場管理（QC-7TOOL） 
②人材育成（教育訓練システ

ム） 
③安全・環境（職場安全基準、

職場環境改善） 
④生産間接支援（物流管理）

⑤生産性〔能率管理、標準時

間（ST）活用〕 

・実銭的な手法を学びたい。 
①工場管理（QC-7TOOL） 
②生産管理（生産管理システ

ム、生産日程計画） 
③安全・環境（職場安全基準、

職場環境改善） 
④職場活性化（改善） 
⑤標準化（作業標準） 
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・この国では、生産性向上を支

援できる人材が不足してい

る。アクティブなコンサルタ

ントは 100～130 名くらいで

あると思う。 
 

 

その他 ・マケドニア商業会議所は 6 つのサブ団体から構成され、我々は

Chamber of Service に属している（150 社）。 
 
・マケドニア商業会議所がコーディネートした HACCP、ISO 等

のトレーニングセミナーの講師などを務めている。 
 

 
・Mr. M Evrosimovsk 氏は、現在、バウチャースキームのコンサルタント登録の
ための申請書を提出して、結果を待っている段階にある。 

 
〔この会社は、我々が訪問した中小企業（SVEMEK：自動車部品金属加工企業）

の ISO9001、ISO14001 取得の支援を行った会社でもある〕。 
 

 

 
K-70 
1. 日時  2009 年 6 月 10 日 14:00－15:15 
2. 場所 スコピエ 
3. 面談先 APERM 
4. 出席者 APERM：Ms. V. Redzepagic (Director)  

Mr. L Nikolovski (Institutional Support and Coordination Head of Sector),  
Ms. M. Taseva (Strategic and Development Projects Head of Sector), 
Ms. E. Bozinovska (Strategic and Development Projects, Senior Expert),  
Mr. G Dimovski,  
JICA： JICA コンサルタント（小西） 

5. 面談内容 （第 1 回協議の合意内容の再説明： APERM 長官に対して別途説明はしている
が、APERM 長官が第 1 回協議欠席のため、再説明を行った。） 

 
① APERM 支援・普及体制の必要性 
  特に、支援の普及体制の確立の重要性 
 
② 中小企業支援機関・人材の支援能力向上を通じた中小企業支援の実施

特に、官民ローカルコンサルタントの育成の重要性 
 

ローカルコンサルタントとは、中小企業に対して支援を実施している
人材、即ち、政府に所属するコンサルタント（職員）、あるいは、
BSO（RESC、ESA）、経営・産業団体、民間企業、大学等に所属す
るコンサルタントなどの官民に存在するローカルコンサルタント全
体を意味しており、いわゆる、民間コンサルタントだけに限定するも
のではない。 
 
政府機関に所属するコンサルタント（職員） 
例 マケドニア標準局にいる職員、等 

 
③ APERM と中小企業支援機関・人材の連携強化の必要性 

中小企業支援機関・人材の連携強化が、必要不可欠である。 
 

 
（第 2 回全体会議の協議ポイント） 
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・JICA 協力は、APERM が主体的に設置する PIU に対して日本が支援すること
が基本的スタンスである。 
 
JICA の支援があるから PIU を設置するのではなく、APERM が設置する必要
があると判断したから設置するのである、との認識がない限り、PIU はうま
く機能しない。自立発展性が重要であると考えている。 
（あくまで、JICA は設置された PIU に対して支援する立場にある。） 

 
・APERM が上記の①～③あるいは他の活動を実施するにしても、自身が主体的

に活動する必要がある。 
 
・APERM が、PIU に関して、いかに効率的な支援・普及体制を構築するかが極

めて重要である。 
 
 上記の②中小企業支援機関・人材の支援能力向上を通じた中小企業支援の実

施と③APERM と中小企業支援機関・人材の連携強は、効率的な生産性向上支
援・普及システムの構築のためのひとつのコンポーネントである。 
 
②のローカルコンサルタントの育成も、より効率的な支援・普及体制の構築
の枠内で考えられるべきであり、官民のさまざまな中小企業支援機関に所属
するローカルコンサルタントの活用は、APERM とこれら中小企業支援機関の
連携を促進する（普及体制の確立）意味も有している。 

 
 例 育成されたローカルコンサルタントの中小企業支援機関が主催するセミ

ナーへの講師派遣 
 
・予算項目に関して、当方より提案は行うが、予算案を策定し、獲得するのは、

APERM である。 
 
・もちろん、JICA としても、APERM 内に PIU が設置された場合、何らかの支
援を行う可能性が高いが、ここでは最終決定はできない。最終決定はあくま
で日本で判断することになる。 

 
（APERM 側コメント） 
・JICA の協力は他のドナーのような予算・人員の丸抱えでないことは十分理解

している。 
・PIU を設立する場合は、APERM が主体的に活動することが基本である。 
・新規予算獲得はかなり難しい状況ではあるが、APERM は最善を尽くす。 
 取るべき予算の項目に関して相談に乗ってほしい。 
・PIU に関する提言がまとめられたら、その内容を APERM のステアリングコ
ミッティーにおいて協議し、その結果を受けて、MoE に対して報告・予算を
要求するプロセスを取らないといけない。 

 
MoE に報告する前に、PIU に関する提言内容に関して、先ず、APERM のス
テアリングコミッティー（月 1 回下旬に開催するのみ）において協議し、協
議結果を受けて、APERM としての予算を含む提言を MoE に報告する必要が
あるため、早急に提言をまとめることとなった（6 月 19～22 日頃を目標）。

 
（所感） 
・「APERM は、マケドニアの状況、中小企業支援機関等を一番理解しており、

①APERM 支援・普及体制、と③APERM と中小企業支援機関・人材の連携強
化等は、PIU が設立された場合、APERM がより主体的（オーナーシップ）に
活動すべき事項である。特に、②に関しては、「JICA がインターナショナル
コンサルタントを使ってローカルコンサルタントを育成する等の支援を実施
する可能性はあるが、ただし、あくまで PIU の主体的な活動が前提である。
JICA は丸抱えの支援は行わない。」とコメントしたところ、APERM 側より、
「これまでの他ドナー協力とは全く異なるアプローチであり、我々としても、
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主体的に活動すべきであると考えている。APERM がより主体的に活動すべき
事項、JICA が APERM に対してより支援を行う事項等、丸抱えでなく、強弱
を付けた JICA 支援を期待する。」とのコメントがあった。 

 
・今回の第 2 回協議は、当方より、APERM が主体的に活動しなければならない

ことを強調することを意図している。やる気がないのであれば、JICA として
も支援する意味がない。その意味において、APERM 側から何かをしなければ
ならないという気概を感じることができた。 

 
・第 1 回、第 2 回の協議を踏まえ、次回第 3 回協議（6 月 12 日から 16 日 9：30

に変更）では、PIU の活動 3 カ年計画の詳細を検討する予定である。 
 

 

 

K-71 
1. 日時  2009 年 6 月 11 日 9:00－9:45 
2. 場所 スコピエ 
3. 面談先 TAM/BAS Project 
4. 出席者 TAM/BAS Project：Mr. J Gavrilovski, National Programme Director 

JICA： JICA コンサルタント（小西） 
5. 面談内容 ・TAM/BAS プロジェクトの概要 

〔背景 欧州連合（European Union：EU）は EBRD と協力して、2006 年から 2008
年にかけて Turn Around Management Programme（マケドニアの 19 の企業を
選定し、企業に対する技術支援を実施）を実施したが、2009 年度は TAM 
Project：Turn Around Management Programme 及び BAS Project：Business 
Advisory Services Project）を継続して実施することとなった。〕 

 
・このプロジェクトは、2009 年 10 月頃から 3 年間の実施を予定しており、出
資金額は、総額 200 万ユーロ（EBRD との共同出資であり、EBRD25%、EU75％）
となる（現在、最終的な TOR を策定中である）。 

 
予算のうち、100 万ユーロは TAS プロジェクトとして、100 万ユーロは BAS
プロジェクトとして使われることになる。 
 

（参考：TAM プロジェクトとは、18～24 ヵ月期間の比較的長期の期間にわたる
海外からの専門家派遣を実施するものであり（これまでの実績は 27 ヵ
国 1,500 プロジェクト）、BAS プロジェクトは、比較的短期の期間に
わたるローカルコンサルタントの専門家派遣を実施するものである
（これまでの実績は 18 ヵ国 6,000 プロジェクト）。 

 
（面談者である Mr. J Gavrilovski 氏は、BAS プロジェクトの担当者であり、TAM
プロジェクトの内容は聞けなかった。） 

 
（これまでの実績：2002 年にスタートしている。） 
・BAS プロジェクトの支援セクター：金属加工、金属生産、食品加工、農業、

繊維、化学の 6 つのセクター 
・支援プロジェクト数：381（2002 年以降） 
・投入コンサルタント：BAS プロジェクトはローカルコンサルタントのみ 
・支援内容：環境関連の支援に特化 
‐環境登録に関する支援：Environmental Registration、Environmental Impact 

Assessment、ISO14001、等 
 （企業活動が EU の環境基準を満たした活動であることを証明する認証取

得支援活動、等） 
 
 例 BAS プロジェクトにおいては、環境に関する認証支援のために必要な
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コンサルタンティングフィーは総計約 5,000 ユーロであり、各企業は、
一旦全額支払ったのち、50％の資金補助を受けるしくみとなっている。

 
・TAM/BAS プロジェクトが有するローカルコンサルタントのデータベース： 
 159 名が登録されているが、そのほとんどは、ISO（9001、14001）、HACCP、

OHSAS 等であり、製造業の生産性支援ができるコンサルタントは登録されて
いない。コンサルタントのデータベースは、外部には公表していない。 

 OHSAS:Occupational Health and Safety Assessment Series 
 
・BAS プロジェクトに関係するローカルコンサルタントに対して、環境に関す

るトレーニング（6 日間）を 6 月下旬に行う予定である。これは、マｹドニア
だけでなく、他国のコンサルタントも含むもので約 60 名のコンサルタントが
参加する。 
参加費用は、200 ユーロである（実際のコストは 2,000 ユーロ）。 

 
・マケドニアでは、ISO、HACCP、OHSAS 等に関する手法を教えることのでき

るコンサルタントはたくさんいるが、製造業において、実践的な現場支援が
できるコンサルタントは少ないと思う。もし、JICA がローカルコンサルタン
トの育成支援を行うならば、当方としては、研修部屋の提供、育成すべきロ
ーカルコンサルタントのリストづくり等の協力ができるのではないかと思わ
れる。その場合、活動のため資金が必要になるが、BAS プロジェクトの本事
務所（London）に聞く必要がある。 

 
・一般的にいって、この国の企業の課題は、依然として、経営管理能力（ビジ

ネスプラン作成というよりビジネスプロセスを管理する能力）の不足である。
 
・TAM プロジェクトは、インターナショナルコンサルタントによる企業支援で

あるが、登録されているコンサルタントは、4,000～5,000 名くらいだと思う。
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1. 日時  2009 年 6 月 11 日 14:15－15:00 
2. 場所 スコピエ 
3. 面談先 ESA (Tetovo) 
4. 出席者 ESA：Mr. N. Jusufi, Business Advisor/consultant 

Ms. M. Taseva (Strategic and Development Projects Head of Sector), 
Ms. E. Bozinovska (Strategic and Development Projects, Senior Expert), APERM： 
JICA： JICA コンサルタント（小西） 

5. 面談内容 〔ESA（Tetovo）の Mr. N. Jusuf 氏は別の会合で APERM を訪問しており、面談
させていただき、以下の点を確認した。〕 

 
・ESA（Tetovo）は、主要な活動として、中小企業に対して、ビジネススター
トアップ・ビジネスプラン策定のための研修をこれまで実施している。 

 しかしながら、生産性向上に関するセミナーは開催していない。なぜなら、
ビジネススタートアップ・ビジネスプラン策定のための研修に関しては、ESA
のスタッフが講師となることは可能であるが、生産性向上に関するセミナー
の講師となる知見は有していないからである。 

 
・当方より、もし、PIU が以下のような支援を行った場合の BSO の協力の可能

性を確認してみたところ、以下のコメントを得た。 
 
 （PIU 支援の可能性） 

① APERM が独自で、現在存在している有能なローカルコンサルタント
を、政府、あるいは、支援を求める企業が属する BSO、経営・産業団体
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が主催する生産性セミナーへの講師派遣という形での支援実施 
 
〔可能性のある機関：BSO （ESA、RESC、RBIC）、ECM、マケドニア
商業会議所、スコピエ職工会議所、ローカルミニシパリティー、等〕 

 
② バウチャースキームを通じた生産性向上に関する講師（現在存在して

いる有能なローカルコンサルタント）のセミナーへの派遣 
 

〔もし、バウチャ－スキームの支援対象を生産性向上に限定して、個別
企業でなく APERM 傘下の BSO を対象とし、APERM 傘下の BSO が中
小企業向けのセミナー（ISO、HACCP、KIAZEN、QC 7 tools 等）を主催
した場合、講師派遣のコストの一部あるいは全額を補助するシステムの
構築〕 

 
（ESA 側コメント） 
・このような支援は、非常に興味がある。 
・当方は財政的に苦しく、セミナー講師の補助（全額、一部）だけでは、活動

を展開することはできない。講師派遣コスト、中小企業への事前連絡、会場
借入、BSO のコミッション等のすべての費用をカバーしたプロジェクトとし
てほしい。 

 
（所感） 
・当方より概算であるが、費用はどのくらい必要であるかと確認したところ、

以下のような感じになるのではないかとの意見であった。 
 

20 名くらいの中小企業に対して、（2 日間×2 名の講師）のセミナーとした
場合：1,200～1,500 ユーロくらい 
 

 ‐講師 2 名（1 名当たり 400 ユーロ：2 日間：事前準備も入れて） 
 ‐雑費（中小企業への事前連絡、会場借入、BSO のコミッション）が 

400～700 ユーロである。 
  
想定）20～30 の中小企業を対象とし、スコピエでなく Tetovo で実施する場合

を想定する。 
 
・開催するセミナーの規模（20 名ではなく 30～40 名とした場合）、場所によ
るが、1,500～2000 ユーロくらいを予算として考えればいいのではないかと思
われる。 

 
 ちなみに、これまでのセミナーで中小企業から取れる参加費用はいくらかと

確認したところ、ドナープロジェクトの場合、タダ、よくて 5～10 ユーロく
らいであるとのことだった。 

 
・資金の不足する BSO を受け皿とする場合、講師料だけを APERM が負担する

だけでは、実際には、BSO がセミナーを行うことは無理のように思われる。
BSO を受け皿とする場合は、すべての費用を負担することが必要かもしれな
い。そこまで、APERM が負担するかどうかである。他ドナーは、費用丸抱
えのケースがほとんどとのことである。ただし、1 回のセミナー開催費用は、
約 2,000 ユーロであり、丸抱えを APERM がしたとしても実施可能ではない
かと思われる。 

 （要確認） 
 
・バウチャ－スキームの支援対象を生産性向上に限定して、個別企業でなく

APERM 傘下の BSO を対象とし、APERM 傘下の BSO が中小企業向けのセミ
ナー（ISO、HACCP、KIAZEN、QC 7 tools 等）を主催した場合、講師派遣の
コストの一部あるいは全額を補助するシステムの構築を検討したが、バウチ
ャースキームとは離して、単純に 8 つの BSO に対するセミナー補助の実施と
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した方がシンプルかもしれない（バウチャースキームの変更は手続きが複雑
かもしれない）。 

 
 現実的なところ、予算的には、1 年間で 2 つくらいの BSO が主催するセミナ
ーへの全額補助が妥当なのではないかと思われる（4 年間で 8 つの BSO すべ
てで、セミナーを開催できる）。バウチャースキームと切り離すと、セミナ
ー講師は、APERM のデータベース以外のリソースも活用することが可能と
なる。 

 
その場合、特定の機関（BSO）だけを対象とした支援との印象を他の機関・
団体に与えるかもしれない（バウチャースキーム自体が 8 つの BSO 傘下の中
小企業に限定した支援であり、単純に 8 つの BSO に対するセミナー補助を実
施しても、あまり大きな影響はないのかもしれない）。 
 
いずれにせよ、上記の点は、6 月 15 日の全体会議で議論することとする。 
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1. 日時  2009 年 6 月 15 日 11:00－12：30 
2. 場所 スコピエ 
3. 面談先 中小企業 1 社（金属加工） 
4. 出席者 Mr. I Zoran, President、METALKEJ  

APERM：Mr. L Nikolovski, Institutional Support and Coordination Head of Sector 
JICA： JICA コンサルタント（小西） 

5. 面談内容 ・製造企業である METALKEJ の Mr. I Zoran 氏より、以下の情報を得た。 
 
（企業概要） 
・会社設立年：1992 年（1992 年に設立したが、5 年間は金属加工部品の商社と

して活動し、1997 年より精密金属部品加工製造・販売会社に転換した。） 
・従業員数：20 人 （うち現場従業員 16 人） 
・所属産業団体：ECM のみ 
・業種：金属加工 
・売上高：68 万ユーロ（2008 年） 
・製品・精密金属部品加工（精密ナット、ボルト、シャフト等の生産：海底ケ

ーブル接続用、風車用等の特殊部品） 
・マーケット（国内・海外） 
  国内・海外シェア（％）：10％/90％ 
  輸出先：英国（全体の 40％）、スイス、ドイツ、ギリシャ、スロベニア、

クロアチア、等 
 
（企業が抱える課題・支援ニーズ） 
・いかに生産のオートメーション化を進めるかが（技術革新の推進）、一番の

課題である。 
 
・品質管理 生産管理、人材育成等にも課題はあるが、二次的課題である。 
 
・これまで、ローカルコンサルタントを雇用した経験はない。 
 
・社員教育、設備の購入・使用方法に関しては、すべて自分でしており、問題

はない。これまで、8 名を育てた（社長自身は、MTZ HIOPS で長年働き、技
術を取得した）。 

 
・ISO9001 はまだ取得していない。自分で品質管理・生産管理のマニュアルを

策定しており、ISO 取得は現在考えていない。 
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・設備のほとんどは、中古設備の海外からの購入である。 
 日本製、ドイツ製、等が中心である（森精機、MAZAK、ブラザー、等）。
 
・原材料である金属（棒、板）はすべて外国産（主としてイタリア）のものを

使用している。マケドニアでは、このような高品質の原材料を生産できる企
業はないからである。 

 
（面談の途中で、工場を見学させていただいたが、写真は公表しないことを条

件に撮影を許可された。） 
 
（所感） 
・すべてを自分で行う典型的な創業者経営である。社長曰く、少量高付加価値

の製品の製造・販売を行うが、多量廉価製品の製造には手を出さないとのこ
とであった。工場を見学させていただいたが、整理・整頓等において、改善
の余地が十分残されているように見受けられた。 

 
・創業者の認識と我々の考えるあるべき状態には大きなギャップがある。技術

以外の経営哲学の改革も必要である。 
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1. 日時  2009 年 6 月 16 日 11:00－13:00 
2. 場所 スコピエ 
3. 面談先 APERM 
4. 出席者 APERM：Ms. V. Redzepagic (Director) 

Mr. L Nikolovski (Institutional Support and Coordination Head of Sector),  
Mr. M Stojcev (Development & Research head of Sector),  
Ms. M. Taseva (Strategic and Development Projects Head of Sector), 
Ms. E. Bozinovska (Strategic and Development Projects, Senior Expert),  
APERM: Ms. L Vukovic, Ms. B. Blazevska, Mr. G Dimovski,  
JICA： JICA コンサルタント（小西） 

5. 面談内容 （第 3 回全体会議の協議・合意事項） 
 
① PIU のミッション、組織、人員配置、活動について。 
 
・ミッションは、シンプルに「中小企業の生産性向上を支援する（To support 

productivity improvement of SMEs.）」とする。ただし、「製造業を中心とした
生産性向上の支援を行うが、将来的には、サービスセクターに対する支援も
行う」との文章を入れる。 

 
・PIU において少なくとも、1 名の専任職員と 1 名の部下が必要である（新規の

職員の雇用が困難な場合、APERM 内の職員の配置換えを行う）。 
 
 APERM 長官より「1 年目、あるいは 2 年目までは既存の職員の配置で対応し、

その後、新規の職員を雇用する方が現実的であると思われる。」との発言が
あった。 
→当方より、いずれにせよ、専門職員の配置が必要であるとコメントしたと
ころ、同意見であった。 

 
 どのような資格・経歴を有した職員が求められかとの質問を受けた。 
 →少なくとも、中小企業支援機関、ドナー等での業務経験、大学卒（できた

ら工学部出身）、10 年間以上の職務経験は必要であり、かつ、セミナー等
でのプレゼンテーション、中小企業支援機関とのコミュニケーションが取
れる管理能力を有する人材が必要である。もちろん、製造業に関する知識
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を有している方が望ましいが、それが必須でない。本人のやる気が一番重
要である。英語は必須である。 

 
② APERM が実施すべき具体的な活動内容に関しては以下のとおりである。 
 
・PIU の支援・普及体制の確立が極めて重要であり、そのための重要なコンポ

ーネントとして、中小企業支援機関・人材の支援能力向上を通じた中小企業
支援の実施（官民ローカルコンサルタントの育成）、APERM と中小企業支援
機関・人材の連携強化が必要である。 

 
・JICA の支援があるから PIU を設置するのではなく、APERM が設置する必要

があると判断したから、設置するのとの認識に立ち、PIU が主体的に活動を
行う（JICA の協力は他のドナーのような予算・人員の丸抱えでない）。 

 
・APERM としての具体的な活動の実施 
 支援を求める企業が属する BSO、経営・産業団体等への生産性セミナー開催

支援（セミナー開催資金の全額補助、講師派遣等を含む） 
  
（当初は、セミナー開催資金のうち、講師派遣だけの補助も検討したが、APERM

側から、この国では、一部の補助では、たとえ経営・産業団体であってもセ
ミナー開催はできないとの意見が大勢であった。） 

 
このようなセミナー開催支援のメリットは以下のとおりである 

（1）少数のコンサルタントによるセミナー開催を通じて、多くの中小企業に裨
益する活動を展開することが可能である。 

（2）セミナー開催場所が、地方の BSO で開催されることにより、中央だけで
なく、地方への支援の普及につながる（普及体制の構築）。 

（3）セミナー開催を通じて、APERM と BSO、経営・産業団体等の他の中小企
業支援機関のより連携した活動が展開可能である。 

（4）セミナー開催時に、参加中小企業から、企業の抱える課題・支援ニーズに
関する情報を得ることが可能となる。 

 
例 BSO、経営・産業団体が主催するセミナー（セミナー開催資金の全額補

助＋講師派遣、等） 
〔2 日間×2 名の生産性向上に資するセミナー（ローカルコンサルタントの活

用〕 
    
   対象：・2 ヵ所の BSO でのセミナー開催（2 回/年） 
      ・2 ヵ所の経営・産業団体、等のその他の中小企業支援機関での

セミナー開催（2 回/年） 
 
 →APERM として上記の活動を行うことは決定したが、上記に記載するセミナ

ー開催回数（2 回/年）は予算との関係もあり、APERM 内で回数、予算を含
め、再考することとなった。再考結果は、6 月 23 日までに当方に提示する。

 
 →当方より、これらの活動は、JICA が実施するかもしれないローカルコンサ

ルタントの人材育成がなくても、APERM として活動できることを再確認し
た。 

（活動計画表より抜粋） 
This activity can be implemented by the APERM through some existing local 
consultants with abilities without waiting for capacity development of local 
consultants. 

 
③ JICA 協力の可能性（例として提示しており、実施を保証するものでない）
  中小企業支援機関・人材の支援能力向上 
 
 （APERM 側よりの質問） 
・どのような人材育成になるのか。 
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 →例 1 週間くらいの座学、2.5 ヵ月くらいの OJT（保証するものではない）
 
・座学・OJT の例を示してほしい。 
 あくまで、例のひとつとして提示（保証するものものでない） 
 
→（例） 
 座学は 30～40 名くらいをターゲットとして集め、OJT はそのなかから、

6～10 名程度を選抜し、中小企業を対象とした生産性向上に関して、 
OJT（3 ヵ月間、実際には 2.5 ヵ月）を行うことが考えられる。これを 2
年間にわたり 2 回続ける（6～10 名としているのは、1 名の日本人コン
サルタントが OJT で育成する人数を 3～5 名。よって、2 年間で 12～20
名が OJT で育成される）。 

   
 
・APERM 職員、スタッフに対して、どのようなキャパシティデベロップメ

ントを考えているのか。 
 →国内での研修参加を薦める。 
（例 マケドニア標準局主催の ISO、HACCP、等）   
 →日本での研修も実施される可能性が高い。 
  座学に参加することも可能である。 
 
・BSO のスタッフに対して、どのようなキャパシティデベロップメントを

考えているのか。 
 →座学（理論面）に参加することも可能である。 
  ただし、交通費、宿泊費、等は、各自で負担しなければならない。 
 →座学に関しては、BSO に所属する職員、及び、APERM の職員も受講する

機会を与えることは、彼らの能力向上だけでなく、座学参加を通じて、よ
り緊密な連携関係の構築につながるものであり、この点に関して十分な配
慮をする必要がある。 

 
・JICA がアレンジする研修（座学、OJT 研修）は、費用はかかるのか。 
 →費用はかからないが、ただし、交通費、宿泊費等が必要となれば、参加

者は各自で負担しなければならない。 
 
④ 今後のスケジュール 

・APERM は、6 月 23 日までに予算（案）を策定する。 
・JICA から APREM への提案提出は 6 月 24 日とする。 
・APERM の Steering Committee の開催は 6 月 26 日とする（この日はまだ、

未確定）。 
・Steering Committee を受け、MoE へ報告する（7 月第 1 週頃？）。 

 
⑤ その他 

・JICA は、あくまで技術協力することはできても、ファンドプロバイダーで
はない。また、R/D が結ばれるまで、確定した詳細は決まらないことを再
度、説明した。 

 
（所感） 
・会議を通じて、APERM は、ドナープロジェクトの Co-finance としての役割
 ばかりでなく、自分たちで、何かをしなければならないというやる気を感じ

た。 
 
・ただし、本格プロジェクトを実施する際には、彼らが主体的にする支援・普

及体制の構築においても、何らかの支援を行う必要がある。 
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K-75 
1. 日時  2009 年 6 月 18 日 10:00－10:45 
2. 場所 スコピエ 
3. 面談先 マケドニア経済会議所（ECM）（商工会議所、Skopje 等） 

4. 出席者 ECM：Ms. L Nuri, Director of the International Cooperation, Promotion and 
Information Directorate, Mr. V. Stojanovski, 
APERM: Ms. E. Bozinovska (Senior Expert Associate)   
JICA：JICA コンサルタント（小西） 

5. 面談内容 ・当方より、これまでの 2 ヵ月間にわたる調査の概略を説明した。 
 
（ただし、今回のディスカッションの内容は、実施を確約するものではなく、
関係者間のブレーンストーミングであると理解していただきたい旨を最初
に説明し、先方から理解を得た。） 

 
（これまでの概略説明） 
・生産性向上に関して、中小企業が抱える課題・支援ニーズ 
・BSO を中心とした中小企業支援機関の現状、特に、生産性向上に関する支援
 能力の現状 
・中小企業支援を展開している官民のローカルコンサルタントの現状 
 
・今後設立される予定の PIU に関して、以下の 3 つの項目に関する活動が重要
であると考えている。 
① PIU の支援・普及体制の確立 
② 中小企業支援機関・人材の支援能力向上を通じた中小企業支援の実施（官

民ローカルコンサルタントの育成） 
③ APERM と中小企業支援機関・人材の連携強化 

 
・特に、APERM は PIU の設立に向けた活動を展開するが、限られた人員・予算

を勘案し、中小企業支援機関との連携が極めて重要である。 
 
・JICA としては、PIU が設立された場合、①～③の項目に関して、何らかの支

援が実施可能であると考えている。 
 
 （例）  

APERM の PIU 機能を担当する職員に対するキャパシティデベロップメント 
 官民のローカルコンサルタントにキャパシティデベロップメント（理論＋

OJT）、等 
 
（ただし、これらは、ひとつの案であって、活動を保証するものではない。

PIU の職員・予算の獲得等の条件がそろって JICA は支援を行うことになる
ものであり、その際、詳細な支援内容が確定する。） 

 
（APERM より） 
・今後の活動のひとつとして、PIU が設立された場合、経営・産業団体等の中
小企業支援機関による生産性向上に関するセミナーの開催に関する支援（セ
ミナー開催費用の補助、講師派遣、等）を考えている。 
（予算が取れれば。） 

 
・その場合、ECM は、多くの企業、コンサルタントを抱えており、連携すべき

重要な機関になるものと思われる。是非、協力をお願いしたい。 
 
（ECM 側からのコメント） 
・JICA、APERM の説明を十分理解した。 
・ECM は豊富な人材・傘下機関を有しており、APERM の行おうとしている活

動は評価し得るものである。できる限りの協力をしたい。 
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・もし、今後何か協力が必要になる場合には、私がコンタクト窓口になるので、
 連絡してほしい。 
 
・生産性向上に関するセミナーはセクターをターゲットとするのか、それとも、

一般的なセミナーとなるのか（APERM より、この点に関しては、まだ決まっ
ていないので、明確には答えていない）。 

 
（所感） 
・今回の訪問は、①PIU の基本的枠組み及び JICA の支援の今後の可能性を打診

し、理解を得ること、及び、②今後、APERM が自主的な活動を展開すること
を明確にすることであった。その点は、先方にも十分理解していただいたと
思われる。 

 
 

 

K-76 
1. 日時  2009 年 6 月 19 日 11:00－12:00 
2. 場所 スコピエ 
3. 面談先 オーストリア政府 

4. 出席者 オーストリア政府：Ms. P Delvoa, Head of Administration 
Mr. I Nikoloski（オーストリア政府コンサルタント） 
JICA： JICA コンサルタント（小西） 

5. 面談内容 ・当方より、これまでの 2 ヵ月間にわたる調査の概略を説明した。 
（ただし、今回のディスカッションの内容は、実施を確約するものではなく、
関係者間のブレーンストーミングであると理解していただきたい旨を最初
に説明し、先方から理解を得た。） 

 
（これまでの概略説明） 
・生産性向上に関して、中小企業が抱える課題・支援ニーズ 
・BSO を中心とした中小企業支援機関の現状、特に、生産性向上に関する支援
 能力の現状 
・中小企業支援を展開している官民のローカルコンサルタントの現状 
 
・今後設立される予定の PIU に関して、以下の 3 つの項目に関する活動が重要

であると考えている。 
① PIU の支援・普及体制の確立 
② 中小企業支援機関・人材の支援能力向上を通じた中小企業支援の実施（官

民ローカルコンサルタントの育成） 
③ APERM と中小企業支援機関・人材の連携強化 

 
・JICA としては、PIU が設立された場合、①～③の項目に関して、何らかの支

援が実施可能であると考えている。 
 
 （例）  

APERM の PIU 機能を担当する職員に対するキャパシティデベロップメント
 官民のローカルコンサルタントにキャパシティデベロップメント（理論＋

OJT）、等   
座学は、40～50 名くらいで官民のローカルコンサルタントを行い、OJT は、
ローカルコンサルタントを選別した訓練が考えられる。 
（ただし、これらは、ひとつの案であって、活動の保証を保証するものでは
ない。PIU の職員・予算の獲得、等の条件がそろって、JICA は支援を行う
ことになるものであり、その際、詳細な支援内容が確定する。） 

 
・今後の活動のひとつとして、APERM は、PIU が設立された場合、経営・産業

団体等の中小企業支援機関による生産性向上に関するセミナーの開催に関す
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る支援（セミナー開催費用の補助、講師派遣、等）を考えている。 
（予算が取れれば。） 

 
・オーストリア政府が実施するプロジェクトにおいて、今後、JICA が協力でき

る部分があれば、相互に協力することは重要であると考えている。 
 
例えば、時期によるが、JICA が実施するローカルコンサルタントの育成にお
いて、オーストリア政府が実施する 5 日間のトレーニングプログラムに参加
したローカルコンサルタントを更に育成する（あるいは、その逆もあり得る）
などのコラボレーションの可能性があるのではないかと思われる。 

 
（オーストリア政府より） 
・オーストリア政府が 2009 年から 3 年間実施する予定のプロジェクトが、今日

最終的にすべての手続きが完了した。2009 年 7 月からスタートする。 
 
・今回のプロジェクトの予算は、最終的には 50 万ユーロであり、10％（5 万ユ

ーロ）を MoE（APERM）が Co-financing することになった。 
 1 年当たり 1 万 6,600 ユーロ（＝約 100 万ディナール）に相当する。 
 
・当方としても、相互協力をお願したい。 
 時期によるが、オーストリア政府が実施する 5 日間のトレーニングプログラ
ムにおいて、JICA のコンサルタントがスコピエにいるならば、JICA コンサ
ルタントによる日本事例紹介等をしていただければ有難い。 

 
・マケドニアの課題は予算である。2009 年から 3 年間実施する予定のプロジェ

クト終了後の予算をどうするのかが、いつも課題となっている。 
我々の実施するプロジェクト後の予算は、C/P が自立して獲得できるかが、
大きな課題である。 

 
・マケドニアでは、継続的な予算を組むことはかなり困難である。それゆえ、

多くの場合、予算は「Co-financing」とすることが多い。Co-financing とは、
プロジェクトの実施期間中は予算が与えられるが、プロジェクトの終了とと
もに予算配布も終了することを意味する。それゆえ、多くのプロジェクトが、
予算配布の終了とともに活動を縮小、停止せざるを得ない状況となっている。
（自立発展性が不足している。） 

 
・プロジェクトを行うときには、常に、C/P のキャパシティデベロップメント

を考える必要がある。 
 
（所感） 
・PIU に関して、予算をどう取るかが極めて重要である。 
・PIU は継続的な組織として存在する予定であり、基本的には Co-financing では

なく、定まった予算として獲得するべきであると思われる。 
 
（予算に関する APERM の意見） 
 オーストリア政府とのミーティングの後、APERM 事務所に戻り、予算の点

に関して、APERM より以下のとおり確認した。 
 
・当方より、「もし、PIU の設立に関して、人員配置、机の設置等の現在のリ

ソースの APERM 内の再配分で対応する場合、その部分での新たな予算の獲
得は必要でなく、さまざまな活動（セミナー開催）は、Co-financing でいいと
いう意見が MoE から出るのではないか」と聞いたところ、APERM より「そ
の点はわからない。しかし、継続的な PIU が設立されるであるから、新規に、
継続的な幾らかの予算はほしいと考えている。基本的には、Co-financing でな
く、継続的な予算獲得の立場を取りたい。来週月曜日までに、当方の考える
予算（案）を JICA に提示する。」とのことであった。 
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・定まった予算の獲得を前提とした予算以外に、Co-financing を前提とした予算
の可能性もあることを念頭に必要がある。最悪、すべてを「Co-financing」の
場合も念頭に置くべきかもしれない（それは、APERM と MoE の最終判断に
なる）。 

 

 

 

K-77 
1. 日時  2009 年 6 月 22 日 11:30－12：00 
2. 場所 スコピエ 
3. 面談先 APERM 
4. 出席者 APERM：Ms. V. Redzepagic(Director) 

JICA：（マケドニア）：辰巳企画調査員、S. Dimitrov、  
JICA コンサルタント（小西） 

5. 面談内容 （JICA 側） 
・辰巳企画調査員より、本案件に関する要請書に関する手続きに関する説明を

行った。 
 
・JICA コンサルタントより、今後のスケジュールに関して、以下のとおり、再

確認した。 
 

① APERM の Steering Committee は 6 月 26 日に開催（14：00） 
② 当方よりの今回の調査結果（提言）に関する Study Report は、6 月 24 日
までに APERM 長官に対し提出する。 

 
 APREM 長官より、Steering Committee 開催の前の 25 日 11：00 に JICA コン

サルタントと事前打合せをしたいとの申し入れがあり、25 日に APERM 長官
と会議をもつこととなった。 

 
 

 

K-78 
1. 日時  2009 年 6 月 24 日 9:00－10:00 
2. 場所 スコピエ 
3. 面談先 大学技術移転センター（University Ss Cyril and Methodius） 
4. 出席者 Ss Cyril and Methodius University：Prof. Delco. Jovanoski, Faculty of Mechanical 

Engineering 
APERM: Mr. L Nikolovski (Institutional Support and Coordination Head of Sector) 
JICA： JICA コンサルタント（小西） 

5. 面談内容 ・当方より、これまでの 2 ヵ月間にわたる調査の概略を説明した。 
（ただし、今回のディスカッションの内容は実施を確約するものではなく、
関係者間のブレーンストーミングであると理解していただきたい旨を最初
に説明し、先方から理解を得た。） 

 
（これまでの概略説明） 
・生産性向上に関して中小企業が抱える課題・支援ニーズ 
 
・BSO を中心とした中小企業支援機関の現状、特に、生産性向上に関する支援
 能力の現状 
 
・中小企業支援を展開している官民のローカルコンサルタントの現状 
 
・今後設立される予定の PIU に関して、以下の 3 つの項目に関する活動が重要
であると考えている。 
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① PIU の支援・普及体制の確立 
② 中小企業支援機関・人材の支援能力向上を通じた中小企業支援の実施（官

民ローカルコンサルタントの育成） 
③ APERM と中小企業支援機関・人材の連携強化 

 
・ JICA は、プロジェクト終了後の自立発展性が極めて重要であると考えている。

それゆえ、PIU が予算を独自に獲得して、自立した活動を展開することが必要
であると考えている。 

 
・JICA のプロジェクトの場合、ローカルリソースの活用を視野に入れたプログ

ラムになるのではないかと思われる。 
 
・APERM の限られた予算・人員を考えると、PIU は、他の中小企業支援機関と

の連携が極めて重要である。 
 
（Prof. Delco. Jovanoski 氏のコメント） 
・自立発展性を重視する考え方に賛同する。 
 
・ドナーのプロジェクトのなかには、99%の活動を自分たちだけで行い、ほとん

ど、ローカルリソースが含まれていないケースが存在する。 
 
・JICA がプロジェクトを実施する際には、ローカルリソースをいかに活用でき

るかを考えてほしい。 
 
・私は、Economy、Ecology、そして Social aspect(education employment etc)に関す

る自立発展性に関する国家諮問委員会のメンバーであり、産業部門に関して、
提言をまとめて提出している。そのなかで、300～400 の中小企業に対する中
小企業の自立発展性の重要性に関するセミナーを開催し、その後選定された
中小企業（40 社位？）に対して、自立発展するための品質管理、生産管理、
新製品開発に関する支援を実施することを提言している。JICA として、何か
協力ができないか検討してほしい。 

 →JICA（マケドニア）事務所にこの点に関して、報告することとした。 
 
（APERM コメント） 
・PIU として、独自の活動予算を獲得することは重要である。 
 
・政府の予算策定に関して APERM に再度確認したところ、毎年 11～12 月開催

の国会で審議された後、政府のガゼットで公表されるまで、予算は確定しな
い。 

 
 現実的な予算配布時期（これまでの経験） 

① APERM は 9～10 月に MoE と折衝（この間、更に MoE は財務省と折衝）
② MoE は予算全体を取りまとめ、11 月にマケドニア政府に提出 
③ 11 月に政府は国会に提出し、12 月に国会審議・予算を確定する。 
④ 確定した予算は、ガゼットに公表してはじめて効力を有する。 

現実には、1 月 1 日（新年）、1 月 7 日（クリスマス）があり、ガゼットに
公表するのはこれ以降になる（1 月中旬頃？）。 

⑤ 現実の APERM の予算配布は 1 月末までが多い。 
（2007 年は予算の配布が 5 月にずれたケースがある。） 

 
（所感） 
・もし、JICA のプロジェクトを考える場合、2 月以降の新規の職員の採用（あ
るいは、新規採用が無理な場合の APERM 内の配置換え）を考えると、3 月頃
以降の開始が妥当なのかもしれない。 
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K-79 
1. 日時  2009 年 6 月 24 日 12:00－13:00 
2. 場所 スコピエ 
3. 面談先 ドナー（GTZ) 
4. 出席者 GTZ： Ms. V Nushkova, project Coordinator 

JICA コンサルタント（小西） 
5. 面談内容 ・当方より、これまでの 2 ヵ月間にわたる調査の概略を説明した。 

（ただし、今回のディスカッションの内容は実施を確約するものではなく、
関係者間のブレーンストーミングであると理解していただきたい旨を最初
に説明し、先方から理解を得た。） 

 
（これまでの概略説明） 
・生産性向上に関して、中小企業が抱える課題・支援ニーズ 
・BSO を中心とした中小企業支援機関の現状、特に、生産性向上に関する支援
 能力の現状 
・中小企業支援を展開している官民のローカルコンサルタントの現状 
 
・今後設立される予定の PIU に関して、以下の 3 つの項目に関する活動が重要

であると考えている。 
① PIU の支援・普及体制の確立 
② 中小企業支援機関・人材の支援能力向上を通じた中小企業支援の実施（官
民ローカルコンサルタントの育成） 

③ APERM と中小企業支援機関・人材の連携強化 
 
・JICA としては、PIU が設立された場合、①～③の項目に関して、何らかの支

援が実施可能であると考えている。 
 
・ JICA は、プロジェクト終了後の自立発展性が極めて重要であると考えてい
る。それゆえ、PIU が予算を独自に獲得して、自立した活動を展開すること
が必要であると考えている。 

 
・ JICA のプロジェクトの場合、ローカルリソースの活用を視野に入れたプロ

グラムになるのではないかと思われる。 
 
・もし、JICA がローカルコンサルタントを育成したら、その育成されたローカ

ルコンサルタントの情報は、GTZ が進めているバルカン 6 ヵ国の SEE ネット
ワークのローカルコンサルタントのデータベースに載せてもらうなどの情報
提供面からのコラボレーションが考えられるのではないかと思われる。 

 
（GTZ 側コメント） 
・マケドニアの現実を考え、かつ、自立発展性を重視する考え方に賛同する。
この国のコンサルタントは、知識、実践面の支援経験が明らかに不足してい
る。 

 
・もし JICA が理論面、あるいは OJT の訓練を行う場合、OJT を受けるコンサ

ルタントの選定も極めて重要である。 
 
・特に、GTZ を含めてさまざまなドナーが中小企業支援を実施しているが、ロ

ーカルコンサルタントの育成をターゲットとしたプロジェクトは実施されて
いないと思う。 

 
・JICA のプロジェクトは、いつ頃から始まるのか。 
 →これから、APERM は、PIU に関する予算を取らなければならない。 
  2010 年以降になるではないかと思われる。今回の調査は最終段階のもので

はなく、具体的な活動の詳細の内容は、別のミッションにおいて提示され
ることになる（現段階では、開始時期等は確約できない）。 
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・GTZ は、前回説明したように、Export Promotion に関する活動を展開してい
る（繊維、IT 企業の育成支援、企業のトレードフェア参加促進）。 
この活動は、今年度（2009 年度）で終わりであるが、来年度（2010 年度）も
次のフェーズとして継続される可能性が高い（2～3 年のプロジェクト？）。
 
今年（2009 年）は、特に景気が悪いことが中小企業の活動に影響を与えてい
る。例えば、支援として、中小企業に対して新しい投資を提案したが、その
企業は、景気後退で投資を当面見合わせることとなった。 

 
・この国の課題は、情報が整理されていないことである。各機関、協会は、さ

まざまな情報を有しているが、国全体として、統一して情報を管理する体制
ができていない。APERM などの国の機関が中小企業に関する情報を整理し
たらどうかと思われる（予算的に困難かもしれないが）。 

 

 
 

K-80 
1. 日時  2009 年 6 月 24 日 14:15‐15:30 
2. 場所 スコピエ 
3. 面談先 APERM 
4. 出席者 APERM：Mr. L Nikolovski (Institutional Support and Coordination Head of Sector), 

Ms. E. Bozinovska (Strategic and Development Projects, Senior Expert),  
JICA： JICA コンサルタント（小西） 

5. 面談内容 ・もし、JICA が官民のローカルコンサルタントに対する研修（座学・OJT）を
実施する場合の留意事項を、APERM に対して以下のとおり確認した。 

 
（ただし、今回のディスカッションの内容は実施を確約するものではなく、
関係者間のブレーンストーミングであるとの相互理解に基づいている。）

 
（育成されるべきローカルコンサルタント） 
・育成されるべきローカルコンサルタントは、以下のとおりである。 
‐政府機関に属する職員（ローカルコンサルタント） 
（例 マケドニア標準局の指導員） 

‐BSO に属する職員（アドバイザー）あるいは、BSO と関係を有するローカ
ルコンサルタント 

‐APERM のデータベースにあるローカルコンサルタント 
‐その他のローカルコンサルタント 
 
ただし、もし、JICA によって生産性セミナー（座学）を開催するならば、
APERM の PIU と BSO（RESC、ESA）の今後の連携の可能性を考えると、
これらの機関から少なくとも 1 名ずつは、座学だけは優先して参加する機
会を与えてほしい。 

 
（OJT・支援の対象となる中小企業の属するセクターに関して） 
‐OJT 及び支援の実施の際に、支援対象となる中小企業の属するセクターを
考慮することは重要である。金属加工、食品加工等の何らかの加工を行っ
ているセクターがよいのではないかと思われる。 

 
（当方よりの質問） 
・育成するローカルコンサルタント 
 育成するローカルコンサルタント数に関して、当方より、1 年目は、座学が

40 名くらいで、OJT が 8～10 名くらいはどうかとの質問に対し、「APERTM
側は妥当ではないか」のコメントであった。 

 
・研修費用は、どのように負担しているのかに関して、「マケドニアの場合、
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ドナー・政府が研修を実施する場合、受講者に対して、すべての費用（宿泊
費、交通費）を負担するのが当たり前になっている。」とのコメントであっ
た。 

  
 〔後日、JICA（マケドニア）に確認したところ、バルカン地域での研修開催

はそうである。JICA も負担しているとのことであった。〕 
 
・ローカルコンサルタントが OJT 参加に参加する場合、その間、現在の仕事を
休む必要が出てくるが、それでも、彼らは参加するかどうかとの質問に対し、
以下のコメントを得た。 

  
 マケドニアでは、ある程度の期間以上のセミナーの訓練を受ける受講者は、

この期間、必ずセミナーに参加するという誓約書を書いてもらうことが多い。
  
また、セミナー開催後には、受講者に何らかの Certificate を出すことが通例と
なっている。それゆえ、JICA が訓練を実施する際には、理論面・実践面での
研修受講者に対して Certificate を出してほしい。できたら、JICA、MoE、APERM
との連名が望ましい。そうすることで、参加者が増える。 
（例として、これまでの研修の受講者への Certificate サンプルを見せていただ
いた。） 

  
ローカルコンサルタントが OJT 参加に参加する場合、現在の仕事をその間、
休む必要が出てくるが、継続して出席してもらうためには、人選も重要であ
るが、OJT の内容が十分なものであることが必要であり、かつ、OJT の最優
秀受講者に対しては、日本での研修に参加させるなどのインセンティブ
（Award）を与えることを検討してほしい（この場合、重要な点は、Award
のセレクションは中立な立場である JICA だけで行ってほしい）。 
 
その他のインセンティブとしては、OJT を受けたローカルコンサルタントは、
無条件で APERM のデータベースに載ることも考えられる。 
 

・通常、この国では、主催者が参加者の参加費用（講義参加費用だけでなく、
遠方からの参加者の交通費、宿泊費、等）すべてを負担することになってい
る。 

 
・当方より、できるかどうかわからないが、1 年目の OJT 受講者のなかで最優
秀者に 2 年度の研修の講師となる（現地ローカルリソースの有効活用）など
のインセンティブも与えることは、受講者のより研修に対する取り組みを増
すのではないかと質問したところ、「APERM 側も、それもひとつのやり方で
ある。それも含めて、最優秀受講者の日本研修への参加を是非検討してほし
い。」とのコメントであった。 

 
（専門家派遣への要望） 
・具体的な個別技術の専門家（座学・OJT）だけでなく、新しく設置される PIU

の支援・普及体制（連携を含む）全体に対する助言ができる専門家を配置し
てほしい。この点はとても重要であり、是非検討をお願いしたい。 
もちろん、APERM が主体的に、これらの体制構築に取り組むが、必要となる
経験も少なく、これらの面からの支援を望む。 

 
（プロジェクトの開始時期：専門家の派遣時期） 
・現実的な予算配布時期（これまでの経験）を勘案して、APERM として、具体

的なプロジェクト開始時期はいつ頃が望ましいかとの質問に対し、以下のコ
メントを得た。 

 
新規の職員の採用をするのを待つ場合は別にして、既存の職員の配置換えで
あれば、2 月中旬頃から何らかの活動を始めることは可能である。JICA の調
査団が実際に来て、一緒に活動するのは、2010 年 3 月頃（3 月以降）が現実
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的である。JICA の調査団が 3 月に来るとしても、来る前に何らかの下準備期
間が JICA調査団とAPERMには必要である。新規の職員を雇用する場合には、
それなりの時間が必要である。 

 
予算配布 
① APERM は、9～10 月に MoE と折衝（この間、さらに MoE は財務省と折衝） 
② 財務省は予算全体を取りまとめ、11 月、マケドニア政府に提出 
③ 11 月政府は国会に提出し、12 月に国会審議・予算を確定 
④ 確定した予算は、ガゼットに公表してはじめて効力を有する。 
 現実には、1 月 1 日（新年）、1 月 7 日（クリスマス）があり、ガゼットに公表は

これ以降になる（1 月中旬頃？）。 
⑤ 現実の APERM の予算配布は 1 月末までが多い。 
 

 
（所感） 
・最終的な予算が確定するのは、12 月末である（正式には 1 月初旬・中旬のガ

ゼットでの公表になる）。その前に大体の予算は確定していると思われるが、
JICA は、日本での最終的な決定のタイミングをいつとするのか（PIU の設立
を前提として、プロジェクトをいつスタートとするのか）を APERM に対し
て、9～12 月のどこかのタイミングで言及する必要があるように思われる。 

 
・「通常、この国では、主催者が参加者の参加費用（講義参加費用だけでなく、

遠方からの参加者の交通費、宿泊費、等）すべてを負担することになってい
る。」に関して、どのように費用を負担するかは明確にしておく必要がある。

 
 

 

K-81 
1. 日時  2009 年 6 月 25 日 15:45－16:30 
2. 場所 スコピエ 
3. 面談先 APERM 
4. 出席者 APERM：Ms. V. Redzepagic (Director) 

JICA： JICA コンサルタント（小西） 
5. 面談内容 ・明日開催予定の Steering Committee に先立ち、以下の事項を再確認した。 

 
・PIU は、以下の 3 つの項目に関する活動が必要である。 

① PIU の支援・普及体制の確立 
② 中小企業支援機関・人材の支援能力向上を通じた中小企業支援の実施（官
民ローカルコンサルタントの育成） 

③ APERM と中小企業支援機関・人材の連携強化 
 
・JICA としては、PIU が設立された場合、①～③の項目に関して、何らかの支
援が実施可能であると考えている。 

 
・主として、（1）APERM の生産性向上に関する支援・普及体制と（3）APERM

と中小企業支援機関・人材の連携強化に関しては、APERM がより主体的に活
動を展開し、JICA が側面から支援を行い、（2）中小企業支援機関、人材の
支援能力（ローカルコンサルタント）向上を通じた中小企業支援実施に関し
ては、JICA がより積極的に支援を行うことが考えられる。 

  
・ただし、JICA の支援は、APERM が PIU を設立し、かつ、活動のための予算
を得ることが前提である。他ドナーのような丸抱えの支援は行わない。 

 
・予算、人員の配置なくしてプロジェクトの実施は困難である。 
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（APERM 長官より） 
・今回の JICA のようなアプローチは初めてであり、高く評価している。 
 
・予算に関して、マケドニアの場合、中期計画の最初の年に活動する項目に対

して予算を載せなければ、次年度においてその予算を獲得することはかなり
困難である。それゆえ、アクションプラン 2 の中小企業への直接支援（7 つ
の中小企業に対する直接支援）の開始は 2011 年からでなく、2010 年からと
したい。 
→予算額、開始時期、本文の関係する文章すべてを変更することとした。 

 
・JICA の活動が具体的に決まるのはいつごろか。 
 （この点をとても気にしていた。） 
 →私は JICA コンサルタントであり、プロジェクトの最終決定者ではない。 
  私が帰国した後、JICA の方から、再度アプローチがあるはずである。 
 
（確認事項） 
・APERM が Steering Committee 後の MoE への報告（プレゼンテーション）に
関しては、7 月 1～3 日のいずれかで調整する。 
出席者は、APERM 長官及びスタッフは必ず出席する。 
MoE 側の出席者は改めて確認する。 

・進め方としては、提言に関する部分は JICA コンサルタント、予算に関しては、
APERM が説明する。 
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1. 日時  2009 年 6 月 26 日 14:15－15:00 
2. 場所 スコピエ 
3. 面談先 APERM 
4. 出席者 APERM Steering Committee： Mr. V Grozdanovski, (Lawyer), Chairperson 

Mr. S Temelkovski, University professor, Mr. G Cvetkovski, Bank Officer, 
MS. E Patrovska, Sociologist, (Ministry of Labor and Special Policy) 
Mr. A Nuredini, (Private businessman) 
APERM：Ms. V. Redzepagic (Director) 
JICA：（マケドニア）：辰巳企画調査員、S. Dimitrov、  
JICA コンサルタント（小西） 

5. 面談内容 （APERM 長官より） 
・JICA コンサルタントが 2 ヵ月にわたりさまざまな調査を行い、PIU 設立に関
する提言をまとめている。特に、ローカルコンサルタントの育成に関する提
言は重要である。 

 
（Steering Committee） 
・JICA コンサルタントより、以下の点に関して説明した。 
 
今後設立される予定の PIU に関して、以下の 3 つの項目に関する活動が重要
であると考えている。 
① PIU の支援・普及体制の確立 
② 中小企業支援機関・人材の支援能力向上を通じた中小企業支援の実施（官

民ローカルコンサルタントの育成） 
③ APERM と中小企業支援機関・人材の連携強化 

 
・主として、①APERM の生産性向上に関する支援・普及体制と③APERM と中

小企業支援機関・人材の連携強化に関しては、APERM がより主体的に活動を
展開し、JICA が側面から支援を行い、②中小企業支援機関、人材の支援能力
（ローカルコンサルタント）向上を通じた中小企業支援実施に関しては、JICA
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がより積極的に支援を行うことが考えられる。 
 
（JICA 支援案 例） 
① APERM 職員のキャパシティデベロップメント、 
② 官民のローカルコンサルタントの育成、等 

 
・特に、JICA 支援とは別にして、APERM の自立的な具体的な活動として、以
下の活動があげられている。 
① 支援を求める企業が属する BSO、経営・産業団体等への生産性セミナー
開催支援 

② 現在存在しているあるいは、育成されたローカルコンサルタントによる
生産性向上に関する中小企業支援の実施 

  
・ただし、JICA の協力は、APERM が PIU を設立し、かつ、活動のための予算

獲得・PIU 人員の配置を行うことが前提である。他ドナーのような丸抱えの
支援は行わない。一番重要なのは、自立的活動である。JICA は、カウンター
パートの活動を支援するスタンスに立った活動を実施する。 

 
・説明した 3 年間の活動計画表 （Possible framework of JICA’s future cooperation 

on the PIU within the APERM: draft）にある活動は、その実施を確約するもので
はなく、今後、APERM が予算・人員を配置し、自主的活動の展開のもと、JICA
と APERM が詳細を詰めていくことになる（今後の具体的な内容は、JICA と
APERM が適宜協議して決定していくことになる）。 

 
（Steering Committee 側コメント） 
・内容は理解した。 
・育成するローカルコンサルタントの活動セクターを決めているのか。 
 育成するローカルコンサルタントの人数は、何名くらいを想定しているか。
 
 →まだ、予算・人員の配置等が何も決定していないので、現段階では、JICA

としては何も言えない。予算・人員の配置、等が決まった後で、もし、JICA
が協力することになれば、今後の APERM と JICA の間で協議することにな
る。 
 
JICA コンサルタントの個人的な意見としては、ローカルコンサルタントの
より効率的な育成につながることを考慮すべきである。 
それゆえ、多くの支援が必要であり、ローカルコンサルタントも多くのこ
とを学ぶことのできる加工セクター（金属加工、食品加工、等）がいいの
ではないかと思う。 
 
人数は、明確にはわからないが、この国のアクティブなローカルコンサル
タントは、100～150 名程度ではないかといわれている。そのうちの 30 名
くらいが生産性に係るコンサルタントではないかと思う。 

 
・ローカルコンサルタントの受講資格はどのようなものが考えられるか？ 
 →個人的な意見ではあるが、座学は、ある程度の幅を広げた官民のローカル

コンサルタント（BSO 所属）も対象として考えられるが、OJT はもっとハ
イレベルのローカルコンサルタントを対象とすることがいいのではないか
と思われる。 

 
（所感） 
・Steering Committee は、上記内容の当方からの提言、枠組みに同意した。 
・中立的な人材が Steering Committee のメンバーになっているのかもしれない

が、メンバーのなかに中小企業支援の専門性を有する専門家、あるいは、MoE
の人材が含まれていないのは疑問を感じざるを得ない。 
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K-83 
1. 日時  2009 年 6 月 30 日 13:45－15:15 
2. 場所 スコピエ 
3. 面談先 経済省(MoE) 創業・競争力強化局（The Department for Entrepreneurship and 

 Competitiveness：DEC） 
（APERM の事務所にて面談した。） 

4. 出席者 MoE：Mr. I Baftijari, Head of Department, The Department for Entrepreneurship and 
Competitiveness 
APERM：Ms. V. Redzepagic (Director)、Mr. L Nikolovski (Institutional Support and 
Coordination Head of Sector) 
JICA コンサルタント（小西） 

5. 面談内容 ・ MoE の DEC の Mr. I Baftijari 局長が、APERM を訪問し、APERM 及び JICA
がどのような活動を計画しているのかを確認した。当方より、以下のとおりを
説明した（予算に関しては、APERM が説明した）。 

 
（Mr. I Baftijari 局長は現在夏休みの休暇中であり、7 月 13 日に業務に戻られる
予定であるが、本案件はとても重要であると考えておられ、JICA とのこの会
議だけのために ARERM に来られた。） 

 
（当方より説明） 
・これまでの過去 2 ヵ月間の調査に基づき、今後設立される予定の PIU に関し

て、以下の 3 つの項目に関する活動が重要である。 
 

① PIU の支援・普及体制の確立 
② 中小企業支リソースの支援能力向上を通じた中小企業支援の実施（官民ロ
ーカルコンサルタントの育成） 

③ APERM と中小企業支援機関・人材の連携強化 
 

②、③は、①の PIU の支援・普及体制の確立において、特に重要な活動とし
て、位置づけられるものである。 

 
・JICA としては、PIU が設立された場合、①～③の項目に関して、何らかの支

援が実施可能であると考えている。 
 
・主として、①APERM の生産性向上に関する支援・普及体制と③APERM と中
小企業支援機関・人材の連携強化に関しては、APERM がより主体的に活動を
展開し、JICA が側面から支援を行い、②中小企業支援リソースの支援能力（ロ
ーカルコンサルタント）向上を通じた中小企業支援実施に関しては、JICA が
より積極的に支援を行うことが考えられる。 

 
・JICA の協力は、APERM が PIU を設立し、かつ、PIU の活動のための職員・予

算を得ることが前提である。それは、JICA がカウンターパートの Ownership
と Sustainability がとても重要であると考えているからである。 

 
・他ドナーのような丸抱えの支援は行わない。マケドニアが責任をもって行い、

設置された PIU に対して日本が支援する。一緒に考え、協力するのが JICA ア
プローチである。 

 
・本格協力に関して、私は、JICA コンサルタントであり、内容を含めた実施に

関してコミットする権限はない。本格協力の実施をするのかを含めて、今後の
具体的な内容は、JICA と APERM が適宜協議して決定していくことになる。

 
（MoE 側コメント） 
・大筋は理解した。 
・JICA の考える支援のなかで BSO への支援はどうなるのか。 
→BSO（RESC、ESA、等）に関する支援は、ADC がイニシアティブをとって、
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BSO の職員のキャパシティデベロップメント（PCM 手法研修、あるは、組
織管理能力、等）を実施する予定であり、JICA は、この分野での支援は重
複するので実施しない予定である。 

 
 しかしながら、もし、JICA 支援が行われる場合の仮定になるが、官民のロ
ーカルコンサルタントの育成のために、理論面からの研修、あるいは、実践
面からの研修（OJT）を実施する可能性はある。特に、BSO 職員の能力向上、
活動の幅を広げるためにも、理論面の研修に参加してもらうことは可能であ
り、その意味において、BSO 職員の生産性向上に関する技術移転は可能で
ある（生産性向上に関する BSO 職員のキャパシティデベロップメント）。

 
 Mr. I Baftijari 氏もご存じのように、ADC は、15 名くらいのローカルコンサ
ルタントに対する理論面の研修（4～5 日間）を 2010 年 3～4 月に実施する
予定であるが、例えば、その受講した研修生を JICA の理論面、実践面の研
修に参加してもらう機会があるかもしれない。ADC とは、この点に関して
緊密に連携をとることの重要性を相互に確認している。 

 
・APERM の作成した予算に関しては、JICA コンサルタントは関与しているのか。
 →JICA コンサルタントは予算作成には関与していない。この点は同席した

APERM 職員より、「小西には、項目の内容に関して相談し、意見を求めた
が、予算は、APERM が自主的に策定している。」と返答している。 

 
・予算に関して、経済状況が悪化している状況下、新規に予算を獲得するのは、

かなり難しいと思われる。これは、個人的な意見であるが、幾つかの項目は、
削る必要があるが、その一方、他の項目の予算を増やして、より中小企業に裨
益する活動に予算を回すのがいいのではないかと思われる。 

 
・MoE としても、PIU の予算獲得を積極的に行っていく。MoE からの予算に関
する 1st Draft は 10 月の第 1 週が期限となる。それゆえ、それまでに JICA と
も緊密な連携を取って、プロジェクトにつなげていきたい。 

 
・まだ、APERM から JICA コンサルタントの作成した「Study Report（Draft）」
はもらっていない。説明は聞いたが、内容をよく読んで理解する時間がほしい。
私は、7 月 13 日に業務に戻る予定であるが、7 月 2 日だけは、MoE に出てい
る。それゆえ、2 日の 13 時以降で、再度、JICA コンサルタントと会議をもち
たい。MoE でのプレゼンテーション（7 月 13、14 日頃？）を行ってもらうか
どうかは、7 月 2 日で決定したい。 

 
・ JICA コンサルタントの作成した「Study Report（Draft）」において、記入され

ているかどうかわからないが、必ず、プロジェクトの Steering Committee が必
要であるという点を追記しておいてほしい。 

 →追記することにする。 
 
（所感） 
・予算に関して、新規の職員の雇用はかなり難しい。APERM も APERM 内の人

の配置転換で対応することも考えている。ただし、逆に、中小企業への直接支
援（コンサルタント料の補助）に関して、支援対象企業数を 7 社から 9 社（3,000
ユーロの純増）へと増やすなど、積極的な予算を考えている部分もある。 

 
会議終了後、APERM 職員より、「APERM の独自の新規プロジェクトとなる
①セミナー開催（5,850 ユーロ）あるいは中小企業への直接支援（コンサルタ
ント料の補助：1 万 500 ユーロから 1 万 3,500 ユーロ）に対しては、Mr. I Baftijari,
氏が、現状維持、あるいは増額を検討しているのは、本当に積極的な姿勢を示
すものであり、驚いている。JICA が与えてくれた機会をよいチャンスとした
い。」との積極的なコメントがあった。もちろん、予算はこれから十分に議論
される必要があるが、よい方向にあるのではないかと思われる。 
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・会議の席上、もし、JICA が支援を実施する場合、具体的に、誰を OJT に参加
させるのか、また、その選定は JICA だけ行うのか等の具体的な内容に関する
質問が出されたが、当方より「Study Report (Draft)」に記載しているように、
今回調査の目的は、PIU の設立に関する提言と JICA 協力の可能性のフレーム
ワークに関するものであり、個別具体的な内容を議論することを意図していな
い。まず、APERM 内に PIU を設立し、自主的な活動を行うことを MoE/APERM
が決めることが重要であるように思われる。 

 
具体的な詳細に関する議論は、予算の 1stDraft の期限である 10 月第 1 週まで
に MoE と JICA で詰めることになるはずである。 

 
 

 

K-84 
1. 日時  2009 年 7 月 2 日 12:30－13:15 
2. 場所 スコピエ 
3. 面談先 APERM 
4. 出席者 APERM：Mr. L Nikolovski (Institutional Support and Coordination Head of Sector), 

Ms. E. Bozinovska (Strategic and Development Projects, Senior Expert),  
JICA： JICA コンサルタント（小西） 

5. 面談内容 （情報収集機能に関して） 
・来年度の活動において、生産性向上に関する活動を実施する場合、効率的に

中小企業から課題・支援ニーズ、等の情報を得ることは極めて重要である。
それゆえ、当方が作成した生産性向上に関する中小企業向けの質問表（別資
料）を来年度の情報収集活動の一助として、APERM 側に渡し、情報収集の重
要性を説明した。 

 
・効率的に情報を収集するため、もし、生産性向上セミナーを開催する場合は、

セミナー後にワークショップをして、中小企業からさまざまな情報を得るこ
とが必要である。 

 
・バウチャースキームの質問事項に、上記の質問表の質問事項を組み入れるこ

ともひとつの案である。 
 
（APERM 側コメント） 
・非常に有益な資料である。感謝する。 
 
（座学・OJT 研修を実施する場合の留意事項：APERM 側コメント） 

① 7～8 月は、ほとんどの企業、政府関係者は夏休みをとるので、座学、OJT
とも実施しても参加者は少なく、ほとんどいない。少なくとも 8 月 20 日以
降でなければいない。その期間は、研修を実施すべきでない。 

② 座学と OJT の間にある程度の開いた期間を設けるべきである。 
続けて実施することはできない。研修生は仕事のリスケジュールをする

必要がある。 
③ 参加者には、交通費、宿泊費を考えるべきである。特に、BSO の出席者
には、必要である。これまで、一般的な例になるが、さまざまな研修を実
施した場合、大体 50 ユーロ/日（交通費＋宿泊）は提供している。 

④ OJT 参加者の選定に関して JICA が決定すべきである。マケドニアの関係
者を巻き込むことは賢明ではない。 

⑤ 理論面の研修では、英語＋マケドニア語の資料がいるが、OJT ではそこ
までいらない（英語だけで OK）。講義自体は、研修生がコンサルタント
中心になるので、英語で十分だと思う。 

⑥ 研修後には、講師側、受講生側、双方による研修評価（次の活動につな
げていく）があればよいと思う。 

⑦ 研修生の募集は新聞などを通じて行うのが一般的である。 
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（JICA 協力に関して：APERM 側コメント） 
・JICA が MoE と今後、協議することになると思うが、必ず、JICA がプロジェ
クトを実施する前提条件のひとつとして、100%PIU 業務に専任する職員
を配置することを明記してほしい（他の業務を兼任しない）。そうでなけ
れば、これまでの経験から、PIU に属していても、なし崩し的に他の業務を
するケースがこれまで多く、結局不十分な結果に終わってしまう可能性があ
る。この点は特に重要である。 

 
・当方より、「もし、プロジェクトが実施された場合、JICA コンサルタントは

1 年中常駐するわけではない。それゆえ、JICA コンサルタントがいない間も、
日本側と十分連携を取りながら、さまざまな事項に取り組む必要がある。そ
の点を十分理解してほしい（JICA は丸抱えの支援は行わない）。」との発言
に対して、APERM より、「APERM も JICA と相互に協力して実施していく
所存である。」とのコメントを得た。 

 
（その他：APERM コメント） 
・セミナー開催（理論面）の際の資料は、英語とマケドニア語の両方がほしい

が、最終的な活動報告書は、通常英語だけで十分である。 
 
・JICA として、プロジェクトを実施した場合、関係者を招いたセミナーを実施

してほしい。 
 
（所感） 
・プロジェクトを成功させるためにも、R/D を結ぶ際には、「100%PIU 業務に
専任する職員の配置」を明記することは重要であるように思われる。 

 
 

 

K-85 
1. 日時  2009 年 7 月 3 日 10:50－11:30 
2. 場所 スコピエ 
3. 面談先 経済省(MoE) 創業・競争力強化局（The Department for Entrepreneurship and 

 Competitiveness：DEC） 
4. 出席者 MoE：Mr. I Baftijari, Head of Department Ms. S Arsova-Kostadinova, Deputy Head of 

Department, The Department for Entrepreneurship and Competitiveness 
JICA（マケドニア）：辰巳企画調査員、Mr. S Dimitrov, Technical Coordinator、 
JICA コンサルタント（小西） 

5. 面談内容 （MoE 側コメント） 
・英文提言書（「Study Report (Draft) For Establishment of Productivity Improvement 

Unit At the Agency for Promotion of Entrepreneurship in the Republic of 
Macedonia」）の内容に関して理解した。記載されている内容は、MoE の求め
る方向性と一致している。JICA のこのよう支援アプローチを高く評価してい
る。 

 
・JICA コンサルタントの提出した提言したプロポーザルには、2 つのポイントが

あると思う。 
① PIU の Quality を高めること（支援・普及体制の高度化、職員のキャパシ
ティデベロップメントを含む） 

② 官民のローカルコンサルタントの Quality を高めること 
  
・この 2 つの Quality を同時に高めることなくして、プロジェクトは成功しない

と思う。 
 
 特に、ローカルコンサルタントの Quality を高めることに関しては、理論面で
の育成は別にして、実践的なコンサルタントの育成に関しては量ではなく、少
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数であっても質の高い実践的なローカルコンサルタントの育成が重要である
と考えている。 

 
・この JICA の提言はとても評価している。実践的なローカルコンサルタントの
育成はとても重要であり、これまで、あまりドナーは取り組んでこなかった分
野である（これまでの支援は、経営管理セミナー開催などのソフト面からの支
援が多かった）。 
 
育成されたローカルコンサルタントは、自立的に支援を行うことができ、ロー
カルコンサルタントの育成は、自立発展性につながるものである。多くのプロ
ジェクトは、プロジェクト終了後の活動資金の不足により、継続して活動がで
きないケースがあり、自立発展性が不足している。 

 
・10 月第 1 週までに財務省に提出する 1stDraft を作成する必要がある。 
今後の詳細を含めて、JICA との今後の連携をお願い致したい。 

 
・JICA の提言のなかで、「One dedicated manager and one staff with definite 

responsibilities would be assigned.」と記載されているが、以下の追記をお願いし
たい。「少なくとも、One dedicated manager は、知識・経験を有する APERM
のスタッフから選ばれることが望ましい。」 

 現実的に、政府関係者、中小企業支援機関との関係をあまりもたない、新しい
人材が来てもすぐには活動できない。また、現在あるリソースを活用すること
を検討したいからである。そのことがまた、APERM の自立発展性にもつなが
る。 

 →その方向で記載を変更する。 
 
（JICA コメント） 
・同じ方向性を共有していきたい。 
 
・本格協力の実施をするのかを含めて、今後の具体的な内容は、JICA と MoE、

APERMが適宜協議して決定していくことになる。MoEが言及している1stDraft
を作成する必要のある 10 月第 1 週がひとつの目安となる。日本に帰国したら、
JICA にもこの点を説明する。 

 
 私は、英文の提言書〔Study Report (Draft)〕に書かれた内容を JICA に提言する

が、提言を実施するかしないか決める権限はない。今後、どのような案件が形
成されていくかは、JICA と MoE、APERM との協議による。 

 
・予算は Co-financing でなく、継続的な予算であると理解していいのか。 
 (MoE コメント) 
 →継続的とは言明できないが、中期的な予算の獲得で考えたい。 
 
・英文提言書〔“Study Report (Draft) For Establishment of Productivity Improvement 

Unit At the Agency for Promotion of Entrepreneurship in the Republic of 
Macedonia”〕は別途修正したものを、来週には APERM を通じて、MoE に送
付する。 

 
（所感） 
・MoE は、提言の実現化に向けてとても積極的である。JICA としても、今後、
連絡を密に取って詳細を詰める必要がある。10 月第 1 週前の 8～9 月にミッシ
ョンの派遣を検討する必要があるのではないかと思われる。 

 
・MoE は、PIU の Quality を高めること（支援・普及体制の高度化、職員のキャ
パシティデベロップメントを含む）と官民のローカルコンサルタントの
Quality を高めることが重要であると認識している。JICA による PIU 機能への
支援を行うことを検討する際には、ローカルコンサルタント育成だけでなく、
PIU の支援・普及体制の高度化に対する支援の提供を十分考慮する必要がある。
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K-86 
1. 日時  2009 年 7 月 3 日 12:30－13:00 
2. 場所 スコピエ 
3. 面談先 APERM 
4. 出席者 APERM：Ms. V. Redzepagic (Director) 

JICA： JICA コンサルタント（小西） 
5. 面談内容 ・APERM 長官に対して、MoE と JICA の協議内容を説明した（詳細は、K-85 

参照）。 
 
（APERM 長官コメント） 
・これまでの活動に感謝している。今後、本案件が実現することを期待してい

る。 
 
・PIU のヘッド（Manager）の求められるものは何か？若い職員の配置でもいい

か。バックグラウンド（経済、工学、等）はどうか 
 →PIU はまだ設立されていない。それゆえ、マネージャーは、政府機関、経

営・産業団体、BSO との折衝、あるいはセミナーでの政府としてのプレゼ
ンテーションを行う必要が出てくるので、若い職員の配置は難しいのでは
ないかと思われる。 
PIU の設立はこれからであり、機械工学等のある程度の製造業に関する知
識を有している方がいいのではないかと思われる。1～2 年後にある程度の
システムが構築できれば、経済等のバックグラウンドであっても、管理能
力があれば問題ないのではないかと思われる。もちろん、経済等のバック
グランドであっても有能であればよい。 

 
・まだわからないが、現実的には 2 名の専任は難しいかもしれない。最悪 1 名
もあり得ることを理解してほしい。 

 
 

 

K-87 
1. 日時  2009 年 7 月 6 日 15:00－15:30 
2. 場所 スコピエ 
3. 面談先 ドナー（EU) 
4. 出席者 EU：Ms. E Georgieva, Task Manager 

APERM：Ms. E. Bozinovska (Strategic and Development Projects, Senior Expert), 
JICA： JICA コンサルタント（小西） 

5. 面談内容 （当方より説明） 
・・これまでの過去 2 ヵ月間の調査に基づき、今後、APERM 内に設立される予

定の PIU に関して、以下の 3 つの項目に関する活動が重要である。 
 

① PIU の支援・普及体制の確立 
② 中小企業支リソースの支援能力向上を通じた中小企業支援の実施（官民

ローカルコンサルタントの育成） 
③ APERM と中小企業支援機関・人材の連携強化 

 
・JICA としては、PIU が設立された場合、①～③の項目に関して何らかの支援

が実施可能であると考えている。 
 
・特に、官民のローカルコンサルタントの育成は、JICA として何らかの支援

が可能である分野である。 
 
 これまで、ドナー、中小企業支援機関、ローカルコンサルタント、中小企業

に面談したが、実践的なローカルコンサルタントの育成が不十分であるとの
意見が多かった。 
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・ただし、上記の内容は、APERM の PIU が予算・人員配置を含めて確定する
こと、及び、JICA と MoE/APERM との最終的な折衝を受けて検討されるも
のであり、その内容の実施を保証するものではない。あくまで、支援の方向
性（案）を提示している。 

 
（EU 側コメント） 
・JICA の考えている支援は、とてもよいことだと思う。前回面談時に言及し

たように、EU は、TAM/BAS プロジェクト（2009 年末より 3 ヵ年：200 万ユ
ーロ）を行う。ただし、主要な目的は、中小企業への直接支援であって、ロ
ーカルコンサルタントの育成ではない。ローカルコンサルタントに対して理
論面からのトレーニングを 3 日間行うが、あくまで、一般的な内容であり、
生産性などのように特定分野を掘り下げるものではない。 

 
JICA が生産性向上に特化したローカルコンサルタントの育成を行うことは、
他のドナーも実施しておらず、支援の重複もない。 

 
・大学は、中小企業支援を行っているが、ローカルコンサルタントの育成支援

は行っていない。 
 
・APERM は、今後、さまざまな情報を管理するセンターになるべきだと思う。
 
・JICA のプロジェクトは、いつ頃から始まるのか。 
 →これから、APERM は、PIU に関する予算を取らなければならない。 
  来年以降になるではないかと思われる。今回の調査は最終段階のものでは

なく、具体的な活動の詳細の内容は別の JICA ミッションにおいて提示さ
れることになる（現段階では、内容も含め、開始時期、等は確約できない）。

 
（所感） 
・EU とは今後緊密な連携を取って、相互に情報を共有する必要がある。 
 
・また、マケドニアの EU への加盟はいつ頃になるのかとの当方の質問に対し

て、「個人的な意見としての前置きはあるが、2015 年以降ではないか。」と
の意見であった。MoE の欧州統合府での面談においても同様の意見であっ
た。 

 
 

 

K-88 
1. 日時  2009 年 7 月 7 日 10:15－10:45 
2. 場所 スコピエ 
3. 面談先 APERM 
4. 出席者 APERM：Ms. V. Redzepagic (Director) 

Mr. L Nikolovski (Institutional Support and Coordination Head of Sector),  
Ms. M Petrova (Lawyer of APERM) 
Ms. M. Taseva (Strategic and Development Projects Head of Sector), 
Ms. E. Bozinovska (Strategic and Development Projects, Senior Expert),  
JICA：辰巳企画調査員、Mr. S Dimitrov, Technical Coordinator, JICA コンサルタン
ト（小西） 

5. 面談内容 （JICA コンサルタント側コメント） 
・これまで、何度も言及しているように、今後 APERM において設立される予
定の PIU に関して、以下の 3 つの項目に関する活動が重要である。 

 
① PIU の支援・普及体制の確立 
② 中小企業支リソースの支援能力向上を通じた中小企業支援の実施（官民

ローカルコンサルタントの育成） 
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③ APERM と中小企業支援機関・人材の連携強化 
 
・JICA 支援の基本は丸抱えでなく、C/P の主体的な活動を支援することである。
 
・JICA の協力は、APERM に PIU の予算、人員が確保されることが前提であり、

その枠内において、プロジェクトの開始時期、内容が決められるものである。
今回、調査した内容に関して、さまざまな実施を確約するものではない。 

 
・MoE からの予算に関する 1st Draft は 10 月の第 1 週が期限となっており、今

後とも MoE、APERM が JICA と緊密にコンタクトを取り、協議を進めること
が重要である。この点は、日本に帰ってから、JICA 東京にも伝える。 
 

・今日、Study Report (Draft)のファイナルを MoE、APERM に送付する。 
 変更点は、以下の表現の変更及び追記である。 
 

① 提言のなかにある「Public and local consultants 」を「Local SME Supporters 
(public and private consultants etc)」と変更する。 

② 専任マネージャーは、APERM 内より選ばれることが望ましく、かつ、1）
正規雇用である、2）中小企業振興に係る経験がある、3）官民の中小企業
支援機関との連携が可能である、4）折衝能力、英語に長けている、等の条
件を満たしていることが望ましい（追記） 

③ JICA が APERM の PIU に対する支援を実施するに際には、必ず、関係者
で構成される Steering Committee（少なくとも、MoE、欧州統合府、APERM
等の機関）を設立することが必要である。（追記） 

→APERM は変更に同意した 
 
・過去 3 ヵ月間の調査において、JICA と APERM のさまざまな協議だけでなく、

他の支援機関、中小企業等との面談調査のアポイントメント、スケジュール
 において、APERM に JICA コンサルタントの活動を積極的に支援していただ
いたことに感謝している。 

 
（APERM 側コメント） 
（APREM 長官） 
・JICA 及び JICA コンサルタントの取り組みに対して、MoE、APERM とも感謝

している。 
 
・特に、これまでとは異なるアプローチでの調査（APERM 職員を巻き込んだ詳

細中小企業ニーズ調査、等）であり、とても評価している。 
 
（APERM 職員） 
・JICA のアプローチは、他のドナーとは異なるものであり、よい機会を与えて

くれたと感じている（一緒になって活動）。 
 
・特に、さまざまなステークホルダーに関する調査など、粘り強い姿勢を感じ

た。 
 
・今回の調査結果が PIU 設立に向けてよい方向に行き、PIU 設立を実現させた
い。 

  
（JICA コメント） 
・今後は、8 月初旬頃、APERM 側から要望書の作成が必要となる。 
再度、JICA は APERM にコンタクトすることになる。 

 
（所感） 
・本調査において、MoE、APERM に対して、PIU 設立に係る提言を行うだけで

なく、独自の活動を行うことの必要性を力説した。そのことが、APERM が考
えて提示したアクションプラン（既存、あるいは、育成された官民のローカ
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ルコンサルタントによる生産性向上に関する中小企業直接支援の実施）につ
ながっていると思われる。 

 
 

 

K-89 
1. 日時  2009 年 7 月 10 日 10:15‐11:00 
2. 場所 スコピエ 
3. 面談先 ドナー（USAID) 
4. 出席者 USAID：Ms. M L Atanasov, Project Management Specialist-Economic Growth 

Office 
APERM：Ms. E. Bozinovska (Strategic and Development Projects, Senior Expert), 
JICA： JICA コンサルタント（小西） 

5. 面談内容 （当方より説明） 
・これまでの過去 2 ヵ月間の調査に基づき、今後設立される予定の PIU に関
して、以下の 3 つの項目に関する活動が重要である。 

 
① PIU の支援・普及体制の確立 
② 中小企業支リソースの支援能力向上を通じた中小企業支援の実施（官

民ローカルコンサルタントの育成） 
③ APERM と中小企業支援機関・人材の連携強化 

 
・JICA としては、PIU が設立された場合、①～③の項目に関して、何らかの

支援が実施可能であると考えている。 
 
・特に、官民のローカルコンサルタントの育成は、JICA として何らかの支援
が可能である分野である。 

 
 これまで、ドナー、中小企業支援機関、ローカルコンサルタント、中小企

業に面談したが、実践的なローカルコンサルタントの育成が不十分である
との意見が多かった。 

 
・ただし、上記の内容は、APERM の PIU が予算・人員配置を含めて確定する

こと、及び、JICA と MoE/APERM との最終的な折衝を受けて検討されるも
のであり、その内容の実施を保証するものではない。あくまで、支援の方
向性（案）を提示している。まず、日本において詳細が検討される。 

 
・予算に関しては、10 月の第 1 週が MoE の 1st Draft 作成の期限であり、それ

までに JICA 側は、MoE、APERM に対して、何らかのコンタクトをするこ
とになる。 

 
（USAID 側コメント） 
・JICA の提言は重要である。特に、官民のローカルコンサルタントの育成は

他のドナーとの活動の重複もなく、補完的な活動である。 
 
・USAID は、2012 年にマケドニアの活動を終了する予定であったが、現在 2016

年まで活動を続けることが決定している。2016 年以降、活動を続けるかど
うかに関しては、2012 年頃に再度議論されるのではないかと思われる。 

 
（所感） 
・USAID からは、官民のローカルコンサルタントの育成はとても重要である

との意見であった。JICA として協力の裨益効果は高いものと思われる。 
 
・当方より、「USAID として、マケドニアの EU 加盟の時期をいつごろであ
るとみているのか。」と確認したところ、個人的意見としての条件つきで
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あるが、「2015～2020 年頃になるのではないか。2015 年は本当に最短の場
合である。特に、マケドニアの国名問題に関して、何らかの動きがあるの
ではないかと思う」との意見であった。これまでの面談を総合して、少な
くとも 2014 年までは EU 加盟はない可能性が高い。 

 
 

 

K-90 
1. 日時  2009 年 7 月 10 日 12:00－12:30 
2. 場所 スコピエ 
3. 面談先 欧州統合府（Secretariat for European Affairs） 
4. 出席者 Secretariat for European Affairs ：Ms. O Kaljosevska, Head of Sector for coordination

of EU funds and other foreign assistance, Ms. Z Zmejkovska, Associate, 
JICA（マケドニア）：Mr. S. Dimitrov、 JICA コンサルタント（小西） 

5. 面談内容 （当方より説明） 
・別の資料にて、今回調査に至る経緯、今回調査の概要、及び今後の JICA 支援

の可能性に関して説明した。 
 
・特に、今後の JICA 支援の可能性に関して以下のとおり説明した。 
 
・これまでの過去 2 ヵ月間の調査に基づき、今後 APERM において設立される
予定の PIU に関して、以下の 3 つの項目に関する活動が重要である。 

 
① PIU の支援・普及体制の確立 
② 中小企業支リソースの支援能力向上を通じた中小企業支援の実施（官民

ローカルコンサルタントの育成） 
③ APERM と中小企業支援機関・人材の連携強化 

 
②、③は、①の PIU の支援・普及体制の確立において、特に重要な活動とし
て、位置づけられるものである。 

 
・JICA としては、PIU が設立された場合、①～③の項目に関して、何らかの支

援が実施可能であると考えている。 
 
・PIU の 3 カ年計画（案）は、APERM の PIU 機能に関する提言として作成した

ものであり、JICA が 3 ヵ年の支援を考えているわけではない。もし、JICA
が支援を行う場合、多分 1～2 年くらいになるのではないかと思われる。 

 
・本格協力に関して、私は JICA コンサルタントであり、内容を含めた実施に関

してコミットする権限はない。本格協力の実施をするのかを含めて、今後の
具体的な内容は、JICA と APERM が適宜協議して決定していくことになる。

 
・もし、APERM と JICA でプロジェクトが実施されるならば、開始時期は、来

年度（2010 年）以降になるものと思われる。ただし、今後の APERM 内での
PIU 設置状況（予算、人員配置）による。 

 
・MoE の来年度の活動・予算の 1st Draft の作成は 10 月第 1 週であり、それま

でに、JICA と C/P である MoE、APERM との間で詳細が詰められることにな
る。 

 
（欧州統合府側コメント） 
・他のドナーとの活動の重複はないか。 
 →EU、GTZ、その他ドナーとは協議しており、支援の重複はほとんどない。
むしろ補完的な活動である。 

・ JICA コンサルタントがまとめた最終ドラフト（英語版）を PDF でなく、WORD
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版としてほしい。 
 →日本に帰国後、最終版ができた段階で、JICA（東京）より JICA（マケドニ

ア）経由で送付するよう依頼する。 
 
（JICA マケドニア事務所）  
・8 月末までには、マケドニアより要請書を提出してもらう必要がある。 
 
（所感） 
・当方より、「マケドニアの EU 加盟の時期をいつごろであるとみているのか。」

と確認したところ、個人的意見としての条件つきであるが、「2015 年くらい
になるのではないか。最近は、加盟の基準が高くなってきている。」との意
見であった。これまでの面談を総合して、少なくとも 2014 年までは EU 加盟
はない可能性が高い。 

 
 

 

K-91 
1. 日時  2009 年 7 月 13 日 15:00－15:30 
2. 場所 スコピエ 
3. 面談先 APERM 
4. 出席者 APERM：Ms. V. Redzepagic (Director) 

Ms. M. Taseva (Strategic and Development Projects Head of Sector), 
Ms. E. Bozinovska (Strategic and Development Projects, Senior Expert),  
Ms. B. Blazevska  
JICA： JICA コンサルタント（小西） 

5. 面談内容 （APERM と JICA コンサルタントの最後の打合せ） 
 
（APERM 長官） 
・これまでの調査・提言に感謝する。 
 
・JICA のアプローチは、他のドナーと異なるアプローチである。 
 
・今後、JICA と APERM の協力が実現することを望んでいる。 
 
・今後の手続きはどうなるのか。 
→今後は、まず、8 月末までに提出する必要のある「要請書」を作成しなけれ

ばならない。JICA（マケドニア）の企画調査員より、コンタクトがあるはず
である。 
何れにせよ、10 月第 1 週の MoE の 1st Draft 作成までに JICA とのコンタク
トが必要である。JICA（東京）サイドにもその旨を伝える。 

 
・もし、JICA の協力が得られて、プロジェクトが実施される場合、具体的な個

別技術の専門家（座学・OJT）以外に、新しく設置される PIU の支援・普及
体制（連携を含む）全体に対する助言ができる専門家を配置してほしい。 
この点は、是非検討をお願いしたい。 

 
（JICA コンサルタント） 
・これまでの 3 ヵ月間の調査に対して、最大限の協力をしていただいたことに
関して、とても感謝している。 

 
・本準備調査を基にして、更なる本格協力の実現につながることを望んでいる。
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K-92  
1. 日時  2009 年 7 月 15 日 9:15－11：00 
2. 場所 セルビア 
3. 面談先 JICA (セルビア)事務所 
4. 出席者 JICA（セルビア）事務所：鹿野所長、山田次長、高橋職員、小林専門家 

JICA コンサルタント（小西） 
5. 面談内容 （「マケドニア旧ユーゴスラビア共和国 中小企業支援能力向上第 2 次プロジ

ェクト準備調査報告」概要要約を基に説明した。） 
 
（説明の要点） 
・これまでの過去 2 ヵ月間の調査に基づき、今後設立される予定の PIU に関し
て、以下の 3 つの項目に関する活動が重要である。 
① PIU の支援・普及体制の確立 
② 中小企業支リソースの支援能力向上を通じた中小企業支援の実施（官民

ローカルコンサルタントの育成） 
③ APERM と中小企業支援機関・人材の連携強化 

 
・JICA としては、PIU が設立された場合、①～③の項目に関して、何らかの支
援が実施可能である。 
 
主として、①APERM の生産性向上に関する支援・普及体制と③APERM と中
小企業支援機関・人材の連携強化に関しては、APERM がより主体的に活動を
展開し、JICA が側面から支援を行い、②中小企業支援リソースの支援能力（官
民のローカルコンサルタントの支援能力）向上を通じた中小企業支援実施に
関しては、JICA がより積極的に支援を行うことが考えられる。 

  
 JICA は、他のドナーと異なり、丸抱えの支援は行わない。JICA は、あくまで、
主体的な活動を行う C/P に対する支援が基本である点を MoE、APERM に対
して確認している。 

 
・予算に関しては、10 月の第 1 週が MoE の 1st Draft 作成の期限であり、それ
までに JICA のミッションを派遣して、JICA のプロジェクト開始の条件
（APERM の予算確定、人員配置、等）がクリアされた段階で、いつ頃スター
トするのか、何を支援するのか等を明確にする必要がある。 

 （少なくとも、10 月前に JICA ミッションの派遣は必要である。） 
 
・別資料において記載したように、JICA 支援は、マクロ経済、中小企業、経営・

産業団体からの支援ニーズも高く、要請されている支援は JICA として実施可
能であり、これまでの類似の豊富な支援経験を生かした支援により、その裨
益効果は高いと思われる。 

 
・他の主要なドナー（EU、USAID、GTZ、等）は、特定の企業に対する直接の

技術支援（インターナショナルコンサルタントの企業への派遣、等）を実施
している（EU：TAM/BAS プロジェクト、USAID：Competitiveness project 等）。

 
・もし、JICA が PIU に関する本格プロジェクトを実施する場合、技術支援コン

サルタントだけでなく、支援・普及体制を支援できるコンサルタントの配置
も重要であるように思われる。また、APERM の具体的責任者（C/P）は、豊
富な経験を有する人材を配置するよう十分 APERM と協議すべきである。 

 
・欧州統合府、MoE、ドナー等の非公式の見解を総合すると、マケドニアの EU

加盟の時期は、2015 年頃位（あるいはそれ以降）になるのではないかと思わ
れる。 

 
（JICA 側コメント） 
・本格プロジェクトを実施する場合、どのようなプロジェクト目標を設定する
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かは極めて重要である。プロジェクトの目標設定によって、プロジェクトの
実施期間、評価項目も異なるものとなる。官民のコンサルタントの育成をど
う取り扱うかも重要である。いずれにせよ、今後詳細を詰めていく必要があ
る。 

 
（小林専門家） 
・マケドニアと同様に、セルビアも中小企業支援機関の職員数は少ない。JICA
も中小企業支援を実施する場合、ある程度、民間に存在するリソースを活用
することを考慮する必要がある。 

 
 

 

K-93 
1. 日時  2009 年 7 月 16 日 10：45－12：00 
2. 場所 ウイーン 
3. 面談先 在オーストリア日本大使館 
4. 出席者 在オーストリア日本大使館：市原 2 等書記官、野口アドバイザー 

JICA コンサルタント（小西） 
5. 面談内容 「マケドニア旧ユーゴスラビア共和国 中小企業支援能力向上第 2 次プロジェ

クト準備調査報告」概要要約を基に説明した。） 
 
（説明の要点） 
・これまでの過去 2 ヵ月間の調査に基づき、今後設立される予定の PIU に関し

て、以下の 3 つの項目に関する活動が重要である。 
 

① PIU の支援・普及体制の確立 
② 中小企業支リソースの支援能力向上を通じた中小企業支援の実施（官民

ローカルコンサルタントの育成） 
③ APERM と中小企業支援機関・人材の連携強化 

 
・JICA としては、PIU が設立された場合、①～③の項目に関して、何らかの支
援が実施可能である。 
 
主として、①APERM の生産性向上に関する支援・普及体制と③APERM と中
小企業支援機関・人材の連携強化に関しては、APERM がより主体的に活動を
展開し、JICA が側面から支援を行い、②中小企業支援リソースの支援能力（官
民のローカルコンサルタントの支援能力）向上を通じた中小企業支援実施に
関しては、JICA がより積極的に支援を行うことが考えられる。 

  
 JICA は、他のドナーと異なり、丸抱えの支援は行わない。JICA は、あくまで、
主体的な活動を行う C/P に対する支援が基本である点を MoE、APERM に対
して確認している。 

 
・今後の具体的な支援の可能性に関しては、帰国後、日本サイドにて詳細を検

討することになる。 
 
・APERM の予算に関して、10 月の第 1 週目が上位機関である MoE の 1st Draft
作成の期限であり、それまでに JICA のミッションを派遣することは重要であ
る。 

 
・別資料において記載したように、JICA 支援は、マクロ経済、中小企業、経営・

産業団体からの支援ニーズも高く、要請されている支援は JICA として実施可
能であり、これまでの類似の豊富な支援経験を生かした支援により、その裨
益効果は高いと思われる。 
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・他の主要なドナー（EU、USAID、GTZ、等）は、特定の企業に対する直接の
技術支援（インターナショナルコンサルタントの企業への派遣、等）を実施
している（EU：TAM/BAS プロジェクト、USAID：Competitiveness project 等）。

 
・欧州統合府、MoE、ドナー等の非公式の見解を総合すると、マケドニアの EU

加盟の時期は、2015 年頃位（あるいはそれ以降）になるのではないかと思わ
れる。 

 
・APERM の長官は、この 10 年で 8 名代わっている。政治的に任命されるから

である。 
 
（その他の事項として、MoE・APERM の役割、産業政策、貿易状況等に関して
説明した。） 

 
（大使館側コメント） 
・APERM は、創業だけを促進しているのか。 
→APERM は、創業だけでなく中小企業振興に係る支援を行っている。 
 日本では、中小企業基盤整備機構に相当する。ただし、職員数は 12 名である。
 
・もし、本格プロジェクトを実施する場合、OJT を通じた官民のローカルコン
サルタントの育成に関して、どのようなセクターに属する企業を選ぶのか。

 それによって育成されるコンサルタントの能力も異なるのではないか。 
→OJT の効果を考えると、加工セクター（金属加工、食品加工、木工加工、ア

パレル加工、等）に属する企業が官民のローカルコンサルタントの育成の際
の対象企業として考えられる。 

 
その理由は、1）加工セクターはマケドニアの主要なセクターであり、これら
のセクターに所属する企業が多い、2）これらの企業は ISO、HACCP、EUREGAP
等の理論面からの知識を有しており、更に実践的な支援を求めている、3）こ
れらのセクターに属する企業は、原材料の購入から販売までの多くのプロセ
スを有しており、官民のローカルコンサルタントが OJT において学べる事項
が多く、他のセクターに属する企業に対しても、OJT を通じて得られた手法
を広範囲に適用することは可能である、等である。 
 
特に、金属加工、食品加工に属する企業が OJT の際の企業となる可能性が高
い。アパレルで求められている技術支援は、ブランド力、デザイン力であり、
イタリア等による支援の方がより効果的であると思われる。 
 

・マケドニアは、小国であるが、小国だから効果的に協力できる可能性がある。
今後、息の長い協力につながることを望む。 
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